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 Date Remarks 

 

April 5  Entrance Ceremony 
Freshman Orientation 

April 13 Classes Begin 

April 6 to 13  Register for Classes 

April 14 to 20  Register Change for Classes 

April 28  Deadline for Submission of Research Title【first-year】 
 Deadline for Submission of Thesis Title【second-year】 

August 4 to September 30  Summer Vacation 

 

October 1  Anniversary of the founding (Holiday) 
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January 9  Classes Begin 

January 15 Deadline for  change the title of Thesis【second-year】 
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January 27  Thesis Presentation【second-year】 

February 3  Thesis Presentation (spare date)【second-year】 

February to March  Thesis Concept Presentation【first-year】 

March 25  Commencement Ceremony 

March 11 to 31  Spring Vacation 
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はは    しし    がが    きき 

 

 鹿屋体育大学大学院体育学研究科修士課程スポーツ国際開発学共同専攻においては、次

の①～④の能力を修得することを目的としております。  
①国際情勢と政策及び地球規模課題に対する知識と分析力、使命感  
②多角的・俯瞰的な視点、及び目的達成志向能力  
③スポーツ・体育・健康に関する総合的な知識と実践力、政策立案・事業経営等の知識

と実践力  
④コミュニケーション、コーチング、マネジメント、分析等に関する能力  
この能力を修得するために、授業科目は講義（基礎、応用、関連）、演習（学内、学外）、

実践（母国、海外）に分類され、教育課程を編成しています。  
学生諸君は、下記の要点に留意し、上記能力をしっかりと修得するよう、学修に取り組

んでください。 

 

 ○修士課程スポーツ国際開発学共同専攻では、学修計画の助言、「課題研究」の開講、

学位（修士）論文の作成に係る指導などのため、指導教員、副指導教員を置きます。 
 

 ○修士課程スポーツ国際開発学共同専攻では、各自の研究計画、将来の進路などから、

この履修要項に提示された授業科目の中から履修する科目を選択し、履修方法に従っ

て学修計画を立ててください。  
 

 ○修士課程スポーツ国際開発学共同専攻を修了するには、２年間修学し、30 単位以上取

得するなど、種々の修了要件があるので、この履修要項を熟読の上、要件を確認し、

学修計画を立ててください。  
 

 ○学修計画を立てたら、この履修要項に記載された規則に従い、履修登録をしなければ

なりません。登録しなかったり、登録間違いがあったりすると単位が認定されないこ

とになります。 

 
○自分自身の学修計画や、開設授業科目について疑問点などがあれば、指導教員、教務

課担当係に確認し、ミスのないように自分の学修目標にあった計画を立ててください。 

 

    令和５年４月 

                                            スポーツ国際開発学共同専攻長                 
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Ⅰ．大学院体育学研究科修士課程スポーツ国際開発学共同専攻の概要



 

 

ⅠⅠ．．大大学学院院体体育育学学研研究究科科修修士士課課程程ススポポーーツツ国国際際開開発発学学共共同同専専攻攻のの概概要要 

 

１１．．目目  的的 

  本学は、体育・スポーツ、レクリエーション活動などの分野における教育研究に主眼をおき

つつ、一般市民に対し健康・体力づくりについて指導し得る幅広い知識を身につけた実践的な

体育指導者の養成を行う体育系の単科大学として設置されたものである。 

  本学大学院体育学研究科（修士課程スポーツ国際開発学共同専攻）は、これを基礎にスポー

ツ・体育・健康に関する理論的実践的な知識を英語で行われる授業によって学び、国際平和と

友好、豊かな地域生活の創造に寄与できる次のような人材を養成することを目的としている。 

１．スポーツを通じて国内外の社会開発を担う人材 

２．我が国の体育教育の制度と実践を理解し、諸外国に支援ができる人材 

３．国際平和と友好、青少年教育を促進するオリンピック運動及びその歴史的展開に関する専

門的知識を持ち、IOC ほか国際機関で活躍できる人材 

  

  

２２．．デディィププロロママポポリリシシーー  

筑波大学大学院学則および鹿屋体育大学学則に規定する課程の目的を充足した上で、次の能

力などを有することが最終試験において認定された者に修士（スポーツ国際開発学）の学位を

授与する。 

１．国際情勢と政策及び地球規模課題に対する知識と分析力、使命感 

２．グローバルな俯瞰力と実践現場で発揮できるリーダーシップ能力 

３．スポーツ・体育・健康に関する基礎的知識と実践力 

４．国際貢献のためのコミュニケーション能力とマネジメント能力 

  

  

３３．．カカリリキキュュララムムポポリリシシーー  

学位に相応しい専門的能力を身につけるため、以下の専門科目を実施している。また、関連

する分野の基礎的素養や広い視野、汎用的知識・能力の涵養に資するよう、関連科目を設置し

ている 

 

●教育課程の編成方針 

■講義科目（１４単位以上履修） 

・基礎科目（スポーツ国際開発論Ⅰ、オリンピックムーブメント論、スポーツマネジメン

ト論、スポーツ・文化・社会、ヘルスプロモーション論、上級コーチ教育論、研究方法

論など）において、獲得すべき能力の基盤となる知識を身につける。 

・応用科目（スポーツ国際開発論Ⅱ、経営マネジメント論、プロジェクトマネジメント論
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など）において、グローバルな俯瞰力と実践現場で発揮できるリーダーシップ能力、ス

ポーツ・体育・健康に関する実践力、そして国際貢献のためのコミュニケーション能力

とマネジメント能力を身につける。 

・関連科目（開発学原論、社会開発のための公共政策、国際政治学、アジアにおける開発

経済学など）において、国際情勢と政策及び地球規模課題に対する知識と分析力を身に

つける。 

■演習科目（１０～１２単位履修） 

・学内科目（課題演習）では、スポーツを通じた開発と平和、スポーツを通じた教育・青

少年育成、スポーツとジェンダー・人種・民族、健康と環境、アダプテッドスポーツ・

高齢者の５領域を各自の研究テーマに合わせて選択し、獲得すべき能力についての専門

的な知識とともに、グローバルな俯瞰力と実践現場で発揮できるリーダーシップ能力を

身につける。 

・学外科目（ JSC セミナー、JSC プロジェクト、国外大学セミナー、国際カンファレンス

・セミナーなど）では、グローバルな俯瞰力と実践現場で発揮できるリーダーシップ能力   

を身につける。 

■実践科目（６～８単位履修） 

・国内 OJP（４週間）と国外 OJP（１６週間）により、獲得すべき能力の実践現場での知識

と実践力を身につける。 

■キャリアパス形成 

本専攻は、筑波大学・鹿屋体育大学の両大学の特徴を活かし、かつ JSC との協働によっ

て、講義・演習・実践とが橋渡しされ、キャリアパス形成に直結するような教育課程編成

と実施がなされている。JSC が展開している事業に学生が参加する「JSC セミナー」「JSC

プロジェクト」のほか、国内 OJP（４週間）を実践する機関のひとつに JSC が位置づいてお

り、国外 OJP（１６週間）実施の際にも JSC の情報やネットワークを活用している。国外

OJP は、学生のキャリアパス形成にとって重要であり、協定締結機関である国際協力機構

（JICA）の長期ボランティア制度を利用できるほか、国外の NGO、IF、NF、大学等と連携を

取って実施している。 

 

●学修の方法・プロセス 

 ・指導体制は主指導教員１名、副指導教員２名(副指導教員のうち１名は本籍大学以外の教

員） 

 ・１年次において、各自の志望領域の課題演習を履修する。 

  ・１年次後半から２年次にかけて、国外 On the Job Practice(１６週間)を実践。 

  ・１年次２～３月に学位論文構想発表会を実施する。 

  ・２年次において、課題研究を履修する。 

 

 

 ・２年次において、中間発表会（１０月）、論文（または特定課題レポート）テーマ提出

（１１月）、論文（または特定課題レポート）提出（１月）、最終試験（１月）を実施す

る。 

 

●学修成果の評価 

 達成度評価については、入学時から課程修了まで、学生の履修状況、教授方法、指導体制な

どの項目で総合的に行っている。 

 ・講義科目：筆記試験及び口頭試問によって、専門的知識とともにプラクティショナーとし

ての基礎力を評価する。 

・演習科目：課題演習における専門的知識については、筆記試験や口頭試問によって評価す

る。学外での実践科目におけるグローバルな俯瞰力と実践現場で発揮できるリーダーシッ

プ能力については、両大学教員と JSC 担当者及び協定を締結した現場指導者との協議の上

で、学修状況と面接によって評価する。 

・実践科目：国内・国外 OJP における総合的な能力の評価については、両大学教員と JSC 担

当者及び協定締結機関の現場指導者との協議の上で、学修状況と面接によって評価する。 

・キャリアパス形成：演習科目（学外）や実践科目の経験をもとに、グローバルな俯瞰力と

実践現場で発揮できるリーダーシップ能力、スポーツ・体育・健康に関する実践力、国際

貢献のためのコミュニケーション能力とマネジメント能力について、両大学教員と JSC 担

当者及び協定締結機関の現場指導者との協議の上で、学修状況と面接によって評価する。 

  

  

４４．．専専攻攻おおよよびび定定員員 

専攻および入学定員等は、次のとおりである。 

専  攻 課  程 入 学 定 員 収 容 定 員 

スポーツ国際開発学

共同専攻 
修  士 ３ ６ 
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当者及び協定締結機関の現場指導者との協議の上で、学修状況と面接によって評価する。 

・キャリアパス形成：演習科目（学外）や実践科目の経験をもとに、グローバルな俯瞰力と

実践現場で発揮できるリーダーシップ能力、スポーツ・体育・健康に関する実践力、国際

貢献のためのコミュニケーション能力とマネジメント能力について、両大学教員と JSC 担

当者及び協定締結機関の現場指導者との協議の上で、学修状況と面接によって評価する。 

  

  

４４．．専専攻攻おおよよびび定定員員 

専攻および入学定員等は、次のとおりである。 

専  攻 課  程 入 学 定 員 収 容 定 員 

スポーツ国際開発学

共同専攻 
修  士 ３ ６ 
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ⅡⅡ．．履履  修修  要要  項項 

 

１１．．教教育育課課程程  

 

 ((１１))  教教育育課課程程のの概概要要 

      大学院体育学研究科修士課程スポーツ国際開発学共同専攻は、次の①～④の能力を獲得し

た人材を養成するための教育課程を編成する。 
①多様な文化や歴史観を理解できる国際感覚と国際開発・平和構築に関する知識をもった

上に成り立つ他者や社会の自立・成長・変化・発展・目標達成に対する価値観と使命感 
②多角的・俯瞰的な視点をもった上に成り立つ目的達成志向の能力 
③スポーツ・体育・健康に関する総合的な知識の上に成り立つ政策立案・事業経営等の知

識 
④コミュニケーション、コーチング、マネジメント、分析等に関する能力 

 
また、次の①～④の教育目標にそった教育を効果的に行うため、授業科目を講義（基礎、

応用、関連）、演習（学内、学外）、実践（母国、海外）に区分して設けている。 
①国際情勢と政策および国際的な開発課題に対する知識と分析力、使命感の育成 
②グローバルな俯瞰力と実践現場で発揮できるリーダーシップ能力の習得 
③スポーツ・体育・健康に関する基礎的知識と実践力の向上 
④国際貢献のためのコミュニケーション力とマネジメント力の向上 

 

 ((２２))  修修業業年年限限おおよよびび在在学学年年限限 

    大学院体育学研究科修士課程スポーツ国際開発学共同専攻の標準修業年限は２年とする。 
ただし、職業を持っている等の理由で長期履修を許可された者を除く。 
また、４年を超えて在学することはできない。 

    なお、休学期間は、修業年限および在学年限には算入されない。 

 
 ((３３))  授授業業科科目目のの区区分分おおよよびび内内容容 

授業科目は、体育学研究科修士課程スポーツ国際開発学共同専攻の趣旨・目的にそった教

育研究を行うため、次のとおりに区分して開設する。 

授業科目の区分 内             容 

専 
門 
科 
目 

講  義 

基  礎 以下の知識・能力を修得するための講義および演習科目 
１）国際情勢と政策および地球規模課題に対する分析力 
２）グローバルな俯瞰力と実践現場で発揮できるリー 

ダーシップ能力 
３）スポーツ・体育・健康に関する基礎的知識と実践力 
４）国際貢献のためのコミュニケーション力とマネジメ

ント力 

応  用 

関  連 

演  習 
学  内 

学  外 

実  践 
母  国 

国内（母国）、海外における実践現場での実習科目 
海  外 



 

 

ⅡⅡ．．履履  修修  要要  項項 

 

１１．．教教育育課課程程  

 

 ((１１))  教教育育課課程程のの概概要要 

      大学院体育学研究科修士課程スポーツ国際開発学共同専攻は、次の①～④の能力を獲得し

た人材を養成するための教育課程を編成する。 
①多様な文化や歴史観を理解できる国際感覚と国際開発・平和構築に関する知識をもった

上に成り立つ他者や社会の自立・成長・変化・発展・目標達成に対する価値観と使命感 
②多角的・俯瞰的な視点をもった上に成り立つ目的達成志向の能力 
③スポーツ・体育・健康に関する総合的な知識の上に成り立つ政策立案・事業経営等の知

識 
④コミュニケーション、コーチング、マネジメント、分析等に関する能力 

 
また、次の①～④の教育目標にそった教育を効果的に行うため、授業科目を講義（基礎、

応用、関連）、演習（学内、学外）、実践（母国、海外）に区分して設けている。 
①国際情勢と政策および国際的な開発課題に対する知識と分析力、使命感の育成 
②グローバルな俯瞰力と実践現場で発揮できるリーダーシップ能力の習得 
③スポーツ・体育・健康に関する基礎的知識と実践力の向上 
④国際貢献のためのコミュニケーション力とマネジメント力の向上 

 

 ((２２))  修修業業年年限限おおよよびび在在学学年年限限 

    大学院体育学研究科修士課程スポーツ国際開発学共同専攻の標準修業年限は２年とする。 
ただし、職業を持っている等の理由で長期履修を許可された者を除く。 
また、４年を超えて在学することはできない。 

    なお、休学期間は、修業年限および在学年限には算入されない。 

 
 ((３３))  授授業業科科目目のの区区分分おおよよびび内内容容 

授業科目は、体育学研究科修士課程スポーツ国際開発学共同専攻の趣旨・目的にそった教

育研究を行うため、次のとおりに区分して開設する。 

授業科目の区分 内             容 

専 
門 
科 
目 

講  義 

基  礎 以下の知識・能力を修得するための講義および演習科目 
１）国際情勢と政策および地球規模課題に対する分析力 
２）グローバルな俯瞰力と実践現場で発揮できるリー 

ダーシップ能力 
３）スポーツ・体育・健康に関する基礎的知識と実践力 
４）国際貢献のためのコミュニケーション力とマネジメ

ント力 

応  用 

関  連 

演  習 
学  内 

学  外 

実  践 
母  国 

国内（母国）、海外における実践現場での実習科目 
海  外 
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  ((８８))  授授業業のの方方法法 

    授業は、講義、演習および実習の方法で行う。 

 

 ((９９))  単単位位おおよよびび履履修修時時間間  

    単位の計算方法は、本学では次の基準による。 
    １）鹿屋体育大学開設授業科目の授業時間は１コマ９０分をもって２時間とみなす。 
      １単位の修得には、４５時間の学修を必要とする。 

・講義および演習については、１５時間の授業（試験は含まない）と３０時間の自主

学習の合計４５時間をもって１単位とする。 
１単位＝【１コマ（２時間）×７．５回＊＝１５時間】＋【自主学習３０時間】 

＊実際の授業回数は試験を含み、８回とする。 
２単位＝【１コマ（２時間）×１５回＝３０時間】＋【自主学習６０時間】 

      ・実習については、５６０時間の実習をもって６単位とする。 
 
    ２）筑波大学開設授業科目の授業時間は１コマ７５分をもって１．５時間とみなす。 
      １単位の修得には、４５時間の学修を必要とする。 

・講義および演習については、１５時間の授業（試験は含まない）と３０時間の自主

学習の合計４５時間をもって１単位とする。 
１単位＝【１コマ（１．５時間）×１０回＝１５時間】＋【自主学習３０時間】 

２単位＝【１コマ（１．５時間）×２０回＝３０時間】＋【自主学習６０時間】 

      ・実習については、５６０時間の実習をもって６単位とする。 
 

 ((1100))  授授業業時時間間割割  

       授業時間割は、年度当初に掲示等により周知する。 

 

((1111))  長長期期履履修修学学生生制制度度ににつついいてて 

    本学研究科には、長期履修学生制度があり、これは、職業を有している等の事情により、

標準修業年限（２年）で修了することが困難な大学院生が、標準修業年限を超えて一定の期

間（３年又は４年）にわたり、計画的に教育課程を履修し課程を修了することをあらかじめ

申請し、審査の上、許可されるものである。 
    なお、長期履修学生の授業料年額は、一般学生が標準修業年限（２年）在学した場合の授

業料総額を長期履修学生として許可された修業年数（３年又は４年）で分割した額となる。 
    ただし、許可された修業年数を超えて留年した場合は、留年分の授業料は一般学生と同額

となる。 
    また、一般学生と同様に在学中に授業料が改定される場合がある。 
    申請手続期間：原則として、入学手続時又は、入学後１年以内とする。 
           ただし、やむを得ない事情により入学後１年を超えて長期履修が必要とな

った場合は、研究科教務委員会で審議のうえ、学長が認めた場合は許可さ

れることがある。 
なお、入学後（在学中）の申請は、収容定員を超えている場合には、許可

されないことがある。 
 

 

 

 

  ((４４))  授授業業科科目目おおよよびび単単位位等等 

開設授業科目、単位および授業担当教員等は、令和５年度スポーツ国際開発学共同専攻開

設授業科目一覧（15 頁）のとおりである。また、授業内容（シラバス）については、16 頁

以降を参照すること。 
 
  ((５５))  教教育育上上主主要要とと認認めめるる授授業業科科目目 

スポーツ国際開発学共同専攻において、教育上主要と認める授業科目は、開設授業科目の

うち必修科目とする。 

 
 ((６６))  学学期期おおよよびび授授業業期期間間 

    学年を次の２つの学期に区分し、各授業科目は学期ごとに完結するよう開講されている。 

学  期 期     間 

前  期  ４月１日 ～ ９月３０日 

後  期 １０月１日 ～ ３月３１日 

 
 ((７７))  授授業業時時間間 

       授業時間は、下記のとおりとする。 
なお、下記時間の他に、授業担当教員および指導教員等の指示する時間帯に授業を行うこ

ともある。 
鹿屋体育大学での時間帯 

時 限 開 始 時 間  ～  終 了 時 間 

第１時限   ８時３０分  ～  １０時００分 

第２時限 １０時１０分  ～  １１時４０分 

第３時限 １２時４０分  ～  １４時１０分 

第４時限 １４時２０分  ～  １５時５０分 

第５時限 １６時００分  ～  １７時３０分 

  
筑波大学での時間帯 

時 限 開 始 時 間  ～  終 了 時 間 

第１時限   ８時４０分  ～   ９時５５分 

第２時限 １０時１０分  ～  １１時２５分 

第３時限 １２時１５分  ～  １３時３０分 

第４時限 １３時４５分  ～  １５時００分 

第５時限 １５時１５分  ～  １６時３０分 

第６時限 １６時４５分  ～  １８時００分 

   ※大学院設置基準第１４条に定める「教育方法の特例」により授業開講の申し出があっ    

た場合には、授業担当教員との打合せにより、６時限、７時限、特定の曜日（土・日等）

および夏期・冬期・春期休業期間に授業を行うこともある。 
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  ((８８))  授授業業のの方方法法 

    授業は、講義、演習および実習の方法で行う。 

 

 ((９９))  単単位位おおよよびび履履修修時時間間  

    単位の計算方法は、本学では次の基準による。 
    １）鹿屋体育大学開設授業科目の授業時間は１コマ９０分をもって２時間とみなす。 
      １単位の修得には、４５時間の学修を必要とする。 

・講義および演習については、１５時間の授業（試験は含まない）と３０時間の自主

学習の合計４５時間をもって１単位とする。 
１単位＝【１コマ（２時間）×７．５回＊＝１５時間】＋【自主学習３０時間】 

＊実際の授業回数は試験を含み、８回とする。 
２単位＝【１コマ（２時間）×１５回＝３０時間】＋【自主学習６０時間】 

      ・実習については、５６０時間の実習をもって６単位とする。 
 
    ２）筑波大学開設授業科目の授業時間は１コマ７５分をもって１．５時間とみなす。 
      １単位の修得には、４５時間の学修を必要とする。 

・講義および演習については、１５時間の授業（試験は含まない）と３０時間の自主

学習の合計４５時間をもって１単位とする。 
１単位＝【１コマ（１．５時間）×１０回＝１５時間】＋【自主学習３０時間】 

２単位＝【１コマ（１．５時間）×２０回＝３０時間】＋【自主学習６０時間】 

      ・実習については、５６０時間の実習をもって６単位とする。 
 

 ((1100))  授授業業時時間間割割  

       授業時間割は、年度当初に掲示等により周知する。 

 

((1111))  長長期期履履修修学学生生制制度度ににつついいてて 

    本学研究科には、長期履修学生制度があり、これは、職業を有している等の事情により、

標準修業年限（２年）で修了することが困難な大学院生が、標準修業年限を超えて一定の期

間（３年又は４年）にわたり、計画的に教育課程を履修し課程を修了することをあらかじめ

申請し、審査の上、許可されるものである。 
    なお、長期履修学生の授業料年額は、一般学生が標準修業年限（２年）在学した場合の授

業料総額を長期履修学生として許可された修業年数（３年又は４年）で分割した額となる。 
    ただし、許可された修業年数を超えて留年した場合は、留年分の授業料は一般学生と同額

となる。 
    また、一般学生と同様に在学中に授業料が改定される場合がある。 
    申請手続期間：原則として、入学手続時又は、入学後１年以内とする。 
           ただし、やむを得ない事情により入学後１年を超えて長期履修が必要とな

った場合は、研究科教務委員会で審議のうえ、学長が認めた場合は許可さ

れることがある。 
なお、入学後（在学中）の申請は、収容定員を超えている場合には、許可

されないことがある。 
 

 

 

 

  ((４４))  授授業業科科目目おおよよびび単単位位等等 

開設授業科目、単位および授業担当教員等は、令和５年度スポーツ国際開発学共同専攻開

設授業科目一覧（15 頁）のとおりである。また、授業内容（シラバス）については、16 頁

以降を参照すること。 
 
  ((５５))  教教育育上上主主要要とと認認めめるる授授業業科科目目 

スポーツ国際開発学共同専攻において、教育上主要と認める授業科目は、開設授業科目の

うち必修科目とする。 

 
 ((６６))  学学期期おおよよびび授授業業期期間間 

    学年を次の２つの学期に区分し、各授業科目は学期ごとに完結するよう開講されている。 

学  期 期     間 

前  期  ４月１日 ～ ９月３０日 

後  期 １０月１日 ～ ３月３１日 

 
 ((７７))  授授業業時時間間 

       授業時間は、下記のとおりとする。 
なお、下記時間の他に、授業担当教員および指導教員等の指示する時間帯に授業を行うこ

ともある。 
鹿屋体育大学での時間帯 

時 限 開 始 時 間  ～  終 了 時 間 

第１時限   ８時３０分  ～  １０時００分 

第２時限 １０時１０分  ～  １１時４０分 

第３時限 １２時４０分  ～  １４時１０分 

第４時限 １４時２０分  ～  １５時５０分 

第５時限 １６時００分  ～  １７時３０分 

  
筑波大学での時間帯 

時 限 開 始 時 間  ～  終 了 時 間 

第１時限   ８時４０分  ～   ９時５５分 

第２時限 １０時１０分  ～  １１時２５分 

第３時限 １２時１５分  ～  １３時３０分 

第４時限 １３時４５分  ～  １５時００分 

第５時限 １５時１５分  ～  １６時３０分 

第６時限 １６時４５分  ～  １８時００分 

   ※大学院設置基準第１４条に定める「教育方法の特例」により授業開講の申し出があっ    

た場合には、授業担当教員との打合せにより、６時限、７時限、特定の曜日（土・日等）

および夏期・冬期・春期休業期間に授業を行うこともある。 
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 ((３３))  履履修修方方法法  

授業科目の履修にあたっては、指導教員の指導を十分に受け、令和５年度スポーツ国際開

発学共同専攻開設授業科目一覧（15 頁）および別途配付の時間割を参照のうえ、各年次の研

究内容等に沿った履修計画を立てること。（「課題研究」については 9頁を参照すること。） 

なお、課程修了に必要な最低修得単位数は３０単位とし、かつ、次の要件を満たすこと。 

 

【履修方法・修了要件】 

専攻 スポーツ国際開発学共同専攻 

科目区分 条件・科目名 修得単位数 

専門科目 

講義 

基礎 

スポーツ国際開発論 I（1 単位） 必修 

オリンピックムーブメント論（1 単位） 必修 

日本文化伝播論（1 単位） 必修 

研究方法論（1 単位） 必修 

比較体育科教育論（1 単位） 必修 

14 
応用 スポーツ国際開発論 II（1 単位） 必修 

関連 
社会開発のための公共政策IA、社会開発のための公共政策IB、

経済開発論、社会開発論の中から 2 単位選択必修 

上記以外の講義科目 選択必修 

演習 

学内 
スポーツ国際開発学課題演習（4 単位） 必修 

課題研究（4 単位） 必修 

10～12 

学外 

JSC セミナー（1 単位） 選択必修 

JSC プロジェクト（1 単位） 選択必修 

国外大学セミナー（1 単位） 選択必修 

国際カンファレンス・セミナー（1 単位） 選択必修 

NGO 等プロジェクト（1 単位） 選択必修 

実践 

母国 On the Job Practice (Domestic) （2 単位） 選択 

6～8 

海外 On the Job Practice (International) （6 単位） 必修 

 修了単位数 30～ 

（修了要件） 

2 年以上在学し、所定の履修方法により 30 単位以上（筑波大学と鹿屋体育大学の開設科目からそれぞれ 10 単

位以上を含む）を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審

査および最終試験に合格すること。 （各科目の主開設大学については、開設科目一覧を参照のこと。） 

（注） 

本専攻の講義はすべて英語で開講。 

各科目区分の指定範囲内で単位を修得しなければならない。指定単位以上修得しても修了単位に含めることはで

きない。（各科目区分の対象科目については、開設科目一覧を参照のこと。） 

  

２２．．履履修修方方法法おおよよびび手手続続きき 

(１) 指導教員および副指導教員

本学では、学位論文の作成およびその他の修学上の指導を受けるため、研究分野および研

究内容等を考慮の上、１人の学生に対し、指導教員（１名）および副指導教員（２名以内）

を置くこととしていることから、研究計画および履修計画等については、事前に指導教員等

から十分に修学上の指導を受けること。

なお、指導教員等の決定に際しては、担当教員名簿（53頁）及び担当教員研究領域等一覧

（54 頁以降）を参照すること。（指導教員を担当できるのは担当教員名簿の「研究指導担当

教員」の一覧に記載の者、副指導教員を担当できるのは同名簿の「研究指導担当教員」及び

「授業担当教員」の一覧に記載の者である。） 

(２) 研究題目届の提出

研究内容等について指導教員の指導を受けた後、研究題目を所定の様式により、別に定め

る日（学年暦で定める日）までに、教務課担当係へ提出すること。（鹿屋体育大学大学院体

育学研究科履修規程第１４条参照（78 頁））
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 ((３３))  履履修修方方法法  

授業科目の履修にあたっては、指導教員の指導を十分に受け、令和５年度スポーツ国際開

発学共同専攻開設授業科目一覧（15 頁）および別途配付の時間割を参照のうえ、各年次の研

究内容等に沿った履修計画を立てること。（「課題研究」については 9頁を参照すること。） 

なお、課程修了に必要な最低修得単位数は３０単位とし、かつ、次の要件を満たすこと。 

 

【履修方法・修了要件】 

専攻 スポーツ国際開発学共同専攻 

科目区分 条件・科目名 修得単位数 

専門科目 

講義 

基礎 

スポーツ国際開発論 I（1 単位） 必修 

オリンピックムーブメント論（1 単位） 必修 

日本文化伝播論（1 単位） 必修 

研究方法論（1 単位） 必修 

比較体育科教育論（1 単位） 必修 

14 
応用 スポーツ国際開発論 II（1 単位） 必修 

関連 
社会開発のための公共政策IA、社会開発のための公共政策IB、

経済開発論、社会開発論の中から 2 単位選択必修 

上記以外の講義科目 選択必修 

演習 

学内 
スポーツ国際開発学課題演習（4 単位） 必修 

課題研究（4 単位） 必修 

10～12 

学外 

JSC セミナー（1 単位） 選択必修 

JSC プロジェクト（1 単位） 選択必修 

国外大学セミナー（1 単位） 選択必修 

国際カンファレンス・セミナー（1 単位） 選択必修 

NGO 等プロジェクト（1 単位） 選択必修 

実践 

母国 On the Job Practice (Domestic) （2 単位） 選択 

6～8 

海外 On the Job Practice (International) （6 単位） 必修 

 修了単位数 30～ 

（修了要件） 

2 年以上在学し、所定の履修方法により 30 単位以上（筑波大学と鹿屋体育大学の開設科目からそれぞれ 10 単

位以上を含む）を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審

査および最終試験に合格すること。 （各科目の主開設大学については、開設科目一覧を参照のこと。） 

（注） 

本専攻の講義はすべて英語で開講。 

各科目区分の指定範囲内で単位を修得しなければならない。指定単位以上修得しても修了単位に含めることはで

きない。（各科目区分の対象科目については、開設科目一覧を参照のこと。） 

  

２２．．履履修修方方法法おおよよびび手手続続きき 

(１) 指導教員および副指導教員

本学では、学位論文の作成およびその他の修学上の指導を受けるため、研究分野および研

究内容等を考慮の上、１人の学生に対し、指導教員（１名）および副指導教員（２名以内）

を置くこととしていることから、研究計画および履修計画等については、事前に指導教員等

から十分に修学上の指導を受けること。

なお、指導教員等の決定に際しては、担当教員名簿（53頁）及び担当教員研究領域等一覧

（54 頁以降）を参照すること。（指導教員を担当できるのは担当教員名簿の「研究指導担当

教員」の一覧に記載の者、副指導教員を担当できるのは同名簿の「研究指導担当教員」及び

「授業担当教員」の一覧に記載の者である。） 

(２) 研究題目届の提出

研究内容等について指導教員の指導を受けた後、研究題目を所定の様式により、別に定め

る日（学年暦で定める日）までに、教務課担当係へ提出すること。（鹿屋体育大学大学院体

育学研究科履修規程第１４条参照（78 頁））
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 ((２２))  成成績績のの評評価価おおよよびび単単位位のの認認定定 

成績の評価は、担当教員が試験結果および履修状況を総合して判定し、次のとおりＡ＋、

Ａ、Ｂ、ＣおよびＤの５段階に分けて評価を行う。評価Ａ＋～Ｃについて、所定の単位を認

定する。 

    なお、成績は、各学期の終了後に通知する。 
評 語 評  点 評 価 基 準 摘  要 

Ａ＋ ９０点～１００点 到達目標を達成し、きわめて優秀な成績

を修めている。 

合格とし、単位を認定

する。 

Ａ ８０点～８９点 到達目標を達成し、優秀な成績を修めて

いる。 

Ｂ ７０点～７９点 到達目標を達成している。 

Ｃ ６０点～６９点 到達目標を最低限達成している。 

Ｄ ５９点以下 到達目標を達成していない。 不合格とし、単位を認

定しない。 

    

((３３))  成成績績評評価価ににつついいてて疑疑義義ががああっったた場場合合のの異異議議申申立立ててににつついいてて  

厳格な定期試験等の成績評価を担保するため、成績評価に疑義があった場合、162 頁に示

すとおり、成績等への異議申立てを行うことができる。申合せの概要については、以下のと

おりである。 
 

１）公開された成績を確認し、疑問がある場合、まずは、授業担当教員に直接確認を行う

こと。（非常勤講師が担当する科目の場合は、教務課へ申し出ること。） 
    ２）上記１）の結果、得られた回答に疑義が残る場合は、直近の学期開始日から７日以内

に教務課に申し出て、「異議申立書」を提出することができる。（※①の確認を行わな

いと「異議申立書」の提出はできない。） 
３）提出された「異議申立書」については、組織的に内容を調査し、異議申立て期限日か

ら１０日以内に本人あてに回答を行う。なお、１０日以内に回答できない場合は、回答

できない理由を説明する。 
４）異議申立てに対する回答内容について、さらに疑義がある場合は、再異議申立てがで

きる。再異議申立てに関する詳細は 162 頁を参照すること。 

なお、本取扱いは鹿屋体育大学開設科目分に限りますので、筑波大学開設科目分につ

いては、各自授業担当教員へ問い合わせて下さい。 

 

 

((４４))  履履修修科科目目のの登登録録 

履修しようとする授業科目については、学年の初めに履修計画等について十分に指導教 

員等と相談の上、決定し、次により履修登録を行うこと。 

なお、この履修登録の手続きを怠ると、当該授業科目を履修する意志がないものとして取  

扱うので、十分注意すること。 
１）下記の期間内に手続きを行うこと。 

①履修登録期間 

各学期初めの履修登録期間に、授業時間割に基づき当該年度内に履修しようと

するすべての授業科目（後期開講科目、集中講義科目及び学外実習を含む。）につ

いて履修登録を行うこと。なお、後期の履修登録期間には、後期開講科目のみ登録

できる。 

②履修登録変更期間 

履修登録後に変更が生じた場合は、各学期にある履修登録変更期間に、履修登録

した授業科目の変更を行うこと。ただし、後期の履修登録変更期間には、後期開講

科目のみ変更できる。（前期開講科目及び通年開講科目の変更はできない。） 

※具体的な日程については、表紙裏の学年暦を参照すること。 

２）手続きは、次のとおりとする。 
①学内のパソコンからＷｅｂシステムである「教務システム」へログインし、授業科

目を選択の上、履修登録を行う。 
②パソコンによる履修登録後、「履修登録確認表」をプリントアウトし、ＴＡの担当

科目がある場合は、担当時間を記入し、指導教員の確認を受け、担当係へ提出する。 

※やむを得ない事情により「教務システム」から履修登録ができない場合は、「履

修登録表」に履修登録を行う科目等を記載の上、指導教員の確認を受けて、郵

送にて提出すること。 
    ３）留意事項 

①既に修得した科目については、再度履修登録することはできない。 
②同一時間帯に開講される科目は、重複して履修登録することはできない。 

 
((５５))「「課課題題研研究究」」のの履履修修方方法法等等 

「課題研究」（必修科目：４単位）は、修士論文提出の条件となる科目である。 
履修登録は、原則として２年次前期に行い、成績の評価は、各指導教員が履修状況を総合

して判定し、評価を行う。 

 

((６６))  学学部部開開講講科科目目のの受受講講 

 学部の開講科目（単位未修得の科目に限る）を履修したいときには、「学部開講科目受講

届」を教務課担当係へ提出すること。履修が許可された場合、その開講科目の単位修得が認

められるが、課程修了に必要な単位としては認められない。 

 
３３．．試試験験おおよよびび単単位位のの認認定定 

 

 ((１１))  試試験験 

    試験は、筆記、口述または実技その他の方法で、原則として毎学期末に行う。 

    なお、試験の期日等は事前に担当教員より周知する。 
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 ((２２))  成成績績のの評評価価おおよよびび単単位位のの認認定定 

成績の評価は、担当教員が試験結果および履修状況を総合して判定し、次のとおりＡ＋、

Ａ、Ｂ、ＣおよびＤの５段階に分けて評価を行う。評価Ａ＋～Ｃについて、所定の単位を認

定する。 

    なお、成績は、各学期の終了後に通知する。 
評 語 評  点 評 価 基 準 摘  要 

Ａ＋ ９０点～１００点 到達目標を達成し、きわめて優秀な成績

を修めている。 

合格とし、単位を認定

する。 

Ａ ８０点～８９点 到達目標を達成し、優秀な成績を修めて

いる。 

Ｂ ７０点～７９点 到達目標を達成している。 

Ｃ ６０点～６９点 到達目標を最低限達成している。 

Ｄ ５９点以下 到達目標を達成していない。 不合格とし、単位を認

定しない。 

    

((３３))  成成績績評評価価ににつついいてて疑疑義義ががああっったた場場合合のの異異議議申申立立ててににつついいてて  

厳格な定期試験等の成績評価を担保するため、成績評価に疑義があった場合、162 頁に示

すとおり、成績等への異議申立てを行うことができる。申合せの概要については、以下のと

おりである。 
 

１）公開された成績を確認し、疑問がある場合、まずは、授業担当教員に直接確認を行う

こと。（非常勤講師が担当する科目の場合は、教務課へ申し出ること。） 
    ２）上記１）の結果、得られた回答に疑義が残る場合は、直近の学期開始日から７日以内

に教務課に申し出て、「異議申立書」を提出することができる。（※①の確認を行わな

いと「異議申立書」の提出はできない。） 
３）提出された「異議申立書」については、組織的に内容を調査し、異議申立て期限日か

ら１０日以内に本人あてに回答を行う。なお、１０日以内に回答できない場合は、回答

できない理由を説明する。 
４）異議申立てに対する回答内容について、さらに疑義がある場合は、再異議申立てがで

きる。再異議申立てに関する詳細は 162 頁を参照すること。 

なお、本取扱いは鹿屋体育大学開設科目分に限りますので、筑波大学開設科目分につ

いては、各自授業担当教員へ問い合わせて下さい。 

 

 

((４４))  履履修修科科目目のの登登録録 

履修しようとする授業科目については、学年の初めに履修計画等について十分に指導教 

員等と相談の上、決定し、次により履修登録を行うこと。 

なお、この履修登録の手続きを怠ると、当該授業科目を履修する意志がないものとして取  

扱うので、十分注意すること。 
１）下記の期間内に手続きを行うこと。 

①履修登録期間 

各学期初めの履修登録期間に、授業時間割に基づき当該年度内に履修しようと

するすべての授業科目（後期開講科目、集中講義科目及び学外実習を含む。）につ

いて履修登録を行うこと。なお、後期の履修登録期間には、後期開講科目のみ登録

できる。 

②履修登録変更期間 

履修登録後に変更が生じた場合は、各学期にある履修登録変更期間に、履修登録

した授業科目の変更を行うこと。ただし、後期の履修登録変更期間には、後期開講

科目のみ変更できる。（前期開講科目及び通年開講科目の変更はできない。） 

※具体的な日程については、表紙裏の学年暦を参照すること。 

２）手続きは、次のとおりとする。 
①学内のパソコンからＷｅｂシステムである「教務システム」へログインし、授業科

目を選択の上、履修登録を行う。 
②パソコンによる履修登録後、「履修登録確認表」をプリントアウトし、ＴＡの担当

科目がある場合は、担当時間を記入し、指導教員の確認を受け、担当係へ提出する。 

※やむを得ない事情により「教務システム」から履修登録ができない場合は、「履

修登録表」に履修登録を行う科目等を記載の上、指導教員の確認を受けて、郵

送にて提出すること。 
    ３）留意事項 

①既に修得した科目については、再度履修登録することはできない。 
②同一時間帯に開講される科目は、重複して履修登録することはできない。 

 
((５５))「「課課題題研研究究」」のの履履修修方方法法等等 

「課題研究」（必修科目：４単位）は、修士論文提出の条件となる科目である。 
履修登録は、原則として２年次前期に行い、成績の評価は、各指導教員が履修状況を総合

して判定し、評価を行う。 

 

((６６))  学学部部開開講講科科目目のの受受講講 

 学部の開講科目（単位未修得の科目に限る）を履修したいときには、「学部開講科目受講

届」を教務課担当係へ提出すること。履修が許可された場合、その開講科目の単位修得が認

められるが、課程修了に必要な単位としては認められない。 

 
３３．．試試験験おおよよびび単単位位のの認認定定 

 

 ((１１))  試試験験 

    試験は、筆記、口述または実技その他の方法で、原則として毎学期末に行う。 

    なお、試験の期日等は事前に担当教員より周知する。 
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４４．．学学位位論論文文のの提提出出おおよよびび最最終終試試験験等等 

 学位論文は、指導教員の指導を受けて作成し、学位論文審査願に学位論文および論文概要を

添付し、学長へ提出しなければならない。学位論文の提出にあたっては、次の事項に十分留意

して提出すること。 

なお、不明な点は、担当係で事前に確認すること。 

((１１)) 研研究究題題目目届届のの提提出出（（１１年年次次４４月月末末））

指導教員の指導を受け、別に定める日（学年暦で定める日）までに、研究題目届を担当

係へ提出すること。

((２２)) 学学位位論論文文構構想想発発表表会会（（１１年年次次２２～～３３月月））

学位論文を提出しようとする者は、指導教員の指導を受け、別に定める日に実施する学位

論文構想発表会で、作成する学位論文の研究背景、意義、目的、方法及び文献を発表しなけ

ればならない。

((３３)) 学学位位論論文文題題目目届届等等のの提提出出（（２２年年次次４４月月末末））

学位論文を提出しようとする者は、指導教員の指導を受け、別に定める日（学年暦で定め

る日）までに、学位論文題目届を担当係へ提出すること。なお、学位論文題目届には、

学位論文の審査を受ける際に、学位論文又は特定課題の研究成果のいずれを提出する

か記載すること。

 また、同届と併せて、作成する学位論文の研究背景、意義、目的、方法及び文献を

記載した書類を添付して提出すること。

※ 特定課題の研究成果とは、特定のテーマに係る研究の成果を説明するものであ

る。

（鹿屋体育大学学位細則第３条参照（118 頁））

((４４)) 倫倫理理審審査査のの受受審審

所定のフローチャートに基づき、研究開始前までに倫理審査を受けなければならない。ま

た、倫理審査を受審したものは、別に定める日までに担当係に倫理審査結果報告書を提出し

なければならない。 

((５５)) 学学位位論論文文中中間間発発表表会会

修了予定者は、別に定める日に実施する学位論文中間発表会で作成中の論文を発表しな

ければならない。 

((６６)) 学学位位論論文文変変更更届届のの提提出出（（２２年年次次１１１１月月末末））※変更がない者は提出不要

学位論文題目届を提出後、学位論文の審査を修士論文から特定課題の研究成果に、または

特定課題の研究成果から修士論文に変更する必要が生じたときは、指導教員の承認を得て、 

別に定める日（学年暦で定める日）までに、学位論文変更届を担当係へ提出すること。 

（鹿屋体育大学学位細則第１４条参照（120 頁））
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４４．．学学位位論論文文のの提提出出おおよよびび最最終終試試験験等等 

 学位論文は、指導教員の指導を受けて作成し、学位論文審査願に学位論文および論文概要を

添付し、学長へ提出しなければならない。学位論文の提出にあたっては、次の事項に十分留意

して提出すること。 

なお、不明な点は、担当係で事前に確認すること。 

((１１)) 研研究究題題目目届届のの提提出出（（１１年年次次４４月月末末））

指導教員の指導を受け、別に定める日（学年暦で定める日）までに、研究題目届を担当

係へ提出すること。

((２２)) 学学位位論論文文構構想想発発表表会会（（１１年年次次２２～～３３月月））

学位論文を提出しようとする者は、指導教員の指導を受け、別に定める日に実施する学位

論文構想発表会で、作成する学位論文の研究背景、意義、目的、方法及び文献を発表しなけ

ればならない。

((３３)) 学学位位論論文文題題目目届届等等のの提提出出（（２２年年次次４４月月末末））

学位論文を提出しようとする者は、指導教員の指導を受け、別に定める日（学年暦で定め

る日）までに、学位論文題目届を担当係へ提出すること。なお、学位論文題目届には、

学位論文の審査を受ける際に、学位論文又は特定課題の研究成果のいずれを提出する

か記載すること。

 また、同届と併せて、作成する学位論文の研究背景、意義、目的、方法及び文献を

記載した書類を添付して提出すること。

※ 特定課題の研究成果とは、特定のテーマに係る研究の成果を説明するものであ

る。

（鹿屋体育大学学位細則第３条参照（118 頁））

((４４)) 倫倫理理審審査査のの受受審審

所定のフローチャートに基づき、研究開始前までに倫理審査を受けなければならない。ま

た、倫理審査を受審したものは、別に定める日までに担当係に倫理審査結果報告書を提出し

なければならない。 

((５５)) 学学位位論論文文中中間間発発表表会会

修了予定者は、別に定める日に実施する学位論文中間発表会で作成中の論文を発表しな

ければならない。 

((６６)) 学学位位論論文文変変更更届届のの提提出出（（２２年年次次１１１１月月末末））※変更がない者は提出不要

学位論文題目届を提出後、学位論文の審査を修士論文から特定課題の研究成果に、または

特定課題の研究成果から修士論文に変更する必要が生じたときは、指導教員の承認を得て、 

別に定める日（学年暦で定める日）までに、学位論文変更届を担当係へ提出すること。 

（鹿屋体育大学学位細則第１４条参照（120 頁））
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 ②ホームページ公表に係る個人情報の許諾について 
   学位論文題目等の公表に当たっては、別に配布する「修士論文題目公表に係る確認

書」を学位論文と一緒に教務課担当係へ提出すること。 
 
５５．．課課程程のの修修了了 

  修士課程スポーツ国際開発学共同専攻を修了するための要件は、標準修業年限以上在学し、

所定の単位を３０単位以上修得し、かつ必要な研究指導を受け学位論文の審査および最終試験

に合格することである。 

  なお、課程修了の可否については、前述の学位論文審査委員会の報告に基づき、研究科委員 

会が審議決定し、学長が認定することとなっている。 
 また、優秀な業績をあげた者は、早期修了が可能である。早期修了を希望する者は、履修登

録をする前に、必ず指導教員および教務課担当係に相談および申し出ること。 

 

６６．．学学位位のの授授与与 

  修士課程スポーツ国際開発学共同専攻を修了した者には、「修士（スポーツ国際開発学）」

の学位を授与する。 
  なお、筑波大学および鹿屋体育大学連名の学位記となる。 

 

 

((７７))  学学位位論論文文題題目目変変更更届届等等のの提提出出（（２２年年次次学学位位論論文文提提出出時時））※変更がない者は提出不要 

 学位論文題目届を提出後、学位論文の題目を変更する必要が生じたときは、指導教員の

承認を得て、別に定める日（学年暦で定める日）までに、学位論文題目変更届を教務課担

当係へ提出すること。 
 

((８８))  学学位位論論文文のの提提出出資資格格 

   学位論文を提出できるのは、当該学年末までに、修了に必要な授業科目３０単位を修得見 

込みの者で、「鹿屋体育大学修士論文の提出条件に関する申合せ」（153 頁）の提出条件を満

たし、指導教員が提出を認めた者である。 

 

((９９))  学学位位論論文文のの提提出出方方法法 

      所定の学位論文審査願に、学位論文１編（正本１部、副本２部）及び学位論文概要（３部） 
を添え、別に定める日（学年暦で定める日）までに、教務課担当係へ提出すること。 

      なお、作成した論文の題目と、先に提出した学位論文題目届に記載した題目が異なった場 
  合、受理しないので注意すること。 

   また、原則として、学位論文受理決定後の学位申請取り下げは認めない。 
 

((1100))  学学位位論論文文のの様様式式等等 

学位論文の作成にあたっては、「鹿屋体育大学学位論文等の作成要領」（147 頁）に従うこと。 
１）学位論文は、Ａ４版の用紙又は所定の原稿用紙（Ａ４版）を用いて作成すること。 
２）提出の際、学位論文概要１部、学位論文本文１部の順に重ね、左上部分をクリップ等

で綴じ、これを３部あわせて提出すること。 
 

((1111))  学学位位論論文文のの審審査査及及びび最最終終試試験験 

      研究科委員会に設置される学位論文審査委員会（主査１名、副査２名）により学位論文の 
  審査を行い、審査を終了した者に対し、当該学位論文を中心として、これに関連する分野に 
  ついて口述又は筆記により最終試験を行う。 
   なお、学位論文の審査については「スポーツ国際開発学共同専攻修士論文・特定課題レポ

ート審査基準」（156 頁）に沿って審査を行う。 

 

((1122))  学学位位論論文文発発表表会会 

 修了予定者は、別に定める日に学位論文発表会で当該論文を発表しなければならない。 
   なお、最終試験は、学位論文発表会をもって当てることができる。 
  

((1133))  学学位位論論文文題題目目等等のの公公表表 

 学位が授与された学位論文については、「修士論文題目」、「指導教員氏名」及び「学生氏

名」（学生から公表の承諾が得られた場合のみ）を本学ホームページで公表する。 
なお、公表にあたっては以下の手続きを行う。 

①倫理審査確認 
   倫理審査を受けた場合には、修了予定年度の１１月末までに倫理審査の「審査結果

報告書」を教務課担当係へ提出すること。 
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 ②ホームページ公表に係る個人情報の許諾について 
   学位論文題目等の公表に当たっては、別に配布する「修士論文題目公表に係る確認

書」を学位論文と一緒に教務課担当係へ提出すること。 
 
５５．．課課程程のの修修了了 

  修士課程スポーツ国際開発学共同専攻を修了するための要件は、標準修業年限以上在学し、

所定の単位を３０単位以上修得し、かつ必要な研究指導を受け学位論文の審査および最終試験

に合格することである。 

  なお、課程修了の可否については、前述の学位論文審査委員会の報告に基づき、研究科委員 

会が審議決定し、学長が認定することとなっている。 
 また、優秀な業績をあげた者は、早期修了が可能である。早期修了を希望する者は、履修登

録をする前に、必ず指導教員および教務課担当係に相談および申し出ること。 

 

６６．．学学位位のの授授与与 

  修士課程スポーツ国際開発学共同専攻を修了した者には、「修士（スポーツ国際開発学）」

の学位を授与する。 
  なお、筑波大学および鹿屋体育大学連名の学位記となる。 

 

 

((７７))  学学位位論論文文題題目目変変更更届届等等のの提提出出（（２２年年次次学学位位論論文文提提出出時時））※変更がない者は提出不要 

 学位論文題目届を提出後、学位論文の題目を変更する必要が生じたときは、指導教員の

承認を得て、別に定める日（学年暦で定める日）までに、学位論文題目変更届を教務課担

当係へ提出すること。 
 

((８８))  学学位位論論文文のの提提出出資資格格 

   学位論文を提出できるのは、当該学年末までに、修了に必要な授業科目３０単位を修得見 

込みの者で、「鹿屋体育大学修士論文の提出条件に関する申合せ」（153 頁）の提出条件を満

たし、指導教員が提出を認めた者である。 

 

((９９))  学学位位論論文文のの提提出出方方法法 

      所定の学位論文審査願に、学位論文１編（正本１部、副本２部）及び学位論文概要（３部） 
を添え、別に定める日（学年暦で定める日）までに、教務課担当係へ提出すること。 

      なお、作成した論文の題目と、先に提出した学位論文題目届に記載した題目が異なった場 
  合、受理しないので注意すること。 

   また、原則として、学位論文受理決定後の学位申請取り下げは認めない。 
 

((1100))  学学位位論論文文のの様様式式等等 

学位論文の作成にあたっては、「鹿屋体育大学学位論文等の作成要領」（147 頁）に従うこと。 
１）学位論文は、Ａ４版の用紙又は所定の原稿用紙（Ａ４版）を用いて作成すること。 
２）提出の際、学位論文概要１部、学位論文本文１部の順に重ね、左上部分をクリップ等

で綴じ、これを３部あわせて提出すること。 
 

((1111))  学学位位論論文文のの審審査査及及びび最最終終試試験験 

      研究科委員会に設置される学位論文審査委員会（主査１名、副査２名）により学位論文の 
  審査を行い、審査を終了した者に対し、当該学位論文を中心として、これに関連する分野に 
  ついて口述又は筆記により最終試験を行う。 
   なお、学位論文の審査については「スポーツ国際開発学共同専攻修士論文・特定課題レポ

ート審査基準」（156 頁）に沿って審査を行う。 

 

((1122))  学学位位論論文文発発表表会会 

 修了予定者は、別に定める日に学位論文発表会で当該論文を発表しなければならない。 
   なお、最終試験は、学位論文発表会をもって当てることができる。 
  

((1133))  学学位位論論文文題題目目等等のの公公表表 

 学位が授与された学位論文については、「修士論文題目」、「指導教員氏名」及び「学生氏

名」（学生から公表の承諾が得られた場合のみ）を本学ホームページで公表する。 
なお、公表にあたっては以下の手続きを行う。 

①倫理審査確認 
   倫理審査を受けた場合には、修了予定年度の１１月末までに倫理審査の「審査結果

報告書」を教務課担当係へ提出すること。 
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Ⅲ．令和５年度開設授業科目および授業担当教員一覧



授業科目

日本語 必修 選択 計 鹿屋 筑波

スポーツ国際開発論 I
International Development and Peace through Sport I

山口・北村・関 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 231A3-1100

オリンピックムーブメント論
Olympic Movement Studies

山田・森（克）・真田 １～２年次 前期１～８回（春AB） 1 ● 講義 231A3-1101

日本文化伝播論
Diffusion of Japanese Culture

大石・中村（勇） １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 231A3-1102

スポーツ・文化・社会
Sport, Culture and Society

清水・白井 １～２年次 後期１～１０回（秋AB） 1 ● 講義 231A3-1303

スポーツプロモーション論
Sport Promotion

北村 １～２年次 後期１～８回（秋AB） 1 ● 講義 231A3-1308

国際スポーツ政策研究
International Sport Policy Studies

永田・ブロイス １～２年次 前期集中（春C集中) 1 ● 講義 231A3-1304

スポーツマネジメント論
Sport Management

関・隅野 １～２年次 前期１～８回（春AB） 1 ● 講義 231A3-1309

スポーツと障がい者
Sport and Persons with Disabilities（PWDs)

永田 １～２年次 後期１～１０回（秋AB） 1 ● 講義 231A3-1305

ヘルスプロモーション論
Health Promotion

イスラム・キム １～２年次 前期集中（春C集中) 1 ● 講義 231A3-1306

上級コーチ教育論
Advanced Coach Education

松元・和久・渕上 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 231A1-1307

研究方法論
Research Methods

清水・山田・北村・山口・金森 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 231A3-1110

比較体育科教育論
Cross Cultural Studies in Physical Sport Education

佐藤 １～２年次 後期１～１０回（秋AB） 1 ● 講義 231A3-1111

スポーツ国際開発論 II
International Development and Peace through Sport II

山口・大石・佐藤 １～２年次 後期１～１０回（秋AB） 1 ● 講義 232B3-1100

経営マネジメント論
Management and Organization

山口 １～２年次 前期集中（春C集中) 1 ● 講義 232B3-1301

プロジェクトマネジメント論
Project Management

山口・板垣 １～２年次 後期集中（秋ABC集中) 1 ● 講義 232B3-1302

研究プロジェクトマネジメント
Research Project Management

ランディープ １～２年次 後期１～１０回（秋A） 1 ● 講義 232B3-1303

研究プロジェクトマネジメント（実践）
Research Project Management【Practical】

ランディープ １～２年次 後期１～１０回（秋B） 1 ● 講義 232B3-1304

開発学原論
Principles of Development

2 ● 講義 233A3-1300 令和4年度不開講

社会開発のための公共政策ⅠＡ
Public Policy for Social DevelopmentⅠＡ

タック川崎 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 233A3-1301 西暦偶数年度開設

社会開発のための公共政策ⅠＢ
Public Policy for Social DevelopmentⅠＢ

タック川崎 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 233A3-1302 西暦奇数年度開設

多文化共生論
Multicultural Coexistence

佐藤 １～２年次 後期集中（秋ABC集中) 1 ● 講義 233A3-1305

経済開発論
Economics of Development

柏木 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 233A3-1311

社会開発論
Social Development

箕輪 １～２年次 後期１～１０回（秋AB） 1 ● 講義 233A3-1312

セラピューティック・レクリエーション概論
Foundations of Therapeutic Recreation

永田 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 233A3-1313

研究データ管理・分析法
Data Management and Analysis for Research

キム・佐藤 １～２年次 後期１～１０回（秋AB） 1 ● 講義 233A3-1314

異文化交流・コミュニケーション
Intercultural Exchange and Communication

山田・国重・ゼッターランド １年次 後期集中（秋ABC集中) 1 ● 講義 233A3-1315

山田 １～２年次
鹿屋：前期１～８回
　　　　後期１～８回

森（克） １～２年次
鹿屋：前期１～８回
　　　　後期１～８回

北村 １～２年次
鹿屋：前期１～８回
　　　　後期１～８回

イスラム １～２年次
鹿屋：前期１～８回
　　　　後期１～８回

清水 １～２年次 筑波：春AB・秋AB

大石・松元 １～２年次 筑波：春AB・秋AB

佐藤・永田 １～２年次 筑波：春AB・秋AB

山口 １～２年次 筑波：春AB・秋AB

課題研究
Research Project

清水・佐藤・山田・森（克）・松元・
イスラム・北村・山口・大石・永田

２年次 後期随時（秋C随時） 4 ● ● 演習 234C4-2101

JSCセミナー
JSC Seminar

清水（和久）・大石・山口 １～２年次
前期随時・後期随時
（春C秋ABC随時）

1 ● 演習 235B9-2300

JSCプロジェクト
JSC Project

清水（和久）・大石・山口 １～２年次
前期随時・後期随時
（春C秋ABC随時）

1 ● 演習 235B9-2301

国外大学セミナー
Seminar in Universities Abroad

清水 １～２年次
前期随時・後期随時
（春ABC秋ABC随時）

1 ● 演習 235B9-2302

国際カンファレンス・セミナー
International Conference and Seminar

清水・大石・山口 １～２年次
前期随時・後期随時
（春ABC秋ABC随時）

1 ● 演習 235B9-2303

NGO等プロジェクト
NGO Activities

山口 １～２年次
前期随時・後期随時
（春ABC秋ABC随時）

1 ● 演習 235B9-2304

母国 On the Job Practice (Domestic) 清水・和久・大石・山口 １～２年次
前期随時・後期随時
（春ABC秋ABC随時）

2 ● 実習 236C9-6300

海外 On the Job Practice (International)
北村・清水・松元・
山口・隅野・中村（勇）

１～２年次
前期随時・後期随時
（春ABC秋ABC随時）

6 ● 実習 237C9-6100

令令和和５５年年度度　　ススポポーーツツ国国際際開開発発学学共共同同専専攻攻開開設設授授業業科科目目一一覧覧

科目区分 担当教員 対象年次 開設学期

単位数 開設大学

授業形態 備考ナンバリングコード

専
　
門
　
科
　
目

講義

基礎

14

応用

関連

演習

学内

スポーツ国際開発学課題演習
IDS Seminar
（スポーツを通じた開発と平和）
Development and Peace through Sport
（スポーツを通じた教育・青少年育成）
Education and Youth Development through Sport
（スポーツとジェンダー・人種・民族）
Sport and Gender, Race, Ethnicity
（健康と環境）
Health and Environment
（アダプテッドスポーツ・高齢者）
Aged and Adapted Sport

4 234C4-2100

10～12

学外

実践 6～8

● 演習



授業科目

日本語 必修 選択 計 鹿屋 筑波

スポーツ国際開発論 I
International Development and Peace through Sport I

山口・北村・関 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 231A3-1100

オリンピックムーブメント論
Olympic Movement Studies

山田・森（克）・真田 １～２年次 前期１～８回（春AB） 1 ● 講義 231A3-1101

日本文化伝播論
Diffusion of Japanese Culture

大石・中村（勇） １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 231A3-1102

スポーツ・文化・社会
Sport, Culture and Society

清水・白井 １～２年次 後期１～１０回（秋AB） 1 ● 講義 231A3-1303

スポーツプロモーション論
Sport Promotion

北村 １～２年次 後期１～８回（秋AB） 1 ● 講義 231A3-1308

国際スポーツ政策研究
International Sport Policy Studies

永田・ブロイス １～２年次 前期集中（春C集中) 1 ● 講義 231A3-1304

スポーツマネジメント論
Sport Management

関・隅野 １～２年次 前期１～８回（春AB） 1 ● 講義 231A3-1309

スポーツと障がい者
Sport and Persons with Disabilities（PWDs)

永田 １～２年次 後期１～１０回（秋AB） 1 ● 講義 231A3-1305

ヘルスプロモーション論
Health Promotion

イスラム・キム １～２年次 前期集中（春C集中) 1 ● 講義 231A3-1306

上級コーチ教育論
Advanced Coach Education

松元・中山・和久・渕上 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 231A1-1307

研究方法論
Research Methods

清水・山田・北村・山口・金森 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 231A3-1110

比較体育科教育論
Cross Cultural Studies in Physical Sport Education

佐藤 １～２年次 後期１～１０回（秋AB） 1 ● 講義 231A3-1111

スポーツ国際開発論 II
International Development and Peace through Sport II

山口・大石・佐藤 １～２年次 後期１～１０回（秋AB） 1 ● 講義 232B3-1100

経営マネジメント論
Management and Organization

山口 １～２年次 前期集中（春C集中) 1 ● 講義 232B3-1301

プロジェクトマネジメント論
Project Management

山口・板垣 １～２年次 後期集中（秋ABC集中) 1 ● 講義 232B3-1302

研究プロジェクトマネジメント
Research Project Management

ランディープ １～２年次 後期１～１０回（秋A） 1 ● 講義 232B3-1303

研究プロジェクトマネジメント（実践）
Research Project Management【Practical】

ランディープ １～２年次 後期１～１０回（秋B） 1 ● 講義 232B3-1304

開発学原論
Principles of Development

2 ● 講義 233A3-1300 令和4年度不開講

社会開発のための公共政策ⅠＡ
Public Policy for Social DevelopmentⅠＡ

タック川崎 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 233A3-1301 西暦偶数年度開設

社会開発のための公共政策ⅠＢ
Public Policy for Social DevelopmentⅠＢ

タック川崎 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 233A3-1302 西暦奇数年度開設

多文化共生論
Multicultural Coexistence

佐藤・田 １～２年次 後期集中（秋ABC集中) 1 ● 講義 233A3-1305

経済開発論
Economics of Development

柏木 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 233A3-1311

社会開発論
Social Development

箕輪 １～２年次 後期１～１０回（秋AB） 1 ● 講義 233A3-1312

セラピューティック・レクリエーション概論
Foundations of Therapeutic Recreation

永田 １～２年次 前期１～１０回（春AB） 1 ● 講義 233A3-1313

研究データ管理・分析法
Data Management and Analysis for Research

キム・佐藤 １～２年次 後期１～１０回（秋AB） 1 ● 講義 233A3-1314

異文化交流・コミュニケーション
Intercultural Exchange and Communication

山田・国重・ゼッターランド １年次 後期集中（秋ABC集中) 1 ● 講義 233A3-1315

山田 １～２年次
鹿屋：前期１～８回
　　　　後期１～８回

森（克） １～２年次
鹿屋：前期１～８回
　　　　後期１～８回

北村 １～２年次
鹿屋：前期１～８回
　　　　後期１～８回

イスラム １～２年次
鹿屋：前期１～８回
　　　　後期１～８回

清水 １～２年次 筑波：春AB・秋AB

大石・松元 １～２年次 筑波：春AB・秋AB

佐藤・永田 １～２年次 筑波：春AB・秋AB

山口 １～２年次 筑波：春AB・秋AB

課題研究
Research Project

清水・佐藤・山田・森（克）・松元・
イスラム・北村・山口・大石・永田

２年次 後期随時（秋C随時） 4 ● ● 演習 234C4-2101

JSCセミナー
JSC Seminar

清水（和久）・大石・山口 １～２年次
前期随時・後期随時
（春C秋ABC随時）

1 ● 演習 235B9-2300

JSCプロジェクト
JSC Project

清水（和久）・大石・山口 １～２年次
前期随時・後期随時
（春C秋ABC随時）

1 ● 演習 235B9-2301

国外大学セミナー
Seminar in Universities Abroad

清水 １～２年次
前期随時・後期随時
（春ABC秋ABC随時）

1 ● 演習 235B9-2302

国際カンファレンス・セミナー
International Conference and Seminar

清水・大石・山口 １～２年次
前期随時・後期随時
（春ABC秋ABC随時）

1 ● 演習 235B9-2303

NGO等プロジェクト
NGO Activities

山口 １～２年次
前期随時・後期随時
（春ABC秋ABC随時）

1 ● 演習 235B9-2304

母国 On the Job Practice (Domestic) 清水・和久・大石・山口 １～２年次
前期随時・後期随時
（春ABC秋ABC随時）

2 ● 実習 236C9-6300

海外 On the Job Practice (International)
北村・清水・松元・
山口・隅野・中村（勇）

１～２年次
前期随時・後期随時
（春ABC秋ABC随時）

6 ● 実習 237C9-6100

234C4-2100

10～12

学外

実践 6～8

● 演習

関連

演習

学内

スポーツ国際開発学課題演習
IDS Seminar
（スポーツを通じた開発と平和）
Development and Peace through Sport
（スポーツを通じた教育・青少年育成）
Education and Youth Development through Sport
（スポーツとジェンダー・人種・民族）
Sport and Gender, Race, Ethnicity
（健康と環境）
Health and Environment
（アダプテッドスポーツ・高齢者）
Aged and Adapted Sport

4

令和５年度　スポーツ国際開発学共同専攻開設授業科目一覧

科目区分 担当教員 対象年次 開設学期

単位数 開設大学

授業形態 備考ナンバリングコード

専
　
門
　
科
　
目

講義

基礎

14

応用

－15－





Ⅳ．授業の内容（シラバス）



授業科目 ページ

スポーツ国際開発論 I
International Development and Peace through Sport I

17

オリンピックムーブメント論
Olympic Movement Studies

18

日本文化伝播論
Diffusion of Japanese Culture

19

スポーツ・文化・社会
Sport, Culture and Society

21

スポーツプロモーション論
Sport Promotion

22

国際スポーツ政策研究
International Sport Policy Studies

23

スポーツマネジメント論
Sport Management

24

スポーツと障がい者
Sport and Persons with Disabilities

25

ヘルスプロモーション論
Health Promotion

26

上級コーチ教育論
Advanced Coach Education

27

研究方法論
Research Methods

28

比較体育科教育論
Cross Cultural Studies in Physical Sport Education

29

スポーツ国際開発論 II
International Development and Peace through Sport II

30

経営マネジメント論
Management and Organization

31

プロジェクトマネジメント論
Project Management

32

研究プロジェクトマネジメント
Research Project Management

33

研究プロジェクトマネジメント（実践）
Research Project Management［Practical］

34

開発学原論
Principles of Development

―

社会開発のための公共政策ⅠＡ
Public Policy for Social DevelopmentⅠＡ

35

社会開発のための公共政策ⅠＢ
Public Policy for Social DevelopmentⅠＢ

―

多文化共生論
Multicultural Coexistence

37

経済開発論
Economics of Development

38

社会開発論
Social Development

40

セラピューティック・レクリエーション概論
Foundations of Therapeutic Recreation

42

研究データ管理・分析法
Data Management and Analysis for Research

43

異文化交流・コミュニケーション
Intercultural Exchange and Communication

44

スポーツ国際開発学課題演習
IDS Seminar
（スポーツを通じた開発と平和）
Development and Peace through Sport
（スポーツを通じた教育・青少年育成）
Education and Youth Development through Sport
（スポーツとジェンダー・人種・民族）
Sport and Gender, Race, Ethnicity
（健康と環境）
Health and Environment
（アダプテッドスポーツ・高齢者）
Aged and Adapted Sport

45

課題研究
Research Project

―

JSCセミナー
JSC Seminar

46

JSCプロジェクト
JSC Project

47

国外大学セミナー
Seminar in Universities Abroad

48

国際カンファレンス・セミナー
International Conference and Seminar

49

NGO等プロジェクト
NGO Activities

50

母国 On the Job Practice (Domestic) 51

海外 On the Job Practice (International) 52

シシララババスス目目次次

科目区分

専
　
門
　
科
　
目

講義

基礎

応用

関連

演習

学内

学外

実践



授業科目 ページ

スポーツ国際開発論 I
International Development and Peace through Sport I

17

オリンピックムーブメント論
Olympic Movement Studies

18

日本文化伝播論
Diffusion of Japanese Culture

19

スポーツ・文化・社会
Sport, Culture and Society

21

スポーツプロモーション論
Sport Promotion

22

国際スポーツ政策研究
International Sport Policy Studies

23

スポーツマネジメント論
Sport Management

24

スポーツと障がい者
Sport and Persons with Disabilities

25

ヘルスプロモーション論
Health Promotion

26

上級コーチ教育論
Advanced Coach Education

27

研究方法論
Research Methods

28

比較体育科教育論
Cross Cultural Studies in Physical Sport Education

29

スポーツ国際開発論 II
International Development and Peace through Sport II

30

経営マネジメント論
Management and Organization

31

プロジェクトマネジメント論
Project Management

32

研究プロジェクトマネジメント
Research Project Management

33

研究プロジェクトマネジメント（実践）
Research Project Management［Practical］

34

開発学原論
Principles of Development

―

社会開発のための公共政策ⅠＡ
Public Policy for Social DevelopmentⅠＡ

35

社会開発のための公共政策ⅠＢ
Public Policy for Social DevelopmentⅠＢ

―

多文化共生論
Multicultural Coexistence

37

経済開発論
Economics of Development

38

社会開発論
Social Development

40

セラピューティック・レクリエーション概論
Foundations of Therapeutic Recreation

42

研究データ管理・分析法
Data Management and Analysis for Research

43

異文化交流・コミュニケーション
Intercultural Exchange and Communication

44

スポーツ国際開発学課題演習
IDS Seminar
（スポーツを通じた開発と平和）
Development and Peace through Sport
（スポーツを通じた教育・青少年育成）
Education and Youth Development through Sport
（スポーツとジェンダー・人種・民族）
Sport and Gender, Race, Ethnicity
（健康と環境）
Health and Environment
（アダプテッドスポーツ・高齢者）
Aged and Adapted Sport

45

課題研究
Research Project

―

JSCセミナー
JSC Seminar

46

JSCプロジェクト
JSC Project

47

国外大学セミナー
Seminar in Universities Abroad

48

国際カンファレンス・セミナー
International Conference and Seminar

49

NGO等プロジェクト
NGO Activities

50

母国 On the Job Practice (Domestic) 51

海外 On the Job Practice (International) 52

シシララババスス目目次次

科目区分

専
　
門
　
科
　
目

講義

基礎

応用

関連

演習

学内

学外

実践

－ 16 －



－ 17 －



－ 18 －



－ 19 －



－ 20 －



－ 21 －



－ 22 －



－ 23 －



－ 24 －



－ 25 －



－ 26 －



－ 27 －



－ 28 －



－ 29 －



－ 30 －



－ 31 －



－ 32 －



－ 33 －



－ 34 －



－ 35 －



－ 36 －



－ 37 －



－ 38 －



－ 39 －



国際政治学

－ 40 －



国際政治学（予備ページ）

－ 41 －



－ 42 －



－ 43 －



－ 44 －



－ 45 －



－ 46 －



－ 47 －



－ 48 －



－ 49 －



－ 50 －



－ 51 －



－ 52 －





Ⅴ．担当教員名簿および研究領域等一覧



１１．．担担当当教教員員名名簿簿

●●鹿鹿屋屋体体育育大大学学所所属属教教員員

【【専専任任教教員員】】

職　　　種 氏　　　　　名 備　　　　考

山　田　理　恵 　研究指導担当教員

北　村　尚　浩 　研究指導担当教員

森　　　克　己 　研究指導担当教員

准教授 イスラム　モハモド　モニルル 　研究指導担当教員

【【兼兼担担教教員員】】

職　　　種 氏　　　　　名 備　　　　考

教授 国　重　　　徹 　授業のみを担当する教員

准教授 隅　野　美砂輝 　授業のみを担当する教員

講師 中　村　　　勇 　授業のみを担当する教員

●●筑筑波波大大学学所所属属教教員員

【【専専任任教教員員】】

職　　　種 氏　　　　　名 備　　　　考

清　水　　　諭 　研究指導担当教員

佐　藤　貴　弘 　研究指導担当教員

准教授 松　元　　　剛 　研究指導担当教員

山　口　　　拓 　授業担当教員

キム  セッビョル  エステラ 　授業担当教員

永　田　真　一 　授業担当教員

【【兼兼担担教教員員】】

職　　　種 氏　　　　　名 備　　　　考

准教授 大　石　純　子 　授業担当教員

●●JJSSCC所所属属職職員員

【【授授業業ののみみをを担担当当すするる教教員員】】

職　　　種 氏　　　　　名 備　　　　考

講師 和　久　貴　洋 　授業のみを担当する教員

教授

助教

教授

 



１．担当教員名簿

●鹿屋体育大学所属教員

【専任教員】

職　　　種 氏　　　　　名 備　　　　考

山　田　理　恵 　研究指導担当教員

北　村　尚　浩 　研究指導担当教員

森　　　克　己 　研究指導担当教員

准教授 イスラム　モハモド　モニルル 　研究指導担当教員

【兼担教員】

職　　　種 氏　　　　　名 備　　　　考

教授 国　重　　　徹 　授業のみを担当する教員

准教授 隅　野　美砂輝 　授業のみを担当する教員

講師 中　村　　　勇 　授業のみを担当する教員

●筑波大学所属教員

【専任教員】

職　　　種 氏　　　　　名 備　　　　考

清　水　　　諭 　研究指導担当教員

佐　藤　貴　弘 　研究指導担当教員

松　元　　　剛 　研究指導担当教員

田　暁潔 　授業担当教員

山　口　　　拓 　授業担当教員

キム  セッビョル  エステラ 　授業担当教員

永　田　真　一 　授業担当教員

中山　紗織 　授業担当教員

【兼担教員】

職　　　種 氏　　　　　名 備　　　　考

准教授 大　石　純　子 　授業担当教員

●JSC所属職員

【授業のみを担当する教員】

職　　　種 氏　　　　　名 備　　　　考

講師 和　久　貴　洋 　授業のみを担当する教員

教授

教授

准教授

助教
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●鹿屋体育大学所属教員

【専任教員】

　[研究指導担当教員]

区分 氏名　（職名） 担 当 授 業 科 目 研　究　領　域

山　田　理　恵
（教授）

北　村　尚　浩
（教授）

森　　　克　己
（教授）

イ ス ラ ム
モ ハ モ ド
モ ニ ル ル

（准教授）

【兼担教員】

　[授業のみを担当する教員]

区分 氏名　（職名） 担 当 授 業 科 目

国　重　　　徹
（教授）

隅　野　美砂輝
（准教授）

中　村　　　勇
　　　　　　　　（講師）

日本文化伝播論
On the Job Practice(International）

２．担当教員研究領域等一覧

オリンピックムーブメント論
研究方法論
異文化交流・コミュニケーション
スポーツ国際開発学課題演習
課題研究

　日本とドイツの場合を中心に、固有の伝統的スポーツや身体運動をめぐ
る諸現象を比較・検討し、スポーツ文化の伝統性や特性などについて歴
史的、社会学的、民俗学的考察を行っている。

スポーツ国際開発論Ⅰ
スポーツプロモーション論
研究方法論
スポーツ国際開発学課題演習
課題研究
On the Job Practice(International）

1）わが国における地域在住の健康な高齢者から施設入所している高齢
者を対象に介入運動に関する研究している。今後は発展途上国の高齢
者の日常生活上身体活動量の測定とともにその人たちの身体活動量を
高める方法に関する研究行う予定。
2）発展途上国の上水と下水問題解決法（雨水利用及びサニタリートイレ
利用など）に関する研究している。

　スポーツを中心としたレジャー・レクリエーションの社会科学的研究を主
要研究領域とし、生涯にわたるスポーツ・ライフスタイル形成の視点から、
特に学校での教科体育や運動部活動をはじめ、スポーツ少年団や地域
スポーツクラブなどにおける青少年スポーツのあり方や、レジャー・レクリ
エーションの社会的意義について検討している。

ヘルスプロモーション論
スポーツ国際開発学課題演習
課題研究

オリンピックムーブメント論
スポーツ国際開発学課題演習
課題研究

  スポーツは「世界共通の人類の文化」（スポーツ基本法前文）である。ま
た、「文化」とは、「人間が自然に手を加えて形成してきた物心両面の成
果」（広辞苑）のことである。日本で20数年前に学会が設立されて本格的
に研究が開始されたスポーツ法学は従来日本の実定法学が対象としてこ
なかった「文化」を対象とする新しい法学であると認識されている。スポー
ツと法に関わる人類学的な問題について、その歴史的な背景を踏まえ、
スポーツ法学的な手法を用いて考察している。

異文化交流・コミュニケーション授
業
の
み
を
担
当
す
る
教
員

研
究
指
導
担
当
教
員

スポーツマネジメント論
On the Job Practice(International）
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●筑波大学所属教員

【専任教員】

　[研究指導担当教員]

区分 氏名　（職名） 担 当 授 業 科 目

清　水　　　諭
（教授）

佐　藤　貴　弘
　　　　（教授）

松　元　　　剛
（准教授）

　[授業担当教員]

区分 氏名　（職名） 担 当 授 業 科 目

田　暁 潔
（准教授）

山　口　　　拓
（助教）

キム  セッビョル
 エステラ

（助教）

永　田　真　一
（助教）

中　山　紗　織
（助教）

【兼担教員】

　[授業担当教員]

区分 氏名　（職名） 担 当 授 業 科 目

大　石　純　子
（准教授）

●JSC所属職員

　[授業のみを担当する教員]

区分 氏名　（職名） 担 当 授 業 科 目

和　久　貴　洋
（講師）

上級コーチ教育論
JSCセミナー
JSCプロジェクト
On the Job Practice(Domestic）

上級コーチ教育論
スポーツ国際開発学課題演習
課題研究
On the Job Practice(International）

上級コーチ教育論

授
業
担
当
教
員

スポーツ国際開発論Ⅰ
研究方法論
スポーツ国際開発論Ⅱ
経営マネジメント論
プロジェクトマネジメント論
スポーツ国際開発学課題演習
課題研究
ＪＳＣセミナー
ＪＳＣプロジェクト
国際カンファレンス・セミナー
ＮＧＯ等プロジェクト
On the Job Practice(Domestic）
On the Job Practice(International）

日本文化伝播論
スポーツ国際開発論Ⅱ
スポーツ国際開発学課題演習
課題研究
ＪＳＣセミナー
ＪＳＣプロジェクト
国際カンファレンス・セミナー
On the Job Practice(Domestic）

授
業
担
当
教
員

多文化共生論

授

業

の

み

を

担

当

す

る

教

員

研
究
指
導
担
当
教
員

スポーツ・文化・社会
研究方法論
スポーツ国際開発学課題演習
課題研究
ＪＳＣセミナー
ＪＳＣプロジェクト
国外大学セミナー
国際カンファレンス・セミナー
On the Job Practice(Domestic）
On the Job Practice(International）

比較体育科教育論
スポーツ国際開発論Ⅱ
多文化共生論
研究データ管理・分析法
スポーツ国際開発学課題演習
課題研究

ヘルスプロモーション論
研究データ管理・分析法

国際スポーツ政策研究
スポーツと障がい者
セラピューティック・レクリエーション概論
スポーツ国際開発学課題演習
課題研究
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（第６５条－第７１条） 

 第８章 授業料その他の費用（第７２条・第７３条） 

附則 

第１章 総則 

第１節 目的及び自己評価等 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第７項の規定に基づ

き、国立大学法人鹿屋体育大学が設置する鹿屋体育大学における修業年限、教育課程、教育研究

組織その他の修学上必要な事項を定める。 

 （目的） 

第２条 鹿屋体育大学（以下｢本学｣という。）は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づ

き、スポーツ・武道及び体育・健康づくりに関する理論と実践を教授研究し、もって豊かな教養

と高い学識及び優れた技能を合わせ備えた実践的、創造的な指導者を養成するとともにスポー

ツ・武道及び体育・健康づくりに関する理論や実践の深奥をきわめ、その進展に寄与することを

目的とする。 

２ 本学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供することによ

り、社会の発展に寄与するものとする。 

 （自己評価等） 

第３条 教育研究水準の向上を図り、前条の目的及び社会的使命を達成するため、本学の教育研究

活動等の状況について絶えず自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 本学は、前項の点検及び評価に加え、第三者評価等の多様な評価の結果を、教育研究等の不断

の改善・改革に反映させるものとする。 

３ 前２項の実施方法等については、別に定める。 

  （情報の積極的な提供及び公表） 

第４条 本学は教育研究の成果の普及及び活用の促進に資するため、教育研究活動等の状況につい

て刊行物への掲載その他広く周知を図ることができる方法によって、積極的に情報を提供及び公

表するものとする。 

第２節 教育研究組織 

（学部、課程及び収容定員） 

第５条 本学に、体育学部（以下「学部」という。）を置く。 

２ 学部に置く課程、入学定員及びその収容定員は、次のとおりとする。 

課  程 入学定員 ３年次編入学定員 収容定員 

スポ－ツ総合課程 １２０人 ４８０人 

武  道  課  程 ５０ ２００ 

  ２０ ４０ 

 計 １７０ ２０ ７２０ 

（大学院、専攻及び収容定員） 

第６条 本学に、大学院を置き、体育学研究科（以下「研究科」という。）を置く。 

２ 研究科の課程は、博士課程とし、これを前期２年の課程及び後期３年の課程に区分し、前期２

年の課程は、これを修士課程として取り扱う。 

３ 前項の前期２年の課程は、「修士課程」という。また、前項の後期３年の課程のうち、前期及

び後期からなる課程を「博士後期課程」といい、後期３年の課程のみの博士課程を「３年制博士

課程」という。 

４ 研究科に体育学専攻及び筑波大学との共同専攻を置き、入学定員及び収容定員は、次のとおり

とする。 

  体育学専攻 

課  程 専  攻 入学定員 収容定員 

修 士 課 程 体育学専攻 １５ ３０ 

博士後期課程 体育学専攻 ６ １８ 

  筑波大学との共同専攻 

課  程 専  攻 入学定員 収容定員 

修 士 課 程 
スポーツ国際開発学

共同専攻
３ ６ 

３年制博士課程 
大学体育スポーツ高

度化共同専攻 
２ ６ 

 （教員組織） 

第７条 本学に、教員組織として、次に掲げる系を置く。 

スポーツ・武道実践科学系

スポーツ生命科学系

スポーツ人文・応用社会科学系

２ 前項の系にそれぞれ系主任及び系副主任を置く。 

３ 系の組織に関し必要な事項は、別に定める。 

第８条 削除 

第３節 職員組織 

  （職員の種類） 

第９条 本学の職員の種類は、学長、副学長、学長補佐、教授、准教授、専任講師、助教、助手、

事務職員、技術職員、その他必要な職員とする。 

第４節 学年、学期及び休業日等 

 （学年） 

第 10 条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 （学期） 

第 11 条 学年を次の２学期に分ける。 

前期 ４月１日から９月３０日まで 

後期 １０月１日から翌年の３月３１日まで 
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（第６５条－第７１条） 

 第８章 授業料その他の費用（第７２条・第７３条） 

附則 

第１章 総則 

第１節 目的及び自己評価等 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第７項の規定に基づ

き、国立大学法人鹿屋体育大学が設置する鹿屋体育大学における修業年限、教育課程、教育研究

組織その他の修学上必要な事項を定める。 

 （目的） 

第２条 鹿屋体育大学（以下｢本学｣という。）は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づ

き、スポーツ・武道及び体育・健康づくりに関する理論と実践を教授研究し、もって豊かな教養

と高い学識及び優れた技能を合わせ備えた実践的、創造的な指導者を養成するとともにスポー

ツ・武道及び体育・健康づくりに関する理論や実践の深奥をきわめ、その進展に寄与することを

目的とする。 

２ 本学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供することによ

り、社会の発展に寄与するものとする。 

 （自己評価等） 

第３条 教育研究水準の向上を図り、前条の目的及び社会的使命を達成するため、本学の教育研究

活動等の状況について絶えず自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 本学は、前項の点検及び評価に加え、第三者評価等の多様な評価の結果を、教育研究等の不断

の改善・改革に反映させるものとする。 

３ 前２項の実施方法等については、別に定める。 

  （情報の積極的な提供及び公表） 

第４条 本学は教育研究の成果の普及及び活用の促進に資するため、教育研究活動等の状況につい

て刊行物への掲載その他広く周知を図ることができる方法によって、積極的に情報を提供及び公

表するものとする。 

第２節 教育研究組織 

（学部、課程及び収容定員） 

第５条 本学に、体育学部（以下「学部」という。）を置く。 

２ 学部に置く課程、入学定員及びその収容定員は、次のとおりとする。 

課  程 入学定員 ３年次編入学定員 収容定員 

スポ－ツ総合課程 １２０人 ４８０人 

武  道  課  程 ５０ ２００ 

  ２０ ４０ 

 計 １７０ ２０ ７２０ 

（大学院、専攻及び収容定員） 

第６条 本学に、大学院を置き、体育学研究科（以下「研究科」という。）を置く。 

２ 研究科の課程は、博士課程とし、これを前期２年の課程及び後期３年の課程に区分し、前期２

年の課程は、これを修士課程として取り扱う。 

３ 前項の前期２年の課程は、「修士課程」という。また、前項の後期３年の課程のうち、前期及

び後期からなる課程を「博士後期課程」といい、後期３年の課程のみの博士課程を「３年制博士

課程」という。 

４ 研究科に体育学専攻及び筑波大学との共同専攻を置き、入学定員及び収容定員は、次のとおり

とする。 

  体育学専攻 

課  程 専  攻 入学定員 収容定員 

修 士 課 程 体育学専攻 １５ ３０ 

博士後期課程 体育学専攻 ６ １８ 

  筑波大学との共同専攻 

課  程 専  攻 入学定員 収容定員 

修 士 課 程 
スポーツ国際開発学

共同専攻
３ ６ 

３年制博士課程 
大学体育スポーツ高

度化共同専攻 
２ ６ 

 （教員組織） 

第７条 本学に、教員組織として、次に掲げる系を置く。 

スポーツ・武道実践科学系

スポーツ生命科学系

スポーツ人文・応用社会科学系

２ 前項の系にそれぞれ系主任及び系副主任を置く。 

３ 系の組織に関し必要な事項は、別に定める。 

第８条 削除 

第３節 職員組織 

  （職員の種類） 

第９条 本学の職員の種類は、学長、副学長、学長補佐、教授、准教授、専任講師、助教、助手、

事務職員、技術職員、その他必要な職員とする。 

第４節 学年、学期及び休業日等 

 （学年） 

第 10 条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 （学期） 

第 11 条 学年を次の２学期に分ける。 

前期 ４月１日から９月３０日まで 

後期 １０月１日から翌年の３月３１日まで 
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八 本学学部において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者で、１８歳に達したもの 

（入学の時期） 

第 17 条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、第２１条第１項に規定する者については、

学期の始めとすることができる。 

（入学の出願） 

第 18 条 本学学部に入学を志願する者は、入学願書に所定の検定料及び別に定める書類を添えて

願い出なければならない。 

（入学者の選考） 

第 19 条 前条の入学志願者については、別に定めるところにより、選考を行う。 

（入学手続及び入学許可） 

第 20 条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに入学誓約書その

他所定の書類を提出するとともに、所定の入学料を納付しなければならない。 

２ 学長は、前項の入学手続きを完了した者（入学料の免除及び徴収猶予申請をしている者を含

む。）に入学を許可する。 

３ 前２条に規定するもののほか、出願手続き、入学者の選考及び入学手続きについて必要な事項

は別に定める。 

 （編入学、転入学及び再入学） 

第 21 条 次の各号の一に該当する者で、本学学部に入学を志願する者があるときは、選考の上、

相当年次に入学を許可することがある。 

一 大学を卒業した者又は退学した者 

二 短期大学、高等専門学校、国立工業教員養成所又は国立養護教諭養成所を卒業した者 

三 外国において、前２号と同程度の課程を修了した者 

四 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定める基準を

満たすものに限る。）を修了した者 

五 他の大学に在学中の者で、現に在学する大学の学長又は学部長の転学の承認を得た者 

六 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）附則第７条に定める従前の規定による

高等学校、専門学校又は教員養成諸学校等の課程を修了し、又は卒業した者 

２ 前項の規定により入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱い並びに在学

すべき年数については、教授会の議を経て、学長が決定する。 

３ 前３条の規定は、第１項の入学に準用する。 

第４節 教育課程及び履修方法等 

（教育課程の編成方針） 

第 22 条 本学学部は、教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら開設し、体系的に教

育課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、学部の専攻に係る専門の学芸を教授するとともに、幅広く深い

教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮するものとする。 

 （教育課程の編成方法等） 

第 23 条 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年次に配

当して編制するものとする。 

 （休業日） 

第 12 条 休業日は、次のとおりとする。 

一 日曜日 

二 土曜日 

三 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日 

四 本学の開学記念日 １０月１日 

五 春期休業日 ３月１１日から３月３１日まで 

六 夏期休業日 ８月１日から９月３０日まで 

七 冬期休業日 １２月２６日から翌年１月７日まで 

２ 学長は、必要がある場合には、前項の休業日を臨時に変更し、又は同項に定めるもののほか、

臨時に休業日を定めることができる。 

第２章 学部通則 

第１節 目的 

 （目的） 

第 13 条 本学学部は、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用能力を展開しうる優

れた実践的なスポーツ・健康に関する指導者を養成する。 

第２節 修業年限及び在学年限 

 （修業年限） 

第 14 条 本学学部の修業年限は、４年とする。ただし、第３４条の規定による場合の修業年限

は、３年以上４年未満とする。 

 （在学年限） 

第 15 条 学生は、８年を超えて在学することができない。 

２ 第２１条第１項の規定により入学を許可された者の在学することのできる年限は、別に定め

る。 

第３節 入学 

 （入学資格） 

第 16 条 本学学部に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

一 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

二 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者 

三 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大

臣の指定した者 

四 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当

該課程を修了した者 

五 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修

了した者 

六 文部科学大臣の指定した者 

七 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）により高等学校卒業程度

認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資格検定規程（昭和

２６年文部省令第１３号）により大学入学資格検定に合格した者を含む。） 
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八 本学学部において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者で、１８歳に達したもの 

（入学の時期） 

第 17 条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、第２１条第１項に規定する者については、

学期の始めとすることができる。 

（入学の出願） 

第 18 条 本学学部に入学を志願する者は、入学願書に所定の検定料及び別に定める書類を添えて

願い出なければならない。 

（入学者の選考） 

第 19 条 前条の入学志願者については、別に定めるところにより、選考を行う。 

（入学手続及び入学許可） 

第 20 条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに入学誓約書その

他所定の書類を提出するとともに、所定の入学料を納付しなければならない。 

２ 学長は、前項の入学手続きを完了した者（入学料の免除及び徴収猶予申請をしている者を含

む。）に入学を許可する。 

３ 前２条に規定するもののほか、出願手続き、入学者の選考及び入学手続きについて必要な事項

は別に定める。 

 （編入学、転入学及び再入学） 

第 21 条 次の各号の一に該当する者で、本学学部に入学を志願する者があるときは、選考の上、

相当年次に入学を許可することがある。 

一 大学を卒業した者又は退学した者 

二 短期大学、高等専門学校、国立工業教員養成所又は国立養護教諭養成所を卒業した者 

三 外国において、前２号と同程度の課程を修了した者 

四 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定める基準を

満たすものに限る。）を修了した者 

五 他の大学に在学中の者で、現に在学する大学の学長又は学部長の転学の承認を得た者 

六 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）附則第７条に定める従前の規定による

高等学校、専門学校又は教員養成諸学校等の課程を修了し、又は卒業した者 

２ 前項の規定により入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱い並びに在学

すべき年数については、教授会の議を経て、学長が決定する。 

３ 前３条の規定は、第１項の入学に準用する。 

第４節 教育課程及び履修方法等 

（教育課程の編成方針） 

第 22 条 本学学部は、教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら開設し、体系的に教

育課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、学部の専攻に係る専門の学芸を教授するとともに、幅広く深い

教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮するものとする。 

 （教育課程の編成方法等） 

第 23 条 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年次に配

当して編制するものとする。 

 （休業日） 

第 12 条 休業日は、次のとおりとする。 

一 日曜日 

二 土曜日 

三 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日 

四 本学の開学記念日 １０月１日 

五 春期休業日 ３月１１日から３月３１日まで 

六 夏期休業日 ８月１日から９月３０日まで 

七 冬期休業日 １２月２６日から翌年１月７日まで 

２ 学長は、必要がある場合には、前項の休業日を臨時に変更し、又は同項に定めるもののほか、

臨時に休業日を定めることができる。 

第２章 学部通則 

第１節 目的 

 （目的） 

第 13 条 本学学部は、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用能力を展開しうる優

れた実践的なスポーツ・健康に関する指導者を養成する。 

第２節 修業年限及び在学年限 

 （修業年限） 

第 14 条 本学学部の修業年限は、４年とする。ただし、第３４条の規定による場合の修業年限

は、３年以上４年未満とする。 

 （在学年限） 

第 15 条 学生は、８年を超えて在学することができない。 

２ 第２１条第１項の規定により入学を許可された者の在学することのできる年限は、別に定め

る。 

第３節 入学 

 （入学資格） 

第 16 条 本学学部に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

一 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

二 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者 

三 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大

臣の指定した者 

四 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当

該課程を修了した者 

五 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修

了した者 

六 文部科学大臣の指定した者 

七 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）により高等学校卒業程度

認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資格検定規程（昭和

２６年文部省令第１３号）により大学入学資格検定に合格した者を含む。） 
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２ 前項の規定にかかわらず、所定の単位を優れた成績をもって修得した学生については、別に定

めるところにより、上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。 

 （他の大学又は短期大学における授業科目の履修等） 

第 28 条 教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学との協議に基づき、学生に当該他の

大学等の授業科目を履修することを認めることができる。 

２ 前項の規定により履修した授業科目について修得した単位は、教授会の議を経て、６０単位を

超えない範囲で、本学学部における授業科目の履修により修得したものとみなす。 

３ 前２項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学に留学する場合について準用する。 

 （大学以外の教育施設等における学修） 

第 29 条 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学

修その他大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）第２９条に基づき文部科学大臣が別に定

める学修を、教授会の議を経て、本学学部における授業科目の履修とみなし、単位を与えること

ができる。 

２ 前項の規定により与えることができる単位数は、前条の規定により修得したものとみなす単位

数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

 （入学前の既修得単位等の認定） 

第 30 条 教育上有益と認めるときは、学生が本学学部に入学する前に大学又は短期大学において

履修した授業科目について修得した単位（大学設置基準第３１条に定める科目等履修生として修

得した単位を含む。）を、教授会の議を経て、本学学部における授業科目の履修により修得した

ものとみなすことができる。 

２ 教育上有益と認めるときは、学生が本学学部に入学する前に行った前条第１項に規定する学修

を、教授会の議を経て、本学学部における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができ

る。 

３ 前２項の規定により修得したものとみなし、又は与えることができる単位数は、第２１条に規

定する編入学等の場合を除き、本学学部において修得した単位以外のものについては、第２８条

第２項及び第３項並びに前条第２項により本学学部において修得したものとみなす単位数と合わ

せて６０単位を超えないものとする。 

（長期にわたる教育課程の履修） 

第 30 条の２ 学生が、職業を有している等の事情により、修業年限を超えて一定の期間にわたり

計画的に教育課程を履修し、卒業することを希望する旨を申し出たときは、その計画的な履修を

認めることができる。 

２ 前項に関し、必要な事項は別に定める。 

 （修業年限の通算） 

第 31 条 大学の学生以外の者として本学において一定の単位を修得した者が本学に入学する場合

において、当該単位の修得により本学の教育課程の一部を履修したと認められるときは、文部科

学大臣の定めるところにより、修得した単位数その他の事項を勘案して修学年数に通算すること

ができる。ただし、その期間は、２年を超えない範囲内とする。 

 （成績の評価） 

第 32 条 授業科目の試験の成績は、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤの５種の評語をもって表し、Ｓ、Ａ、

Ｂ及びＣを合格とし、Ｄを不合格とする。ただし、必要と思われる場合は、合格及び不合格の評

語を用いることができる。 

２ 授業科目は、一般科目、キャリア形成科目、専門科目、専攻科目及び教職科目に区分する。 

３ 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技又はこれらの併用による多様な方法により行う

ものとする。 

４ 前項の授業は、文部科学大臣の定めるところにより、多様なメディアを高度に利用して、当該

授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

５ 第３項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメディア

を高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても、同様とす

る。 

６ 第３項の授業の一部は、文部科学大臣の定めるところにより、校舎及び附属施設以外の場所で

行うことができる。 

７ 授業科目の名称、単位数及び履修方法等に関し必要な事項は、別に定める。 

 （各授業科目の授業期間）  

第 24 条 各授業科目の授業は、１０週又は１５週にわたる期間を単位として行うものとする。た

だし、教育上必要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができると認められる場合は、こ

の限りではない。 

 （成績評価基準等の明示等） 

第 25 条 本学学部は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに１年間の授業の計画をあらかじ

め明示するものとする。 

２ 学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保するため、学生

に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがって適切に行うものとす

る。 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

第 25 条の２ 本学学部は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施

するものとする。 

（単位の計算方法） 

第 26 条 授業科目の単位を定めるに当たっては、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とす

る内容をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時

間外に必要な学修等を考慮して、次の基準によるものとする。 

一 講義及び演習については、１５時間の授業をもって１単位とする。 

二 実験、実習及び実技については、３０時間の授業をもって１単位とする。 

三 一つの授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用によ

り行う場合の単数を計算するに当たっては、その組み合わせに応じ、前２号に規定する基準を

考慮して大学が定める時間の授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究等の授業科目については、これらの学習の成果

を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮し

て、単位数を定めることができる。 

 （単位の授与） 

第 27 条 授業科目を履修し、その試験に合格した者には、所定の単位を与える。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第２項に規定する授業科目については、適切な方法により学修

の成果を評価して所定の単位を与えることができる。 

 （授業科目の登録の上限） 

第 27 条の２ 履修科目として登録することができる単位数の上限については、別に定める。 
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２ 前項の規定にかかわらず、所定の単位を優れた成績をもって修得した学生については、別に定

めるところにより、上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。 

 （他の大学又は短期大学における授業科目の履修等） 

第 28 条 教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学との協議に基づき、学生に当該他の

大学等の授業科目を履修することを認めることができる。 

２ 前項の規定により履修した授業科目について修得した単位は、教授会の議を経て、６０単位を

超えない範囲で、本学学部における授業科目の履修により修得したものとみなす。 

３ 前２項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学に留学する場合について準用する。 

 （大学以外の教育施設等における学修） 

第 29 条 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学

修その他大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）第２９条に基づき文部科学大臣が別に定

める学修を、教授会の議を経て、本学学部における授業科目の履修とみなし、単位を与えること

ができる。 

２ 前項の規定により与えることができる単位数は、前条の規定により修得したものとみなす単位

数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

 （入学前の既修得単位等の認定） 

第 30 条 教育上有益と認めるときは、学生が本学学部に入学する前に大学又は短期大学において

履修した授業科目について修得した単位（大学設置基準第３１条に定める科目等履修生として修

得した単位を含む。）を、教授会の議を経て、本学学部における授業科目の履修により修得した

ものとみなすことができる。 

２ 教育上有益と認めるときは、学生が本学学部に入学する前に行った前条第１項に規定する学修

を、教授会の議を経て、本学学部における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができ

る。 

３ 前２項の規定により修得したものとみなし、又は与えることができる単位数は、第２１条に規

定する編入学等の場合を除き、本学学部において修得した単位以外のものについては、第２８条

第２項及び第３項並びに前条第２項により本学学部において修得したものとみなす単位数と合わ

せて６０単位を超えないものとする。 

（長期にわたる教育課程の履修） 

第 30 条の２ 学生が、職業を有している等の事情により、修業年限を超えて一定の期間にわたり

計画的に教育課程を履修し、卒業することを希望する旨を申し出たときは、その計画的な履修を

認めることができる。 

２ 前項に関し、必要な事項は別に定める。 

 （修業年限の通算） 

第 31 条 大学の学生以外の者として本学において一定の単位を修得した者が本学に入学する場合

において、当該単位の修得により本学の教育課程の一部を履修したと認められるときは、文部科

学大臣の定めるところにより、修得した単位数その他の事項を勘案して修学年数に通算すること

ができる。ただし、その期間は、２年を超えない範囲内とする。 

 （成績の評価） 

第 32 条 授業科目の試験の成績は、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤの５種の評語をもって表し、Ｓ、Ａ、

Ｂ及びＣを合格とし、Ｄを不合格とする。ただし、必要と思われる場合は、合格及び不合格の評

語を用いることができる。 

２ 授業科目は、一般科目、キャリア形成科目、専門科目、専攻科目及び教職科目に区分する。 

３ 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技又はこれらの併用による多様な方法により行う

ものとする。 

４ 前項の授業は、文部科学大臣の定めるところにより、多様なメディアを高度に利用して、当該

授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

５ 第３項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメディア

を高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても、同様とす

る。 

６ 第３項の授業の一部は、文部科学大臣の定めるところにより、校舎及び附属施設以外の場所で

行うことができる。 

７ 授業科目の名称、単位数及び履修方法等に関し必要な事項は、別に定める。 

 （各授業科目の授業期間）  

第 24 条 各授業科目の授業は、１０週又は１５週にわたる期間を単位として行うものとする。た

だし、教育上必要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができると認められる場合は、こ

の限りではない。 

 （成績評価基準等の明示等） 

第 25 条 本学学部は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに１年間の授業の計画をあらかじ

め明示するものとする。 

２ 学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保するため、学生

に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがって適切に行うものとす

る。 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

第 25 条の２ 本学学部は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施

するものとする。 

（単位の計算方法） 

第 26 条 授業科目の単位を定めるに当たっては、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とす

る内容をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時

間外に必要な学修等を考慮して、次の基準によるものとする。 

一 講義及び演習については、１５時間の授業をもって１単位とする。 

二 実験、実習及び実技については、３０時間の授業をもって１単位とする。 

三 一つの授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用によ

り行う場合の単数を計算するに当たっては、その組み合わせに応じ、前２号に規定する基準を

考慮して大学が定める時間の授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究等の授業科目については、これらの学習の成果

を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮し

て、単位数を定めることができる。 

 （単位の授与） 

第 27 条 授業科目を履修し、その試験に合格した者には、所定の単位を与える。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第２項に規定する授業科目については、適切な方法により学修

の成果を評価して所定の単位を与えることができる。 

 （授業科目の登録の上限） 

第 27 条の２ 履修科目として登録することができる単位数の上限については、別に定める。 
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育研究の推進を図るとともに、教育研究の国際交流を通じて国内外の体育・スポーツ情報のネッ

トワーク構築をめざす。

 （修士課程スポーツ国際開発学共同専攻の目的） 

第 37 条の４ 修士課程スポーツ国際開発学共同専攻は、スポーツ・体育・健康に関する理論的・

実践的な知識を英語によって学び、国際平和と友好、豊かな地域社会の創造に寄与し、指導的役

割を担うことのできる高度専門職業人・研究者を養成することを目的とする。 

 （３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻の目的） 

第 37 条の５ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻は、筑波大学と鹿屋体育大学の大

学体育スポーツに関する教育研究実績を活かし、大学体育スポーツを先導する確かな専門的知識

と実技教育能力を兼ね備え、現場の教育指導と研究の循環を効果的に行える学術的職業人として

の高度な体育教員を養成することを目的とする。 

第２節 標準修業年限及び在学年限 

 （標準修業年限） 

第 38 条 本学修士課程の標準修業年限は、２年とし、博士後期課程及び３年制博士課程の標準修

業年限は、３年とする。 

 （在学年限） 

第 39 条 本学修士課程は、４年を超えて在学することができない。 

２ 第４４条第１項の規定により入学を許可された者の在学することができる年限は、別に定め

る。 

３ 本学博士後期課程及び３年制博士課程は、６年を超えて在学することができない。 

第３節 入学

（修士課程の入学資格） 

第40 条 本学修士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当するものとする。 

一 学校教育法第８３条第１項に規定する大学を卒業した者 

二 学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

三 外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者 

四 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における１６年の課程を修了した者 

五 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６年の課

程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位

置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

六 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国の

政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部

科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が３年以上である課程を修了する

こと（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であっ

て前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当

する学位を授与された者 

七 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修

了した者 

八 文部科学大臣の指定した者 

九 学校教育法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者であって、本学大学院におい

第５節 卒業及び学士 

 （卒業） 

第 33 条 本学学部に４年（第２１条第１項の規定により入学した者については、同条第２項によ

り定められた在学すべき年数）以上在学し、別に定めるところにより、合計１２４単位以上を修

得した者については、教授会の議を経て、学長が卒業を認定する。 

２ 学長は、卒業を認定した者に対して、卒業証書を授与する。 

  （早期卒業） 

第 34 条 前条の規定にかかわらず、本学学部に３年以上在学し、別に定めるところにより、合計

１２４単位以上を優秀な成績で修得した者については、教授会の議を経て、学長が卒業を認定す

る。 

２ 前条第２項の規定は、前項の場合にこれを準用する。 

 （学士の学位） 

第 35 条 本学学部を卒業した者には、学士（体育学）の学位を授与する。 

２ 学士（体育学）の学位授与に関し必要な事項は、別に定める。 

 （教員の免許状授与の所要資格の取得） 

第 36 条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法及び教育職員免

許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 本学学部において、当該所要資格を取得できる教員免許状の種類は次のとおりとする。 

一 高等学校教諭一種免許状（保健体育） 

二 中学校教諭一種免許状（保健体育） 

第３章 大学院通則 

第１節 目的 

 （大学院体育学研究科の目的） 

第 37 条 本学大学院は、スポーツ・武道及び体育・健康づくりに関する学術の理論及び応用と実

践が一体となった教育研究を展開し、その深奥をきわめ、又は高度の専門性が求められる職業を

担うための深い学識及び卓越した能力を培い、スポーツ・武道文化の進展及び国民の健康の増進

に寄与する。 

 （修士課程体育学専攻の目的） 

第 37 条の２ 修士課程体育学専攻は、学部での教育研究の成果を基盤として、スポーツ・武道及

び体育・健康づくりの分野における専門的知識・技術の教授研究能力及び高度の専門性を要する

職業に必要な能力を有する研究者や指導者の養成を目的とする。 

 さらに、社会人の再教育、海外の留学生の受入れによる教育研究の国際交流を図り、これらを

通じて国内外の体育・スポーツ情報のネットワーク構築をめざす。 

（博士後期課程体育学専攻の目的） 

第 37 条の３ 博士後期課程体育学専攻は、修士課程での教育研究の成果を基盤として、スポー

ツ・武道及び体育・健康づくりの分野における諸科学等の研究の成果を学際的・統合的に把握

し、新たな学際的複合領域の研究の開発及び研究の成果を実践に結びつけることのできる研究者

や指導者の養成を目的とする。

さらに、社会人、国際的水準のアスリート、海外からの留学生を積極的に受入れ、国際的な教
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育研究の推進を図るとともに、教育研究の国際交流を通じて国内外の体育・スポーツ情報のネッ

トワーク構築をめざす。

 （修士課程スポーツ国際開発学共同専攻の目的） 

第 37 条の４ 修士課程スポーツ国際開発学共同専攻は、スポーツ・体育・健康に関する理論的・

実践的な知識を英語によって学び、国際平和と友好、豊かな地域社会の創造に寄与し、指導的役

割を担うことのできる高度専門職業人・研究者を養成することを目的とする。 

 （３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻の目的） 

第 37 条の５ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻は、筑波大学と鹿屋体育大学の大

学体育スポーツに関する教育研究実績を活かし、大学体育スポーツを先導する確かな専門的知識

と実技教育能力を兼ね備え、現場の教育指導と研究の循環を効果的に行える学術的職業人として

の高度な体育教員を養成することを目的とする。 

第２節 標準修業年限及び在学年限 

 （標準修業年限） 

第 38 条 本学修士課程の標準修業年限は、２年とし、博士後期課程及び３年制博士課程の標準修

業年限は、３年とする。 

 （在学年限） 

第 39 条 本学修士課程は、４年を超えて在学することができない。 

２ 第４４条第１項の規定により入学を許可された者の在学することができる年限は、別に定め

る。 

３ 本学博士後期課程及び３年制博士課程は、６年を超えて在学することができない。 

第３節 入学

（修士課程の入学資格） 

第40 条 本学修士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当するものとする。 

一 学校教育法第８３条第１項に規定する大学を卒業した者 

二 学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

三 外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者 

四 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における１６年の課程を修了した者 

五 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６年の課

程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位

置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

六 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国の

政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部

科学大臣が別に指定するものに限る。）において、修業年限が３年以上である課程を修了する

こと（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であっ

て前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当

する学位を授与された者 

七 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修

了した者 

八 文部科学大臣の指定した者 

九 学校教育法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者であって、本学大学院におい

第５節 卒業及び学士 

 （卒業） 

第 33 条 本学学部に４年（第２１条第１項の規定により入学した者については、同条第２項によ

り定められた在学すべき年数）以上在学し、別に定めるところにより、合計１２４単位以上を修

得した者については、教授会の議を経て、学長が卒業を認定する。 

２ 学長は、卒業を認定した者に対して、卒業証書を授与する。 

  （早期卒業） 

第 34 条 前条の規定にかかわらず、本学学部に３年以上在学し、別に定めるところにより、合計

１２４単位以上を優秀な成績で修得した者については、教授会の議を経て、学長が卒業を認定す

る。 

２ 前条第２項の規定は、前項の場合にこれを準用する。 

 （学士の学位） 

第 35 条 本学学部を卒業した者には、学士（体育学）の学位を授与する。 

２ 学士（体育学）の学位授与に関し必要な事項は、別に定める。 

 （教員の免許状授与の所要資格の取得） 

第 36 条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法及び教育職員免

許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 本学学部において、当該所要資格を取得できる教員免許状の種類は次のとおりとする。 

一 高等学校教諭一種免許状（保健体育） 

二 中学校教諭一種免許状（保健体育） 

第３章 大学院通則 

第１節 目的 

 （大学院体育学研究科の目的） 

第 37 条 本学大学院は、スポーツ・武道及び体育・健康づくりに関する学術の理論及び応用と実

践が一体となった教育研究を展開し、その深奥をきわめ、又は高度の専門性が求められる職業を

担うための深い学識及び卓越した能力を培い、スポーツ・武道文化の進展及び国民の健康の増進

に寄与する。 

 （修士課程体育学専攻の目的） 

第 37 条の２ 修士課程体育学専攻は、学部での教育研究の成果を基盤として、スポーツ・武道及

び体育・健康づくりの分野における専門的知識・技術の教授研究能力及び高度の専門性を要する

職業に必要な能力を有する研究者や指導者の養成を目的とする。 

 さらに、社会人の再教育、海外の留学生の受入れによる教育研究の国際交流を図り、これらを

通じて国内外の体育・スポーツ情報のネットワーク構築をめざす。 

（博士後期課程体育学専攻の目的） 

第 37 条の３ 博士後期課程体育学専攻は、修士課程での教育研究の成果を基盤として、スポー

ツ・武道及び体育・健康づくりの分野における諸科学等の研究の成果を学際的・統合的に把握

し、新たな学際的複合領域の研究の開発及び研究の成果を実践に結びつけることのできる研究者

や指導者の養成を目的とする。

さらに、社会人、国際的水準のアスリート、海外からの留学生を積極的に受入れ、国際的な教
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２ 前項の規定により入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱い並びに在学

すべき年数については、大学院体育学研究科委員会（以下「研究科委員会」という。）の議を経

て、学長が決定する。 

３ 第１８条から第２０条までの規定は、第１項の入学に準用する。 

 （教育課程の編成方針） 

第 44 条の２ 本学大学院は、その教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら開設する

とともに学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し、体系的

に教育課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、本学大学院は、専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力を

修得させるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう適切に配慮する

ものとする。 

３ 大学院の教育は、授業科目の授業及び研究指導によって行うものとする。 

第３章 大学院通則 

第４節 教育課程及び履修方法等 

 （教育課程） 

第 45 条 修士課程体育学専攻の教育課程は、各授業科目を共通科目、基礎科目、応用科目及び課

題研究科目に分け、博士後期課程体育学専攻の教育課程は、各授業科目を共通科目及び専門科目

に分けて編成するものとする。 

２ 授業科目の種類及び単位数等に関し必要な事項は、別に定める。 

（筑波大学との共同専攻における共同教育課程） 

第 45 条の２ 筑波大学との共同専攻における共同教育課程は、前条第１項の規定にかかわらず、

筑波大学との共同専攻及び共同学位プログラムにおける教育課程の授業科目の区分について、ス

ポーツ国際開発学共同専攻及びスポーツ国際開発学共同学位プログラムは、講義科目、演習科目

及び実践科目とし、大学体育スポーツ高度化共同専攻及び高度大学体育スポーツ指導者養成共同

学位プログラムは、実践的教育能力育成科目、実践的研究能力育成科目、高度指導者教養育成科

目及び博士論文研究能力育成科目とする。 

２ 授業科目の種類及び単位数等に関し必要な事項は、別に定める。 

 （単位の計算方法及び成績の評価等） 

第 46 条 本学大学院の授業科目の単位の計算方法、単位の授与及び成績の評価については、第２

６条第１項及び第２７条第１項並びに第３２条の規定を準用する。 

  なお、筑波大学との共同専攻及び共同学位プログラムにおいて、筑波大学で開講する授業科目

の単位の計算方法、単位の授与及び成績の評価については、筑波大学の規定を準用する。 

 （授業の方法及び各授業科目の授業期間） 

第 46 条の２  授業の方法及び各授業科目の授業期間については、第２３条第３項から第６項まで

及び第２４条の規定を準用する。 

  なお、筑波大学との共同専攻及び共同学位プログラムにおいて、筑波大学で開講する授業科目

の授業の方法及び各授業科目の授業期間については、筑波大学の規定を準用する。 

 （教育方法の特例） 

第 47 条 大学院の課程においては、教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他

特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことがで

きる。 

て、本学大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

十 本学大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認めた者で、２２歳に達したもの 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者であって、本学大学院において、

所定の単位を優秀な成績で修得したと認めるものを、修士課程に入学させることができる。 

一 学校教育法第８３条第１項に規定する大学に３年以上在学した者 

二 外国において学校教育における１５年の課程を修了した者 

三 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における１５年の課程を修了した者 

四 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１５年の課

程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位

置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

 （博士後期課程及び３年制博士課程の入学資格） 

第 41 条 本学博士後期課程及び３年制博士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該

当するものとする。 

一 修士の学位又は専門職学位（学校教育法第１０４条第１項の規定に基づき学位規則（昭和２

８条文部省令第９号）第５条の２に規定する専門職学位をいう。以下同じ。）を有する者 

二 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

三 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又は専門

職学位に相当する学位を授与された者 

四 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において

位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、修

士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

五 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法第１条第

２項に規定する１９７２年１２月１１日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学

の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者 

六 外国の学校、第四号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、大学院

設置基準第１６条の２に規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士の学位を有する

者と同等以上の学力があると認められた者 

七 文部科学大臣の指定した者 

八 本学大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者と

同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達したもの 

 （入学の時期） 

第 42 条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、教育研究上の必要があると認められるとき

には、学期の始めとすることができる。 

２ 前項ただし書きに規定する入学の時期については、別に定める。 

 （入学の出願及び入学手続き等） 

第 43 条 本学大学院の入学の出願、入学者の選考、入学手続き及び入学許可については、第１８

条から第２０条までの規定を準用する。 

 （転入学及び再入学） 

第 44 条 次の各号の一に該当する者で、本学大学院に入学を志願する者があるときは、選考の

上、相当年次に入学を許可することがある。 

一 大学院を修了した者又は退学した者 

二 他の大学院に在学中の者で、現に在学する大学の学長の転学の承認を得た者 
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２ 前項の規定により入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱い並びに在学

すべき年数については、大学院体育学研究科委員会（以下「研究科委員会」という。）の議を経

て、学長が決定する。 

３ 第１８条から第２０条までの規定は、第１項の入学に準用する。 

 （教育課程の編成方針） 

第 44 条の２ 本学大学院は、その教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら開設する

とともに学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し、体系的

に教育課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては、本学大学院は、専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力を

修得させるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう適切に配慮する

ものとする。 

３ 大学院の教育は、授業科目の授業及び研究指導によって行うものとする。 

第３章 大学院通則 

第４節 教育課程及び履修方法等 

 （教育課程） 

第 45 条 修士課程体育学専攻の教育課程は、各授業科目を共通科目、基礎科目、応用科目及び課

題研究科目に分け、博士後期課程体育学専攻の教育課程は、各授業科目を共通科目及び専門科目

に分けて編成するものとする。 

２ 授業科目の種類及び単位数等に関し必要な事項は、別に定める。 

（筑波大学との共同専攻における共同教育課程） 

第 45 条の２ 筑波大学との共同専攻における共同教育課程は、前条第１項の規定にかかわらず、

筑波大学との共同専攻及び共同学位プログラムにおける教育課程の授業科目の区分について、ス

ポーツ国際開発学共同専攻及びスポーツ国際開発学共同学位プログラムは、講義科目、演習科目

及び実践科目とし、大学体育スポーツ高度化共同専攻及び高度大学体育スポーツ指導者養成共同

学位プログラムは、実践的教育能力育成科目、実践的研究能力育成科目、高度指導者教養育成科

目及び博士論文研究能力育成科目とする。 

２ 授業科目の種類及び単位数等に関し必要な事項は、別に定める。 

 （単位の計算方法及び成績の評価等） 

第 46 条 本学大学院の授業科目の単位の計算方法、単位の授与及び成績の評価については、第２

６条第１項及び第２７条第１項並びに第３２条の規定を準用する。 

  なお、筑波大学との共同専攻及び共同学位プログラムにおいて、筑波大学で開講する授業科目

の単位の計算方法、単位の授与及び成績の評価については、筑波大学の規定を準用する。 

 （授業の方法及び各授業科目の授業期間） 

第 46 条の２  授業の方法及び各授業科目の授業期間については、第２３条第３項から第６項まで

及び第２４条の規定を準用する。 

  なお、筑波大学との共同専攻及び共同学位プログラムにおいて、筑波大学で開講する授業科目

の授業の方法及び各授業科目の授業期間については、筑波大学の規定を準用する。 

 （教育方法の特例） 

第 47 条 大学院の課程においては、教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他

特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことがで

きる。 

て、本学大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

十 本学大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認めた者で、２２歳に達したもの 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者であって、本学大学院において、

所定の単位を優秀な成績で修得したと認めるものを、修士課程に入学させることができる。 

一 学校教育法第８３条第１項に規定する大学に３年以上在学した者 

二 外国において学校教育における１５年の課程を修了した者 

三 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における１５年の課程を修了した者 

四 我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１５年の課

程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位

置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

 （博士後期課程及び３年制博士課程の入学資格） 

第 41 条 本学博士後期課程及び３年制博士課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該

当するものとする。 

一 修士の学位又は専門職学位（学校教育法第１０４条第１項の規定に基づき学位規則（昭和２

８条文部省令第９号）第５条の２に規定する専門職学位をいう。以下同じ。）を有する者 

二 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

三 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又は専門

職学位に相当する学位を授与された者 

四 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において

位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、修

士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

五 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法第１条第

２項に規定する１９７２年１２月１１日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学

の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者 

六 外国の学校、第四号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、大学院

設置基準第１６条の２に規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士の学位を有する

者と同等以上の学力があると認められた者 

七 文部科学大臣の指定した者 

八 本学大学院において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者と

同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達したもの 

 （入学の時期） 

第 42 条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、教育研究上の必要があると認められるとき

には、学期の始めとすることができる。 

２ 前項ただし書きに規定する入学の時期については、別に定める。 

 （入学の出願及び入学手続き等） 

第 43 条 本学大学院の入学の出願、入学者の選考、入学手続き及び入学許可については、第１８

条から第２０条までの規定を準用する。 

 （転入学及び再入学） 

第 44 条 次の各号の一に該当する者で、本学大学院に入学を志願する者があるときは、選考の

上、相当年次に入学を許可することがある。 

一 大学院を修了した者又は退学した者 

二 他の大学院に在学中の者で、現に在学する大学の学長の転学の承認を得た者 
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第５節 修了要件及び学位 

 （修了要件） 

第 51 条 本学修士課程の修了の要件は、当該課程に２年（修業年限を４年と定められた者につい

ては、当該修業年限及び第４４条第１項の規定により入学した者については、同条第２項により

定められた在学すべき年数）以上在学し、所定の授業科目について３０単位以上を修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、修士課程の目的に応じ、修士論文又は特定の課題についての研

究の成果の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績

を上げた者については、１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 本学博士後期課程及び３年制博士課程の修了の要件は、当該課程に３年以上在学し、所定の授

業科目について博士後期課程は１０単位以上、３年制博士課程は１４単位以上を修得し、かつ、

必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学

期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、次に掲げる年数以上在学すれば足りる

ものとする。 

一 修士課程又は専門職学位課程に２年以上在学し、当該課程を修了した者にあっては、当該課

程における２年の在学期間を含み３年以上 

二 修士課程において優れた業績を上げ、２年未満の在学期間で修了した者又は標準修業年限を

１年以上２年未満とした修士課程及び専門職学位課程を修了した者にあっては、当該課程にお

ける在学期間を含み３年以上 

三 修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が入学した場

合にあっては、１年以上 

 （論文審査の協力） 

第 52 条 本学が必要があると認めたときは、論文の審査について、他の大学院等の教員等の協力

を求めることができる。 

 （学位） 

第 53 条 本学修士課程を修了した者には、修士（体育学）の学位を授与する。 

２ 前項の規定にかかわらず、筑波大学との共同専攻及び共同学位プログラムの教育課程を修了し

た者には、修士（スポーツ国際開発学）の学位を授与する。 

３ 本学博士後期課程を修了した者には、博士（体育学）の学位を授与する。 

４ 前項の規定にかかわらず、筑波大学との共同専攻及び共同学位プログラムの教育課程を修了し

た者には、博士（体育スポーツ学）の学位を授与する。 

５ 修士（体育学）、修士（スポーツ国際開発学）、博士（体育学）及び博士（体育スポーツ学）

の学位授与に関し必要な事項は、別に定める。 

 （教員の免許状授与の所要資格の取得） 

第 54 条 中学校教諭一種免許状及び高等学校教諭一種免許状授与の所要資格を有する者で当該免

許教科に係る中学校教諭専修免許状及び高等学校教諭専修免許状授与の所要資格を取得しようと

するものは、教育職員免許法及び教育職員免許法施行規則に定める所要の単位を修得しなければ

ならない。 

２ 本学大学院において、当該所要資格を取得できる教員免許状の種類は次のとおりとする。 

一 高等学校教諭専修免許状（保健体育） 

二 中学校教諭専修免許状（保健体育） 

第４章 休学、転学、留学及び退学 

第１節 休学 

 （成績評価基準等の明示等） 

第 47 条の２ 本学大学院は、学生に対して、授業及び研究指導の方法及び内容並びに一年間の授

業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保

するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがって適切に

行うものとする。 

（教育内容の改善のための組織的な研修等） 

第 47 条の３ 本学大学院は、授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修

及び研究を実施するものとする。 

 （他大学院の授業科目の履修） 

第 48 条 教育研究上有益と認めるときは、他の大学院との協議に基づき、学生に当該大学院の授

業科目を履修することを認めることができる。 

２ 前項の規定により履修した授業科目について修得した単位は、研究科委員会の議を経て、１５

単位を超えない範囲で、本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなす。 

３ 前２項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学に留学する場合について準用する。 

  （入学前の既修得単位の認定） 

第 49 条 教育上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学する前に大学院において履修した

授業科目について修得した単位（大学院設置基準第１５条に定める科目等履修生として修得した

単位を含む。）を、研究科委員会の議を経て、１５単位を超えない範囲で、本学大学院における

授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定により修得したものとみなし、又は与えることができる単位数は、第４４条に規定

する転入学等の場合を除き、本学大学院において修得した単位以外のものについては、前条第２

項により本学大学院において修得したものとみなす単位数と合わせて２０単位を超えないものと

する。 

（長期にわたる教育課程の履修） 

第 49 条の２ 学生が、職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一定の期間にわ

たり計画的に教育課程を履修し、課程を修了することを希望する旨を申し出たときは、その計画

的な履修を認めることができる。 

２ 前項に関し、必要な事項は別に定める。

（在学期間の短縮） 

第 49 条の３ 修士課程は第 48 条及び第 49 条の規定により、入学する前に修得した単位（学校教

育法第 102 条第 1 項の規定により入学資格を有した後、修得したものに限る。）を当該課程におい

て修得したものとみなす場合であって当該単位の修得により当該課程の教育課程の一部を履修した

と認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して１年を超えない範囲で本学

大学院が定める期間在学したものとみなすことができるものとする。ただし、この場合において

も、当該課程については少なくとも１年以上在学するものとする。  

 （研究指導委託） 

第 50 条 教育研究上有益と認めるときは、他の大学院又は研究所等（以下「他の大学院等」とい

う。）との協議に基づき、学生に当該他の大学院等において必要な研究指導を受けさせることが

できる。ただし、修士課程においては、当該研究指導を受ける期間は１年を超えないものとす

る。 
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第５節 修了要件及び学位 

 （修了要件） 

第 51 条 本学修士課程の修了の要件は、当該課程に２年（修業年限を４年と定められた者につい

ては、当該修業年限及び第４４条第１項の規定により入学した者については、同条第２項により

定められた在学すべき年数）以上在学し、所定の授業科目について３０単位以上を修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、修士課程の目的に応じ、修士論文又は特定の課題についての研

究の成果の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績

を上げた者については、１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 本学博士後期課程及び３年制博士課程の修了の要件は、当該課程に３年以上在学し、所定の授

業科目について博士後期課程は１０単位以上、３年制博士課程は１４単位以上を修得し、かつ、

必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学

期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、次に掲げる年数以上在学すれば足りる

ものとする。 

一 修士課程又は専門職学位課程に２年以上在学し、当該課程を修了した者にあっては、当該課

程における２年の在学期間を含み３年以上 

二 修士課程において優れた業績を上げ、２年未満の在学期間で修了した者又は標準修業年限を

１年以上２年未満とした修士課程及び専門職学位課程を修了した者にあっては、当該課程にお

ける在学期間を含み３年以上 

三 修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が入学した場

合にあっては、１年以上 

 （論文審査の協力） 

第 52 条 本学が必要があると認めたときは、論文の審査について、他の大学院等の教員等の協力

を求めることができる。 

 （学位） 

第 53 条 本学修士課程を修了した者には、修士（体育学）の学位を授与する。 

２ 前項の規定にかかわらず、筑波大学との共同専攻及び共同学位プログラムの教育課程を修了し

た者には、修士（スポーツ国際開発学）の学位を授与する。 

３ 本学博士後期課程を修了した者には、博士（体育学）の学位を授与する。 

４ 前項の規定にかかわらず、筑波大学との共同専攻及び共同学位プログラムの教育課程を修了し

た者には、博士（体育スポーツ学）の学位を授与する。 

５ 修士（体育学）、修士（スポーツ国際開発学）、博士（体育学）及び博士（体育スポーツ学）

の学位授与に関し必要な事項は、別に定める。 

 （教員の免許状授与の所要資格の取得） 

第 54 条 中学校教諭一種免許状及び高等学校教諭一種免許状授与の所要資格を有する者で当該免

許教科に係る中学校教諭専修免許状及び高等学校教諭専修免許状授与の所要資格を取得しようと

するものは、教育職員免許法及び教育職員免許法施行規則に定める所要の単位を修得しなければ

ならない。 

２ 本学大学院において、当該所要資格を取得できる教員免許状の種類は次のとおりとする。 

一 高等学校教諭専修免許状（保健体育） 

二 中学校教諭専修免許状（保健体育） 

第４章 休学、転学、留学及び退学 

第１節 休学 

 （成績評価基準等の明示等） 

第 47 条の２ 本学大学院は、学生に対して、授業及び研究指導の方法及び内容並びに一年間の授

業及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保

するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがって適切に

行うものとする。 

（教育内容の改善のための組織的な研修等） 

第 47 条の３ 本学大学院は、授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修

及び研究を実施するものとする。 

 （他大学院の授業科目の履修） 

第 48 条 教育研究上有益と認めるときは、他の大学院との協議に基づき、学生に当該大学院の授

業科目を履修することを認めることができる。 

２ 前項の規定により履修した授業科目について修得した単位は、研究科委員会の議を経て、１５

単位を超えない範囲で、本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなす。 

３ 前２項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学に留学する場合について準用する。 

  （入学前の既修得単位の認定） 

第 49 条 教育上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学する前に大学院において履修した

授業科目について修得した単位（大学院設置基準第１５条に定める科目等履修生として修得した

単位を含む。）を、研究科委員会の議を経て、１５単位を超えない範囲で、本学大学院における

授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定により修得したものとみなし、又は与えることができる単位数は、第４４条に規定

する転入学等の場合を除き、本学大学院において修得した単位以外のものについては、前条第２

項により本学大学院において修得したものとみなす単位数と合わせて２０単位を超えないものと

する。 

（長期にわたる教育課程の履修） 

第 49 条の２ 学生が、職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一定の期間にわ

たり計画的に教育課程を履修し、課程を修了することを希望する旨を申し出たときは、その計画

的な履修を認めることができる。 

２ 前項に関し、必要な事項は別に定める。

（在学期間の短縮） 

第 49 条の３ 修士課程は第 48 条及び第 49 条の規定により、入学する前に修得した単位（学校教

育法第 102 条第 1 項の規定により入学資格を有した後、修得したものに限る。）を当該課程におい

て修得したものとみなす場合であって当該単位の修得により当該課程の教育課程の一部を履修した

と認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して１年を超えない範囲で本学

大学院が定める期間在学したものとみなすことができるものとする。ただし、この場合において

も、当該課程については少なくとも１年以上在学するものとする。  

 （研究指導委託） 

第 50 条 教育研究上有益と認めるときは、他の大学院又は研究所等（以下「他の大学院等」とい

う。）との協議に基づき、学生に当該他の大学院等において必要な研究指導を受けさせることが

できる。ただし、修士課程においては、当該研究指導を受ける期間は１年を超えないものとす

る。 
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が表彰することができる。 

２ 表彰に関し必要な事項は、別に定める。 

 （懲戒） 

第 63 条 本学の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為があった者は、教授会又は研

究科委員会の議を経て、学長が懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。 

一 性行不良で改善の見込みがない者 

二 学業を怠り成業の見込みがないと認められる者 

三 正当な理由がなくて出席常でない者 

四 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

４ 停学の期間は、第１５条及び第３９条に定める在学年限に算入し、第１４条及び第３８条に定

める修業年限に算入しない。ただし、特別の事情がある場合には、教授会又は研究科委員会の議

を経て、修業年限に算入することができる。 

第６章 学生宿舎 

 （学生宿舎） 

第 64 条 本学に学生宿舎を置く。 

２ 学生宿舎に関し必要な事項は、別に定める。 

第７章 科目等履修生、研究生、聴講生、特別聴講学生、特別研究学生及び外国人留学生 

 （科目等履修生） 

第 65 条 本学において、一又は複数の授業科目を履修し、当該授業科目に関する単位の授与を志

願する者があるときは、教育研究に支障のない場合に限り、選考の上、科目等履修生として入学

を許可し、単位を授与する。 

２ 前項の単位の授与については、第２７条第１項の規定を準用する。 

 （研究生） 

第 66 条 本学において、特定の専門事項について、研究を志願する者があるときは、教育研究に

支障のない場合に限り、選考の上、研究生として入学を許可することができる。 

 （聴講生） 

第 67 条 本学において、特定の授業科目を聴講することを志願する者があるときは、教育研究に

支障のない場合に限り、選考の上、聴講生として入学を許可することができる。 

 （特別聴講学生） 

第 68 条 他の大学及び大学院の学生で、本学において、一又は複数の授業科目を履修することを

志願する者があるときは、当該他大学との協議に基づき、特別聴講学生として入学を許可するこ

とができる。 

 （特別研究学生） 

第 69 条 他の大学の大学院の学生で、本学大学院の研究科において研究指導を受けることを志願

する者があるときは、当該他大学院との協議に基づき、特別研究学生として入学を許可すること

がある。 

 （休学） 

第 55 条 疾病その他特別の事由により引き続き２月以上修学することができない者は、学長の許

可を得て休学することができる。 

２ 学長は、疾病その他特別の事由により修学することが適当でないと認められる者については、

教授会又は研究科委員会の議を経て、休学を命ずることができる。 

 （休学の期間） 

第 56 条 休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の事由があると認められるときは、１年を

限度として休学期間の延長を認めることができる。 

２ 休学期間は、通算して２年を超えることはできない。 

３ 休学期間は、第１４条及び第３８条に定める修業年限並びに第１５条及び第３９条に定める在

学年限に算入しない。 

 （復学） 

第 57 条 休学期間中にその事由が消滅したときは、学長の許可を得て復学することができる。 

第２節 転学及び留学 

 （転学） 

第 58 条 他の大学等（大学院を含む。以下同じ。）に入学又は転入学を志願する者は、学長の許

可を受けなければならない。 

 （留学） 

第 59 条 外国の大学等で修学することを志願する者は、学長の許可を受けなければならない。 

２ 前項の許可を得て留学した期間は、第１５条及び第３９条に定める在学年限に含めることがで

きる。 

３ 第２８条及び第４８条の規定は、第１項の留学の場合に準用する。 

第３節 退学 

 （退学） 

第 60 条 退学しようとする者は、学長の許可を受けなければならない。 

 （除籍） 

第 61 条 次の各号の一に該当する者は、教授会又は研究科委員会の議を経て、学長が除籍する。 

一 第１５条及び第３９条に定める在学年限を超えた者 

二 第５６条第２項に定める休学期間を超えてなお修学できない者 

三 長期間にわたり行方不明の者 

四 授業料の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

五 入学料の免除又は徴収猶予を申請した者のうち、不許可又は一部免除若しくは徴収猶予が認

められた者で所定の期日までに入学料を納付しない者 

第５章 賞罰 

 （表彰） 

第 62 条 学生として表彰に価する行為があった者は、教授会又は研究科委員会の議を経て、学長
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が表彰することができる。 

２ 表彰に関し必要な事項は、別に定める。 

 （懲戒） 

第 63 条 本学の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為があった者は、教授会又は研

究科委員会の議を経て、学長が懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。 

一 性行不良で改善の見込みがない者 

二 学業を怠り成業の見込みがないと認められる者 

三 正当な理由がなくて出席常でない者 

四 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

４ 停学の期間は、第１５条及び第３９条に定める在学年限に算入し、第１４条及び第３８条に定

める修業年限に算入しない。ただし、特別の事情がある場合には、教授会又は研究科委員会の議

を経て、修業年限に算入することができる。 

第６章 学生宿舎 

 （学生宿舎） 

第 64 条 本学に学生宿舎を置く。 

２ 学生宿舎に関し必要な事項は、別に定める。 

第７章 科目等履修生、研究生、聴講生、特別聴講学生、特別研究学生及び外国人留学生 

 （科目等履修生） 

第 65 条 本学において、一又は複数の授業科目を履修し、当該授業科目に関する単位の授与を志

願する者があるときは、教育研究に支障のない場合に限り、選考の上、科目等履修生として入学

を許可し、単位を授与する。 

２ 前項の単位の授与については、第２７条第１項の規定を準用する。 

 （研究生） 

第 66 条 本学において、特定の専門事項について、研究を志願する者があるときは、教育研究に

支障のない場合に限り、選考の上、研究生として入学を許可することができる。 

 （聴講生） 

第 67 条 本学において、特定の授業科目を聴講することを志願する者があるときは、教育研究に

支障のない場合に限り、選考の上、聴講生として入学を許可することができる。 

 （特別聴講学生） 

第 68 条 他の大学及び大学院の学生で、本学において、一又は複数の授業科目を履修することを

志願する者があるときは、当該他大学との協議に基づき、特別聴講学生として入学を許可するこ

とができる。 

 （特別研究学生） 

第 69 条 他の大学の大学院の学生で、本学大学院の研究科において研究指導を受けることを志願

する者があるときは、当該他大学院との協議に基づき、特別研究学生として入学を許可すること

がある。 

 （休学） 

第 55 条 疾病その他特別の事由により引き続き２月以上修学することができない者は、学長の許

可を得て休学することができる。 

２ 学長は、疾病その他特別の事由により修学することが適当でないと認められる者については、

教授会又は研究科委員会の議を経て、休学を命ずることができる。 

 （休学の期間） 

第 56 条 休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の事由があると認められるときは、１年を

限度として休学期間の延長を認めることができる。 

２ 休学期間は、通算して２年を超えることはできない。 

３ 休学期間は、第１４条及び第３８条に定める修業年限並びに第１５条及び第３９条に定める在

学年限に算入しない。 

 （復学） 

第 57 条 休学期間中にその事由が消滅したときは、学長の許可を得て復学することができる。 

第２節 転学及び留学 

 （転学） 

第 58 条 他の大学等（大学院を含む。以下同じ。）に入学又は転入学を志願する者は、学長の許

可を受けなければならない。 

 （留学） 

第 59 条 外国の大学等で修学することを志願する者は、学長の許可を受けなければならない。 

２ 前項の許可を得て留学した期間は、第１５条及び第３９条に定める在学年限に含めることがで

きる。 

３ 第２８条及び第４８条の規定は、第１項の留学の場合に準用する。 

第３節 退学 

 （退学） 

第 60 条 退学しようとする者は、学長の許可を受けなければならない。 

 （除籍） 

第 61 条 次の各号の一に該当する者は、教授会又は研究科委員会の議を経て、学長が除籍する。 

一 第１５条及び第３９条に定める在学年限を超えた者 

二 第５６条第２項に定める休学期間を超えてなお修学できない者 

三 長期間にわたり行方不明の者 

四 授業料の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

五 入学料の免除又は徴収猶予を申請した者のうち、不許可又は一部免除若しくは徴収猶予が認

められた者で所定の期日までに入学料を納付しない者 

第５章 賞罰 

 （表彰） 

第 62 条 学生として表彰に価する行為があった者は、教授会又は研究科委員会の議を経て、学長
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 体育・スポ－ツ課程 ３００   ２００ １００ 

 武道課程 ２００   ２００ ２００ 

 ３年次編入学 ２０ ２０ ２０ 

計 ６４０ ６６０ ６８０ 

附 則（平１９．３．２２規則第５号）  

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ 平成１９年度から平成２０年度までにおける大学院体育学研究科の博士後期課程の収容定員

は、第７条第４項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

年  度 平成１９年度 平成２０年度 

博士後期課程 
２０ ２２ 

の 収 容 定 員 

附 則（平２０．３．１９規則第２号） 

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ 平成２０年度における体育学部の収容定員は、第５条第２項の規定にかかわらず、次のとおり

とする。 

課程及び３年次編入学 
収容定員 

平成２０年度 

スポーツ総合課程  ３６０人 

体育・スポ－ツ課程  １００ 

武道課程  ２００ 

３年次編入学    ３０ 

計  ６９０ 

附 則（平２３．２．７ 規則第３号） 

この規則は、平成２３年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平２４．１．２４ 規則第１号） 

 この規則は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第 41 条の規定については平成２３年

４月１日から適用する。 

附 則（平２４．６．７ 規則第１６号） 

この規則は、平成２４年６月７日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則（平２５．６．１４ 規則第１３号） 

この規則は、平成２５年６月１４日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則（平２６．３．２０ 規則第２号） 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平２７．３．２７ 規則第２４号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平２７．４．１６ 規則第３８号） 

 （外国人留学生） 

第 70 条 外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志願する者が

あるときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可することができる。 

 （その他） 

第 71 条 この章に定めるほか、科目等履修生、研究生、聴講生、特別聴講学生、特別研究学生及

び外国人留学生に関し必要な事項は、別に定める。 

第８章 授業料その他の費用 

 （授業料等の額及び徴収方法） 

第 72 条 授業料、入学料、検定料及び寄宿料の額並びにその徴収方法は、国立大学法人鹿屋体育

大学における授業料その他の費用に関する規程（以下「費用規程」という。）の定めるところに

よる。 

２ 既納の授業料、入学料、検定料及び寄宿料は、還付しない。ただし、費用規程第３条第４項に

より入学を許可するときに授業料を納付した者が、入学する年度の前年度の３月３１日までに入

学を辞退した場合には、納付した者の申出により当該授業料相当額を返還することができる。 

 （授業料等の免除及び猶予） 

第 73 条 経済的理由によって授業料等の納付が困難であると認められ、かつ、学業優秀と認めら

れるとき又はその他やむを得ない事情があると認められるときは、別に定めるところにより授業

料、入学料及び寄宿料の全部若しくは一部を免除し、又は徴収を猶予することができる。 

２ 授業料等免除及び徴収の猶予の取扱いについて必要な事項は、別に定める。 

附 則  

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 平成１６年度から平成１７年度までにおける大学院体育学研究科の博士後期課程の収容定員

は、第７条第４項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

年  度 平成１６年度 平成１７年度 

博士後期課程 
６ １２ 

の 収 容 定 員 

附 則（平１７．１０．６規則第９号） 

この規則は、平成１７年１０月６日から施行する。 

附 則（平１８．３．２規則第２号） 

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ 体育・スポーツ課程は、第５条第２項の規定にかかわらず、当該課程に在学する者が当該課程

に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

３ 体育学部の収容定員は、第５条第２項の規定にかかわらず、平成１８年度から平成２０年度に

ついては、次の表のとおりとする 

課程及び３年次編入学 
収容定員 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

スポーツ総合課程 １２０人   ２４０人 ３６０人 
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 体育・スポ－ツ課程 ３００   ２００ １００ 

 武道課程 ２００   ２００ ２００ 

 ３年次編入学 ２０ ２０ ２０ 

計 ６４０ ６６０ ６８０ 

附 則（平１９．３．２２規則第５号）  

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ 平成１９年度から平成２０年度までにおける大学院体育学研究科の博士後期課程の収容定員

は、第７条第４項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

年  度 平成１９年度 平成２０年度 

博士後期課程 
２０ ２２ 

の 収 容 定 員 

附 則（平２０．３．１９規則第２号） 

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ 平成２０年度における体育学部の収容定員は、第５条第２項の規定にかかわらず、次のとおり

とする。 

課程及び３年次編入学 
収容定員 

平成２０年度 

スポーツ総合課程  ３６０人 

体育・スポ－ツ課程  １００ 

武道課程  ２００ 

３年次編入学    ３０ 

計  ６９０ 

附 則（平２３．２．７ 規則第３号） 

この規則は、平成２３年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平２４．１．２４ 規則第１号） 

 この規則は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第 41 条の規定については平成２３年

４月１日から適用する。 

附 則（平２４．６．７ 規則第１６号） 

この規則は、平成２４年６月７日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則（平２５．６．１４ 規則第１３号） 

この規則は、平成２５年６月１４日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則（平２６．３．２０ 規則第２号） 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平２７．３．２７ 規則第２４号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平２７．４．１６ 規則第３８号） 

 （外国人留学生） 

第 70 条 外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志願する者が

あるときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可することができる。 

 （その他） 

第 71 条 この章に定めるほか、科目等履修生、研究生、聴講生、特別聴講学生、特別研究学生及

び外国人留学生に関し必要な事項は、別に定める。 

第８章 授業料その他の費用 

 （授業料等の額及び徴収方法） 

第 72 条 授業料、入学料、検定料及び寄宿料の額並びにその徴収方法は、国立大学法人鹿屋体育

大学における授業料その他の費用に関する規程（以下「費用規程」という。）の定めるところに

よる。 

２ 既納の授業料、入学料、検定料及び寄宿料は、還付しない。ただし、費用規程第３条第４項に

より入学を許可するときに授業料を納付した者が、入学する年度の前年度の３月３１日までに入

学を辞退した場合には、納付した者の申出により当該授業料相当額を返還することができる。 

 （授業料等の免除及び猶予） 

第 73 条 経済的理由によって授業料等の納付が困難であると認められ、かつ、学業優秀と認めら

れるとき又はその他やむを得ない事情があると認められるときは、別に定めるところにより授業

料、入学料及び寄宿料の全部若しくは一部を免除し、又は徴収を猶予することができる。 

２ 授業料等免除及び徴収の猶予の取扱いについて必要な事項は、別に定める。 

附 則  

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 平成１６年度から平成１７年度までにおける大学院体育学研究科の博士後期課程の収容定員

は、第７条第４項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

年  度 平成１６年度 平成１７年度 

博士後期課程 
６ １２ 

の 収 容 定 員 

附 則（平１７．１０．６規則第９号） 

この規則は、平成１７年１０月６日から施行する。 

附 則（平１８．３．２規則第２号） 

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ 体育・スポーツ課程は、第５条第２項の規定にかかわらず、当該課程に在学する者が当該課程

に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

３ 体育学部の収容定員は、第５条第２項の規定にかかわらず、平成１８年度から平成２０年度に

ついては、次の表のとおりとする 

課程及び３年次編入学 
収容定員 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

スポーツ総合課程 １２０人   ２４０人 ３６０人 
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後期３年の課程

のみの博士課程 

大学体育スポーツ

高度化共同専攻 
２ ４ 

３ 令和元年度以前の入学生を対象とした修士課程スポーツ国際開発学共同専攻及び３年制博士課

程大学体育スポーツ高度化共同専攻は、改正後の第６条第４項の規定にかかわらず、令和２年３

月３１日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

附 則（令３．１．２８規則第３号） 

この規則は、令和３年１月２８日から施行する。 

附 則（令４．２．２規則第２号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令５． ． 規則第  号） 

この規則は、令和５年 月 日に施行する。 

この規則は、平成２７年４月１６日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 附 則（平２８．３．２５ 規則第８号） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 体育学専攻及び筑波大学との共同専攻の収容定員は、第６条第４項の規定にかかわらず、平成

２８年度から平成２９年度については、次の表のとおりとする。 

  体育学専攻 

課  程 専  攻 
収 容 定 員 

平成２８年度 平成２９年度 

修 士 課 程 体育学専攻 ３３ ３０ 

博士後期課程 体育学専攻 ２２ ２０ 

  筑波大学との共同専攻 

課 程 専  攻 
収 容 定 員 

平成２８年度 平成２９年度 

修 士 課 程 
スポーツ国際開発

学共同専攻
３ ６ 

３年制博士課程 
大学体育スポーツ

高度化共同専攻 
２ ４ 

附 則（平３０．３．１規則第１２号） 

この規則は、平成３０年３月１日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

附 則（平３１．３．１１規則第５号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（平３１．３．２２規則第７号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令元．７．２９ 規則第２９号） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 筑波大学との共同専攻の収容定員は、改正後の第６条第４項の規定にかかわらず、令和２年度

及び令和３年度については、次の表のとおりとする。 

  筑波大学との共同専攻 

入学年度 課 程 専  攻 
収 容 定 員 

令和２年度 令和３年度 

令和元年度

以前入学

修 士 課 程 
スポーツ国際開発

学共同専攻
３ 

３年制博士課程 
大学体育スポーツ

高度化共同専攻 
４ ２ 

令和２年度

以降入学
修 士 課 程 

スポーツ国際開発

学共同専攻
３ ６ 
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後期３年の課程

のみの博士課程 

大学体育スポーツ

高度化共同専攻 
２ ４ 

３ 令和元年度以前の入学生を対象とした修士課程スポーツ国際開発学共同専攻及び３年制博士課

程大学体育スポーツ高度化共同専攻は、改正後の第６条第４項の規定にかかわらず、令和２年３

月３１日に当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

附 則（令３．１．２８規則第３号） 

この規則は、令和３年１月２８日から施行する。 

附 則（令４．２．２規則第２号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令５． ． 規則第  号） 

この規則は、令和５年 月 日に施行する。 

この規則は、平成２７年４月１６日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 附 則（平２８．３．２５ 規則第８号） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 体育学専攻及び筑波大学との共同専攻の収容定員は、第６条第４項の規定にかかわらず、平成

２８年度から平成２９年度については、次の表のとおりとする。 

  体育学専攻 

課  程 専  攻 
収 容 定 員 

平成２８年度 平成２９年度 

修 士 課 程 体育学専攻 ３３ ３０ 

博士後期課程 体育学専攻 ２２ ２０ 

  筑波大学との共同専攻 

課 程 専  攻 
収 容 定 員 

平成２８年度 平成２９年度 

修 士 課 程 
スポーツ国際開発

学共同専攻
３ ６ 

３年制博士課程 
大学体育スポーツ

高度化共同専攻 
２ ４ 

附 則（平３０．３．１規則第１２号） 

この規則は、平成３０年３月１日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

附 則（平３１．３．１１規則第５号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（平３１．３．２２規則第７号） 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令元．７．２９ 規則第２９号） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 筑波大学との共同専攻の収容定員は、改正後の第６条第４項の規定にかかわらず、令和２年度

及び令和３年度については、次の表のとおりとする。 

  筑波大学との共同専攻 

入学年度 課 程 専  攻 
収 容 定 員 

令和２年度 令和３年度 

令和元年度

以前入学

修 士 課 程 
スポーツ国際開発

学共同専攻
３ 

３年制博士課程 
大学体育スポーツ

高度化共同専攻 
４ ２ 

令和２年度

以降入学
修 士 課 程 

スポーツ国際開発

学共同専攻
３ ６ 
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第３条 修士課程の学生は、指導教員等の指導を受け、別に定める日までに、研究題目届（別紙

様式）を学長に提出しなければならない。 

２ 博士後期課程の学生は、指導教員等の指導を受け、別に定める日までに、指導教員・副指導

教員願（別紙様式）、論文主題・研究計画書（別紙様式）、博士論文作成計画書（別紙様式）

を学長に提出しなければならない。 

 

 （授業科目の区分等） 

第４条 修士課程体育学専攻における授業科目の区分（科目、科目群、領域）及び内容は、次の

表のとおりとする。 

授業科目の区分 
内           容 

科目 科目群 領域 

共通 

 
共通科目 

 
共通 

 

スポーツ・武道及び体育・健康づくりの分野における教

育研究能力及び高度の専門性を要する職業等に必要な基

礎的能力を養うための科目。 

 
 

スポーツ
総合科学 

スポーツ・武道及び体育・健康づくりの実践的側面に関

する専門的知識・研究法を追究するための科目。 

専門 
基礎科目 
及び 

応用科目 

スポーツ

文化・社

会科学 

スポーツ・武道及び体育・健康づくりの文化的、社会

的側面に関する専門的知識・研究法を追究するための

科目。 

 
 

スポーツ

生命科学 

スポーツ・身体活動への生体応答メカニズムに関する

専門的知識・研究法を追究するための科目。 

課題 

研究 
課題研究 
科目 

課題研究 

スポーツ・武道及び体育・健康づくりの分野における

専門的知識・研究法を活かし、修士学位論文としてま

とめるための科目。 

２ 修士課程体育学専攻における授業科目の種類及び単位数等は、別表１のとおりとする。 
 

第４条の２ 博士後期課程体育学専攻における授業科目の区分（科目、科目群、領域）及び内容

は、次の表のとおりとする。 

授業科目の区分 
内           容 

科目 科目群 領域 

共通 
共通 
科目 

共通 

体育学分野の異なる専門領域の観点から、独創性のある研究

テーマを解明するための研究手法、研究方法を学び、研究デ

ザインを確立し、博士学位論文としてまとめる科目。 

専門 
専門 
科目 

スポーツ 

総合科学 

スポーツ・武道及び体育・健康づくりの実践的側面に関する

研究方法を深めるとともに、最新の研究動向や知見、研究成

果を活用し、学際領域における統合的研究を遂行する上で必

要な研究能力を高めるための科目。 

スポーツ 

文化・社会 

科学 

スポーツ・武道及び体育・健康づくりの文化的及び社会科学

的側面に関する研究方法を深めるとともに、最新の研究動向

や知見、研究成果を活用し、学際領域における統合的研究を

遂行する上で必要な研究能力を高めるための科目。 

鹿鹿屋屋体体育育大大学学大大学学院院体体育育学学研研究究科科履履修修規規程程  

平 成 ２ 年 １ 月 １ ７ 日 

規  程  第 ２ 号 

改正 平成５年２月１８日  平成１９年 ５ 月１０日  平成２８年 ３ 月２５日 令 和 ３ 年 ６ 月 ２ ４ 日 

 規 程 第 １ 号  規 程 第１１号  規  程 第 ２ 号 規 程 第 ３ ５ 号 

   平成 ８ 年１２月２７日  平成２０年 ４ 月 ３ 日  平成２９年６月１９日 令 和 ３ 年 ７ 月 １ 日 

   規 程 第 １ ３ 号  規 程 第 ６ 号  規 程 第 １２ 号 規 程 第 ３ ６ 号 

   平成１０年１２月２８日  平成２１年３月１９日  平成３０年 ３月２０日 令和３年１２月１６日 

規 程 第１０号  規 程 第 ３ 号  規  程  第  １  号 規 程 第 ４ ６ 号 

   平成１０年７月２７日  平成２３年 ３ 月３１日  平成３０年６月２７日 令和４年３月２９日 

 規 程 第 ３ 号  規 程 第１３号  規 程 第 １ ４ 号 規 程 第 ７ 号 

 平成１５年 ３ 月３１日  平成２４年 １ 月２４日  平成３１年３月４日 令和  年 月 日 

規 程 第 ８ 号  規 程 第 １ 号  規 程 第 ４ 号 規 程 第   号 

 平成１６年 ３ 月３１日 平成２４年１０月１８日  平成３１年４月１９日 

規 程 第１２号 規 程 第１１号  規 程 第 １ ３ 号 

平成１７年 ３ 月２２日 平成２６年３月２０日 令和元年 10 月 1 日 

規 程 第 ５ 号 規 程 第 ５ 号 規 程 第 ３ ６ 号 

平成１９年３月２２日 平成２７年 ３ 月２６日 令和２年３月２６日

規 程 第 １ ０ 号 規 程 第 ８ 号 規 程 第 ６ 号

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 体育学専攻の履修規程（第２条－第１２条） 

第３章 共同専攻の履修規程（第１３条－第２２条） 

第４章 雑則（第２３条） 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、鹿屋体育大学学則（以下「学則」という。）に定めるもののほか、本学大

学院体育学研究科の教育課程及び履修方法等に関し必要な事項を定める。 

第２章 体育学専攻の履修規程 

（指導教員及び副指導教員） 

第２条 学生の学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）を行う教員として

指導教員を、研究指導の補助を行う教員として副指導教員を置く。 

２ 指導教員は、鹿屋体育大学大学院体育学研究科修士課程担当教員資格審査基準（平成元年

12 月 20 日学長裁定。以下、「基準｣という。）第１条及び鹿屋体育大学大学院体育学研究科

博士後期課程担当教員資格審査基準(平成 18 年７月 26 日学長裁定)第１条に規定する教員とし、

当該研究指導につき１名とする。 

３ 副指導教員は、研究科担当を命じられた教員（基準第３条に規定する「可適格者」を除く。）

とし、当該研究指導につき修士課程については２名以内とし、博士後期課程については２名と

する。 

４ 指導教員は、学生に対し１年間の研究指導計画等を修士課程研究指導計画書（別紙様式）、

博士課程研究指導計画書（別紙様式）により明示すること。 

（研究題目届等） 
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第３条 修士課程の学生は、指導教員等の指導を受け、別に定める日までに、研究題目届（別紙

様式）を学長に提出しなければならない。 

２ 博士後期課程の学生は、指導教員等の指導を受け、別に定める日までに、指導教員・副指導

教員願（別紙様式）、論文主題・研究計画書（別紙様式）、博士論文作成計画書（別紙様式）

を学長に提出しなければならない。 

 

 （授業科目の区分等） 

第４条 修士課程体育学専攻における授業科目の区分（科目、科目群、領域）及び内容は、次の

表のとおりとする。 

授業科目の区分 
内           容 

科目 科目群 領域 

共通 

 
共通科目 

 
共通 

 

スポーツ・武道及び体育・健康づくりの分野における教

育研究能力及び高度の専門性を要する職業等に必要な基

礎的能力を養うための科目。 

 
 

スポーツ
総合科学 

スポーツ・武道及び体育・健康づくりの実践的側面に関

する専門的知識・研究法を追究するための科目。 

専門 
基礎科目 
及び 

応用科目 

スポーツ

文化・社

会科学 

スポーツ・武道及び体育・健康づくりの文化的、社会

的側面に関する専門的知識・研究法を追究するための

科目。 

 
 

スポーツ

生命科学 

スポーツ・身体活動への生体応答メカニズムに関する

専門的知識・研究法を追究するための科目。 

課題 

研究 
課題研究 
科目 

課題研究 

スポーツ・武道及び体育・健康づくりの分野における

専門的知識・研究法を活かし、修士学位論文としてま

とめるための科目。 

２ 修士課程体育学専攻における授業科目の種類及び単位数等は、別表１のとおりとする。 
 

第４条の２ 博士後期課程体育学専攻における授業科目の区分（科目、科目群、領域）及び内容

は、次の表のとおりとする。 

授業科目の区分 
内           容 

科目 科目群 領域 

共通 
共通 
科目 

共通 

体育学分野の異なる専門領域の観点から、独創性のある研究

テーマを解明するための研究手法、研究方法を学び、研究デ

ザインを確立し、博士学位論文としてまとめる科目。 

専門 
専門 
科目 

スポーツ 

総合科学 

スポーツ・武道及び体育・健康づくりの実践的側面に関する

研究方法を深めるとともに、最新の研究動向や知見、研究成

果を活用し、学際領域における統合的研究を遂行する上で必

要な研究能力を高めるための科目。 

スポーツ 

文化・社会 

科学 

スポーツ・武道及び体育・健康づくりの文化的及び社会科学

的側面に関する研究方法を深めるとともに、最新の研究動向

や知見、研究成果を活用し、学際領域における統合的研究を

遂行する上で必要な研究能力を高めるための科目。 

鹿鹿屋屋体体育育大大学学大大学学院院体体育育学学研研究究科科履履修修規規程程  

平 成 ２ 年 １ 月 １ ７ 日 

規  程  第 ２ 号 

改正 平成５年２月１８日  平成１９年 ５ 月１０日  平成２８年 ３ 月２５日 令 和 ３ 年 ６ 月 ２ ４ 日 

 規 程 第 １ 号  規 程 第１１号  規  程 第 ２ 号 規 程 第 ３ ５ 号 

   平成 ８ 年１２月２７日  平成２０年 ４ 月 ３ 日  平成２９年６月１９日 令 和 ３ 年 ７ 月 １ 日 

   規 程 第 １ ３ 号  規 程 第 ６ 号  規 程 第 １２ 号 規 程 第 ３ ６ 号 

   平成１０年１２月２８日  平成２１年３月１９日  平成３０年 ３月２０日 令和３年１２月１６日 

規 程 第１０号  規 程 第 ３ 号  規  程  第  １  号 規 程 第 ４ ６ 号 

   平成１０年７月２７日  平成２３年 ３ 月３１日  平成３０年６月２７日 令和４年３月２９日 

 規 程 第 ３ 号  規 程 第１３号  規 程 第 １ ４ 号 規 程 第 ７ 号 

 平成１５年 ３ 月３１日  平成２４年 １ 月２４日  平成３１年３月４日 令和  年 月 日 

規 程 第 ８ 号  規 程 第 １ 号  規 程 第 ４ 号 規 程 第   号 

 平成１６年 ３ 月３１日 平成２４年１０月１８日  平成３１年４月１９日 

規 程 第１２号 規 程 第１１号  規 程 第 １ ３ 号 

平成１７年 ３ 月２２日 平成２６年３月２０日 令和元年 10 月 1 日 

規 程 第 ５ 号 規 程 第 ５ 号 規 程 第 ３ ６ 号 

平成１９年３月２２日 平成２７年 ３ 月２６日 令和２年３月２６日

規 程 第 １ ０ 号 規 程 第 ８ 号 規 程 第 ６ 号

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 体育学専攻の履修規程（第２条－第１２条） 

第３章 共同専攻の履修規程（第１３条－第２２条） 

第４章 雑則（第２３条） 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、鹿屋体育大学学則（以下「学則」という。）に定めるもののほか、本学大

学院体育学研究科の教育課程及び履修方法等に関し必要な事項を定める。 

第２章 体育学専攻の履修規程 

（指導教員及び副指導教員） 

第２条 学生の学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）を行う教員として

指導教員を、研究指導の補助を行う教員として副指導教員を置く。 

２ 指導教員は、鹿屋体育大学大学院体育学研究科修士課程担当教員資格審査基準（平成元年

12 月 20 日学長裁定。以下、「基準｣という。）第１条及び鹿屋体育大学大学院体育学研究科

博士後期課程担当教員資格審査基準(平成 18 年７月 26 日学長裁定)第１条に規定する教員とし、

当該研究指導につき１名とする。 

３ 副指導教員は、研究科担当を命じられた教員（基準第３条に規定する「可適格者」を除く。）

とし、当該研究指導につき修士課程については２名以内とし、博士後期課程については２名と

する。 

４ 指導教員は、学生に対し１年間の研究指導計画等を修士課程研究指導計画書（別紙様式）、

博士課程研究指導計画書（別紙様式）により明示すること。 

（研究題目届等） 
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（成績の異議申立て） 

第１０条の２ 学生は、公開された成績の評価に疑義があると思われた場合、当該科目の授業担

当教員に確認の後、異議を申し立てることができる。 

２ 前項に定めるもののほか、成績の異議申立てに関することは、別に定める。 

 

 （学位論文の提出及び最終試験） 

第１１条 学位論文の提出及び最終試験は、本学学位規則及び本学学位細則に定めるところによ

る。 

 

 （教育職員免許状の取得） 

第１２条 教育職員の免許状を受ける資格を取得しようとする学生は、教育職員免許法（昭和２

４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定める

所要の単位を修得しなければならない。 

 

 

第３章 共同専攻の履修規程 

 

 

 （指導教員及び副指導教員） 

第１３条 研究指導を行う教員として指導教員を、研究指導の補助を行う教員として副指導教員

を置く。 

２ 指導教員は、スポーツ国際開発学共同専攻の担当教員の資格認定手続きに関する申合せ（平

成 29 年 1 月 24 日スポーツ国際開発学共同専攻運営委員会決定）第４（３）及び大学体育スポ

ーツ高度化共同専攻の担当教員の資格認定手続きに関する申合せ（平成 29 年 1 月 23 日大学体

育スポーツ高度化共同専攻運営委員会決定）第４（３）に規定する教員とし、当該研究指導に

つき１名とする。 

３ 副指導教員は、研究科担当を命じられた教員（基準第３条に規定する「可適格者」を除く。）

とし、当該研究指導につき修士課程については２名以内とし、３年制博士課程については２名

以上とする。 

  なお、副指導教員として、筑波大学の教員を必ず１名以上加えるものとする。 

４ 指導教員は、学生に対し１年間の研究指導計画等を修士課程研究指導計画書（別紙様式）、

博士課程研究指導計画書（別紙様式）により明示すること。 

 

 （研究題目届等） 

第１４条 修士課程スポーツ国際開発学共同専攻の学生は、指導教員等の指導を受け、別に定め

る日までに、研究題目届（別紙様式）を学長に提出しなければならない。 

２ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻の学生は、指導教員等の指導を受け、別に

定める日までに、指導教員・副指導教員願（別紙様式）、論文主題・研究計画書（別紙様式）、

博士論文作成計画書（別紙様式）を学長に提出しなければならない。 

 

 （授業科目の区分等） 

第１５条 修士課程スポーツ国際開発学共同専攻における授業科目の区分及び内容は、次の表の

とおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ 

生命科学 

スポーツ・身体活動への生体応答メカニズムに関する研究方

法を深めるとともに、最新の研究動向や知見、研究成果を活

用し、学際領域における統合的研究を遂行する上で必要な研

究能力を高めるための科目。 

２ 博士後期課程体育学専攻における授業科目の種類及び単位数等は、別表２のとおりとする。 
 

 （授業の方法等） 

第５条 授業の方法及び担当教員は、別に定める。 

 

 （授業時間及び授業時間割） 

第６条 教室等での授業時間並びに授業科目及び教室等の割振り（以下「授業時間割」という。）

は、年度又は学期ごとに、別に定める。 

２ 前項に定めるもののほか、集中講義及び学外における授業時間並びに授業時間割は、別に定

めることができる。 

 

 （学外における授業） 

第７条 学外において授業を実施するときは、当該授業科目を担当する教員（以下「授業担当教

員」という。）は、事前に学長の承認を得るものとする。 

 

 （履修科目の登録） 

第８条 学生は、当該年度に履修しようとする授業科目について、予め当該授業科目の履修登録

をしなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、履修登録に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 （試験） 

第９条 試験は、授業担当教員が、筆記、口述又は実技その他の方法により行うものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、試験に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 （成績の評価） 

第１０条 学則第４６条に規定する授業科目の成績は、授業担当教員が、試験の結果及び受講状

況等を総合して、次の表のとおり評価する。 

評 語 評  点 評 価 基 準 摘  要 

Ｓ ９０点～ １００点 
到達目標を達成し、特に優

秀な成績を修めている。 

合格とし、単位を認定

する。 

Ａ ８０点～ ８９点 
到達目標を達成し、優秀

な成績を修めている。 

Ｂ ７０点～  ７９点 
到達目標を達成してい

る。 

Ｃ ６０点～  ６９点 
到達目標を最低限達成し

ている。 

Ｄ ５９点以下 
到達目標を達成していな

い。 

不合格とし、単位を認

定しない。 

Ｋ  履修放棄 

 履修登録がなかったも

のとして取扱うが、年

間に履修登録した単位

数には含める。 
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（成績の異議申立て） 

第１０条の２ 学生は、公開された成績の評価に疑義があると思われた場合、当該科目の授業担

当教員に確認の後、異議を申し立てることができる。 

２ 前項に定めるもののほか、成績の異議申立てに関することは、別に定める。 

 

 （学位論文の提出及び最終試験） 

第１１条 学位論文の提出及び最終試験は、本学学位規則及び本学学位細則に定めるところによ

る。 

 

 （教育職員免許状の取得） 

第１２条 教育職員の免許状を受ける資格を取得しようとする学生は、教育職員免許法（昭和２

４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定める

所要の単位を修得しなければならない。 

 

 

第３章 共同専攻の履修規程 

 

 

 （指導教員及び副指導教員） 

第１３条 研究指導を行う教員として指導教員を、研究指導の補助を行う教員として副指導教員

を置く。 

２ 指導教員は、スポーツ国際開発学共同専攻の担当教員の資格認定手続きに関する申合せ（平

成 29 年 1 月 24 日スポーツ国際開発学共同専攻運営委員会決定）第４（３）及び大学体育スポ

ーツ高度化共同専攻の担当教員の資格認定手続きに関する申合せ（平成 29 年 1 月 23 日大学体

育スポーツ高度化共同専攻運営委員会決定）第４（３）に規定する教員とし、当該研究指導に

つき１名とする。 

３ 副指導教員は、研究科担当を命じられた教員（基準第３条に規定する「可適格者」を除く。）

とし、当該研究指導につき修士課程については２名以内とし、３年制博士課程については２名

以上とする。 

  なお、副指導教員として、筑波大学の教員を必ず１名以上加えるものとする。 

４ 指導教員は、学生に対し１年間の研究指導計画等を修士課程研究指導計画書（別紙様式）、

博士課程研究指導計画書（別紙様式）により明示すること。 

 

 （研究題目届等） 

第１４条 修士課程スポーツ国際開発学共同専攻の学生は、指導教員等の指導を受け、別に定め

る日までに、研究題目届（別紙様式）を学長に提出しなければならない。 

２ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻の学生は、指導教員等の指導を受け、別に

定める日までに、指導教員・副指導教員願（別紙様式）、論文主題・研究計画書（別紙様式）、

博士論文作成計画書（別紙様式）を学長に提出しなければならない。 

 

 （授業科目の区分等） 

第１５条 修士課程スポーツ国際開発学共同専攻における授業科目の区分及び内容は、次の表の

とおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ 

生命科学 

スポーツ・身体活動への生体応答メカニズムに関する研究方

法を深めるとともに、最新の研究動向や知見、研究成果を活

用し、学際領域における統合的研究を遂行する上で必要な研

究能力を高めるための科目。 

２ 博士後期課程体育学専攻における授業科目の種類及び単位数等は、別表２のとおりとする。 
 

 （授業の方法等） 

第５条 授業の方法及び担当教員は、別に定める。 

 

 （授業時間及び授業時間割） 

第６条 教室等での授業時間並びに授業科目及び教室等の割振り（以下「授業時間割」という。）

は、年度又は学期ごとに、別に定める。 

２ 前項に定めるもののほか、集中講義及び学外における授業時間並びに授業時間割は、別に定

めることができる。 

 

 （学外における授業） 

第７条 学外において授業を実施するときは、当該授業科目を担当する教員（以下「授業担当教

員」という。）は、事前に学長の承認を得るものとする。 

 

 （履修科目の登録） 

第８条 学生は、当該年度に履修しようとする授業科目について、予め当該授業科目の履修登録

をしなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、履修登録に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 （試験） 

第９条 試験は、授業担当教員が、筆記、口述又は実技その他の方法により行うものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、試験に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 （成績の評価） 

第１０条 学則第４６条に規定する授業科目の成績は、授業担当教員が、試験の結果及び受講状

況等を総合して、次の表のとおり評価する。 

評 語 評  点 評 価 基 準 摘  要 

Ｓ ９０点～ １００点 
到達目標を達成し、特に優

秀な成績を修めている。 

合格とし、単位を認定

する。 

Ａ ８０点～ ８９点 
到達目標を達成し、優秀

な成績を修めている。 

Ｂ ７０点～  ７９点 
到達目標を達成してい

る。 

Ｃ ６０点～  ６９点 
到達目標を最低限達成し

ている。 

Ｄ ５９点以下 
到達目標を達成していな

い。 

不合格とし、単位を認

定しない。 

Ｋ  履修放棄 

 履修登録がなかったも

のとして取扱うが、年

間に履修登録した単位

数には含める。 
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 （授業の方法等） 

第１６条 授業の方法及び担当教員は、別に定める。 

 

 （授業時間及び授業時間割） 

第１７条 授業時間割は、年度又は学期ごとに、別に定める。 

２ 前項に定めるもののほか、集中講義及び学外における授業時間並びに授業時間割は、別に定

めることができる。 

 

 （学外における授業） 

第１８条 学外において授業を実施するときは、授業担当教員は、事前に学長の承認を得るもの

とする。 

 

 （履修科目の登録） 

第１９条 学生は、当該年度に履修しようとする授業科目について、予め当該授業科目の履修登

録をしなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、履修登録に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 （試験） 

第２０条 試験は、授業担当教員が、筆記、口述又は実技その他の方法により行うものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、試験に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 （成績の評価） 

第２１条 学則第４６条に規定する授業科目の成績は、授業担当教員が、試験の結果及び受講状

況等を総合して、次の表のとおり評価する。 

 

 

評 語 評  点 評 価 基 準 摘  要 

Ａ＋ ９０点～１００点 

到達目標を達成し、きわ

めて優秀な成績を修めて

いる。 

合格とし、単位を認定

する。 

Ａ ８０点～８９点 
到達目標を達成し、優秀

な成績を修めている。 

Ｂ ７０点～  ７９点 
到達目標を達成してい

る。 

Ｃ ６０点～  ６９点 
到達目標を最低限達成し

ている。 

Ｄ ５９点以下 
到達目標を達成していな

い。 

不合格とし、単位を認

定しない。 

 

（成績の異議申立て） 

第２１条の２ 学生は、公開された成績の評価に疑義があると思われた場合、当該科目の授業担

当教員に確認の後、異議を申し立てることができる。 

２ 前項に定めるもののほか、成績の異議申立てに関することは、別に定める。 

 

 （学位論文の提出及び最終試験） 

 

 

 
授業科目の区分 内             容 

 

  

 

専 

門 

科 

目 

講  義 

基  礎 

以下の知識・能力を修得するための講義及び演習科目 

１）国際情勢と政策及び地球規模課題に対する分析力 

２）グローバルな俯瞰力と実践現場で発揮できるリー 

ダーシップ能力 

３）スポーツ・体育・健康に関する基礎的知識と実践力 

４）国際貢献のためのコミュニケーション力とマネジメ

ント力 

 

  

 
応  用 

 

  

 
関  連 

 

  

 

演  習 

学  内 
 

  

 
学  外 

 

  

 

実  践 

母  国 

 国内（母国）、海外における実践現場での実習科目 

 

  

 
海  外 

 

２ 修士課程スポーツ国際開発学共同専攻（令和４年度以降入学生）における授業科目の種類及

び単位数等は、別表３の１のとおりとする。 
３ 修士課程スポーツ国際開発学共同専攻（令和２年度以降令和３年度以前入学生）における授

業科目の種類及び単位数等は、別表３の２のとおりとする。 
４ 修士課程スポーツ国際開発学共同専攻（令和元年度以前入学生）における授業科目の種類及

び単位数等は、別表３の３のとおりとする。 

 
第１５条の２ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻における授業科目の区分及び内

容は、次の表のとおりとする。 

 授業科目の区分 内             容  

 

 
専 

 

門 

 

科 

 

目 

実践的教育能力 

育成科目 

大学体育や大学スポーツを先導する確かな専門的知識と

実技教育能力を身につける。 

 

  

  

 

実践的研究能力 

育成科目 

大学体育スポーツ現場の実践知を探求し、その研究成果

を教育へと循環させることができる実践的研究能力を身

につける。 

 

  

  

  

 

博士論文研究能力 

育成科目 

実践的研究論文や博士論文研究計画書の作成力やプレゼ

ンテーション力、高度大学体育スポーツ指導者として求

められる実践的教育力を身につける。 

QE（＝Qualifying Examination：博士論文研究能力審

査）合格者に「博士論文課題演習Ⅱ」の単位を与える。 

 

  

  

  

  

  

  専 

門 

基 

礎 

科 

目 

高度指導者教養 

育成科目 

大学体育や大学スポーツを先導する高度指導者に必要な

教養を身につける。 

 

  

  

  

  

  

２ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻における授業科目の種類及び単位数等は、

別表４のとおりとする。 
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 （授業の方法等） 

第１６条 授業の方法及び担当教員は、別に定める。 

 

 （授業時間及び授業時間割） 

第１７条 授業時間割は、年度又は学期ごとに、別に定める。 

２ 前項に定めるもののほか、集中講義及び学外における授業時間並びに授業時間割は、別に定

めることができる。 

 

 （学外における授業） 

第１８条 学外において授業を実施するときは、授業担当教員は、事前に学長の承認を得るもの

とする。 

 

 （履修科目の登録） 

第１９条 学生は、当該年度に履修しようとする授業科目について、予め当該授業科目の履修登

録をしなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、履修登録に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 （試験） 

第２０条 試験は、授業担当教員が、筆記、口述又は実技その他の方法により行うものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、試験に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 （成績の評価） 

第２１条 学則第４６条に規定する授業科目の成績は、授業担当教員が、試験の結果及び受講状

況等を総合して、次の表のとおり評価する。 

 

 

評 語 評  点 評 価 基 準 摘  要 

Ａ＋ ９０点～１００点 

到達目標を達成し、きわ

めて優秀な成績を修めて

いる。 

合格とし、単位を認定

する。 

Ａ ８０点～８９点 
到達目標を達成し、優秀

な成績を修めている。 

Ｂ ７０点～  ７９点 
到達目標を達成してい

る。 

Ｃ ６０点～  ６９点 
到達目標を最低限達成し

ている。 

Ｄ ５９点以下 
到達目標を達成していな

い。 

不合格とし、単位を認

定しない。 

 

（成績の異議申立て） 

第２１条の２ 学生は、公開された成績の評価に疑義があると思われた場合、当該科目の授業担

当教員に確認の後、異議を申し立てることができる。 

２ 前項に定めるもののほか、成績の異議申立てに関することは、別に定める。 

 

 （学位論文の提出及び最終試験） 

 

 

 
授業科目の区分 内             容 

 

  

 

専 

門 

科 

目 

講  義 

基  礎 

以下の知識・能力を修得するための講義及び演習科目 

１）国際情勢と政策及び地球規模課題に対する分析力 

２）グローバルな俯瞰力と実践現場で発揮できるリー 

ダーシップ能力 

３）スポーツ・体育・健康に関する基礎的知識と実践力 

４）国際貢献のためのコミュニケーション力とマネジメ

ント力 

 

  

 
応  用 

 

  

 
関  連 

 

  

 

演  習 

学  内 
 

  

 
学  外 

 

  

 

実  践 

母  国 

 国内（母国）、海外における実践現場での実習科目 

 

  

 
海  外 

 

２ 修士課程スポーツ国際開発学共同専攻（令和４年度以降入学生）における授業科目の種類及

び単位数等は、別表３の１のとおりとする。 
３ 修士課程スポーツ国際開発学共同専攻（令和２年度以降令和３年度以前入学生）における授

業科目の種類及び単位数等は、別表３の２のとおりとする。 
４ 修士課程スポーツ国際開発学共同専攻（令和元年度以前入学生）における授業科目の種類及

び単位数等は、別表３の３のとおりとする。 

 
第１５条の２ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻における授業科目の区分及び内

容は、次の表のとおりとする。 

 授業科目の区分 内             容  

 

 
専 

 

門 

 

科 

 

目 

実践的教育能力 

育成科目 

大学体育や大学スポーツを先導する確かな専門的知識と

実技教育能力を身につける。 

 

  

  

 

実践的研究能力 

育成科目 

大学体育スポーツ現場の実践知を探求し、その研究成果

を教育へと循環させることができる実践的研究能力を身

につける。 

 

  

  

  

 

博士論文研究能力 

育成科目 

実践的研究論文や博士論文研究計画書の作成力やプレゼ

ンテーション力、高度大学体育スポーツ指導者として求

められる実践的教育力を身につける。 

QE（＝Qualifying Examination：博士論文研究能力審

査）合格者に「博士論文課題演習Ⅱ」の単位を与える。 

 

  

  

  

  

  

  専 

門 

基 

礎 

科 

目 

高度指導者教養 

育成科目 

大学体育や大学スポーツを先導する高度指導者に必要な

教養を身につける。 

 

  

  

  

  

  

２ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻における授業科目の種類及び単位数等は、

別表４のとおりとする。 
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   附 則（平２３．３．３１規程第１３号） 

 この規程は、平成２３年４月１日から施行する。  

 

   附 則（平２４．１．２４規程第１号） 

 この規程は、平成２４年１月２４日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。  

  ただし、第４条の２及び別表２の規定は、平成２４年４月１日から適用する。 

 

   附 則（平２４．１０．１８規程第１１号） 

 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。  

 

   附 則（平２６．３．２０規程第５号） 

１ この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 筑波大学との共同教育プログラムとして、平成２６年度に開設する以下の科目については、

修士課程においては基礎科目又は応用科目として、博士後期課程においては専門科目として認

定する。 

 

 

 

第２２条 学位論文の提出及び最終試験は、本学学位規則及び本学学位細則に定めるところによ

る。 

 

第４章 雑則 

 

 （雑則） 

第２３条 この規程に定めるもののほか、大学院体育学研究科の教育課程及び履修方法等に関し

必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この規程は、平成２年１月１７日から施行する。 

 

   附 則（平５．２．１８規程第１号） 

 この規程は、平成５年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平８．１２．２７規程第１３号） 

 この規程は、平成９年１月１日から施行する。 

 

   附 則（平１０．１２．２８規程第１０号） 

 この規程は、平成１１年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１２．７．２７規程第３号） 

 この規程は，平成１２年８月１日から施行する。 

 

   附 則（平１５．３．３１規程第８号） 

１ この規程は、平成１５年４月１日から施行する。 

２ 平成１４年度以前の入学者については、第４条第１項及び第２項の規定にかかわらず、従前

のとおりとする。 

 

   附 則（平１６．３．３１規程第１２号） 

１ この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 平成１４年度以前の入学者については、第４条の規定にかかわらず、従前のとおりとする。 

３ 博士後期課程の指導教員については、第２条第２項の規定にかかわらず、平成１９年３月３１

日まで大学設置・学校法人審議会において○合適格者と判定した者とする。 

４ 博士後期課程の副指導教員については、平成１９年３月３１日まで大学設置・学校法人審議会

において○合又は適格者と判定した者とする。 

 

   附 則（平１７．３．２２規程第５号） 

 この規程は、平成１７年３月２２日から施行する。  

 

   附 則（平１９．３．２２規程第１０号） 

 この規程は、平成１９年４月１日から施行する。  

 

   附 則（平１９．５．１０規程第１１号） 

 この規程は、平成１９年５月１０日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。  

 

   附 則（平２０．４．３規程第６号） 

 この規程は、平成２０年４月３日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。  

 

   附 則（平２１．３．１９規程第３号） 

 この規程は、平成２１年４月１日から施行する。  
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   附 則（平２３．３．３１規程第１３号） 

 この規程は、平成２３年４月１日から施行する。  

 

   附 則（平２４．１．２４規程第１号） 

 この規程は、平成２４年１月２４日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。  

  ただし、第４条の２及び別表２の規定は、平成２４年４月１日から適用する。 

 

   附 則（平２４．１０．１８規程第１１号） 

 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。  

 

   附 則（平２６．３．２０規程第５号） 

１ この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 筑波大学との共同教育プログラムとして、平成２６年度に開設する以下の科目については、

修士課程においては基礎科目又は応用科目として、博士後期課程においては専門科目として認

定する。 

 

 

 

第２２条 学位論文の提出及び最終試験は、本学学位規則及び本学学位細則に定めるところによ

る。 

 

第４章 雑則 

 

 （雑則） 

第２３条 この規程に定めるもののほか、大学院体育学研究科の教育課程及び履修方法等に関し

必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この規程は、平成２年１月１７日から施行する。 

 

   附 則（平５．２．１８規程第１号） 

 この規程は、平成５年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平８．１２．２７規程第１３号） 

 この規程は、平成９年１月１日から施行する。 

 

   附 則（平１０．１２．２８規程第１０号） 

 この規程は、平成１１年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１２．７．２７規程第３号） 

 この規程は，平成１２年８月１日から施行する。 

 

   附 則（平１５．３．３１規程第８号） 

１ この規程は、平成１５年４月１日から施行する。 

２ 平成１４年度以前の入学者については、第４条第１項及び第２項の規定にかかわらず、従前

のとおりとする。 

 

   附 則（平１６．３．３１規程第１２号） 

１ この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 平成１４年度以前の入学者については、第４条の規定にかかわらず、従前のとおりとする。 

３ 博士後期課程の指導教員については、第２条第２項の規定にかかわらず、平成１９年３月３１

日まで大学設置・学校法人審議会において○合適格者と判定した者とする。 

４ 博士後期課程の副指導教員については、平成１９年３月３１日まで大学設置・学校法人審議会

において○合又は適格者と判定した者とする。 

 

   附 則（平１７．３．２２規程第５号） 

 この規程は、平成１７年３月２２日から施行する。  

 

   附 則（平１９．３．２２規程第１０号） 

 この規程は、平成１９年４月１日から施行する。  

 

   附 則（平１９．５．１０規程第１１号） 

 この規程は、平成１９年５月１０日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。  

 

   附 則（平２０．４．３規程第６号） 

 この規程は、平成２０年４月３日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。  

 

   附 則（平２１．３．１９規程第３号） 

 この規程は、平成２１年４月１日から施行する。  
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 なお、平成２７年度から名称変更・単位数の変更・追加となった授業科目の取扱いについて

は以下のとおりとする。 

   

 修士課程 

平成２６年度以前開設科目 平成２７年度以降開設科目 

健康管理論特講（２単位） 

健康運動学特講（１単位） 

ヘルスプロモーション論 

（Health Promotion）（１単位） 

スポーツ史特講（２単位） 

スポーツ史特講（１単位） 

オリンピックムーブメント論 

（Olympic Movement Studies）（１単位） 

スポーツ社会学特講（２単位） 

スポーツ社会学特講（１単位） 

スポーツプロモーション論 

（Sport Promotion）（１単位） 

スポーツ・レジャー産業論特講（２単位） 

スポーツ・レジャー産業論特講（１単位） 

グローバルスポーツ産業論 

（Studies on Global Sport Industry）

（１単位） 

健康管理論特講演習（２単位） 健康運動学特講演習（２単位） 

  ※ 平成２６年度以前開設科目欄の授業科目を修得した学生は、対応する平成２７年度以

降開設科目欄の授業科目を履修することができない。 

 

 博士後期課程 

平成２６年度以前開設科目 平成２７年度以降開設科目 

― 身体教育特殊研究Ａ（２単位） 

― 身体教育特殊研究Ｂ（２単位） 

― 身体教育特殊研究演習Ａ（２単位） 

― 身体教育特殊研究演習Ｂ（２単位） 

環境生理心理学特殊研究（２単位） 健康運動学特殊研究（２単位） 

環境生理心理学特殊研究演習（２単位） 健康運動学特殊研究演習（２単位） 

  ※ 平成２６年度以前開設科目欄の授業科目を修得した学生は、対応する平成２７年度以

降開設科目欄の授業科目を履修することができない。 

 

   附 則（平２８．３．２５規程第２号） 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。  

 

    

 

 

 修士課程 

科目

区分 
授業科目名 単位数 

基礎 

科目 

スポーツ国際開発教育プログラムⅠ 

 Olympic Movement Studies 

（オリンピックムーブメント論） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅡ 

  International Development and Peace through Sport 

（スポーツ国際開発論Ⅰ） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅢ 

Diffusion of Japanese Culture 

（日本文化伝播論） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅣ 

 International Sport Policy Studies 

（国際スポーツ政策研究） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅤ 

  Top Sports Studies(Anti-Doping Studies) 

（トップスポーツ論（アンチドーピング論）） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅥ 

  Management and Organization 

（経営マネジメント論） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅦ 

Project Management 

（プロジェクトマネジメント論） 

１ 

応用 

科目 

スポーツ国際開発教育プログラムⅧ 

JSC Seminar 

（ＪＳＣ研修会） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅨ 

JSC Project 

（ＪＳＣ事業） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅩ 

On the job Practice 

（JSC;JOC;JASA;NFs;Organization of the prefecture） 

２ 

 

博士後期課程 

科目 

区分 
授業科目名 単位数 

専門 

科目 
高度大学体育研究論Ⅰ（実践的研究演習） １ 

専門 

科目 
高度大学体育研究論Ⅱ（大学体育論） １ 

 

 

   附 則（平２７．３．２６規程第８号） 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 
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 なお、平成２７年度から名称変更・単位数の変更・追加となった授業科目の取扱いについて

は以下のとおりとする。 

   

 修士課程 

平成２６年度以前開設科目 平成２７年度以降開設科目 

健康管理論特講（２単位） 

健康運動学特講（１単位） 

ヘルスプロモーション論 

（Health Promotion）（１単位） 

スポーツ史特講（２単位） 

スポーツ史特講（１単位） 

オリンピックムーブメント論 

（Olympic Movement Studies）（１単位） 

スポーツ社会学特講（２単位） 

スポーツ社会学特講（１単位） 

スポーツプロモーション論 

（Sport Promotion）（１単位） 

スポーツ・レジャー産業論特講（２単位） 

スポーツ・レジャー産業論特講（１単位） 

グローバルスポーツ産業論 

（Studies on Global Sport Industry）

（１単位） 

健康管理論特講演習（２単位） 健康運動学特講演習（２単位） 

  ※ 平成２６年度以前開設科目欄の授業科目を修得した学生は、対応する平成２７年度以

降開設科目欄の授業科目を履修することができない。 

 

 博士後期課程 

平成２６年度以前開設科目 平成２７年度以降開設科目 

― 身体教育特殊研究Ａ（２単位） 

― 身体教育特殊研究Ｂ（２単位） 

― 身体教育特殊研究演習Ａ（２単位） 

― 身体教育特殊研究演習Ｂ（２単位） 

環境生理心理学特殊研究（２単位） 健康運動学特殊研究（２単位） 

環境生理心理学特殊研究演習（２単位） 健康運動学特殊研究演習（２単位） 

  ※ 平成２６年度以前開設科目欄の授業科目を修得した学生は、対応する平成２７年度以

降開設科目欄の授業科目を履修することができない。 

 

   附 則（平２８．３．２５規程第２号） 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。  

 

    

 

 

 修士課程 

科目

区分 
授業科目名 単位数 

基礎 

科目 

スポーツ国際開発教育プログラムⅠ 

 Olympic Movement Studies 

（オリンピックムーブメント論） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅡ 

  International Development and Peace through Sport 

（スポーツ国際開発論Ⅰ） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅢ 

Diffusion of Japanese Culture 

（日本文化伝播論） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅣ 

 International Sport Policy Studies 

（国際スポーツ政策研究） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅤ 

  Top Sports Studies(Anti-Doping Studies) 

（トップスポーツ論（アンチドーピング論）） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅥ 

  Management and Organization 

（経営マネジメント論） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅦ 

Project Management 

（プロジェクトマネジメント論） 

１ 

応用 

科目 

スポーツ国際開発教育プログラムⅧ 

JSC Seminar 

（ＪＳＣ研修会） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅨ 

JSC Project 

（ＪＳＣ事業） 

１ 

スポーツ国際開発教育プログラムⅩ 

On the job Practice 

（JSC;JOC;JASA;NFs;Organization of the prefecture） 

２ 

 

博士後期課程 

科目 

区分 
授業科目名 単位数 

専門 

科目 
高度大学体育研究論Ⅰ（実践的研究演習） １ 

専門 

科目 
高度大学体育研究論Ⅱ（大学体育論） １ 

 

 

   附 則（平２７．３．２６規程第８号） 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 
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附 則（平２９．６.１９規程第１２号） 

 この規程は、平成２９年６月１９日から施行し、平成２９年４月 1 日から適用する。  
 
   附 則（平３０．３．２０規程第１号） 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。  

 

   附 則（平３０．６．２７規程第１４号） 

この規程は、平成３０年６月２７日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 

   附 則（平３１．３．４規程第４号） 

 この規程は、平成３１年３月４日から施行する。  

 

   附 則（平３１．４．１９規程第１３号） 

 この規程は、令和元年５月１日から施行する。 

 

附 則（令元．１０．１規程第３６号） 

この規程は、令和元年１０月１日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 
 

附 則（令２．３．２６規程第５号） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 
２ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻に在籍する者については、改正後の 

第１３条、１４条及び第１５条の２の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

附 則（令３．６．２４規程第３５号） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 
 

附 則（令３．７．１規程第３６号） 

この規程は、令和３年７月１日から施行する。 
 

附 則（令３．１２．１６規程第４６号） 

 この規程は、令和３年１２月１６日から施行する。 
 

附 則（令４．３．２９規程第７号） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 
 
   附 則（令５． ． 規程第 号） 

この規程は、令和５年 月 日から施行する。ただし、第４条の２の規定は、令和５年 
４月１日から施行する。 
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別紙様式（第２条第４項及び第１３条第４項関係）

指導教員名

（　　）年次

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

（

　
　
）

年
次

学籍番号

学生名

研究題目

学年 月

修士課程研究指導計画書

研究指導内容 備考授業履修関係指導内容

 

 

 

附 則（平２９．６.１９規程第１２号） 

 この規程は、平成２９年６月１９日から施行し、平成２９年４月 1 日から適用する。  
 
   附 則（平３０．３．２０規程第１号） 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。  

 

   附 則（平３０．６．２７規程第１４号） 

この規程は、平成３０年６月２７日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 

   附 則（平３１．３．４規程第４号） 

 この規程は、平成３１年３月４日から施行する。  

 

   附 則（平３１．４．１９規程第１３号） 

 この規程は、令和元年５月１日から施行する。 

 

附 則（令元．１０．１規程第３６号） 

この規程は、令和元年１０月１日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 
 

附 則（令２．３．２６規程第５号） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 
２ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻に在籍する者については、改正後の 

第１３条、１４条及び第１５条の２の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

附 則（令３．６．２４規程第３５号） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 
 

附 則（令３．７．１規程第３６号） 

この規程は、令和３年７月１日から施行する。 
 

附 則（令３．１２．１６規程第４６号） 

 この規程は、令和３年１２月１６日から施行する。 
 

附 則（令４．３．２９規程第７号） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 
 
   附 則（令５． ． 規程第 号） 

この規程は、令和５年 月 日から施行する。ただし、第４条の２の規定は、令和５年 
４月１日から施行する。 
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 別紙様式（第３条第１項及び第１４条第１項関係） 

 

 

 

研 究 題 目 届 
 

  

                            令和  年  月  日 

 

 

 

   鹿屋体育大学長  様 

 

 

 

                        体育学研究科修士課程 

                        令和  年度入学 

                        氏  名           

 

 

 

研 究 題 目  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

指 導 教 員                                    

 

  

  

  

 

副指導教員 

                                  

 

  

  

 

                                  

 

  

  

 

 

 

  

別紙様式（第２条第４項及び第１３条第４項関係）

　　　　　　　　（　　）年次　 指導教員名

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

博士課程研究指導計画書

備考

（
　
　
　
）
年
次

学籍番号

学生名

研究題目

学年 月 研究指導内容 授業履修関係指導内容
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 別紙様式（第３条第１項及び第１４条第１項関係） 

 

 

 

研 究 題 目 届 
 

  

                            令和  年  月  日 

 

 

 

   鹿屋体育大学長  様 

 

 

 

                        体育学研究科修士課程 

                        令和  年度入学 

                        氏  名           

 

 

 

研 究 題 目  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

指 導 教 員                                    

 

  

  

  

 

副指導教員 

                                  

 

  

  

 

                                  

 

  

  

 

 

 

  

別紙様式（第２条第４項及び第１３条第４項関係）

　　　　　　　　（　　）年次　 指導教員名

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

博士課程研究指導計画書

備考

（
　
　
　
）
年
次

学籍番号

学生名

研究題目

学年 月 研究指導内容 授業履修関係指導内容
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別紙様式（第３条第２項及び第１４条第２項関係） 

 

 

 

論文主題・研究計画書 
 

  

                            令和  年  月  日 

 

 

 

   鹿屋体育大学長  様 

 

 

                     体育学研究科          課程 

                     令和  年度入学 

                     氏  名             

 

 

論 文 主 題  

  

  

  

  

  

  

 

研 究 計 画  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

指 導 教 員                                    

 

  

  

 

副指導教員 

                                

 

  

  

 

                                                               

 

  

  

 

 

  

 

 

 

別紙様式（第３条第２項及び第１４条第２項関係） 

 

 

 

指導教員・副指導教員願 
 

  

                            令和  年  月  日 

 

 

 

   鹿屋体育大学長  様 

 

 

                     体育学研究科          課程 

                     令和  年度入学 

                     氏  名             

 

 

研究テーマ 

  

  

  

  

  

  

 

研 究 計 画  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

指 導 教 員                                    

 

  

  

 

副指導教員 
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別紙様式（第３条第２項及び第１４条第２項関係） 

 

 

 

論文主題・研究計画書 
 

  

                            令和  年  月  日 

 

 

 

   鹿屋体育大学長  様 

 

 

                     体育学研究科          課程 

                     令和  年度入学 

                     氏  名             

 

 

論 文 主 題  

  

  

  

  

  

  

 

研 究 計 画  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

指 導 教 員                                    

 

  

  

 

副指導教員 

                                

 

  

  

 

                                                               

 

  

  

 

 

  

 

 

 

別紙様式（第３条第２項及び第１４条第２項関係） 

 

 

 

指導教員・副指導教員願 
 

  

                            令和  年  月  日 

 

 

 

   鹿屋体育大学長  様 

 

 

                     体育学研究科          課程 

                     令和  年度入学 

                     氏  名             

 

 

研究テーマ 

  

  

  

  

  

  

 

研 究 計 画  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

指 導 教 員                                    

 

  

  

 

副指導教員 
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別別表表１１（（第第４４条条関関係係））

必修 選必 選択 計

スポーツ科学リテラシー特講 2 2

スポーツ科学ナレッジ・マネジメント演習 2 2

スポーツ科学セミナー 1 1

スポーツ科学英語特講Ⅰ 1 1

スポーツ科学英語特講Ⅱ 2

インストラクションデザイン演習 1

キャリアデザイン演習 1

コープ特講演習・実習 2～4

ヘルスサイエンス特講 2

健康教育学特講 2

運動処方論特講 2

トレーニング科学特講 2

スポーツコーチング学特講 2

武道指導論特講 2

スポーツパフォーマンス学特講 2

トレーニング科学特講【夜間】

トレーニング科学特講【TSC】 ※

コーチング学特講【夜間】

コーチング学特講【TSC】 ※

スポーツ史・運動文化論特講 2

武道論特講 2

スポーツ法・倫理特講 2

生涯スポーツ学特講 2

野外教育論特講 2

スポーツ社会学特講 2 *1 *2

コミュニティ・スポーツ論特講 2

スポーツマネジメント論特講 2 6 8

スポーツ史・運動文化論特講【夜間】

スポーツ史・運動文化論特講【TSC】 ※

生涯スポーツ学特講【夜間】

生涯スポーツ学特講【TSC】 ※

スポーツ社会学特講【夜間】

スポーツ社会学特講【TSC】 ※

スポーツマネジメント論特講【夜間】

スポーツマネジメント論特講【TSC】 ※

スポーツ心理学特講 2

スポーツ医科学特講 2

スポーツ生理学特講 2

身体科学論特講 2

スポーツバイオメカニクス特講 2

運動生化学・分子細胞生物学特講 2

スポーツ栄養学特講 2

スポーツ心理学特講【夜間】

スポーツ心理学特講【TSC】 ※

体力科学特講【夜間】

体力科学特講【TSC】 ※

スポーツバイオメカニクス特講【夜間】

スポーツバイオメカニクス特講【TSC】 ※

スポーツ栄養学特講【夜間】

スポーツ栄養学特講【TSC】 ※

身体教育特講Ⅰ【KR】 2

身体教育特講ⅡＡ【KR】 2

身体教育特講ⅡＢ【KR】 2

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数

共
通

共
通
科
目

共
通

科
目

科
目
群

領
域

6

20

2

2

2

専
門

基
礎
科
目

ス
ポ
ー

ツ
総
合
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

ス
ポ
ー

ツ
生
命
科
学

いずれか1科
目履修可能

いずれか1科
目履修可能

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

ス
ポ
ー

ツ
文
化
・
社
会
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2
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別別表表１１（（第第４４条条関関係係））

必修 選必 選択 計

スポーツ科学リテラシー特講 2 2

スポーツ科学ナレッジ・マネジメント演習 2 2

スポーツ科学セミナー 1 1

スポーツ科学英語特講Ⅰ 1 1

スポーツ科学英語特講Ⅱ 2

インストラクションデザイン演習 1

キャリアデザイン演習 1

コープ特講演習・実習 2～4

ヘルスサイエンス特講 2

健康教育学特講 2

運動処方論特講 2

トレーニング科学特講 2

スポーツコーチング学特講 2

武道指導論特講 2

スポーツパフォーマンス学特講 2

トレーニング科学特講【夜間】

トレーニング科学特講【TSC】 ※

コーチング学特講【夜間】

コーチング学特講【TSC】 ※

スポーツ史・運動文化論特講 2

武道論特講 2

スポーツ法・倫理特講 2

生涯スポーツ学特講 2

野外教育論特講 2

スポーツ社会学特講 2 *1 *2

コミュニティ・スポーツ論特講 2

スポーツマネジメント論特講 2 6 8

スポーツ史・運動文化論特講【夜間】

スポーツ史・運動文化論特講【TSC】 ※

生涯スポーツ学特講【夜間】

生涯スポーツ学特講【TSC】 ※

スポーツ社会学特講【夜間】

スポーツ社会学特講【TSC】 ※

スポーツマネジメント論特講【夜間】

スポーツマネジメント論特講【TSC】 ※

スポーツ心理学特講 2

スポーツ医科学特講 2

スポーツ生理学特講 2

身体科学論特講 2

スポーツバイオメカニクス特講 2

運動生化学・分子細胞生物学特講 2

スポーツ栄養学特講 2

スポーツ心理学特講【夜間】

スポーツ心理学特講【TSC】 ※

体力科学特講【夜間】

体力科学特講【TSC】 ※

スポーツバイオメカニクス特講【夜間】

スポーツバイオメカニクス特講【TSC】 ※

スポーツ栄養学特講【夜間】

スポーツ栄養学特講【TSC】 ※

身体教育特講Ⅰ【KR】 2

身体教育特講ⅡＡ【KR】 2

身体教育特講ⅡＢ【KR】 2

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数

共
通

共
通
科
目

共
通

科
目

科
目
群

領
域

6

20

2

2

2

専
門

基
礎
科
目

ス
ポ
ー

ツ
総
合
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

ス
ポ
ー

ツ
生
命
科
学

いずれか1科
目履修可能

いずれか1科
目履修可能

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

ス
ポ
ー

ツ
文
化
・
社
会
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2
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必修 選必 選択 計

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数科

目

科
目
群

領
域

スポーツ心理学特講演習 2

スポーツ医科学特講演習 2

スポーツ生理学特講演習 2

身体科学論特講演習（体力科学） 2

身体科学論特講演習（生体ダイナミクス） 2

身体科学論特講演習（身体機能論） 2

スポーツバイオメカニクス特講演習 2

運動生化学・分子細胞生物学特講演習 2

スポーツ栄養学特講演習 2

スポーツ心理学特講演習【夜間】

スポーツ心理学特講演習【TSC】 ※

体力科学特講演習【夜間】

体力科学特講演習【TSC】 ※

スポーツバイオメカニクス特講演習【夜間】

スポーツバイオメカニクス特講演習【TSC】 ※

スポーツ栄養学特講演習【夜間】

スポーツ栄養学特講演習【TSC】 ※

身体教育特講演習Ⅰ【KR】 2

身体教育特講演習ⅡＡ【KR】 2

身体教育特講演習ⅡＢ【KR】 2

課題
研究

課題研究
科目

課題研究
領域 課題研究 4 4 4

10 12 8 30

*１：基礎科目及び応用科目からそれぞれ６単位を修得すること。

　※の授業科目は、令和４年度以降は開講しない。

専
門

応
用
科
目

ス
ポ
ー

ツ
生
命
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

計

（注１）
（注２） *２：必修科目（１０単位）及び上記の所要単位（１２単位）を除いた残り８単位については、共通

　　科目、基礎科目及び応用科目から修得（８単位以上）し、合計３０単位以上を修得すること。

（注６）
　授業科目名に【KR】と付記してある科目については、体育学・スポーツ科学連携大学院教育プログラムとして実施する科
目。

（注３）
（注４） 　基礎科目（特講）及び応用科目（特講演習）は、セットで開講しているので、できるだけ両科目

とも履修すること。
（注５）

　授業科目名に【夜間】と付記してある科目については、教育方法の特例として夜間（６～７限）に開講する科目。

必修 選必 選択 計

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数科

目

科
目
群

領
域

ヘルスサイエンス特講演習（健康運動学） 2

ヘルスサイエンス特講演習(スポーツ・リハビリテーション医科学) 2

ヘルスサイエンス特講演習（ヘルスサイエンス） 2

健康教育学特講演習 2

運動処方論特講演習 2

トレーニング科学特講演習（メンタルトレーニング論） 2

トレーニング科学特講演習（トレーニング科学） 2

スポーツコーチング学特講演習（陸上競技（トラック）） 2

スポーツコーチング学特講演習（陸上競技（フィールド）） 2

スポーツコーチング学特講演習（水泳） 2

スポーツコーチング学特講演習（体操競技） 2

スポーツコーチング学特講演習（サッカー） 2

スポーツコーチング学特講演習（バスケットボール） 2

スポーツコーチング学特講演習（テニス） 2

スポーツコーチング学特講演習（バレーボール） 2

スポーツコーチング学特講演習（海洋スポーツ） 2

武道指導論特講演習（剣道） 2 *1

武道指導論特講演習（柔道） 2 6

スポーツパフォーマンス学特講演習 2

トレーニング科学特講演習【夜間】

トレーニング科学特講演習【TSC】 ※

コーチング学特講演習【夜間】

コーチング学特講演習【TSC】 ※

スポーツ史・運動文化論特講演習 2

武道論特講演習 2

スポーツ法・倫理特講演習 2

生涯スポーツ学特講演習 2

野外教育論特講演習 2

スポーツ社会学特講演習 2

コミュニティ・スポーツ論特講演習 2

スポーツマネジメント論特講演習 2

スポーツ史・運動文化論特講演習【夜間】

スポーツ史・運動文化論特講演習【TSC】 ※

生涯スポーツ学特講演習【夜間】

生涯スポーツ学特講演習【TSC】 ※

スポーツ社会学特講演習【夜間】

スポーツ社会学特講演習【TSC】 ※

スポーツマネジメント論特講演習【夜間】

スポーツマネジメント論特講演習【TSC】 ※

専
門

応
用
科
目

ス
ポ
ー

ツ
総
合
科
学

ス
ポ
ー

ツ
文
化
・
社
会
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2
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必修 選必 選択 計

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数科

目

科
目
群

領
域

スポーツ心理学特講演習 2

スポーツ医科学特講演習 2

スポーツ生理学特講演習 2

身体科学論特講演習（体力科学） 2

身体科学論特講演習（生体ダイナミクス） 2

身体科学論特講演習（身体機能論） 2

スポーツバイオメカニクス特講演習 2

運動生化学・分子細胞生物学特講演習 2

スポーツ栄養学特講演習 2

スポーツ心理学特講演習【夜間】

スポーツ心理学特講演習【TSC】 ※

体力科学特講演習【夜間】

体力科学特講演習【TSC】 ※

スポーツバイオメカニクス特講演習【夜間】

スポーツバイオメカニクス特講演習【TSC】 ※

スポーツ栄養学特講演習【夜間】

スポーツ栄養学特講演習【TSC】 ※

身体教育特講演習Ⅰ【KR】 2

身体教育特講演習ⅡＡ【KR】 2

身体教育特講演習ⅡＢ【KR】 2

課題
研究

課題研究
科目

課題研究
領域 課題研究 4 4 4

10 12 8 30

*１：基礎科目及び応用科目からそれぞれ６単位を修得すること。

　※の授業科目は、令和４年度以降は開講しない。

専
門

応
用
科
目

ス
ポ
ー

ツ
生
命
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

計

（注１）
（注２） *２：必修科目（１０単位）及び上記の所要単位（１２単位）を除いた残り８単位については、共通

　　科目、基礎科目及び応用科目から修得（８単位以上）し、合計３０単位以上を修得すること。

（注６）
　授業科目名に【KR】と付記してある科目については、体育学・スポーツ科学連携大学院教育プログラムとして実施する科
目。

（注３）
（注４） 　基礎科目（特講）及び応用科目（特講演習）は、セットで開講しているので、できるだけ両科目

とも履修すること。
（注５）

　授業科目名に【夜間】と付記してある科目については、教育方法の特例として夜間（６～７限）に開講する科目。
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必修 選択 計

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数科

目

科
目
群

領
域

スポーツ心理学特殊研究 2

スポーツ心理学特殊研究演習 2

スポーツ医科学特殊研究 2

スポーツ医科学特殊研究演習 2

スポーツ生理学特殊研究 2

スポーツ生理学特殊研究演習 2

体力科学特殊研究 2

体力科学特殊研究演習 2

スポーツバイオメカニクス特殊研究 2

スポーツバイオメカニクス特殊研究演習 2

スポーツ栄養学特殊研究 2

スポーツ栄養学特殊研究演習 2

アスリート医科学特殊研究【JISS】 2

アスリート医科学特殊研究演習【JISS】 2

スポーツ心理学特殊研究【夜間】

スポーツ心理学特殊研究【TSC】 ※

スポーツ心理学特殊研究演習【夜間】

スポーツ心理学特殊研究演習【TSC】 ※

体力科学特殊研究【夜間】

体力科学特殊研究【TSC】 ※

体力科学特殊研究演習【夜間】

体力科学特殊研究演習【TSC】 ※

スポーツバイオメカニクス特殊研究【夜間】

スポーツバイオメカニクス特殊研究【TSC】 ※

スポーツバイオメカニクス特殊研究演習【夜間】

スポーツバイオメカニクス特殊研究演習【TSC】 ※

スポーツ栄養学特殊研究【夜間】

スポーツ栄養学特殊研究【TSC】 ※

スポーツ栄養学特殊研究演習【夜間】

スポーツ栄養学特殊研究演習【TSC】 ※

2 8 10

　※の授業科目は、令和４年度以降は開講しない。

専
門

専
門
科
目

ス
ポ
ー

ツ
生
命
科
学
領
域

ス
ポ
ー

ツ
生
命
科
学
領
域

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

（注４）
　授業科目名に【JISS】と付記していある科目については、国立スポーツ科学センターにおいて開講する科目。

（注５）
　授業科目名に【夜間】と付記してある科目については、教育方法の特例として夜間（６～７限）に開講する科目。

計

（注１） 　統合研究セミナー（２単位）及びその他の科目の中から８単位以上を修得し、合計１０単位
以上とすること。

（注２）

（注３） 　授業科目名に【KR】と付記してある科目については、体育学・スポーツ科学連携大学院教育プログラムとして実施
する科目。

別別表表２２のの１１（（第第４４条条のの２２関関係係））

必修 選択 計

統合研究セミナー 2 2 2

体育・スポーツの学際的科学論Ⅰ【KR】 1

体育・スポーツの学際的科学論Ⅱ【KR】 1

コープ特殊研究・実習 2～4

スポーツ・リハビリテーション医科学特殊研究 2

スポーツ・リハビリテーション医科学特殊研究演習 2

ヘルスサイエンス特殊研究 2

ヘルスサイエンス特殊研究演習 2

運動処方論特殊研究 2

運動処方論特殊研究演習 2

トレーニング科学特殊研究 2

トレーニング科学特殊研究演習 2

コーチング学特殊研究 2

コーチング学特殊研究演習 2

アスリート・トレーニング科学特殊研究【JISS】 2

アスリート・トレーニング科学特殊研究演習【JISS】 2

スポーツ情報特殊研究【JISS】 2

スポーツ情報特殊研究演習【JISS】 2

身体教育特殊研究Ａ【KR】 2

身体教育特殊研究演習Ａ【KR】 2

身体教育特殊研究Ｂ【KR】 2

身体教育特殊研究演習Ｂ【KR】 2

トレーニング科学特殊研究【夜間】

トレーニング科学特殊研究【TSC】 ※

トレーニング科学特殊研究演習【夜間】

トレーニング科学特殊研究演習【TSC】 ※

コーチング学特殊研究【夜間】

コーチング学特殊研究【TSC】 ※

コーチング学特殊研究演習【夜間】

コーチング学特殊研究演習【TSC】 ※

スポーツ史特殊研究 2

スポーツ史特殊研究演習 2

スポーツ社会学特殊研究 2

スポーツ社会学特殊研究演習 2

生涯スポーツ学特殊研究 2

生涯スポーツ学特殊研究演習 2

スポーツ経営学特殊研究 2

スポーツ経営学特殊研究演習 2

スポーツ社会学特殊研究【夜間】

スポーツ社会学特殊研究【TSC】 ※

スポーツ社会学特殊研究演習【夜間】

スポーツ社会学特殊研究演習【TSC】 ※

生涯スポーツ学特殊研究【夜間】

生涯スポーツ学特殊研究【TSC】 ※

生涯スポーツ学特殊研究演習【夜間】

生涯スポーツ学特殊研究演習【TSC】 ※

スポーツ経営学特殊研究【夜間】

スポーツ経営学特殊研究【TSC】 ※

スポーツ経営学特殊研究演習【夜間】

スポーツ経営学特殊研究演習【TSC】 ※

スポーツ歴史人類学特殊研究【夜間】

スポーツ歴史人類学特殊研究【TSC】 ※

スポーツ歴史人類学特殊研究演習【夜間】

スポーツ歴史人類学特殊研究演習【TSC】 ※

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数

共
通

共
通
科
目

共
通
領
域

科
目

科
目
群

領
域

8 8

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

いずれか1科
目履修可能

2

専
門

専
門
科
目

ス
ポ
ー

ツ
総
合
科
学
領
域

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

ス
ポ
ー

ツ
文
化
・
社
会
科
学
領
域

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

－ 95 －



必修 選択 計

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数科

目

科
目
群

領
域

スポーツ心理学特殊研究 2

スポーツ心理学特殊研究演習 2

スポーツ医科学特殊研究 2

スポーツ医科学特殊研究演習 2

スポーツ生理学特殊研究 2

スポーツ生理学特殊研究演習 2

体力科学特殊研究 2

体力科学特殊研究演習 2

スポーツバイオメカニクス特殊研究 2

スポーツバイオメカニクス特殊研究演習 2

スポーツ栄養学特殊研究 2

スポーツ栄養学特殊研究演習 2

アスリート医科学特殊研究【JISS】 2

アスリート医科学特殊研究演習【JISS】 2

スポーツ心理学特殊研究【夜間】

スポーツ心理学特殊研究【TSC】 ※

スポーツ心理学特殊研究演習【夜間】

スポーツ心理学特殊研究演習【TSC】 ※

体力科学特殊研究【夜間】

体力科学特殊研究【TSC】 ※

体力科学特殊研究演習【夜間】

体力科学特殊研究演習【TSC】 ※

スポーツバイオメカニクス特殊研究【夜間】

スポーツバイオメカニクス特殊研究【TSC】 ※

スポーツバイオメカニクス特殊研究演習【夜間】

スポーツバイオメカニクス特殊研究演習【TSC】 ※

スポーツ栄養学特殊研究【夜間】

スポーツ栄養学特殊研究【TSC】 ※

スポーツ栄養学特殊研究演習【夜間】

スポーツ栄養学特殊研究演習【TSC】 ※

2 8 10

　※の授業科目は、令和４年度以降は開講しない。

専
門

専
門
科
目

ス
ポ
ー

ツ
生
命
科
学
領
域

ス
ポ
ー

ツ
生
命
科
学
領
域

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

（注４）
　授業科目名に【JISS】と付記していある科目については、国立スポーツ科学センターにおいて開講する科目。

（注５）
　授業科目名に【夜間】と付記してある科目については、教育方法の特例として夜間（６～７限）に開講する科目。

計

（注１） 　統合研究セミナー（２単位）及びその他の科目の中から８単位以上を修得し、合計１０単位
以上とすること。

（注２）

（注３） 　授業科目名に【KR】と付記してある科目については、体育学・スポーツ科学連携大学院教育プログラムとして実施
する科目。

別別表表２２のの１１（（第第４４条条のの２２関関係係））

必修 選択 計

統合研究セミナー 2 2 2

体育・スポーツの学際的科学論Ⅰ【KR】 1

体育・スポーツの学際的科学論Ⅱ【KR】 1

コープ特殊研究・実習 2～4

スポーツ・リハビリテーション医科学特殊研究 2

スポーツ・リハビリテーション医科学特殊研究演習 2

ヘルスサイエンス特殊研究 2

ヘルスサイエンス特殊研究演習 2

運動処方論特殊研究 2

運動処方論特殊研究演習 2

トレーニング科学特殊研究 2

トレーニング科学特殊研究演習 2

コーチング学特殊研究 2

コーチング学特殊研究演習 2

アスリート・トレーニング科学特殊研究【JISS】 2

アスリート・トレーニング科学特殊研究演習【JISS】 2

スポーツ情報特殊研究【JISS】 2

スポーツ情報特殊研究演習【JISS】 2

身体教育特殊研究Ａ【KR】 2

身体教育特殊研究演習Ａ【KR】 2

身体教育特殊研究Ｂ【KR】 2

身体教育特殊研究演習Ｂ【KR】 2

トレーニング科学特殊研究【夜間】

トレーニング科学特殊研究【TSC】 ※

トレーニング科学特殊研究演習【夜間】

トレーニング科学特殊研究演習【TSC】 ※

コーチング学特殊研究【夜間】

コーチング学特殊研究【TSC】 ※

コーチング学特殊研究演習【夜間】

コーチング学特殊研究演習【TSC】 ※

スポーツ史特殊研究 2

スポーツ史特殊研究演習 2

スポーツ社会学特殊研究 2

スポーツ社会学特殊研究演習 2

生涯スポーツ学特殊研究 2

生涯スポーツ学特殊研究演習 2

スポーツ経営学特殊研究 2

スポーツ経営学特殊研究演習 2

スポーツ社会学特殊研究【夜間】

スポーツ社会学特殊研究【TSC】 ※

スポーツ社会学特殊研究演習【夜間】

スポーツ社会学特殊研究演習【TSC】 ※

生涯スポーツ学特殊研究【夜間】

生涯スポーツ学特殊研究【TSC】 ※

生涯スポーツ学特殊研究演習【夜間】

生涯スポーツ学特殊研究演習【TSC】 ※

スポーツ経営学特殊研究【夜間】

スポーツ経営学特殊研究【TSC】 ※

スポーツ経営学特殊研究演習【夜間】

スポーツ経営学特殊研究演習【TSC】 ※

スポーツ歴史人類学特殊研究【夜間】

スポーツ歴史人類学特殊研究【TSC】 ※

スポーツ歴史人類学特殊研究演習【夜間】

スポーツ歴史人類学特殊研究演習【TSC】 ※

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数

共
通

共
通
科
目

共
通
領
域

科
目

科
目
群

領
域

8 8

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

いずれか1科
目履修可能

2

専
門

専
門
科
目

ス
ポ
ー

ツ
総
合
科
学
領
域

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

ス
ポ
ー

ツ
文
化
・
社
会
科
学
領
域

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

－ 96 －



必修 選択 計

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数科

目
群

領
域

スポーツ史特殊研究 2

スポーツ史特殊研究演習 2

スポーツ社会学特殊研究 2

スポーツ社会学特殊研究演習 2

生涯スポーツ学特殊研究 2

生涯スポーツ学特殊研究演習 2

スポーツ経営学特殊研究 2

スポーツ経営学特殊研究演習 2

スポーツ社会学特殊研究【夜間】

スポーツ社会学特殊研究【TSC】 ※１

応用スポーツ社会学特殊研究 ※２

スポーツ社会学特殊研究演習【夜間】

スポーツ社会学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用スポーツ社会学特殊研究演習 ※２

生涯スポーツ学特殊研究【夜間】

生涯スポーツ学特殊研究【TSC】 ※１

応用生涯スポーツ学特殊研究 ※２

生涯スポーツ学特殊研究演習【夜間】

生涯スポーツ学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用生涯スポーツ学特殊研究演習 ※２

スポーツ経営学特殊研究【夜間】

スポーツ経営学特殊研究【TSC】 ※１

応用スポーツ経営学特殊研究 ※２

スポーツ経営学特殊研究演習【夜間】

スポーツ経営学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用スポーツ経営学特殊研究演習 ※２

スポーツ歴史人類学特殊研究【夜間】

スポーツ歴史人類学特殊研究【TSC】 ※１

応用スポーツ歴史人類学特殊研究 ※２

スポーツ歴史人類学特殊研究演習【夜間】

スポーツ歴史人類学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用スポーツ歴史人類学特殊研究演習 ※２

スポーツ心理学特殊研究 2

スポーツ心理学特殊研究演習 2

スポーツ医科学特殊研究 2

スポーツ障害・コンディショニング医科学特殊研究 ※２ 2

スポーツ医科学特殊研究演習 2

スポーツ障害・コンディショニング医科学特殊研究演習 ※２ 2

スポーツ生理学特殊研究 2

スポーツ生理学特殊研究演習 2

体力科学特殊研究 2

体力科学特殊研究演習 2

スポーツバイオメカニクス特殊研究

バイオメカニクス特殊研究 ※２

スポーツバイオメカニクス特殊研究演習

バイオメカニクス特殊研究演習 ※２

運動分子・細胞生物学特殊研究 ※２ 2

運動分子・細胞生物学特殊研究演習 ※２ 2

スポーツ栄養学特殊研究 2

スポーツ栄養学特殊研究演習 2

アスリート医科学特殊研究【JISS】

アスリート医科学特殊研究 ※２

アスリート医科学特殊研究演習【JISS】

アスリート医科学特殊研究演習 ※２

スポーツ心理学特殊研究【夜間】

スポーツ心理学特殊研究【TSC】 ※１

応用スポーツ心理学特殊研究 ※２

スポーツ心理学特殊研究演習【夜間】

スポーツ心理学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用スポーツ心理学特殊研究演習 ※２

専
門
科
目

ス
ポ
ー

ツ
文
化
・
社
会
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

ス
ポ
ー

ツ
生
命
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

別別表表２２のの２２（（第第４４条条のの２２関関係係））

必修 選択 計

統合研究セミナー 2 2 2

体育・スポーツの学際的科学論Ⅰ【KR】

体育・スポーツの学際的科学論Ⅰ ※２

体育・スポーツの学際的科学論Ⅱ【KR】

体育・スポーツの学際的科学論Ⅱ ※２

コープ特殊研究・実習 2～4

スポーツ・リハビリテーション医科学特殊研究 2

スポーツ・リハビリテーション医科学特殊研究演習 2

ヘルスサイエンス特殊研究

健康運動学特殊研究 ※２

ヘルスサイエンス特殊研究演習

健康運動学特殊研究演習 ※２

運動処方論特殊研究 2

運動処方論特殊研究演習 2

トレーニング科学特殊研究 2

トレーニング科学特殊研究演習 2

コーチング学特殊研究

スポーツ・コーチング学特殊研究 ※２

コーチング学特殊研究演習

スポーツ・コーチング学特殊研究演習 ※２

アスリート・トレーニング科学特殊研究【JISS】

アスリート・トレーニング科学特殊研究 ※２

アスリート・トレーニング科学特殊研究演習【JISS】

アスリート・トレーニング科学特殊研究演習 ※２

スポーツ情報特殊研究【JISS】

スポーツ情報特殊研究 ※２

スポーツ情報特殊研究演習【JISS】

スポーツ情報特殊研究演習 ※２

身体教育特殊研究Ａ【KR】

身体教育特殊研究Ａ ※２

身体教育特殊研究演習Ａ【KR】

身体教育特殊研究演習Ａ ※２

身体教育特殊研究Ｂ【KR】

身体教育特殊研究Ｂ ※２

身体教育特殊研究演習Ｂ【KR】

身体教育特殊研究演習Ｂ ※２

トレーニング科学特殊研究【夜間】

トレーニング科学特殊研究【TSC】 ※１

応用トレーニング科学特殊研究 ※２

トレーニング科学特殊研究演習【夜間】

トレーニング科学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用トレーニング科学特殊研究演習 ※２

コーチング学特殊研究【夜間】

コーチング学特殊研究【TSC】 ※１

応用スポーツ・コーチング学特殊研究 ※２

コーチング学特殊研究演習【夜間】

コーチング学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用スポーツ・コーチング学特殊研究演習 ※２

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数

専
門
科
目

いずれか1科
目履修可能

1

8 8

いずれか1科
目履修可能

1

ス
ポ
ー

ツ
総
合
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

科
目
群

領
域

共
通

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

－ 97 －



必修 選択 計

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数科

目
群

領
域

スポーツ史特殊研究 2

スポーツ史特殊研究演習 2

スポーツ社会学特殊研究 2

スポーツ社会学特殊研究演習 2

生涯スポーツ学特殊研究 2

生涯スポーツ学特殊研究演習 2

スポーツ経営学特殊研究 2

スポーツ経営学特殊研究演習 2

スポーツ社会学特殊研究【夜間】

スポーツ社会学特殊研究【TSC】 ※１

応用スポーツ社会学特殊研究 ※２

スポーツ社会学特殊研究演習【夜間】

スポーツ社会学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用スポーツ社会学特殊研究演習 ※２

生涯スポーツ学特殊研究【夜間】

生涯スポーツ学特殊研究【TSC】 ※１

応用生涯スポーツ学特殊研究 ※２

生涯スポーツ学特殊研究演習【夜間】

生涯スポーツ学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用生涯スポーツ学特殊研究演習 ※２

スポーツ経営学特殊研究【夜間】

スポーツ経営学特殊研究【TSC】 ※１

応用スポーツ経営学特殊研究 ※２

スポーツ経営学特殊研究演習【夜間】

スポーツ経営学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用スポーツ経営学特殊研究演習 ※２

スポーツ歴史人類学特殊研究【夜間】

スポーツ歴史人類学特殊研究【TSC】 ※１

応用スポーツ歴史人類学特殊研究 ※２

スポーツ歴史人類学特殊研究演習【夜間】

スポーツ歴史人類学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用スポーツ歴史人類学特殊研究演習 ※２

スポーツ心理学特殊研究 2

スポーツ心理学特殊研究演習 2

スポーツ医科学特殊研究 2

スポーツ障害・コンディショニング医科学特殊研究 ※２ 2

スポーツ医科学特殊研究演習 2

スポーツ障害・コンディショニング医科学特殊研究演習 ※２ 2

スポーツ生理学特殊研究 2

スポーツ生理学特殊研究演習 2

体力科学特殊研究 2

体力科学特殊研究演習 2

スポーツバイオメカニクス特殊研究

バイオメカニクス特殊研究 ※２

スポーツバイオメカニクス特殊研究演習

バイオメカニクス特殊研究演習 ※２

運動分子・細胞生物学特殊研究 ※２ 2

運動分子・細胞生物学特殊研究演習 ※２ 2

スポーツ栄養学特殊研究 2

スポーツ栄養学特殊研究演習 2

アスリート医科学特殊研究【JISS】

アスリート医科学特殊研究 ※２

アスリート医科学特殊研究演習【JISS】

アスリート医科学特殊研究演習 ※２

スポーツ心理学特殊研究【夜間】

スポーツ心理学特殊研究【TSC】 ※１

応用スポーツ心理学特殊研究 ※２

スポーツ心理学特殊研究演習【夜間】

スポーツ心理学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用スポーツ心理学特殊研究演習 ※２

専
門
科
目

ス
ポ
ー

ツ
文
化
・
社
会
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

ス
ポ
ー

ツ
生
命
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2
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別別表表３３のの１１（（第第１１５５条条関関係係））

日本語 英語 鹿屋 筑波 必修 選択 計

スポーツ国際開発論Ⅰ
International Development and Peace
through Sport I

1 ● 1

オリンピックムーブメント論 Olympic Movement Studies 1 ● 1

日本文化伝播論 Diffusion of Japanese Culture 1 ● 1

スポーツ・文化・社会 Sport, Culture and Society 1 ●

スポーツプロモーション論 Sport Promotion 1 ●

国際スポーツ政策研究 International Sport Policy Studies 1 ●

スポーツマネジメント論 Sport Management 1 ●

スポーツと障がい者
Sport and Persons with
Disabilities(PWDs)

1 ●

ヘルスプロモーション論 Health Promotion 1 ●

上級コーチ教育論 Advanced Coach Education 1 ●

研究方法論 Research Methods 1 ● 1

比較体育科教育論
Cross Cultural Studies in Physical
Sport Education

1 ● 1

スポーツ国際開発論Ⅱ
International Development and Peace
through Sport II

1 ● 1

経営マネジメント論 Management and Organization 1 ●

プロジェクトマネジメント論 Project Management 1 ●

研究プロジェクトマネジメント Research Project Management 1 ●

研究プロジェクトマネジメント
（実践）

Research Project Management
【Practical】

1 ●

開発学原論 Principles of Development 2 ● ＊１

社会開発のための公共政策ⅠＡ
Public Policy for Social
Development ⅠA

1 ●

社会開発のための公共政策ⅠＢ
Public Policy for Social
Development ⅠB

1 ●

多文化共生論 Multicultural Coexistence 1 ● ＊１

経済開発論 Economics of Development 1 ●

社会開発論 Social Development 1 ●

セラピューティック・レクリエー
ション概論

Foundations of Therapeutic
Recreation

1 ●

研究データ管理・分析法
Data Management and Analysis for
Research

1 ●

異文化交流・コミュニケーション
Intercultural Exchange and
Communication

1 ●

＊１

14～

＊１

＊１

専
門
科
目

＊２

＊２

開設大学
単位

修了所要単位数

応
用

関
連

科目区分

基
礎

授業科目

講
義

必修 選択 計

条
件

授業科目 単位
修了所要単位数科

目
群

領
域

体力科学特殊研究【夜間】

体力科学特殊研究【TSC】 ※１

応用体力科学特殊研究 ※２

体力科学特殊研究演習【夜間】

体力科学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用科学特殊研究演習 ※２

スポーツバイオメカニクス特殊研究【夜間】

スポーツバイオメカニクス特殊研究【TSC】 ※１

応用スポーツバイオメカニクス特殊研究 ※２

スポーツバイオメカニクス特殊研究演習【夜間】

スポーツバイオメカニクス特殊研究演習【TSC】 ※１

応用スポーツバイオメカニクス特殊研究演習 ※２

スポーツ栄養学特殊研究【夜間】

スポーツ栄養学特殊研究【TSC】 ※１

応用スポーツ栄養学特殊研究 ※２

スポーツ栄養学特殊研究演習【夜間】

スポーツ栄養学特殊研究演習【TSC】 ※１

応用スポーツ栄養学特殊研究演習 ※２

2 8 10

いずれか1科
目履修可能

2

計

（注１） 　統合研究セミナー（２単位）及びその他の科目の中から８単位以上を修得し、
合計１０単位以上とすること。

専
門
科
目

ス
ポ
ー

ツ
生
命
科
学

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

いずれか1科
目履修可能

2

（注５） 　授業科目名に【JISS】と付記していある科目については、国立スポーツ科学センターにおいて開
講する科目。

（注６） 　授業科目名に【夜間】と付記してある科目については、教育方法の特例として夜間（６～７限）
に開講する科目。

（注２） 　※１の授業科目は、令和４年度以降は開講しない。

（注３） 　※２の授業科目は、平成３０年度以降は開講しない。

（注４） 　授業科目名に【KR】と付記してある科目については、体育学・スポーツ科学連携大学院教育プロ
グラムとして実施する科目。
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別別表表３３のの１１（（第第１１５５条条関関係係））

日本語 英語 鹿屋 筑波 必修 選択 計

スポーツ国際開発論Ⅰ
International Development and Peace
through Sport I

1 ● 1

オリンピックムーブメント論 Olympic Movement Studies 1 ● 1

日本文化伝播論 Diffusion of Japanese Culture 1 ● 1

スポーツ・文化・社会 Sport, Culture and Society 1 ●

スポーツプロモーション論 Sport Promotion 1 ●

国際スポーツ政策研究 International Sport Policy Studies 1 ●

スポーツマネジメント論 Sport Management 1 ●

スポーツと障がい者
Sport and Persons with
Disabilities(PWDs)

1 ●

ヘルスプロモーション論 Health Promotion 1 ●

上級コーチ教育論 Advanced Coach Education 1 ●

研究方法論 Research Methods 1 ● 1

比較体育科教育論
Cross Cultural Studies in Physical
Sport Education

1 ● 1

スポーツ国際開発論Ⅱ
International Development and Peace
through Sport II

1 ● 1

経営マネジメント論 Management and Organization 1 ●

プロジェクトマネジメント論 Project Management 1 ●

研究プロジェクトマネジメント Research Project Management 1 ●

研究プロジェクトマネジメント
（実践）

Research Project Management
【Practical】

1 ●

開発学原論 Principles of Development 2 ● ＊１

社会開発のための公共政策ⅠＡ
Public Policy for Social
Development ⅠA

1 ●

社会開発のための公共政策ⅠＢ
Public Policy for Social
Development ⅠB

1 ●

多文化共生論 Multicultural Coexistence 1 ● ＊１

経済開発論 Economics of Development 1 ●

社会開発論 Social Development 1 ●

セラピューティック・レクリエー
ション概論

Foundations of Therapeutic
Recreation

1 ●

研究データ管理・分析法
Data Management and Analysis for
Research

1 ●

異文化交流・コミュニケーション
Intercultural Exchange and
Communication

1 ●

＊１

14～

＊１

＊１

専
門
科
目

＊２

＊２

開設大学
単位

修了所要単位数

応
用

関
連

科目区分

基
礎

授業科目

講
義
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別別表表３３のの２２（（第第１１５５条条関関係係））

日本語 鹿屋 筑波 必修 選択 計

スポーツ国際開発論Ⅰ
International Development and Peace
through Sport I

1 ● 1

オリンピックムーブメント論 Olympic Movement Studies 1 ● 1

日本文化伝播論 Diffusion of Japanese Culture 1 ● 1

スポーツ・文化・社会 Sport, Culture and Society 1 ●

スポーツプロモーション論 Sport Promotion 1 ●

国際スポーツ政策研究 International Sport Policy Studies 1 ●

スポーツマネジメント論 Sport Management 1 ●

スポーツと障がい者
Sport and Persons with
Disabilities(PWDs)

1 ●

ヘルスプロモーション論 Health Promotion 1 ●

上級コーチ教育論 Advanced Coach Education 1 ●

比較体育科教育論
Cross Cultural Studies in Physical
Sport Education

1 ● 1

研究方法論 Research Methods 1 ● 1

スポーツ国際開発論Ⅱ
International Development and Peace
through Sport II

1 ● 1

経営マネジメント論 Management and Organization 1 ●

プロジェクトマネジメント論 Project Management 1 ●

研究プロジェクトマネジメント Research Project Management 1 ●

研究プロジェクトマネジメント
（実践）

Research Project Management
【Practical】

1 ●

開発学原論 Principles of Development 2 ●

社会開発のための公共政策ⅠＡ
Public Policy for Social
Development ⅠA

1 ●

社会開発のための公共政策ⅠＢ
Public Policy for Social
Development ⅠB

1 ●

社会開発のための公共政策ⅡＡ
Public Policy for Social
Development ⅡA

※ 1 ●

社会開発のための公共政策ⅡＢ
Public Policy for Social
Development ⅡB

※ 1 ●

多文化共生論 Multicultural Coexistence 1 ●

国際政治学ⅠＡ International Politics ⅠA ※ 1 ●

国際政治学ⅠＢ International Politics ⅠB ※ 1 ●

国際政治学ⅡＡ International Politics ⅡA ※ 1 ●

国際政治学ⅡＢ International Politics ⅡB ※ 1 ●

アジアにおける開発経済学 Economics of Development in Asia ※ 2 ●

経済開発論 Economics of Development 1 ●

社会開発論 Social Development 1 ●

セラピューティック・レクリ
エーション概論

Foundations of Therapeutic
Recreation

1 ●

研究データ管理・分析法
Data Management and Analysis for
Research

1 ●

異文化交流・コミュニケーション
Intercultural Exchange and
Communication

1 ●

関
連

授業科目

英語

＊３

科目区分 単位
修了所要単位数

専
門
科
目

講
義

基
礎

14～

＊１

開設大学

応
用

＊２

日本語 英語 鹿屋 筑波 必修 選択 計

開設大学
単位

修了所要単位数
科目区分

授業科目

スポーツ国際開発学課題演習 IDS Seminar:

　（スポーツを通じた開発と平和）   Development and Peace through
　Sport

　（スポーツを通じた教育・青少年
    育成）

　Education and Youth Development
  through Sport

　（スポーツとジェンダー・人種・
    民族）

　Sport and Gender, Race, Ethnicity

　（健康と環境） 　Health and Environment

　（アダプテッドスポーツ・
　　高齢者）

　Aged and Adapted Sport

課題研究 Research Project 4 ● ●

JSCセミナー JSC Seminar 1 ●

JSCプロジェクト JSC Project 1 ●

国外大学セミナー Seminar in Universities Abroad 1 ●

国際カンファレンス・セミナー
International Conference and
Seminar

1 ●

NGO等プロジェクト NGO Activities 1 ●

母国 On the Job Practice (Domestic) 2 ● 0～

海外 On the Job Practice (International) 6 ● 6

20 10 30

（注２）

（注３）

（注５）

　実践科目から６単位以上を修得すること。なお、On the Job Practice(International）（６単位）は、
必ず修得すること。

　講義科目から１４単位修得すること。なお、スポーツ国際開発論Ⅰ、オリンピックムーブメント論、日本
文化伝播論、研究方法論、比較体育科教育論、スポーツ国際開発論Ⅱを必修科目とし、必ず修得すること。

　＊１の中から４単位以上、＊２の中から２単位以上修得すること。

（注４）

8

計

●

10～

（注６）

2～

6～

演
習

専
門
科
目

　上記の要件を満たした上で、合計３０単位以上を修得すること。

　演習科目から１０単位以上を修得すること。なお、スポーツ国際開発学課題演習（４単位）及び課題研究
（４単位）は、必ず修得すること。

　上記の履修に際して、鹿屋体育大学と筑波大学の開設科目からそれぞれ１０単位以上修得すること。

（注１）

実
践

学
外

学
内

4
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別別表表３３のの２２（（第第１１５５条条関関係係））

日本語 鹿屋 筑波 必修 選択 計

スポーツ国際開発論Ⅰ
International Development and Peace
through Sport I

1 ● 1

オリンピックムーブメント論 Olympic Movement Studies 1 ● 1

日本文化伝播論 Diffusion of Japanese Culture 1 ● 1

スポーツ・文化・社会 Sport, Culture and Society 1 ●

スポーツプロモーション論 Sport Promotion 1 ●

国際スポーツ政策研究 International Sport Policy Studies 1 ●

スポーツマネジメント論 Sport Management 1 ●

スポーツと障がい者
Sport and Persons with
Disabilities(PWDs)

1 ●

ヘルスプロモーション論 Health Promotion 1 ●

上級コーチ教育論 Advanced Coach Education 1 ●

比較体育科教育論
Cross Cultural Studies in Physical
Sport Education

1 ● 1

研究方法論 Research Methods 1 ● 1

スポーツ国際開発論Ⅱ
International Development and Peace
through Sport II

1 ● 1

経営マネジメント論 Management and Organization 1 ●

プロジェクトマネジメント論 Project Management 1 ●

研究プロジェクトマネジメント Research Project Management 1 ●

研究プロジェクトマネジメント
（実践）

Research Project Management
【Practical】

1 ●

開発学原論 Principles of Development 2 ●

社会開発のための公共政策ⅠＡ
Public Policy for Social
Development ⅠA

1 ●

社会開発のための公共政策ⅠＢ
Public Policy for Social
Development ⅠB

1 ●

社会開発のための公共政策ⅡＡ
Public Policy for Social
Development ⅡA

※ 1 ●

社会開発のための公共政策ⅡＢ
Public Policy for Social
Development ⅡB

※ 1 ●

多文化共生論 Multicultural Coexistence 1 ●

国際政治学ⅠＡ International Politics ⅠA ※ 1 ●

国際政治学ⅠＢ International Politics ⅠB ※ 1 ●

国際政治学ⅡＡ International Politics ⅡA ※ 1 ●

国際政治学ⅡＢ International Politics ⅡB ※ 1 ●

アジアにおける開発経済学 Economics of Development in Asia ※ 2 ●

経済開発論 Economics of Development 1 ●

社会開発論 Social Development 1 ●

セラピューティック・レクリ
エーション概論

Foundations of Therapeutic
Recreation

1 ●

研究データ管理・分析法
Data Management and Analysis for
Research

1 ●

異文化交流・コミュニケーション
Intercultural Exchange and
Communication

1 ●

関
連

授業科目

英語

＊３

科目区分 単位
修了所要単位数

専
門
科
目

講
義

基
礎

14～

＊１

開設大学

応
用

＊２
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別別表表３３のの３３（（第第１１５５条条関関係係））

日本語 鹿屋 筑波 必修 選択 計

スポーツ国際開発論Ⅰ
International Development and Peace
through Sport I

1 ● 1

オリンピックムーブメント論 Olympic Movement Studies 1 ● 1

日本文化伝播論 Diffusion of Japanese Culture 1 ● 1

スポーツ・文化・社会 Sport, Culture and Society 1 ●

スポーツプロモーション論 Sport Promotion 1 ●

国際スポーツ政策研究 International Sport Policy Studies 1 ●

スポーツマネジメント論 Sport Management 1 ●

スポーツと障がい者
Sport and Persons with
Disabilities(PWDs)

1 ●

ヘルスプロモーション論 Health Promotion 1 ●

上級コーチ教育論 Advanced Coach Education 1 ●

比較体育科教育論
Cross Cultural Studies in Physical
Sport Education

1 ●

研究方法論 Research Methods 1 ● 1

スポーツ国際開発論Ⅱ
International Development and Peace
through Sport II

1 ● 1

経営マネジメント論 Management and Organization 1 ●

プロジェクトマネジメント論 Project Management 1 ●

研究プロジェクトマネジメント Research Project Management 1 ●

研究プロジェクトマネジメント
（実践）

Research Project Management
【Practical】

1 ●

開発学原論 Principles of Development 2 ● 2

社会開発のための公共政策ⅠＡ
Public Policy for Social
Development ⅠA

1 ●

社会開発のための公共政策ⅠＢ
Public Policy for Social
Development ⅠB

1 ●

社会開発のための公共政策ⅡＡ
Public Policy for Social
Development ⅡA

※ 1 ●

社会開発のための公共政策ⅡＢ
Public Policy for Social
Development ⅡB

※ 1 ●

多文化共生論 Multicultural Coexistence 1 ●

国際政治学ⅠＡ International Politics ⅠA ※ 1 ●

国際政治学ⅠＢ International Politics ⅠB ※ 1 ●

国際政治学ⅡＡ International Politics ⅡA ※ 1 ●

国際政治学ⅡＢ International Politics ⅡB ※ 1 ●

アジアにおける開発経済学 Economics of Development in Asia ※ 2 ●

経済開発論 Economics of Development 1 ●

社会開発論 Social Development 1 ●

セラピューティック・レクリ
エーション概論

Foundations of Therapeutic
Recreation

1 ●

研究データ管理・分析法
Data Management and Analysis for
Research

1 ●

異文化交流・コミュニケーション
Intercultural Exchange and
Communication

1 ●

＊３

専
門
科
目

科目区分
修了所要単位数

講
義

基
礎

14～

＊１

応
用

単位
授業科目 開設大学

英語

＊２

関
連

日本語 鹿屋 筑波 必修 選択 計

授業科目

英語
科目区分 単位

修了所要単位数開設大学

スポーツ国際開発学課題演習 IDS Seminar:

　（スポーツを通じた開発と平和）   Development and Peace through
　Sport

　（スポーツを通じた教育・青少年
    育成）

　Education and Youth Development
  through Sport

　（スポーツとジェンダー・人種・
    民族）

　Sport and Gender, Race, Ethnicity

　（健康と環境） 　Health and Environment

　（アダプテッドスポーツ・
　　高齢者）

　Aged and Adapted Sport

課題研究 Research Project 4 ● ●

JSCセミナー JSC Seminar 1 ●

JSCプロジェクト JSC Project 1 ●

国外大学セミナー Seminar in Universities Abroad 1 ●

国際カンファレンス・セミナー
International Conference and
Seminar

1 ●

NGO等プロジェクト NGO Activities 1 ●

母国 On the Job Practice (Domestic) 2 ● 0～

海外 On the Job Practice (International) 6 ● 6

20 10 30

（注５） 　上記の履修に際して、鹿屋体育大学と筑波大学の開設科目からそれぞれ１０単位以上修得すること。

（注１） 　講義科目から１４単位修得すること。なお、スポーツ国際開発論Ⅰ、オリンピックムーブメント論、日本
文化伝播論、研究方法論、比較体育科教育論、スポーツ国際開発論Ⅱを必修科目とし、必ず修得すること。

（注７） 　※の授業科目は、令和４年度以降は開講しない。

（注６） 　上記の要件を満たした上で、合計３０単位以上を修得すること。

（注３） 　演習科目から１０単位以上を修得すること。なお、スポーツ国際開発学課題演習（４単位）及び課題研究
（４単位）は、必ず修得すること。

（注４） 　実践科目から６単位以上を修得すること。なお、On the Job Practice(International）（６単位）は、
必ず修得すること。

演
習

学
内

4
8

（注２） 　＊１、＊２、＊３の中から、８単位以上修得すること。

10～

学
外

2～

実
践

6～

専
門
科
目

●

計
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別別表表３３のの３３（（第第１１５５条条関関係係））

日本語 鹿屋 筑波 必修 選択 計

スポーツ国際開発論Ⅰ
International Development and Peace
through Sport I

1 ● 1

オリンピックムーブメント論 Olympic Movement Studies 1 ● 1

日本文化伝播論 Diffusion of Japanese Culture 1 ● 1

スポーツ・文化・社会 Sport, Culture and Society 1 ●

スポーツプロモーション論 Sport Promotion 1 ●

国際スポーツ政策研究 International Sport Policy Studies 1 ●

スポーツマネジメント論 Sport Management 1 ●

スポーツと障がい者
Sport and Persons with
Disabilities(PWDs)

1 ●

ヘルスプロモーション論 Health Promotion 1 ●

上級コーチ教育論 Advanced Coach Education 1 ●

比較体育科教育論
Cross Cultural Studies in Physical
Sport Education

1 ●

研究方法論 Research Methods 1 ● 1

スポーツ国際開発論Ⅱ
International Development and Peace
through Sport II

1 ● 1

経営マネジメント論 Management and Organization 1 ●

プロジェクトマネジメント論 Project Management 1 ●

研究プロジェクトマネジメント Research Project Management 1 ●

研究プロジェクトマネジメント
（実践）

Research Project Management
【Practical】

1 ●

開発学原論 Principles of Development 2 ● 2

社会開発のための公共政策ⅠＡ
Public Policy for Social
Development ⅠA

1 ●

社会開発のための公共政策ⅠＢ
Public Policy for Social
Development ⅠB

1 ●

社会開発のための公共政策ⅡＡ
Public Policy for Social
Development ⅡA

※ 1 ●

社会開発のための公共政策ⅡＢ
Public Policy for Social
Development ⅡB

※ 1 ●

多文化共生論 Multicultural Coexistence 1 ●

国際政治学ⅠＡ International Politics ⅠA ※ 1 ●

国際政治学ⅠＢ International Politics ⅠB ※ 1 ●

国際政治学ⅡＡ International Politics ⅡA ※ 1 ●

国際政治学ⅡＢ International Politics ⅡB ※ 1 ●

アジアにおける開発経済学 Economics of Development in Asia ※ 2 ●

経済開発論 Economics of Development 1 ●

社会開発論 Social Development 1 ●

セラピューティック・レクリ
エーション概論

Foundations of Therapeutic
Recreation

1 ●

研究データ管理・分析法
Data Management and Analysis for
Research

1 ●

異文化交流・コミュニケーション
Intercultural Exchange and
Communication

1 ●

＊３

専
門
科
目

科目区分
修了所要単位数

講
義

基
礎

14～

＊１

応
用

単位
授業科目 開設大学

英語

＊２

関
連
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別別表表４４（（第第１１５５条条のの２２関関係係））

鹿屋 筑波 必修 選択 計

大学体育論 1 ● 1

大学体育授業演習Ⅰ 2 ●

大学体育授業演習Ⅱ 2 ●

大学体育授業演習Ⅲ 2 ●

体育スポーツ実践的指導演習 2 ●

体育スポーツ実践的研究方法論 1 ● 1

体育スポーツ実践的研究演習Ⅰ 2 ●

体育スポーツ実践的研究演習Ⅱ 2 ●

体育スポーツ実践的研究演習Ⅲ 2 ●

大学体育研究演習 2 ●

博士論文課題演習Ⅰ 2 ● ● 2

博士論文課題演習Ⅱ 2 ● ● 2

つくばサマーインスティトゥート 2 ●

国際インターンシップ 1 ●

コーチングの哲学と倫理 1 ●

最先端スポーツ科学理論 1 ●

6 8 14

　上記の要件を満たした上で、合計１４単位以上を修得すること。

（注４） 　高度指導者教養育成科目の中から１単位以上修得すること。

（注５）

（注２） 　実践的研究能力育成科目の中から体育スポーツ実践的研究方法論を含めて合計３単位以上
修得すること。
　なお、体育スポーツ実践的研究演習Ⅰ又は大学体育研究演習のいずれかを修得すること。

計

（注３） 　博士論文研究能力育成科目の博士論文課題演習Ⅰ及び博士論文課題演習Ⅱの合計４単位を
修得すること。

高度指導者教養育成科目 1～

（注１） 　実践的教育能力育成科目の中から大学体育論を含めて合計３単位以上修得すること。
　なお、大学体育授業演習Ⅰ又は体育スポーツ実践的指導演習のいずれかを修得すること。

専
門
基
礎
科
目

開設大学
単位授業科目

博士論文研究能力育成科目

科目区分
修了所要単位数

専
門
科
目

実践的教育能力育成科目

14

2～

実践的研究能力育成科目
2～

日本語 鹿屋 筑波 必修 選択 計
科目区分

修了所要単位数
単位

授業科目 開設大学

英語

スポーツ国際開発学課題演習 IDS Seminar:

　（スポーツを通じた開発と平和）   Development and Peace through
　Sport

　（スポーツを通じた教育・青少年
    育成）

　Education and Youth Development
  through Sport

　（スポーツとジェンダー・人種・
    民族）

　Sport and Gender, Race, Ethnicity

　（健康と環境） 　Health and Environment

　（アダプテッドスポーツ・
　　高齢者）

　Aged and Adapted Sport

課題研究 Research Project 4 ● ●

JSCセミナー JSC Seminar 1 ●

JSCプロジェクト JSC Project 1 ●

国外大学セミナー Seminar in Universities Abroad 1 ●

国際カンファレンス・セミナー
International Conference and
Seminar

1 ●

NGO等プロジェクト NGO Activities 1 ●

母国 On the Job Practice (Domestic) 2 ● 0～

海外 On the Job Practice (International) 6 ● 6

21 9 30

（注７） 　※の授業科目は、令和４年度以降は開講しない。

（注６） 　上記の要件を満たした上で、合計３０単位以上を修得すること。

（注４） 　実践科目から６単位以上を修得すること。なお、On the Job Practice(International）（６単位）は、
必ず修得すること。

（注５） 　上記の履修に際して、鹿屋体育大学と筑波大学の開設科目からそれぞれ１０単位以上修得すること。

専
門
科
目

演
習

（注３） 　演習科目から８単位以上を修得すること。なお、スポーツ国際開発学課題演習（４単位）及び課題研究
（４単位）は、必ず修得すること。

学
内

4
8

●

計

（注１） 　講義科目から１４単位修得すること。なお、スポーツ国際開発論Ⅰ、オリンピックムーブメント論、
日本文化伝播論、研究方法論、スポーツ国際開発論Ⅱ、開発学原論を必修科目とし、必ず修得すること。

（注２） 　＊１、＊２、＊３の中から、７単位以上修得すること。

8～

学
外

0～

実
践

6～
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別別表表４４（（第第１１５５条条のの２２関関係係））

鹿屋 筑波 必修 選択 計

大学体育論 1 ● 1

大学体育授業演習Ⅰ 2 ●

大学体育授業演習Ⅱ 2 ●

大学体育授業演習Ⅲ 2 ●

体育スポーツ実践的指導演習 2 ●

体育スポーツ実践的研究方法論 1 ● 1

体育スポーツ実践的研究演習Ⅰ 2 ●

体育スポーツ実践的研究演習Ⅱ 2 ●

体育スポーツ実践的研究演習Ⅲ 2 ●

大学体育研究演習 2 ●

博士論文課題演習Ⅰ 2 ● ● 2

博士論文課題演習Ⅱ 2 ● ● 2

つくばサマーインスティトゥート 2 ●

国際インターンシップ 1 ●

コーチングの哲学と倫理 1 ●

最先端スポーツ科学理論 1 ●

6 8 14

　上記の要件を満たした上で、合計１４単位以上を修得すること。

（注４） 　高度指導者教養育成科目の中から１単位以上修得すること。

（注５）

（注２） 　実践的研究能力育成科目の中から体育スポーツ実践的研究方法論を含めて合計３単位以上
修得すること。
　なお、体育スポーツ実践的研究演習Ⅰ又は大学体育研究演習のいずれかを修得すること。

計

（注３） 　博士論文研究能力育成科目の博士論文課題演習Ⅰ及び博士論文課題演習Ⅱの合計４単位を
修得すること。

高度指導者教養育成科目 1～

（注１） 　実践的教育能力育成科目の中から大学体育論を含めて合計３単位以上修得すること。
　なお、大学体育授業演習Ⅰ又は体育スポーツ実践的指導演習のいずれかを修得すること。

専
門
基
礎
科
目

開設大学
単位授業科目

博士論文研究能力育成科目

科目区分
修了所要単位数

専
門
科
目

実践的教育能力育成科目

14

2～

実践的研究能力育成科目
2～

－ 106 －



第５条 本学が授与する修士の学位は、修士（体育学）とする。 
２ 前項の規定にかかわらず、筑波大学とのスポーツ国際開発学共同専攻の教育課程を修了した

者の学位は、修士（スポーツ国際開発学）とする。 
３ 本学が授与する博士の学位は、博士（体育学）とする。 
４ 前項の規定にかかわらず、筑波大学との大学体育スポーツ高度化共同専攻の教育課程を修了

した者の学位は、博士（体育スポーツ学）とする。 
 
 （修士及び博士の学位授与の要件） 
第６条 修士の学位の授与は、学則第５１条第１項の規定に基づき、本学大学院修士課程を修了

した者に対し行う。 
２ 博士の学位の授与は、学則第５１条第２項の規定に基づき、本学大学院博士後期課程又は３

年制博士課程を修了した者に対し行う。 
３ 前項に規定するもののほか、本学大学院博士後期課程を経ない者であっても、博士論文を提

出して学位の授与を申請し、その審査に合格し、かつ、本学大学院博士後期課程を修了した者

と同等以上の学力を有することを確認（以下「学力の確認」という。）された者にも授与するこ

とができる。 
 
 （学位論文の提出） 
第７条 修士又は博士の学位の授与を受けようとする者は、所定の学位論文審査願に学位論文及

び別に定める書類を添付し、学長に提出しなければならない。 
２  前条第３項により博士の学位の授与を受けようとする者は、当該学位論文の内容に関連の  

ある博士後期課程研究指導教員１名に紹介教員としての承諾を得るものとする。 
３ 提出する学位論文は、１編とする。この場合において、参考論文を添付することができる。 
４ 学長は、審査のため必要があると認めたときは、学位論文の訳文、模型及び標本等を提出さ

せることができる。 
５ 前条第３項により博士の学位の授与を受けようとする者は、国立大学法人鹿屋体育大学に 

おける授業料その他の費用に関する規程（平成１６年規程第６号）第１２条に規定する学位論

文審査手数料を納入するものとし、学位授与の申請を受理するときに徴収するものとする。 
ただし、前条第３項に規定する者のうち、本学大学院博士後期課程において所定の単位を修得

して退学したときから１年以内に学位の授与を申請した場合は、学位論文審査手数料は免除す

る。 
６ 受理した学位論文及び既納の学位論文審査手数料は、返還しない。 
 
 （学位論文審査の付託） 
第８条 学長は、学位論文を受理したときは、大学院体育学研究科委員会（以下「研究科委員会」

という。）に学位論文の審査及び最終試験又は学力の確認の実施を付託するものとする。 
 
 （学位論文審査委員会） 
第９条 研究科委員会は、前条の付託を受けたときは、当該論文の審査及び最終試験又は学力の

確認を行わせるため、当該学位論文ごとに学位論文審査委員会（以下「審査委員会」という。）

を設置するものとする。 
２ 審査委員会は、主査１名及び副査２名で構成する。ただし、必要に応じて副査の数を増やす

ことができる 
３ 研究科委員会が学位論文の審査に必要があると認めたときは、他の大学院又は研究所等の教

員等の協力を得ることができる。 
４ 審査委員会の委員の選出に関し必要な事項は、別に定める。 
 
 （最終試験） 
第１０条 最終試験は、本学修士課程、博士後期課程及び３年制博士課程の在学生のうち、学位

論文の審査を終了した者に対して行う。 

鹿鹿屋屋体体育育大大学学学学位位規規則則  
    

昭和６３年  ４  月  １  日 
規  則  第   ５   号 

改正 昭和６３年  ５  月２５日  平成１９年 ３ 月２２日  平成３０年 ３ 月 ２ 日 

   規  則  第 ８ 号   規  則  第 １９ 号  規  則  第  ８  号 

   平成 元 年 ７ 月１９日  平成２０年 ４ 月 ３ 日  平成３０年１１月２１日 

   規  則  第 ２ 号  規  則  第 １３ 号  規  則  第 ４３ 号 

   平成 ３ 年 ７ 月１８日  平成２４年１１月１５日  平成３１年４月１９日 

   規  則  第 ６ 号  規  則  第 ２５ 号  規 則 第 １ ８ 号 

   平成１１年 ３ 月１７日  平成２５年 ６ 月１４日  令和 ２年 ３月２６日 

   規  則  第 ７ 号   規  則  第 １４ 号  規 則 第 ６ 号 

   平成１２年 ２ 月 １ 日   平成２７年 ４ 月１６日  令和  年  月  日 

   規  則  第 ３ 号   規  則  第 ３９ 号  規  則  第    号 

   平成１６年  ３  月３１日   平成２８年 ３ 月２５日 

   規  則  第 ４９ 号   規  則  第 ９ 号 

   平成１７年  ２  月  ３  日   平成２９年 ３ 月１０日 

   規  則  第   １   号   規  則  第  ８  号 

     平成１９年 ２ 月 １ 日  平成２９年１０月５日 

   規  則  第  １  号  規   則   第２８号 

 
目次 
 第１章 総則（第１条） 
 第２章 学士の学位（第２条－第４条） 
 第３章 修士及び博士の学位（第５条－第１８条） 
 第４章 雑則（第１９条－第２２条） 
 附則 
 
    第１章 総則 
 
 （趣旨） 
第１条 この規則は、学位規則（昭和２８年文部省令第９号）第１３条並びに鹿屋体育大学学則 

（平成１６年規則第２号。以下「学則」という。）第３５条第２項及び第５３条第５項の規定

に基づき、鹿屋体育大学（以下「本学」という。）が授与する学位について必要な事項を定め

る。 
 
   第２章 学士の学位 
 
 （学士の学位） 
第２条 本学が授与する学士の学位は、学士（体育学）とする。 
 
 （学士の学位授与の要件） 
第３条 学士の学位の授与は、学則第３３条の規定に基づき、本学体育学部を卒業した者に対し

行う。 
 
 （学士の学位授与の認定） 
第４条 学長は、前条の者に対する学士の学位の授与を認定するものとする。 
 
   第３章 修士及び博士の学位 
 
 （修士及び博士の学位） 
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第５条 本学が授与する修士の学位は、修士（体育学）とする。 
２ 前項の規定にかかわらず、筑波大学とのスポーツ国際開発学共同専攻の教育課程を修了した

者の学位は、修士（スポーツ国際開発学）とする。 
３ 本学が授与する博士の学位は、博士（体育学）とする。 
４ 前項の規定にかかわらず、筑波大学との大学体育スポーツ高度化共同専攻の教育課程を修了

した者の学位は、博士（体育スポーツ学）とする。 
 
 （修士及び博士の学位授与の要件） 
第６条 修士の学位の授与は、学則第５１条第１項の規定に基づき、本学大学院修士課程を修了

した者に対し行う。 
２ 博士の学位の授与は、学則第５１条第２項の規定に基づき、本学大学院博士後期課程又は３

年制博士課程を修了した者に対し行う。 
３ 前項に規定するもののほか、本学大学院博士後期課程を経ない者であっても、博士論文を提

出して学位の授与を申請し、その審査に合格し、かつ、本学大学院博士後期課程を修了した者

と同等以上の学力を有することを確認（以下「学力の確認」という。）された者にも授与するこ

とができる。 
 
 （学位論文の提出） 
第７条 修士又は博士の学位の授与を受けようとする者は、所定の学位論文審査願に学位論文及

び別に定める書類を添付し、学長に提出しなければならない。 
２  前条第３項により博士の学位の授与を受けようとする者は、当該学位論文の内容に関連の  

ある博士後期課程研究指導教員１名に紹介教員としての承諾を得るものとする。 
３ 提出する学位論文は、１編とする。この場合において、参考論文を添付することができる。 
４ 学長は、審査のため必要があると認めたときは、学位論文の訳文、模型及び標本等を提出さ

せることができる。 
５ 前条第３項により博士の学位の授与を受けようとする者は、国立大学法人鹿屋体育大学に 

おける授業料その他の費用に関する規程（平成１６年規程第６号）第１２条に規定する学位論

文審査手数料を納入するものとし、学位授与の申請を受理するときに徴収するものとする。 
ただし、前条第３項に規定する者のうち、本学大学院博士後期課程において所定の単位を修得

して退学したときから１年以内に学位の授与を申請した場合は、学位論文審査手数料は免除す

る。 
６ 受理した学位論文及び既納の学位論文審査手数料は、返還しない。 
 
 （学位論文審査の付託） 
第８条 学長は、学位論文を受理したときは、大学院体育学研究科委員会（以下「研究科委員会」

という。）に学位論文の審査及び最終試験又は学力の確認の実施を付託するものとする。 
 
 （学位論文審査委員会） 
第９条 研究科委員会は、前条の付託を受けたときは、当該論文の審査及び最終試験又は学力の

確認を行わせるため、当該学位論文ごとに学位論文審査委員会（以下「審査委員会」という。）

を設置するものとする。 
２ 審査委員会は、主査１名及び副査２名で構成する。ただし、必要に応じて副査の数を増やす

ことができる 
３ 研究科委員会が学位論文の審査に必要があると認めたときは、他の大学院又は研究所等の教

員等の協力を得ることができる。 
４ 審査委員会の委員の選出に関し必要な事項は、別に定める。 
 
 （最終試験） 
第１０条 最終試験は、本学修士課程、博士後期課程及び３年制博士課程の在学生のうち、学位

論文の審査を終了した者に対して行う。 

鹿鹿屋屋体体育育大大学学学学位位規規則則  
    

昭和６３年  ４  月  １  日 
規  則  第   ５   号 

改正 昭和６３年  ５  月２５日  平成１９年 ３ 月２２日  平成３０年 ３ 月 ２ 日 

   規  則  第 ８ 号   規  則  第 １９ 号  規  則  第  ８  号 

   平成 元 年 ７ 月１９日  平成２０年 ４ 月 ３ 日  平成３０年１１月２１日 

   規  則  第 ２ 号  規  則  第 １３ 号  規  則  第 ４３ 号 

   平成 ３ 年 ７ 月１８日  平成２４年１１月１５日  平成３１年４月１９日 

   規  則  第 ６ 号  規  則  第 ２５ 号  規 則 第 １ ８ 号 

   平成１１年 ３ 月１７日  平成２５年 ６ 月１４日  令和 ２年 ３月２６日 

   規  則  第 ７ 号   規  則  第 １４ 号  規 則 第 ６ 号 

   平成１２年 ２ 月 １ 日   平成２７年 ４ 月１６日  令和  年  月  日 

   規  則  第 ３ 号   規  則  第 ３９ 号  規  則  第    号 

   平成１６年  ３  月３１日   平成２８年 ３ 月２５日 

   規  則  第 ４９ 号   規  則  第 ９ 号 

   平成１７年  ２  月  ３  日   平成２９年 ３ 月１０日 

   規  則  第   １   号   規  則  第  ８  号 

     平成１９年 ２ 月 １ 日  平成２９年１０月５日 

   規  則  第  １  号  規   則   第２８号 

 
目次 
 第１章 総則（第１条） 
 第２章 学士の学位（第２条－第４条） 
 第３章 修士及び博士の学位（第５条－第１８条） 
 第４章 雑則（第１９条－第２２条） 
 附則 
 
    第１章 総則 
 
 （趣旨） 
第１条 この規則は、学位規則（昭和２８年文部省令第９号）第１３条並びに鹿屋体育大学学則 

（平成１６年規則第２号。以下「学則」という。）第３５条第２項及び第５３条第５項の規定

に基づき、鹿屋体育大学（以下「本学」という。）が授与する学位について必要な事項を定め

る。 
 
   第２章 学士の学位 
 
 （学士の学位） 
第２条 本学が授与する学士の学位は、学士（体育学）とする。 
 
 （学士の学位授与の要件） 
第３条 学士の学位の授与は、学則第３３条の規定に基づき、本学体育学部を卒業した者に対し

行う。 
 
 （学士の学位授与の認定） 
第４条 学長は、前条の者に対する学士の学位の授与を認定するものとする。 
 
   第３章 修士及び博士の学位 
 
 （修士及び博士の学位） 
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 （学位記） 
第１９条 学長は、学士、修士又は博士の学位の授与を認定された者に学位記を交付するものと

する。 
２  学位記の様式は、別紙様式第１号から別紙様式第６号までのとおりとする。 
 
 （学位名称の使用） 
第２０条 学位の授与を受けた者が、当該学位の名称を使用するときは、「鹿屋体育大学」と付記

しなければならない。 
２ 前項の規定にかかわらず、筑波大学との共同専攻の教育課程を修了し、学位の授与を受けた

者が、当該学位の名称を使用するときは「鹿屋体育大学、筑波大学」と付記しなければならな

い。 
 
 （学位の取消し） 
第２１条 学長は、学位を授与された者が不正の方法により、学位の授与を受けたことが判明し

たときは、教授会又は研究科委員会の議を経て、授与した学位を取消し、学位記を返還させ、

かつ、その旨を公表するものとする。 
２ 第１４条の規定は、学位の授与を取消す場合に準用する。この場合において、同条第１項中

「研究科委員会」とあるのは、学士の学位の取消しにあっては「教授会」と、「学位論文及び最

終試験又は学力の確認」とあるのは、「学位の授与の取消し」と読み替えるものとする。 
 
 （雑則） 
第２２条 この規則に定めるもののほか、学位の授与に関し必要な事項は別に定める。 
 
 
   附 則 
 この規則は、昭和６３年４月１日から施行する。 
 
   附 則（昭６３．５．２５規則第８号） 
 この規則は、昭和６３年５月２５日から施行する。 
 
   附 則（平元．７．１９規則第２号） 
 この規則は、平成元年７月１９日から施行する。 
 
   附 則（平３．７．１８規則第６号） 
 この規則は、平成３年７月１８日から施行する。 
 
   附 則（平１１．３．１７規則第７号） 
 この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 
 
   附 則（平１２．２．１規則第３号） 
 この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 
 
   附 則（平１６．３．３１規則第４９号） 
１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 
２ 第６条第３項の規定は、当分の間適用しない。 
 
   附 則（平１７．２．３規則第１号） 
 この規則は、平成１７年２月３日から施行する。 
 
   附 則（平１９．２．１規則第１号） 

２ 最終試験は、当該学位論文を中心として、これに関連する分野について口述又は筆記により

行うものとする。 
 
 （学力の確認） 
第１１条 学力の確認は、専攻の体育学分野に関し、本学の大学院博士後期課程及び３年制博士

課程修了者と同等以上の学識並びに研究能力について、口述又は筆記によって行う。 
２ 本学の大学院博士後期課程又は３年制博士課程に３年以上在学し、所定の単位を修得して退

学した者が、退学後３年以内に論文を提出したときは、前項の学力の確認を免除することがで

きる。 
 
 （審査の期間） 
第１２条 論文の審査及び最終試験又は学力の確認は、修士については、その在学期間中に、博

士については、論文を受理したときから１年以内に終了しなければならない。 
 
 （結果報告） 
第１３条 審査委員会は、学位論文の審査及び最終試験又は学力の確認の結果（合格又は不合格

の判定を含む。）を研究科委員会に報告しなければならない。 
 
 （研究科委員会の審議） 
第１４条 研究科委員会は、前条の報告に基づき、学位論文及び最終試験又は学力の確認の可否

を審議決定し、その結果を学長に報告するものとする。 
２ 前項の議決は、研究科委員会の構成員（公務出張を命じられた者、休職又は停職中の者を除

く。）の３分の２以上が出席し、その３分の２以上の同意を必要とする。 
 
 （特定課題の研究成果の審査） 
第１５条 学則第５１条第１項の規定により特定の課題についての研究の成果（以下「特定課題

の研究成果」という。）の審査をもって修士論文の審査に代える場合は、第７条から第１０条及

び第１２条から第１４条までの規定を準用する。 
 
 （修士及び博士の学位授与の認定及び報告） 
第１６条 学長は、第１４条第１項の報告に基づき、学位授与の可否を決定し、授与すべき者に

は所定の学位記を交付し、授与できない者には、その旨を本人に通知する。 
２ 学長は、博士の学位を授与したときは、学位簿に登録し、学位規則第１２条の規定により文

部科学大臣に報告するものとする。 
 
 （学位論文要旨の公表） 
第１７条 本学は、博士の学位を授与したときは、授与した日から３月以内に、その論文の内 
 容の要旨及び論文審査の結果の要旨をインターネットの利用により公表するものとする。 
  

  （学位論文の公表） 
第１８条 博士の学位の授与を受けた者は、当該博士の学位を授与された日から１年以内に、当

該博士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとする。ただし、当該博士の学位を授与

される前に既に公表したときは、この限りでない。 
２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場合には、

学長の承認を受けて、当該博士の学位の授与に係る論文の全文に代えてその内容を要約したも

のを公表することができる。この場合において、学長は、その論文の全文を求めに応じて閲覧

に供するものとする。 
３ 博士の学位を授与された者が行う前２項の規定による公表は、インターネットの利用により

行うものとする。 
 
   第４章 雑則 
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 （学位記） 
第１９条 学長は、学士、修士又は博士の学位の授与を認定された者に学位記を交付するものと

する。 
２  学位記の様式は、別紙様式第１号から別紙様式第６号までのとおりとする。 
 
 （学位名称の使用） 
第２０条 学位の授与を受けた者が、当該学位の名称を使用するときは、「鹿屋体育大学」と付記

しなければならない。 
２ 前項の規定にかかわらず、筑波大学との共同専攻の教育課程を修了し、学位の授与を受けた

者が、当該学位の名称を使用するときは「鹿屋体育大学、筑波大学」と付記しなければならな

い。 
 
 （学位の取消し） 
第２１条 学長は、学位を授与された者が不正の方法により、学位の授与を受けたことが判明し

たときは、教授会又は研究科委員会の議を経て、授与した学位を取消し、学位記を返還させ、

かつ、その旨を公表するものとする。 
２ 第１４条の規定は、学位の授与を取消す場合に準用する。この場合において、同条第１項中

「研究科委員会」とあるのは、学士の学位の取消しにあっては「教授会」と、「学位論文及び最

終試験又は学力の確認」とあるのは、「学位の授与の取消し」と読み替えるものとする。 
 
 （雑則） 
第２２条 この規則に定めるもののほか、学位の授与に関し必要な事項は別に定める。 
 
 
   附 則 
 この規則は、昭和６３年４月１日から施行する。 
 
   附 則（昭６３．５．２５規則第８号） 
 この規則は、昭和６３年５月２５日から施行する。 
 
   附 則（平元．７．１９規則第２号） 
 この規則は、平成元年７月１９日から施行する。 
 
   附 則（平３．７．１８規則第６号） 
 この規則は、平成３年７月１８日から施行する。 
 
   附 則（平１１．３．１７規則第７号） 
 この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 
 
   附 則（平１２．２．１規則第３号） 
 この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 
 
   附 則（平１６．３．３１規則第４９号） 
１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 
２ 第６条第３項の規定は、当分の間適用しない。 
 
   附 則（平１７．２．３規則第１号） 
 この規則は、平成１７年２月３日から施行する。 
 
   附 則（平１９．２．１規則第１号） 

２ 最終試験は、当該学位論文を中心として、これに関連する分野について口述又は筆記により

行うものとする。 
 
 （学力の確認） 
第１１条 学力の確認は、専攻の体育学分野に関し、本学の大学院博士後期課程及び３年制博士

課程修了者と同等以上の学識並びに研究能力について、口述又は筆記によって行う。 
２ 本学の大学院博士後期課程又は３年制博士課程に３年以上在学し、所定の単位を修得して退

学した者が、退学後３年以内に論文を提出したときは、前項の学力の確認を免除することがで

きる。 
 
 （審査の期間） 
第１２条 論文の審査及び最終試験又は学力の確認は、修士については、その在学期間中に、博

士については、論文を受理したときから１年以内に終了しなければならない。 
 
 （結果報告） 
第１３条 審査委員会は、学位論文の審査及び最終試験又は学力の確認の結果（合格又は不合格

の判定を含む。）を研究科委員会に報告しなければならない。 
 
 （研究科委員会の審議） 
第１４条 研究科委員会は、前条の報告に基づき、学位論文及び最終試験又は学力の確認の可否

を審議決定し、その結果を学長に報告するものとする。 
２ 前項の議決は、研究科委員会の構成員（公務出張を命じられた者、休職又は停職中の者を除

く。）の３分の２以上が出席し、その３分の２以上の同意を必要とする。 
 
 （特定課題の研究成果の審査） 
第１５条 学則第５１条第１項の規定により特定の課題についての研究の成果（以下「特定課題

の研究成果」という。）の審査をもって修士論文の審査に代える場合は、第７条から第１０条及

び第１２条から第１４条までの規定を準用する。 
 
 （修士及び博士の学位授与の認定及び報告） 
第１６条 学長は、第１４条第１項の報告に基づき、学位授与の可否を決定し、授与すべき者に

は所定の学位記を交付し、授与できない者には、その旨を本人に通知する。 
２ 学長は、博士の学位を授与したときは、学位簿に登録し、学位規則第１２条の規定により文

部科学大臣に報告するものとする。 
 
 （学位論文要旨の公表） 
第１７条 本学は、博士の学位を授与したときは、授与した日から３月以内に、その論文の内 
 容の要旨及び論文審査の結果の要旨をインターネットの利用により公表するものとする。 
  

  （学位論文の公表） 
第１８条 博士の学位の授与を受けた者は、当該博士の学位を授与された日から１年以内に、当

該博士の学位の授与に係る論文の全文を公表するものとする。ただし、当該博士の学位を授与

される前に既に公表したときは、この限りでない。 
２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場合には、

学長の承認を受けて、当該博士の学位の授与に係る論文の全文に代えてその内容を要約したも

のを公表することができる。この場合において、学長は、その論文の全文を求めに応じて閲覧

に供するものとする。 
３ 博士の学位を授与された者が行う前２項の規定による公表は、インターネットの利用により

行うものとする。 
 
   第４章 雑則 
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この規則は、平成１９年２月１日から施行する。

附 則（平１９．３．２２規則第１９号）

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則（平２０．４．３規則第１３号）

この規則は、平成２０年４月３日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。

附 則（平２４．１１．１５規則第２５号）

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平２５．６．１４規則第１４号）

この規則は、平成２５年６月１４日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。

附 則（平２７．４．１６規則第３９号）

この規則は、平成２７年４月１６日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。

附 則（平２８．３．２５規則第９号）

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則（平２９．３．１０規則第８号）

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

附 則（平２９．１０．５規則第２８号）

この規則は、平成２９年１０月５日から施行する。

附 則（平３０．３．２規則第８号）

この規則は、平成３０年３月２日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。

附 則（平３０．１１．２１規則第４３号）

この規則は、平成３０年１１月２１日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。

附 則（平３１．４．１９規則第１８号）

この規則は、令和元年５月１日から施行する。

附 則（令２．３．２６規則第６号）

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。

２ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻に在籍する者については、改正後の第５

条、第６条、第１０条及び第１１条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（令５． ． 規則第 号）

この規則は、令和５年 月 日から施行する。
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１
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１
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条
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学
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の
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この規則は、平成１９年２月１日から施行する。

附 則（平１９．３．２２規則第１９号）

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則（平２０．４．３規則第１３号）

この規則は、平成２０年４月３日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。

附 則（平２４．１１．１５規則第２５号）

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平２５．６．１４規則第１４号）

この規則は、平成２５年６月１４日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。

附 則（平２７．４．１６規則第３９号）

この規則は、平成２７年４月１６日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。

附 則（平２８．３．２５規則第９号）

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則（平２９．３．１０規則第８号）

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

附 則（平２９．１０．５規則第２８号）

この規則は、平成２９年１０月５日から施行する。

附 則（平３０．３．２規則第８号）

この規則は、平成３０年３月２日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。

附 則（平３０．１１．２１規則第４３号）

この規則は、平成３０年１１月２１日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。

附 則（平３１．４．１９規則第１８号）

この規則は、令和元年５月１日から施行する。

附 則（令２．３．２６規則第６号）

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。

２ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻に在籍する者については、改正後の第５

条、第６条、第１０条及び第１１条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（令５． ． 規則第 号）

この規則は、令和５年 月 日から施行する。
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鹿鹿屋屋体体育育大大学学学学位位細細則則 
 

昭和６３年７月 ７ 日  

細 則 第 ５ 号 

   改正   平成 元 年７月１９日     平成１７年 ２ 月 ３ 日    平成３１年４月１９日 

細  則  第 ２ 号    細 則 第 １ 号   細 則 第 １ ２ 号 

平成６年 ９ 月２２日    平成１９年３月２２日   令 和元年１ ２月３日 

細  則  第 ７ 号     細 則 第 ４ 号   細 則 第 ２ １ 号 
平成１０年１２月２８日    平 成２０年 ４月３日   令 和２年３ 月２６日 

細  則  第 ２ 号     細 則 第 １ ４ 号   細 則 第 ５ 号 

平成１２年 ２ 月 １ 日    平成２４年２月２３日   令 和３年３ 月２６日 

細  則  第 １ 号    細 則 第 １ 号   細 則 第 ６ 号 

平成１２年 ３ 月１７日    平成２４年１２月１３日   令 和 ３ 年 ７ 月 １ 日 

細  則  第 ３ 号     細 則 第 １ ７ 号   細 則 第 １ ７ 号 

平成１２年 ７ 月２７日    平成２６年６月２７日   令和  年  月  日 

細  則  第 ６ 号      細 則 第 ３ 号   細  則  第    号 
平成１４年 ９ 月２６日  平成２９年７月２６日 

細  則  第 ２  号     細  則  第 １ ０ 号 

平成１６年 ３ 月３１日  平成３０年 ３ 月 ２ 日 
細  則  第 １７ 号   細  則  第 ４ 号 
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 第１章 総則（第１条－第２条） 

 第２章 修士の学位論文（第３条－第１４条） 

 第３章 課程博士の学位論文（第１５条－第２３条） 

 第４章 論文博士の学位論文（第２４条－第３２条） 

 第５章 雑則（第３３条－第３５条） 

 附則 

 

   第１章 総則 

 

 （趣旨） 

第１条 この細則は、鹿屋体育大学学位規則（以下「規則」という。）第２２条の規定に基づき、

学位の授与に関し必要な事項を定める。 

 

 （定義） 

第２条 この細則において「課程博士」とは、規則６条第２項の規定により授与される博士の学

位を、「論文博士」とは、規則第６条第３項の規定により授与される博士の学位をいう。 

 

   第２章 修士の学位論文 

 

 （学位論文題目の届出） 

第３条 学位論文を提出しようとする者は、学位論文の研究指導を担当する教員（以下「指導教

員」という。）の指導を受け、別に定める日までに、学位論文題目届（別紙様式第１号）を学

長に提出しなければならない。 

２ 学位論文題目届を提出後、学位論文の題目を変更する必要が生じたときは、指導教員の承認
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鹿鹿屋屋体体育育大大学学学学位位細細則則 
 

昭和６３年７月 ７ 日  

細 則 第 ５ 号 

   改正   平成 元 年７月１９日     平成１７年 ２ 月 ３ 日    平成３１年４月１９日 

細  則  第 ２ 号    細 則 第 １ 号   細 則 第 １ ２ 号 

平成６年 ９ 月２２日    平成１９年３月２２日   令 和元年１ ２月３日 

細  則  第 ７ 号     細 則 第 ４ 号   細 則 第 ２ １ 号 
平成１０年１２月２８日    平 成２０年 ４月３日   令 和２年３ 月２６日 

細  則  第 ２ 号     細 則 第 １ ４ 号   細 則 第 ５ 号 

平成１２年 ２ 月 １ 日    平成２４年２月２３日   令 和３年３ 月２６日 

細  則  第 １ 号    細 則 第 １ 号   細 則 第 ６ 号 

平成１２年 ３ 月１７日    平成２４年１２月１３日   令 和 ３ 年 ７ 月 １ 日 

細  則  第 ３ 号     細 則 第 １ ７ 号   細 則 第 １ ７ 号 

平成１２年 ７ 月２７日    平成２６年６月２７日   令和  年  月  日 

細  則  第 ６ 号      細 則 第 ３ 号   細  則  第    号 
平成１４年 ９ 月２６日  平成２９年７月２６日 

細  則  第 ２  号     細  則  第 １ ０ 号 

平成１６年 ３ 月３１日  平成３０年 ３ 月 ２ 日 
細  則  第 １７ 号   細  則  第 ４ 号 

 

目次 

 第１章 総則（第１条－第２条） 

 第２章 修士の学位論文（第３条－第１４条） 

 第３章 課程博士の学位論文（第１５条－第２３条） 

 第４章 論文博士の学位論文（第２４条－第３２条） 

 第５章 雑則（第３３条－第３５条） 

 附則 

 

   第１章 総則 

 

 （趣旨） 

第１条 この細則は、鹿屋体育大学学位規則（以下「規則」という。）第２２条の規定に基づき、

学位の授与に関し必要な事項を定める。 

 

 （定義） 

第２条 この細則において「課程博士」とは、規則６条第２項の規定により授与される博士の学

位を、「論文博士」とは、規則第６条第３項の規定により授与される博士の学位をいう。 

 

   第２章 修士の学位論文 

 

 （学位論文題目の届出） 

第３条 学位論文を提出しようとする者は、学位論文の研究指導を担当する教員（以下「指導教

員」という。）の指導を受け、別に定める日までに、学位論文題目届（別紙様式第１号）を学

長に提出しなければならない。 

２ 学位論文題目届を提出後、学位論文の題目を変更する必要が生じたときは、指導教員の承認
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平成 元 年７月１９日  

細　　則　　第　２　号

平成６年 ９ 月２２日

細　　則　　第 ７ 号

平成１０年１２月２８日

細　　則　　第 ２ 号

平成１２年 ２ 月 １ 日

細　　則　　第　１　号

平成１２年 ３ 月１７日

細　　則　　第 ３ 号

平成１２年 ７ 月２７日

細　　則　　第 ６ 号

平成１４年 ９ 月２６日

細　　則　　第　２  号

平成１６年 ３ 月３１日

細　　則　　第 １７ 号

平成３１年４月１９日

細 則 第 １ ２ 号

令 和 元 年 １ ２ 月 ３ 日

細 則 第 ２ １ 号

令 和 ２ 年 ３ 月 ２ ６ 日

細 則 第 ５ 号

令 和 ３ 年 ３ 月 ２ ６ 日

細 則 第 ６ 号

令 和 ３ 年 ７ 月 １ 日

細 則 第 １ ７ 号

令和　　年　　月　　日

細 則 第　　　　 号

平成１７年 ２ 月 ３ 日

細 則 第 １ 号

平成１９年３月２２日

細 則 第 ４ 号

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 ３ 日

細 則 第 １ ４ 号

平成２４年２月２３日

細 則 第 １ 号

平成２４年１２月１３日

細 則 第 １ ７ 号

平成２６年６月２７日

細 則 第 ３ 号

平成２９年７月２６日

細　 則　 第 １ ０ 号

平成３０年 ３ 月 ２ 日

細　　則　　第　４　号
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様式第５号）により学長に推薦するものとする。 

３ 規則第９条第３項の規定により、他の大学院又は研究所等の教員等を加える場合は、当該委

員候補者の履歴書（別紙様式第６号）を添付しなければならない。 

４ 審査委員会の委員は、研究科委員会において選出するものとする。 

 

 （学位論文の審査及び最終試験） 

第１０条 審査委員会は、学位論文の審査及び最終試験を別に定める日までに行うものとする。 

２ 審査委員会は、当該学生に対して最終試験の期日及び方法を当該試験日の７日前までに通知

しなければならない。 

３ 学位論文の審査基準は、別に定める。 

４ 最終試験は、次条に規定する学位論文発表会をもってあてることができる。 

５ 審査委員会は、必要に応じて再度、学位論文の審査、最終試験（以下、第２９条までにおい

て「再審査」という。）を実施することができるものとする。 

 

 （学位論文発表会） 

第１１条 審査委員会は、学位論文発表会を公開で行わなければならない。 

２ 審査委員会は、前項の学位論文発表会を行うときは、期日及び方法等を当該発表会の７日前

までに公示しなければならない。 

３ 審査委員会の委員は、学位論文発表会に出席するものとする。 

 

 （研究科委員会への報告） 

第１２条 規則第１３条に規定する研究科委員会への報告は、学位論文審査・最終試験結果報告

書（別紙様式第７号）により別に定める日までに行うものとする。 

 

 （特定課題の研究成果の審査）  

第１３条 鹿屋体育大学学則第５１条第１項の規定により特定の課題についての研究の成果（以

下「特定課題の研究成果」という。）の審査をもって修士論文の審査に代える場合は、第３条

から第１１条までの規定を準用する。 

 

 （学位論文変更の届出） 

第１４条 第３条第１項に規定する学位論文題目届を提出後、学位論文の審査を修士論文から特

定課題の研究成果に、又は特定課題の研究成果から修士論文に変更する必要が生じたときは、

指導教員の承認を得て、別に定める日までに、学位論文変更届（別紙様式第８号）を学長に提

出しなければならない。 

 

 （学長への報告） 

第１５条 規則第１４条第１項に規定する学長への報告は、課程（修士・博士）修了審議結果報

告書（別紙様式第９号）により行うものとする。 

 

   第３章 課程博士の学位論文 

 

   （学位論文指導研究会） 

第１６条 本学大学院博士後期課程又は３年制博士課程の修了を予定している者は、公開で行う

を得て、別に定める日までに、学位論文題目変更届（別紙様式第２号）を学長に提出しなけれ

ばならない。 

 

 （学位論文構想発表会） 
第４条 本学大学院修士課程（以下「修士課程」という。）の修了を予定している者は、学位論

文構想発表会において、作成を予定している学位論文について発表しなければならない。 

２ 学位論文構想発表会の実施時期、実施方法等については、別に定める。 
 

 （学位論文中間発表会） 

第５条 修士課程の修了を予定している者は、公開で行う学位論文中間発表会において、研究内

容を発表しなければならない。 

２ 学位論文中間発表会の実施時期、実施方法等については、別に定める。 
 
 （学位論文の提出資格） 

第６条 学位論文を提出することができる者は、前条第１項に規定する学位論文中間発表を経た

者で、次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 修士課程に２年以上在学する者で、所定の単位を修得した者又は学位論文提出日の属する

学期末までに修得する見込みが確実な者で、指導教員が提出を認めた者 

 (2) 修士課程に１年以上在学する者で、大学院体育学研究科委員会（以下「研究科委員会」と

いう。）が鹿屋体育大学学則第５１条第１項ただし書に該当すると認めた者 

２ 前項第２号に規定する者は、早期修了の適用に係る審査を経なければならない。 

３ 早期修了の適用に係る審査の取扱いについては、別に定める。 

  

 （学位論文等の提出方法等） 

第７条 学位論文を提出しようとする者は、指導教員の承認を得て、次の各号に掲げる申請書類

を学長に提出するものとする。 

 (1) 学位論文審査願（別紙様式第３号） 

 (2) 学位論文 １編（正本１部，副本２部） 

 (3) 学位論文概要 ３部（別紙様式第４号） 

２ 学位論文等の提出期間は、次のとおりとする。 

 (1) ３月修了予定者 １２月２０日～１月１５日 

  (2) ９月修了予定者 ５月２０日～６月１０日 
３ 第１項に加え、共同専攻在学の者は、筑波大学所定の様式も併せて提出するものとする。 

 

 （学位論文受理の決定） 

第８条 学位論文の受理の可否は、研究科教務委員会において決定するものとする。 

                                      

 （学位論文審査委員会委員） 

第９条 規則第９条第２項に規定する学位論文審査委員会（以下「審査委員会」という。）の委

員は、指導教員が主査となり、副指導教員のうち１名が副査になることができるものとする。

残りの副査は、研究科担当を命じられた教員（当該学位論文の内容に関連する教授、准教授又

は講師）の中から選出するものとする。 

２ 指導教員は、学位論文ごとに審査委員候補者として、学位論文審査委員会委員推薦書（別紙
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様式第５号）により学長に推薦するものとする。 

３ 規則第９条第３項の規定により、他の大学院又は研究所等の教員等を加える場合は、当該委

員候補者の履歴書（別紙様式第６号）を添付しなければならない。 

４ 審査委員会の委員は、研究科委員会において選出するものとする。 

 

 （学位論文の審査及び最終試験） 

第１０条 審査委員会は、学位論文の審査及び最終試験を別に定める日までに行うものとする。 

２ 審査委員会は、当該学生に対して最終試験の期日及び方法を当該試験日の７日前までに通知

しなければならない。 

３ 学位論文の審査基準は、別に定める。 

４ 最終試験は、次条に規定する学位論文発表会をもってあてることができる。 

５ 審査委員会は、必要に応じて再度、学位論文の審査、最終試験（以下、第２９条までにおい

て「再審査」という。）を実施することができるものとする。 

 

 （学位論文発表会） 

第１１条 審査委員会は、学位論文発表会を公開で行わなければならない。 

２ 審査委員会は、前項の学位論文発表会を行うときは、期日及び方法等を当該発表会の７日前

までに公示しなければならない。 

３ 審査委員会の委員は、学位論文発表会に出席するものとする。 

 

 （研究科委員会への報告） 

第１２条 規則第１３条に規定する研究科委員会への報告は、学位論文審査・最終試験結果報告

書（別紙様式第７号）により別に定める日までに行うものとする。 

 

 （特定課題の研究成果の審査）  

第１３条 鹿屋体育大学学則第５１条第１項の規定により特定の課題についての研究の成果（以

下「特定課題の研究成果」という。）の審査をもって修士論文の審査に代える場合は、第３条

から第１１条までの規定を準用する。 

 

 （学位論文変更の届出） 

第１４条 第３条第１項に規定する学位論文題目届を提出後、学位論文の審査を修士論文から特

定課題の研究成果に、又は特定課題の研究成果から修士論文に変更する必要が生じたときは、

指導教員の承認を得て、別に定める日までに、学位論文変更届（別紙様式第８号）を学長に提

出しなければならない。 

 

 （学長への報告） 

第１５条 規則第１４条第１項に規定する学長への報告は、課程（修士・博士）修了審議結果報

告書（別紙様式第９号）により行うものとする。 

 

   第３章 課程博士の学位論文 

 

   （学位論文指導研究会） 

第１６条 本学大学院博士後期課程又は３年制博士課程の修了を予定している者は、公開で行う

を得て、別に定める日までに、学位論文題目変更届（別紙様式第２号）を学長に提出しなけれ

ばならない。 

 

 （学位論文構想発表会） 
第４条 本学大学院修士課程（以下「修士課程」という。）の修了を予定している者は、学位論

文構想発表会において、作成を予定している学位論文について発表しなければならない。 

２ 学位論文構想発表会の実施時期、実施方法等については、別に定める。 
 

 （学位論文中間発表会） 

第５条 修士課程の修了を予定している者は、公開で行う学位論文中間発表会において、研究内

容を発表しなければならない。 

２ 学位論文中間発表会の実施時期、実施方法等については、別に定める。 
 
 （学位論文の提出資格） 

第６条 学位論文を提出することができる者は、前条第１項に規定する学位論文中間発表を経た

者で、次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 修士課程に２年以上在学する者で、所定の単位を修得した者又は学位論文提出日の属する

学期末までに修得する見込みが確実な者で、指導教員が提出を認めた者 

 (2) 修士課程に１年以上在学する者で、大学院体育学研究科委員会（以下「研究科委員会」と

いう。）が鹿屋体育大学学則第５１条第１項ただし書に該当すると認めた者 

２ 前項第２号に規定する者は、早期修了の適用に係る審査を経なければならない。 

３ 早期修了の適用に係る審査の取扱いについては、別に定める。 

  

 （学位論文等の提出方法等） 

第７条 学位論文を提出しようとする者は、指導教員の承認を得て、次の各号に掲げる申請書類

を学長に提出するものとする。 

 (1) 学位論文審査願（別紙様式第３号） 

 (2) 学位論文 １編（正本１部，副本２部） 

 (3) 学位論文概要 ３部（別紙様式第４号） 

２ 学位論文等の提出期間は、次のとおりとする。 

 (1) ３月修了予定者 １２月２０日～１月１５日 

  (2) ９月修了予定者 ５月２０日～６月１０日 
３ 第１項に加え、共同専攻在学の者は、筑波大学所定の様式も併せて提出するものとする。 

 

 （学位論文受理の決定） 

第８条 学位論文の受理の可否は、研究科教務委員会において決定するものとする。 

                                      

 （学位論文審査委員会委員） 

第９条 規則第９条第２項に規定する学位論文審査委員会（以下「審査委員会」という。）の委

員は、指導教員が主査となり、副指導教員のうち１名が副査になることができるものとする。

残りの副査は、研究科担当を命じられた教員（当該学位論文の内容に関連する教授、准教授又

は講師）の中から選出するものとする。 

２ 指導教員は、学位論文ごとに審査委員候補者として、学位論文審査委員会委員推薦書（別紙
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 （学位論文の審査及び最終試験） 

第２１条 審査委員会は、学位論文の審査及び最終試験を別に定める日までに行うものとする。 

２ 審査委員会は、当該学生に対して最終試験の期日及び方法を当該試験日の７日前までに通知

しなければならない。 

３ 学位論文の審査基準は、別に定める。 

４ 最終試験は、次条に規定する学位論文発表会をもってあてる。 

 

 （学位論文発表会）  

第２２条 審査委員会は、学位論文発表会を公開で行わなければならない。 
２ 審査委員会は、前項の学位論文発表会を行うときは、期日及び方法等を当該発表会の７日前

までに公示しなければならない。 

３ 審査委員会の委員は、学位論文発表会に出席するものとする。 

 

 （研究科委員会への報告） 

第２３条 規則第１３条に規定する研究科委員会への報告は、学位論文審査・最終試験結果報告

書（別紙様式第７号）により審査終了後７日以内に行うものとする。 

 

（学長への報告） 

第２４条 規則第１４条第１項に規定する学長への報告は、課程（修士・博士）修了審結果報告

書（別紙様式第９号）により行うものとする。 

 

   第４章 論文博士の学位論文 

 

 （学位論文の提出資格） 

第２５条 論文博士の学位論文を提出することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 本学大学院博士後期課程又は３年制博士課程に３年以上在学し、所定の単位を修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた後退学した者 

 (2) 規則第５条第３項に規定する学位（博士（体育学））を希望する者のうち、大学卒業後７

年以上又は大学院博士前期課程（修士課程）修了後４年以上の研究歴を有し、かつ、鹿屋体

育大学研究生規則第３条第２項に規定する研究生（以下「本学研究生」という。）として１

年以上の研究歴を有する者。ただし、本学に常時勤務する教員については、本学研究生とし

ての研究歴は要しない。 

 (3) 規則第５条第３項に規定する学位（博士（体育学））を希望する者のうち、前号に掲げる

者と同等以上の研究歴を有し、かつ、本学研究生として１年以上の研究歴を有する者。 

２ 研究歴とは次の各号に掲げるものとする。 

  (1) 大学、短期大学及び高等専門学校の職員として研究に従事した期間 

 (2) 大学の研究生として研究に従事した期間 

 (3) 大学院の学生として在学した期間 

 (4) 官公庁、会社等において研究に従事した期間 

 (5）その他、研究科委員会において前各号と同等以上と認める研究に従事した期間 

 

 （外国語試験） 

学位論文指導研究会において、研究内容を発表しなければならない。 

２ 学位論文指導研究会の実施時期、実施方法等については、別に定める。 

 

 （学位論文の提出資格） 

第１７条 学位論文を提出することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 博士後期課程又は３年制博士課程に３年以上在学する者で、所定の単位を修得した者又は

学位論文提出日の属する学期末までに修得する見込みが確実な者で、指導教員が提出を認め

た者 

  (2) 博士後期課程に１年以上在学する者で、研究科委員会が鹿屋体育大学学則第５１条第２項

ただし書に該当すると認めた者 

２ 前項第２号に規定する者は、学位論文の提出に先立ち、早期修了の適用に係る審査を経なけ

ればならない。 

３  早期修了の適用に係る審査の取扱いについては、別に定める。 

 

 （学位論文等の提出方法等） 

第１８条 学位論文を提出しようとする者は、指導教員の承認を得て、次の各号に掲げる申請書

類を、学長に提出するものとする。 

 (1) 学位論文審査願（別紙様式第１０号） 

 (2) 学位論文 １編（正本１部，副本３部） 

 (3) 学位論文概要 ４部（別紙様式第４号） 

 (4) 論文目録 ４部（別紙様式第１１号） 

 (5) 履歴書 １部（別紙様式第１２号） 

 (6) 許諾書 １部（別紙様式第１８号） 

２ 前項第６号の許諾書において、全文の公表の一時的な保留を希望した場合、保留事由の消滅

後速やかに「博士論文（全文）公表の一時的な保留事由消滅に係る届出書（別紙様式第１９

号）」を、学長に提出するものとする。 

３ 学位論文等の提出期間は、次のとおりとする。 

 (1) ３月修了予定者 １２月２０日～１月１５日 

  (2) ９月修了予定者 ５月２０日～６月１０日 

４ 第１項に加え、共同専攻在学の者は、筑波大学所定の様式も併せて提出するものとする。 

 

 （学位論文受理の決定） 

第１９条 学位論文の受理の可否は、研究科教務委員会において決定するものとする。 

 

 （審査委員会委員） 

第２０条 審査委員会の委員は、指導教員が主査となり、副指導教員のうち１名が副査になるこ

とができるものとする。残りの副査は、研究科担当を命じられた教員（当該学位論文の内容

に関連する教授、准教授又は講師）の中から選出するものとする。 

２ 指導教員は、学位論文ごとに審査委員候補者として、学位論文審査委員会委員推薦書（別紙

様式第５号）により、学長に推薦するものとする。 

３ 規則第９条第３項の規定により、他の大学院又は研究所等の教員等を加える場合は、当該委

員候補者の履歴書（別紙様式第６号）を添付しなければならない。 

４ 審査委員会の委員は、研究科委員会において選出するものとする。 
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 （学位論文の審査及び最終試験） 

第２１条 審査委員会は、学位論文の審査及び最終試験を別に定める日までに行うものとする。 

２ 審査委員会は、当該学生に対して最終試験の期日及び方法を当該試験日の７日前までに通知

しなければならない。 

３ 学位論文の審査基準は、別に定める。 

４ 最終試験は、次条に規定する学位論文発表会をもってあてる。 

 

 （学位論文発表会）  

第２２条 審査委員会は、学位論文発表会を公開で行わなければならない。 
２ 審査委員会は、前項の学位論文発表会を行うときは、期日及び方法等を当該発表会の７日前

までに公示しなければならない。 

３ 審査委員会の委員は、学位論文発表会に出席するものとする。 

 

 （研究科委員会への報告） 

第２３条 規則第１３条に規定する研究科委員会への報告は、学位論文審査・最終試験結果報告

書（別紙様式第７号）により審査終了後７日以内に行うものとする。 

 

（学長への報告） 

第２４条 規則第１４条第１項に規定する学長への報告は、課程（修士・博士）修了審結果報告

書（別紙様式第９号）により行うものとする。 

 

   第４章 論文博士の学位論文 

 

 （学位論文の提出資格） 

第２５条 論文博士の学位論文を提出することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 本学大学院博士後期課程又は３年制博士課程に３年以上在学し、所定の単位を修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた後退学した者 

 (2) 規則第５条第３項に規定する学位（博士（体育学））を希望する者のうち、大学卒業後７

年以上又は大学院博士前期課程（修士課程）修了後４年以上の研究歴を有し、かつ、鹿屋体

育大学研究生規則第３条第２項に規定する研究生（以下「本学研究生」という。）として１

年以上の研究歴を有する者。ただし、本学に常時勤務する教員については、本学研究生とし

ての研究歴は要しない。 

 (3) 規則第５条第３項に規定する学位（博士（体育学））を希望する者のうち、前号に掲げる

者と同等以上の研究歴を有し、かつ、本学研究生として１年以上の研究歴を有する者。 

２ 研究歴とは次の各号に掲げるものとする。 

  (1) 大学、短期大学及び高等専門学校の職員として研究に従事した期間 

 (2) 大学の研究生として研究に従事した期間 

 (3) 大学院の学生として在学した期間 

 (4) 官公庁、会社等において研究に従事した期間 

 (5）その他、研究科委員会において前各号と同等以上と認める研究に従事した期間 

 

 （外国語試験） 

学位論文指導研究会において、研究内容を発表しなければならない。 

２ 学位論文指導研究会の実施時期、実施方法等については、別に定める。 

 

 （学位論文の提出資格） 

第１７条 学位論文を提出することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 博士後期課程又は３年制博士課程に３年以上在学する者で、所定の単位を修得した者又は

学位論文提出日の属する学期末までに修得する見込みが確実な者で、指導教員が提出を認め

た者 

  (2) 博士後期課程に１年以上在学する者で、研究科委員会が鹿屋体育大学学則第５１条第２項

ただし書に該当すると認めた者 

２ 前項第２号に規定する者は、学位論文の提出に先立ち、早期修了の適用に係る審査を経なけ

ればならない。 

３  早期修了の適用に係る審査の取扱いについては、別に定める。 

 

 （学位論文等の提出方法等） 

第１８条 学位論文を提出しようとする者は、指導教員の承認を得て、次の各号に掲げる申請書

類を、学長に提出するものとする。 

 (1) 学位論文審査願（別紙様式第１０号） 

 (2) 学位論文 １編（正本１部，副本３部） 

 (3) 学位論文概要 ４部（別紙様式第４号） 

 (4) 論文目録 ４部（別紙様式第１１号） 

 (5) 履歴書 １部（別紙様式第１２号） 

 (6) 許諾書 １部（別紙様式第１８号） 

２ 前項第６号の許諾書において、全文の公表の一時的な保留を希望した場合、保留事由の消滅

後速やかに「博士論文（全文）公表の一時的な保留事由消滅に係る届出書（別紙様式第１９

号）」を、学長に提出するものとする。 

３ 学位論文等の提出期間は、次のとおりとする。 

 (1) ３月修了予定者 １２月２０日～１月１５日 

  (2) ９月修了予定者 ５月２０日～６月１０日 

４ 第１項に加え、共同専攻在学の者は、筑波大学所定の様式も併せて提出するものとする。 

 

 （学位論文受理の決定） 

第１９条 学位論文の受理の可否は、研究科教務委員会において決定するものとする。 

 

 （審査委員会委員） 

第２０条 審査委員会の委員は、指導教員が主査となり、副指導教員のうち１名が副査になるこ

とができるものとする。残りの副査は、研究科担当を命じられた教員（当該学位論文の内容

に関連する教授、准教授又は講師）の中から選出するものとする。 

２ 指導教員は、学位論文ごとに審査委員候補者として、学位論文審査委員会委員推薦書（別紙

様式第５号）により、学長に推薦するものとする。 

３ 規則第９条第３項の規定により、他の大学院又は研究所等の教員等を加える場合は、当該委

員候補者の履歴書（別紙様式第６号）を添付しなければならない。 

４ 審査委員会の委員は、研究科委員会において選出するものとする。 
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 （学位論文の審査及び学力の確認） 

第３０条 審査委員会は、学位論文の審査及び学力の確認を別に定める日までに行うものとする。 

２ 審査委員会は、当該申請者に対して学力の確認の期日及び方法を当該確認日の７日前までに

通知しなければならない。 

３ 学位論文の審査基準は、別に定める。 

４ 学力の確認は、次条に規定する学位論文発表会をもってあてることができる。 

 （学位論文発表会）  

第３１条 審査委員会は、学位論文発表会を公開で行わなければならない。 

２ 審査委員会は、前項の学位論文発表会を行うときは、期日及び方法等を当該発表会の７日前

までに公示しなければならない。 

３ 審査委員会の委員は、学位論文発表会に出席するものとする。 

 （研究科委員会への報告） 

第３２条 規則第１３条に規定する研究科委員会への報告は、学位論文審査・学力の確認結果報

告書（別紙様式第１６号）により審査終了後７日以内に行うものとする。 

 （学長への報告） 

第３３条 規則第１４条第１項に規定する学長への報告は、論文博士の学位授与審議結果報告書

（別紙様式第１７号）により行うものとする。 

第５章 雑則 

 （学位授与の時期） 

第３４条 学位授与の日付は、次のとおりとする。 

(1) 修士及び課程博士については、修了式の日又は学長決裁日

(2) 論文博士については、学長決裁日

 （期日の変更） 

第３５条 第７条第２項及び第１８条第３項に規定する期日が土曜日の場合は前日、日曜日の場

合は翌日とする。 

 （雑則） 

第３６条 この細則に規定するもののほか、学位の授与に関し必要な事項は、別に定める。

附 則  

１ この細則は、昭和６３年７月７日から施行する。 

２ 第２条に定める指導教官は、当分の間教授とする。 

３ 第２条第１項の定めにかかわらず、昭和６３年度入学者については昭和６３年７月末日まで

に提出するのとする。 

附 則（平元．７．１９細則第２号） 

第２６条 論文博士の学位を受けようとする者は、あらかじめ本学体育学研究科が実施する外国

語試験に合格していなければならない。 

２ 外国語試験は、英語とする。 

３ 外国語試験の実施に関して必要な事項は、別に定める。 

４ 論文博士の学位を受けようとする者のうち、次のいずれかに該当する者は外国語試験を免除

することができる。 

 (1) 第２５条第１項第１号に規定する者で、退学後３年以内に学位論文の提出を予定している

者 

 (2) 経歴及び研究業績により、英語力があると研究科教務委員会が認める者 

 

 （学位論文等の提出方法等） 

第２７条 学位論文を提出しようとする者は、規則第７条第２項に規定する紹介教員（以下｢紹

介教員｣という。）の推薦を受けて、次の各号に掲げる申請書類に論文審査手数料を添えて、

学長に提出するものとする。 

 (1) 学位論文審査願（別紙様式第１３号） 

 (2) 学位論文（主論文１編、副論文２編）（正本１部、副本３部） 

 (3) 学位論文概要 ４部（別紙様式第４号） 

 (4) 論文目録 ４部（別紙様式第１１号） 

 (5) 履歴書 １部 （別紙様式第１２号）  

 (6) 最終学歴の卒業（修了）証明書 １通 

 (7) 研究業績書（別紙様式第１４号） ４部  

  (8) 紹介状（別紙様式第１５号） 

 (9) 許諾書 １部（別紙様式第１８号） 

２ 前項第９号の許諾書において、全文の公表の一時的な保留を希望した場合、保留事由の消滅

後速やかに「博士論文（全文）公表の一時的な保留事由消滅に係る届出書（別紙様式第１９

号）」を、学長に提出するものとする。 

３ 学位論文等の提出期限は、５月末日又は１２月末日のいずれかとする。 

 

 （学位論文受理の決定） 

第２８条 学位論文の受理の可否は、研究科教務委員会において決定するものとする。 

 

 （審査委員会委員） 

第２９条 審査委員会の委員は、紹介教員が主査になるものとする。 

２ 紹介教員は、学位論文ごとに審査委員候補者として、研究科担当を命じられた教員（当該学

位論文の内容に関連する教授、准教授又は講師）を学位論文審査委員会委員推薦書（別紙様式

第５号）により、学長に推薦するものとする。 

３ 規則第９条第３項の規定により、他の大学院又は研究所等の教員等を加える場合は、当該委

員候補者の履歴書（別紙様式第６号）を添付しなければならない。 

４ 審査委員会の委員は、研究科委員会において選出するものとする。 

５ 第２５条第１項第１号に規定する者で、退学後３年以内に学位論文の提出を予定している者

については、審査委員会委員のうち１名は、その者が本学大学院博士後期課程又は３年制博士

課程在学時の指導教員及び副指導教員以外の者から選出するものとする。 
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 （学位論文の審査及び学力の確認） 

第３０条 審査委員会は、学位論文の審査及び学力の確認を別に定める日までに行うものとする。 

２ 審査委員会は、当該申請者に対して学力の確認の期日及び方法を当該確認日の７日前までに

通知しなければならない。 

３ 学位論文の審査基準は、別に定める。 

４ 学力の確認は、次条に規定する学位論文発表会をもってあてることができる。 

 （学位論文発表会）  

第３１条 審査委員会は、学位論文発表会を公開で行わなければならない。 

２ 審査委員会は、前項の学位論文発表会を行うときは、期日及び方法等を当該発表会の７日前

までに公示しなければならない。 

３ 審査委員会の委員は、学位論文発表会に出席するものとする。 

 （研究科委員会への報告） 

第３２条 規則第１３条に規定する研究科委員会への報告は、学位論文審査・学力の確認結果報

告書（別紙様式第１６号）により審査終了後７日以内に行うものとする。 

 （学長への報告） 

第３３条 規則第１４条第１項に規定する学長への報告は、論文博士の学位授与審議結果報告書

（別紙様式第１７号）により行うものとする。 

第５章 雑則 

 （学位授与の時期） 

第３４条 学位授与の日付は、次のとおりとする。 

(1) 修士及び課程博士については、修了式の日又は学長決裁日

(2) 論文博士については、学長決裁日

 （期日の変更） 

第３５条 第７条第２項及び第１８条第３項に規定する期日が土曜日の場合は前日、日曜日の場

合は翌日とする。 

 （雑則） 

第３６条 この細則に規定するもののほか、学位の授与に関し必要な事項は、別に定める。

附 則  

１ この細則は、昭和６３年７月７日から施行する。 

２ 第２条に定める指導教官は、当分の間教授とする。 

３ 第２条第１項の定めにかかわらず、昭和６３年度入学者については昭和６３年７月末日まで

に提出するのとする。 

附 則（平元．７．１９細則第２号） 

第２６条 論文博士の学位を受けようとする者は、あらかじめ本学体育学研究科が実施する外国

語試験に合格していなければならない。 

２ 外国語試験は、英語とする。 

３ 外国語試験の実施に関して必要な事項は、別に定める。 

４ 論文博士の学位を受けようとする者のうち、次のいずれかに該当する者は外国語試験を免除

することができる。 

 (1) 第２５条第１項第１号に規定する者で、退学後３年以内に学位論文の提出を予定している

者 

 (2) 経歴及び研究業績により、英語力があると研究科教務委員会が認める者 

 

 （学位論文等の提出方法等） 

第２７条 学位論文を提出しようとする者は、規則第７条第２項に規定する紹介教員（以下｢紹

介教員｣という。）の推薦を受けて、次の各号に掲げる申請書類に論文審査手数料を添えて、

学長に提出するものとする。 

 (1) 学位論文審査願（別紙様式第１３号） 

 (2) 学位論文（主論文１編、副論文２編）（正本１部、副本３部） 

 (3) 学位論文概要 ４部（別紙様式第４号） 

 (4) 論文目録 ４部（別紙様式第１１号） 

 (5) 履歴書 １部 （別紙様式第１２号）  

 (6) 最終学歴の卒業（修了）証明書 １通 

 (7) 研究業績書（別紙様式第１４号） ４部  

  (8) 紹介状（別紙様式第１５号） 

 (9) 許諾書 １部（別紙様式第１８号） 

２ 前項第９号の許諾書において、全文の公表の一時的な保留を希望した場合、保留事由の消滅

後速やかに「博士論文（全文）公表の一時的な保留事由消滅に係る届出書（別紙様式第１９

号）」を、学長に提出するものとする。 

３ 学位論文等の提出期限は、５月末日又は１２月末日のいずれかとする。 

 

 （学位論文受理の決定） 

第２８条 学位論文の受理の可否は、研究科教務委員会において決定するものとする。 

 

 （審査委員会委員） 

第２９条 審査委員会の委員は、紹介教員が主査になるものとする。 

２ 紹介教員は、学位論文ごとに審査委員候補者として、研究科担当を命じられた教員（当該学

位論文の内容に関連する教授、准教授又は講師）を学位論文審査委員会委員推薦書（別紙様式

第５号）により、学長に推薦するものとする。 

３ 規則第９条第３項の規定により、他の大学院又は研究所等の教員等を加える場合は、当該委

員候補者の履歴書（別紙様式第６号）を添付しなければならない。 

４ 審査委員会の委員は、研究科委員会において選出するものとする。 

５ 第２５条第１項第１号に規定する者で、退学後３年以内に学位論文の提出を予定している者

については、審査委員会委員のうち１名は、その者が本学大学院博士後期課程又は３年制博士

課程在学時の指導教員及び副指導教員以外の者から選出するものとする。 
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附 則（平２９．７．２６細則第１０号） 

 この細則は、平成２９年７月２６日から施行する。 
 

附 則（平３０．３．２細則第４号） 

 この細則は、平成３０年３月２日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 
 
 

附 則（平３１．４．１９細則第１２号） 
 この細則は、令和元年５月１日から施行する。 

 

  附 則（令元．１２．３細則第２１号） 
 この細則は、令和元年１２月３日から施行する。 

 

附 則（令２．３．２６細則第５号） 
１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
２ ３年制博士後期課程大学体育スポーツ高度化共同専攻に在籍する学生については、改正後の

第１５条から第１７条までの規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

附 則（令３．３．２６細則第６号） 
１ この細則は、令和３年４月１日から施行する。 
２ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻に在籍していた学生の取扱いについては、

第２４条及び第２８条の後期３年の課程のみの博士課程と同様に取り扱うものとする。 

 

  附 則（令３．７．１細則第１７号） 
 この細則は、令和３年７月１日から施行する。 

 

  附 則（令５． ． 細則第 号） 

 この細則は、令和５年 月  日から施行する。ただし、改正後の第４条の規定は、令和５年

４月１日から施行する。 

 

 

 この細則は、平成元年７月１９日から施行する。 

 

   附 則（平６．９．２２細則第７号） 

 この細則は、平成６年９月２２日から施行する。 

 

   附 則（平１０．１２．２８細則第２号） 

 この細則は、平成１１年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１２．２．１細則第１号） 

 この細則は、平成１２年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１２．３．１７細則第３号） 

 この細則は、平成１２年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１２．７．２７細則第６号） 

 この細則は、平成１２年８月１日から施行する。 

 

   附 則（平１４．９．２６細則第２号） 

 この細則は、平成１４年１０月１日から施行する。 

 

   附 則（平１６．３．３１細則第１７号） 

 この細則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１７．２．３細則第１号） 

 この細則は、平成１７年２月３日から施行する。 

 

   附 則（平１９．３．２２細則第４号） 

 この細則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平２０．４．３細則第１４号） 

１ この細則は、平成２０年４月３日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

２ 体育学研究科の学年途中における課程修了の取扱いについて（平成元年２月１５日学長裁

定）は、廃止する。 

  

   附 則（平２４．２．２３細則第１号） 

 この細則は、平成２４年２月２３日から施行する。 

 

   附 則（平２４．１２．１３細則第１７号） 

 この細則は、平成２４年１２月１３日から施行する。 

 

附 則（平２６．６．２７細則第３号） 

 この細則は、平成２６年６月２７日から施行する。 
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附 則（平２９．７．２６細則第１０号） 

 この細則は、平成２９年７月２６日から施行する。 
 

附 則（平３０．３．２細則第４号） 

 この細則は、平成３０年３月２日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 
 
 

附 則（平３１．４．１９細則第１２号） 
 この細則は、令和元年５月１日から施行する。 

 

  附 則（令元．１２．３細則第２１号） 
 この細則は、令和元年１２月３日から施行する。 

 

附 則（令２．３．２６細則第５号） 
１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
２ ３年制博士後期課程大学体育スポーツ高度化共同専攻に在籍する学生については、改正後の

第１５条から第１７条までの規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

附 則（令３．３．２６細則第６号） 
１ この細則は、令和３年４月１日から施行する。 
２ ３年制博士課程大学体育スポーツ高度化共同専攻に在籍していた学生の取扱いについては、

第２４条及び第２８条の後期３年の課程のみの博士課程と同様に取り扱うものとする。 

 

  附 則（令３．７．１細則第１７号） 
 この細則は、令和３年７月１日から施行する。 

 

  附 則（令５． ． 細則第 号） 

 この細則は、令和５年 月  日から施行する。ただし、改正後の第４条の規定は、令和５年

４月１日から施行する。 

 

 

 この細則は、平成元年７月１９日から施行する。 

 

   附 則（平６．９．２２細則第７号） 

 この細則は、平成６年９月２２日から施行する。 

 

   附 則（平１０．１２．２８細則第２号） 

 この細則は、平成１１年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１２．２．１細則第１号） 

 この細則は、平成１２年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１２．３．１７細則第３号） 

 この細則は、平成１２年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１２．７．２７細則第６号） 

 この細則は、平成１２年８月１日から施行する。 

 

   附 則（平１４．９．２６細則第２号） 

 この細則は、平成１４年１０月１日から施行する。 

 

   附 則（平１６．３．３１細則第１７号） 

 この細則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平１７．２．３細則第１号） 

 この細則は、平成１７年２月３日から施行する。 

 

   附 則（平１９．３．２２細則第４号） 

 この細則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平２０．４．３細則第１４号） 

１ この細則は、平成２０年４月３日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

２ 体育学研究科の学年途中における課程修了の取扱いについて（平成元年２月１５日学長裁

定）は、廃止する。 

  

   附 則（平２４．２．２３細則第１号） 

 この細則は、平成２４年２月２３日から施行する。 

 

   附 則（平２４．１２．１３細則第１７号） 

 この細則は、平成２４年１２月１３日から施行する。 

 

附 則（平２６．６．２７細則第３号） 

 この細則は、平成２６年６月２７日から施行する。 
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別紙様式第２号（第３条第２項及び第１３条関係） 
 

学 位 論 文 題 目 変 更 届 
 
                                      令和  年  月  日 
   鹿屋体育大学長 様 
                                体育学研究科修士課程 
                                  令和     年度入学 
                                氏  名 
           
 

修士論文 
   の題目を下記のとおり変更しますのでお届けします。 

特定課題の研究成果 
 
 

記 

 

題 目 名 

新  
 

  
  
 

旧  
 

  

 

目    的 
 

方 法 等 
 

 
  
  
  
  
  
  
  
  

 
指導教員                                             

 
  

 
副指導教員   

 
  
  
                          

別紙様式第１号（第３条第１項及び第１３条関係） 
 

学 位 論 文 題 目 届 
                     
                                      令和  年  月  日 
   鹿屋体育大学長 様 
                                体育学研究科修士課程 
                                令和     年度入学 
                                氏  名         
  
 

 修士論文 
   の題目を下記のとおりお届けします。 

特定課題の研究成果 
 
 

記 

 

題 目 名  

 
  
  
  
  

 

目    的 
 

方 法 等 
 

 
  
  
  
  
  
  
  
  

 
指 導 教 員                                        

 
  

 
副指導教員   
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別紙様式第２号（第３条第２項及び第１３条関係） 
 

学 位 論 文 題 目 変 更 届 
 
                                      令和  年  月  日 
   鹿屋体育大学長 様 
                                体育学研究科修士課程 
                                  令和     年度入学 
                                氏  名 
           
 

修士論文 
   の題目を下記のとおり変更しますのでお届けします。 

特定課題の研究成果 
 
 

記 

 

題 目 名 

新  
 

  
  
 

旧  
 

  

 

目    的 
 

方 法 等 
 

 
  
  
  
  
  
  
  
  

 
指導教員                                             

 
  

 
副指導教員   

 
  
  
                          

別紙様式第１号（第３条第１項及び第１３条関係） 
 

学 位 論 文 題 目 届 
                     
                                      令和  年  月  日 
   鹿屋体育大学長 様 
                                体育学研究科修士課程 
                                令和     年度入学 
                                氏  名         
  
 

 修士論文 
   の題目を下記のとおりお届けします。 

特定課題の研究成果 
 
 

記 

 

題 目 名  

 
  
  
  
  

 

目    的 
 

方 法 等 
 

 
  
  
  
  
  
  
  
  

 
指 導 教 員                                        

 
  

 
副指導教員   
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別紙様式第４号（第７条第 1 項、第１８条第１項及び第２７条第１項関係） 
 

学  位  論  文  概  要  
 
  
  
  

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  
〇〇〇〇〇（論文題目）  

  
                                              氏 名        
  
  
  
  

（論文概要）  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 備考 学位論文概要は、邦文で１，８００字～２，０００字程度又は英文８００語程度で 
執筆するものとし、記載文字は、ヨコ３５文字、タテ３５文字とする。 

別紙様式第３号・修士用（第７条第１項及び第１３条関係） 
  
 
 

学 位 論 文 審 査 願 
                                                        

 

                                                                                                   

令和  年  月  日 
                                            
 
     鹿屋体育大学長  様                                 
                                           
 
 
      

本 籍 
住 所 
所 属 修士課程 学籍番号 
氏 名                   （署名）  

        
 
      
     鹿屋体育大学学位規則第７条第１項及び第１５条の規定に基づき、下記のとおり 
    関係書類を添えて申請します。 
 
       

記 
      
      
   １．学位論文  編（正本  部、副本  部）   ２．特定課題の研究成果   編                                           
   
 

学位論文概要   部                 研究成果概要          部        
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別紙様式第４号（第７条第 1 項、第１８条第１項及び第２７条第１項関係） 
 

学  位  論  文  概  要  
 
  
  
  

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  
〇〇〇〇〇（論文題目）  

  
                                              氏 名        
  
  
  
  

（論文概要）  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 備考 学位論文概要は、邦文で１，８００字～２，０００字程度又は英文８００語程度で 
執筆するものとし、記載文字は、ヨコ３５文字、タテ３５文字とする。 

別紙様式第３号・修士用（第７条第１項及び第１３条関係） 
  
 
 

学 位 論 文 審 査 願 
                                                        

 

                                                                                                   

令和  年  月  日 
                                            
 
     鹿屋体育大学長  様                                 
                                           
 
 
      

本 籍 
住 所 
所 属 修士課程 学籍番号 
氏 名                   （署名）  

        
 
      
     鹿屋体育大学学位規則第７条第１項及び第１５条の規定に基づき、下記のとおり 
    関係書類を添えて申請します。 
 
       

記 
      
      
   １．学位論文  編（正本  部、副本  部）   ２．特定課題の研究成果   編                                           
   
 

学位論文概要   部                 研究成果概要          部        
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別紙様式第６号（第９条第３項、第２０条第３項及び第２９条第３項関係） 
 

履                 歴                 書 
                                                                            

（ふりがな） 
氏  名 
生年月日 

 性 別  
                                      
   

本 籍 
（国籍） 

   
  
  
  

現住所 
 〒  
  
  

  
 職  歴  
  
  
  
  
  

  
  
  
 研究歴及び学会活動  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
     上記のとおり相違ありません。  
                  令和  年  月  日  
  
                                    氏 名                     （署名）  

  

 
  

別紙様式第５号（第９条第２項、第２０条第２項、第２９条第２項関係） 
 

学 位 論 文 審 査 委 員 会 委 員 推 薦 書 
 

                                                                                          
                                            令和   年   月   日 
 
     
  鹿屋体育大学長  様                       
          
                                     指導教員                  
                                      （論文博士にあっては紹介教員） 
                                       
 
   学位論文審査申請者の審査委員会の委員を下記のとおり推薦します。 
 
    

記 
 
   

所 属 申請者氏名 学 位 論 文 題 目 審査委員候補者 備 考  
    
   

   
主 査 

副 査 

副 査 

  
 

 
     
     
     

   

   
主 査 

副 査 

副 査 

   
      
      
    

 
 

   

   
主 査 

副 査 

副 査 

   
     
     
    

 
 

   

   
主 査 
副 査 
副 査 

   
   
   
   
   

 

 備考 他の大学院又は研究所等の教員等を加える場合は備考欄に他機関と記入し、履歴書   

（別紙様式第６号）を添付すること。 
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別紙様式第６号（第９条第３項、第２０条第３項及び第２９条第３項関係） 
 

履                 歴                 書 
                                                                            

（ふりがな） 
氏  名 
生年月日 

 性 別  
                                      
   

本 籍 
（国籍） 

   
  
  
  

現住所 
 〒  
  
  

  
 職  歴  
  
  
  
  
  

  
  
  
 研究歴及び学会活動  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
     上記のとおり相違ありません。  
                  令和  年  月  日  
  
                                    氏 名                     （署名）  

  

 
  

別紙様式第５号（第９条第２項、第２０条第２項、第２９条第２項関係） 
 

学 位 論 文 審 査 委 員 会 委 員 推 薦 書 
 

                                                                                          
                                            令和   年   月   日 
 
     
  鹿屋体育大学長  様                       
          
                                     指導教員                  
                                      （論文博士にあっては紹介教員） 
                                       
 
   学位論文審査申請者の審査委員会の委員を下記のとおり推薦します。 
 
    

記 
 
   

所 属 申請者氏名 学 位 論 文 題 目 審査委員候補者 備 考  
    
   

   
主 査 

副 査 

副 査 

  
 

 
     
     
     

   

   
主 査 

副 査 

副 査 

   
      
      
    

 
 

   

   
主 査 

副 査 

副 査 

   
     
     
    

 
 

   

   
主 査 
副 査 
副 査 

   
   
   
   
   

 

 備考 他の大学院又は研究所等の教員等を加える場合は備考欄に他機関と記入し、履歴書   

（別紙様式第６号）を添付すること。 
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別紙様式第８号（第１４条関係） 
 

学 位 論 文 変 更 届 
 

令和  年  月  日 
 鹿屋体育大学長 様 
 

                           体育学研究科修士課程 
                                       令和  年度入学 
                                       氏  名          
 

下記のとおり変更しますのでお届けします。 
 
 
１．修士論文から特定課題の研究成果への変更 
２．特定課題の研究成果から修士論文への変更 

 

題 目 名  

 
  
  
  
 

目    的 
 

方 法 等 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

指 導 教 員                                             
 

  

 
副指導教員   

 
  
  

  ＊該当する事項に○を付けること。 
 

別紙様式第７号（第１２条及び第２３条関係） 
 

学位論文審査・最終試験結果報告書 
 
 

                                                      令和  年  月  日 
 
 大学院体育学研究科委員会 様 
 
                                 学位論文審査委員会 主 査           
                                               副 査           
                                               副 査           
 

学位論文の審査及び最終試験の結果を下記のとおり報告します。 
 

記 
                                        
 

氏    名  

 
  
  
 

論文題目  

 
  
  
  
  
 

論文審査 
の 要 旨 

  
  
  
  
  
  
 

最終試験 

日 時：令和   年   月   日（  ）    ：    ～    ：   

 
方 法： 口述試験 ・ 筆記試験  

  
 

要 旨：  
  
  
  
  
  
  
  
 

判    定 合    格              不合格 
 

  
  
 備考 論文審査の要旨及び最終試験の記入欄が不足する場合は、別紙で添付すること。                                                          
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別紙様式第８号（第１４条関係） 
 

学 位 論 文 変 更 届 
 

令和  年  月  日 
 鹿屋体育大学長 様 
 

                           体育学研究科修士課程 
                                       令和  年度入学 
                                       氏  名          
 

下記のとおり変更しますのでお届けします。 
 
 
１．修士論文から特定課題の研究成果への変更 
２．特定課題の研究成果から修士論文への変更 

 

題 目 名  

 
  
  
  
 

目    的 
 

方 法 等 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

指 導 教 員                                             
 

  

 
副指導教員   

 
  
  

  ＊該当する事項に○を付けること。 
 

別紙様式第７号（第１２条及び第２３条関係） 
 

学位論文審査・最終試験結果報告書 
 
 

                                                      令和  年  月  日 
 
 大学院体育学研究科委員会 様 
 
                                 学位論文審査委員会 主 査           
                                               副 査           
                                               副 査           
 

学位論文の審査及び最終試験の結果を下記のとおり報告します。 
 

記 
                                        
 

氏    名  

 
  
  
 

論文題目  

 
  
  
  
  
 

論文審査 
の 要 旨 

  
  
  
  
  
  
 

最終試験 

日 時：令和   年   月   日（  ）    ：    ～    ：   

 
方 法： 口述試験 ・ 筆記試験  

  
 

要 旨：  
  
  
  
  
  
  
  
 

判    定 合    格              不合格 
 

  
  
 備考 論文審査の要旨及び最終試験の記入欄が不足する場合は、別紙で添付すること。                                                          
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別紙様式第１０号・課程博士用（第１８条第１項関係） 
 
 

学  位  論  文  審  査  願 
       
 

                                           令和  年  月  日      
     

 鹿屋体育大学長  様                                 
                                           
      
 
 
                                本 籍   
                                住 所 
                                所 属             課程 

 学籍番号 
                                氏 名                    （署名）   
                                                    
 

                                                   

  鹿屋体育大学学位規則第７条第１項の規定に基づき，下記のとおり関係書類を添えて 
 申請します。 

 

                                                   

記 
 

      
                  学位論文      編（正本   部、副本   部）   
                   ・主論文      編                        
                   ・副論文      編                 

        
  
                  学位論文概要     部                           
        
 

論文目録        部                           

        
              

履 歴 書     部              
 
 
許 諾 書     部 
 

 

別紙様式第９号（第１５条及び第２４条関係） 
 

課程（修士・博士）修了審議結果報告書 
 

                                                                      

令和  年  月  日 
  鹿屋体育大学長 様 
                                   大学院体育学研究科委員会 
 
    課程の修了及び学位授与の可否の審議結果を下記のとおり報告します。 
 

記 
 
 

番号 氏     名 論  文  題  目 
学位論文審査委員会 

判 定 
 

  
 

主  査 副  査 
 

  
          可 

否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       

 
     

可 
否  
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別紙様式第１０号・課程博士用（第１８条第１項関係） 
 
 

学  位  論  文  審  査  願 
       
 

                                           令和  年  月  日      
     

 鹿屋体育大学長  様                                 
                                           
      
 
 
                                本 籍   
                                住 所 
                                所 属             課程 

 学籍番号 
                                氏 名                    （署名）   
                                                    
 

                                                   

  鹿屋体育大学学位規則第７条第１項の規定に基づき，下記のとおり関係書類を添えて 
 申請します。 

 

                                                   

記 
 

      
                  学位論文      編（正本   部、副本   部）   
                   ・主論文      編                        
                   ・副論文      編                 

        
  
                  学位論文概要     部                           
        
 

論文目録        部                           

        
              

履 歴 書     部              
 
 
許 諾 書     部 
 

 

別紙様式第９号（第１５条及び第２４条関係） 
 

課程（修士・博士）修了審議結果報告書 
 

                                                                      

令和  年  月  日 
  鹿屋体育大学長 様 
                                   大学院体育学研究科委員会 
 
    課程の修了及び学位授与の可否の審議結果を下記のとおり報告します。 
 

記 
 
 

番号 氏     名 論  文  題  目 
学位論文審査委員会 

判 定 
 

  
 

主  査 副  査 
 

  
          可 

否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       
  
          

可 
否 

 
  
       

 
     

可 
否  
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別紙様式第１２号（第１８条第１項及び第２７条第１項関係） 
 

履            歴            書 
                                                                            

（ふりがな） 
氏  名 
生年月日 

                                    性 別  

  
 

本 籍 
（国籍） 

   
  

 
 

現住所 
 〒  
  

 
  
 学  歴  

  
  
  
  
  
  
  
  
 職歴（研究歴を含む。）  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
     上記のとおり相違ありません。  

                  令和  年  月  日  

  
                                   氏 名                      （署名）  

  
  
備考 課程博士にあっては、職歴（研究歴を含む。）の記載を要しない。 
 

別紙様式第１１号（第１８条第１項及び第２７条第１項関係） 
論         文        目        録 

 
  
  
                                氏 名  

  
博士論文   １編  

論文題目  

（ ※論文題目が外国語の場合、和訳を記載すること）  

  
              本人氏名（共著者                     ）  

   
  
参考論文  

   １．氏 名  

題 目  

発表誌名  第  巻 第  号    頁～    頁           年  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
学会報告  

    １．本人氏名、共同発表者氏名  

題  目  

       第  回   学会名  

誌    第  巻 第  号   頁～    頁           年  
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別紙様式第１２号（第１８条第１項及び第２７条第１項関係） 
 

履            歴            書 
                                                                            

（ふりがな） 
氏  名 
生年月日 

                                    性 別  

  
 

本 籍 
（国籍） 

   
  

 
 

現住所 
 〒  
  

 
  
 学  歴  

  
  
  
  
  
  
  
  
 職歴（研究歴を含む。）  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
     上記のとおり相違ありません。  

                  令和  年  月  日  

  
                                   氏 名                      （署名）  

  
  
備考 課程博士にあっては、職歴（研究歴を含む。）の記載を要しない。 
 

別紙様式第１１号（第１８条第１項及び第２７条第１項関係） 
論         文        目        録 

 
  
  
                                氏 名  

  
博士論文   １編  

論文題目  

（ ※論文題目が外国語の場合、和訳を記載すること）  

  
              本人氏名（共著者                     ）  

   
  
参考論文  

   １．氏 名  

題 目  

発表誌名  第  巻 第  号    頁～    頁           年  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
学会報告  

    １．本人氏名、共同発表者氏名  

題  目  

       第  回   学会名  

誌    第  巻 第  号   頁～    頁           年  
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別紙様式第１４号（第２７条第１項関係） 
 

研 究 業 績 書 
 

令和  年  月  日 
 

氏   名 
 
 

1．著者名（掲載順に全著者名を記載）論文名、図書・雑誌名、巻（号）、最初と最 
 後のページ、発表年（西暦）等を全て省略せずに記入すること。以上の各項目が記 
 載されていれば、項目の順序を入れ替えても可とする。 
2．現在から順に発表年次を過去にさかのぼり、発表年ごとに点線で区切り記入する 

  こと。なお、投稿中の学術論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに限る 
（編集者・発行所からの証明書、等を添付すること）。 
3．本人が「筆頭著者」ではない学術論文における「責任著者」の場合は、その旨を 

  右欄に明記し、証明できる資料（責任著者が掲載されているページ等）を添付する 
  こと。 

 
本人が責任著者 
（Corresponding  
Author）の場合は 
「責任著者」と記 

 入 

 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
    
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 
 
 

別紙様式第１３号・論文博士用（第２７条第１項関係）       
  
 

学 位 論 文 審 査 願 
                                          
                                           令和  年  月  日      
     鹿屋体育大学長  様                            
      
                                 住 所 
                                 所 属 
                                 氏 名                  （署名）   
 
 
   鹿屋体育大学学位規則第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり関係書類を 
  添えて申請します。                                                             

      

記 
      
                  学位論文               編    
                    
                   ・主論文               編     

 
                    
                   ・副論文               編                 
        
                  学位論文概要             部                 
 
                   論文目録                部 
       

                   履 歴 書                部         
 
                   最終学歴の卒業（修了）証明書  部         
                       
                   研究業績書              部 
 

紹介状                 部 
 
許 諾 書               部   
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別紙様式第１４号（第２７条第１項関係） 
 

研 究 業 績 書 
 

令和  年  月  日 
 

氏   名 
 
 

1．著者名（掲載順に全著者名を記載）論文名、図書・雑誌名、巻（号）、最初と最 
 後のページ、発表年（西暦）等を全て省略せずに記入すること。以上の各項目が記 
 載されていれば、項目の順序を入れ替えても可とする。 
2．現在から順に発表年次を過去にさかのぼり、発表年ごとに点線で区切り記入する 

  こと。なお、投稿中の学術論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに限る 
（編集者・発行所からの証明書、等を添付すること）。 
3．本人が「筆頭著者」ではない学術論文における「責任著者」の場合は、その旨を 

  右欄に明記し、証明できる資料（責任著者が掲載されているページ等）を添付する 
  こと。 

 
本人が責任著者 
（Corresponding  
Author）の場合は 
「責任著者」と記 

 入 

 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
    
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
 
 
 
 

別紙様式第１３号・論文博士用（第２７条第１項関係）       
  
 

学 位 論 文 審 査 願 
                                          
                                           令和  年  月  日      
     鹿屋体育大学長  様                            
      
                                 住 所 
                                 所 属 
                                 氏 名                  （署名）   
 
 
   鹿屋体育大学学位規則第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり関係書類を 
  添えて申請します。                                                             

      

記 
      
                  学位論文               編    
                    
                   ・主論文               編     

 
                    
                   ・副論文               編                 
        
                  学位論文概要             部                 
 
                   論文目録                部 
       

                   履 歴 書                部         
 
                   最終学歴の卒業（修了）証明書  部         
                       
                   研究業績書              部 
 

紹介状                 部 
 
許 諾 書               部   
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別紙様式第１６号（第３２条関係） 
 

学位論文審査・学力の確認結果報告書 
 
                                          令和  年  月  日 
 
  大学院体育学研究科委員会 様 
 
                             学位論文審査委員会 主 査           
                                           副 査           
                                           副 査           
 

学位論文の審査及び学力の確認の結果を下記のとおり報告します。 
 

記 
                                        
 

氏      名  

 
  
  
 

論文題目  

 
  
  
  
  
 

論文審査 
の 要 旨 

  
  
  
  
  
  
  
  
 

学力の確認 

日 時：令和 年 月 日（ ）  ：  ～  ：  

 
方 法： 口述試験 ・ 筆記試験  

  
  

要 旨： 
 

  
  
  
  
  
  
   

判    定 合    格         不合格 
 

  
   備考 論文審査の要旨及び学力の確認の記入欄が不足する場合は、別紙で添付すること。                                                         
   

別紙様式第１５号（第２７条第１項関係） 
 

紹         介         状 
 
鹿屋体育大学長  様 
 
                                             紹介者 
                                             鹿屋体育大学大学院体育学研究科 
                                             博士後期課程研究指導担当教員 
 
                                               氏 名               （署名） 
 
 下記の者を学位論文（博士論文）提出者として紹介します。 
 

住  所   〒 
 
 

氏  名  
 
 

生年月日等 年  月  日   男・女 電話番号（   ）    － 
 
 

職業等  
 
 

メールアドレス  
 
 

   

 次の□のいずれかにレ印を付して下さい。  

     □  本学の博士後期課程在学生であった。（３年以上）  

         （期間：    年  月  日 ～    年  月  日）  

     □  本学の研究生である（あった）。（１年以上）  

         （期間：    年  月  日 ～    年  月  日）  

     □  本学の常勤教員である。  

  
 紹介理由：  
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別紙様式第１６号（第３２条関係） 
 

学位論文審査・学力の確認結果報告書 
 
                                          令和  年  月  日 
 
  大学院体育学研究科委員会 様 
 
                             学位論文審査委員会 主 査           
                                           副 査           
                                           副 査           
 

学位論文の審査及び学力の確認の結果を下記のとおり報告します。 
 

記 
                                        
 

氏      名  

 
  
  
 

論文題目  

 
  
  
  
  
 

論文審査 
の 要 旨 

  
  
  
  
  
  
  
  
 

学力の確認 

日 時：令和 年 月 日（ ）  ：  ～  ：  

 
方 法： 口述試験 ・ 筆記試験  

  
  

要 旨： 
 

  
  
  
  
  
  
   

判    定 合    格         不合格 
 

  
   備考 論文審査の要旨及び学力の確認の記入欄が不足する場合は、別紙で添付すること。                                                         
   

別紙様式第１５号（第２７条第１項関係） 
 

紹         介         状 
 
鹿屋体育大学長  様 
 
                                             紹介者 
                                             鹿屋体育大学大学院体育学研究科 
                                             博士後期課程研究指導担当教員 
 
                                               氏 名               （署名） 
 
 下記の者を学位論文（博士論文）提出者として紹介します。 
 

住  所   〒 
 
 

氏  名  
 
 

生年月日等 年  月  日   男・女 電話番号（   ）    － 
 
 

職業等  
 
 

メールアドレス  
 
 

   

 次の□のいずれかにレ印を付して下さい。  

     □  本学の博士後期課程在学生であった。（３年以上）  

         （期間：    年  月  日 ～    年  月  日）  

     □  本学の研究生である（あった）。（１年以上）  

         （期間：    年  月  日 ～    年  月  日）  

     □  本学の常勤教員である。  

  
 紹介理由：  
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別紙様式第１８号（第１８条第１項及び第２７条第１項関係） 
 

許諾書 
 

                                                                       

令和  年  月  日 

 

  鹿屋体育大学長 様 

                                  （フリガナ）  

                                   氏名                         （署名） 

                                   学位の区分   課程博士 ・ 論文博士 

                                   所属（専攻まで記入）                        

                                   学籍番号（課程博士のみ）                     

                                   学位取得後の連絡先 

                                    住所：〒                               

                                    電話：                                

                                    E-mail：                               

 
 
 私が提出した博士論文について、以下の留意事項を踏まえ、鹿屋体育大学学術情報リポジトリにて公表す

ることを下記のとおり許諾します。 
                              
＜留意事項＞ 
１． 博士論文は、全文を公表します。 
２． 学長がやむを得ない事由があると認めた場合は、博士論文の全文に代えて、その内容を要約したものを

公表します。 
なお、出版刊行や学術ジャーナル等への掲載により公表に制約がかかる場合にあっては、公表が制約

される期間を明記した上で、当該期間経過後に博士論文の全文を公表します。 
３． 博士論文の全文をインターネットで公表しない場合、又は一定の期間を非公開とする場合であっても、製

本をもって本学附属図書館窓口にて閲覧することを認めます。 
４． 国立国会図書館で利用されることを認めます。 
５． 学術ジャーナルへの掲載又は出版刊行等のため、インターネットでの公表に際し著作権処理が必要にな

る場合は、適切にします。 
 

記 
 
  ※ 博士学位授与後に論文全体をインターネット利用により公表することについて、以下の選択肢（【全文

の公表が可能】、【全文の公表の一時的な保留を希望】、【要約の公表を希望（全文の公表ができない場

合）】のいずれかの□にレ点チェックの上、博士学位授与申請に併せて提出してください。 
 

 

 
裏面につづく 

別紙様式第１７号（第３３条関係） 
 

論 文 博 士 の 学 位 授 与 審 議 結 果 報 告 書 
 

                                                                       
令和  年  月  日 

 
  鹿屋体育大学長 様 
 
 
                                              研究科委員会 
 
    論文博士の学位授与の可否の審議結果を下記のとおり報告します。 
 

記 
 
 

番号 氏    名 論  文  題  目 
学位論文審査委員会 

判 定 
 

  
 

主  査 副  査  
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 

可 
否 
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別紙様式第１８号（第１８条第１項及び第２７条第１項関係） 
 

許諾書 
 

                                                                       

令和  年  月  日 

 

  鹿屋体育大学長 様 

                                  （フリガナ）  

                                   氏名                         （署名） 

                                   学位の区分   課程博士 ・ 論文博士 

                                   所属（専攻まで記入）                        

                                   学籍番号（課程博士のみ）                     

                                   学位取得後の連絡先 

                                    住所：〒                               

                                    電話：                                

                                    E-mail：                               

 
 
 私が提出した博士論文について、以下の留意事項を踏まえ、鹿屋体育大学学術情報リポジトリにて公表す

ることを下記のとおり許諾します。 
                              
＜留意事項＞ 
１． 博士論文は、全文を公表します。 
２． 学長がやむを得ない事由があると認めた場合は、博士論文の全文に代えて、その内容を要約したものを

公表します。 
なお、出版刊行や学術ジャーナル等への掲載により公表に制約がかかる場合にあっては、公表が制約

される期間を明記した上で、当該期間経過後に博士論文の全文を公表します。 
３． 博士論文の全文をインターネットで公表しない場合、又は一定の期間を非公開とする場合であっても、製

本をもって本学附属図書館窓口にて閲覧することを認めます。 
４． 国立国会図書館で利用されることを認めます。 
５． 学術ジャーナルへの掲載又は出版刊行等のため、インターネットでの公表に際し著作権処理が必要にな

る場合は、適切にします。 
 

記 
 
  ※ 博士学位授与後に論文全体をインターネット利用により公表することについて、以下の選択肢（【全文

の公表が可能】、【全文の公表の一時的な保留を希望】、【要約の公表を希望（全文の公表ができない場

合）】のいずれかの□にレ点チェックの上、博士学位授与申請に併せて提出してください。 
 

 

 
裏面につづく 

別紙様式第１７号（第３３条関係） 
 

論 文 博 士 の 学 位 授 与 審 議 結 果 報 告 書 
 

                                                                       
令和  年  月  日 

 
  鹿屋体育大学長 様 
 
 
                                              研究科委員会 
 
    論文博士の学位授与の可否の審議結果を下記のとおり報告します。 
 

記 
 
 

番号 氏    名 論  文  題  目 
学位論文審査委員会 

判 定 
 

  
 

主  査 副  査  
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 可 

否 

 
  
   
  
 

    
 

可 
否 
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別紙様式第１９号 
 

博士論文（全文）公表の一時的な保留事由消滅に係る届出書 
 

                                                                       
令和  年  月  日 

 
  鹿屋体育大学長 様 
                                  （フリガナ）  
                                   氏名                         （署名） 
                                   学位の区分   課程博士 ・ 論文博士 
                                   所属（専攻まで記入）                        
                                   学籍番号（課程博士のみ）                     
                                   学位取得後の連絡先 
                                    住所：〒                               
                                    電話：                                
                                    E-mail：                               
 
私が提出した博士論文（全文）について、インターネット公表の保留事項については、以下のとおりとなりま

したので、届け出します。 
 
※※ 以以下下のの□□ににチチェェッックク及及びび必必要要箇箇所所にに記記入入ししててくくだだささいい。。  

 
□【図図書書出出版版、、学学術術ジジャャーーナナルル等等掲掲載載】】 

項 目 報告内容 出版社等の著作権ポリシーの確認結果 

 
□図書出版 
 

□出版しなかった （全文の公表となります） 

□出版済み 
□公表が可であることを確認 
□公表が不可であることを確認（※） 

□学術ジャーナ
ル等への掲載 

□投稿しなかった 
□掲載されなかった 

（全文の公表となります） 

□掲載済み 
□公表が可であることを確認 
□公表が不可であることを確認（※） 

（※）「公表が不可であることを確認」の場合、根拠となる書類を添付してください。 
 
□【特特許許・・実実用用新新案案出出願願】】 

報告内容 インターネット公表方法について 

□特許を出願しなかった 
□出願公開済み（令和  年  月） 

（全文の公表となります） 
□実用新案を出願しなかった 
□審査結果確定済み（令和  年  月） 

 
□【そそのの他他のの事事由由のの消消滅滅】】  

報告内容 インターネット公表方法について 

（具体的な事由を記載してください） 

（全文の公表となります） 

 
 
 

□□【【全全文文のの公公表表がが可可能能】】 
提出した博士論文（全文）について、公表することに問題はありません。 
上記留意事項の「やむを得ない事由」に該当しないことを確認しました。 

 

□□【【全全文文のの公公表表のの一一時時的的なな保保留留をを希希望望】】  ※※  保留期間中は要約を公表 

提出した博士論文（全文）について、下記事由のため、インターネット公表の一時的な保留を

希望し、保留期間中は要約を公表します。なお、下記事由の消滅等に伴う所定の届出書（別別紙紙様様

式式第第１１９９号号）については、自動的に公表となる場合を除き必ず提出いたします。 

 

項 目 事          由 

様式：別別紙紙様様

式式１１９９の 提

出 時 期 

 

□図書出版 

 

□出版済み。出版社の著作権ポリシーを確認した結果、 (令和  年  

月  日まで)公表することができない。 

提出不要・ 

自動的に公表 

□出版予定(令和  年  月予定)で、出版社の著作権ポリシーを確

認した結果、(出版後・令和  年  月  日まで)公表することがで

きない。 

公表可能日 

（直後） 

□出版予定(令和  年  月予定)で、出版社の著作権ポリシーを確

認することができない。 

出版予定日 

又は出版日 

（直後） 

□学術ジャー

ナル等への掲

載 

□掲載済み。出版社等の著作権ポリシーを確認した結果、(令和  年  

月  日まで)公表することができない。 

提出不要・ 

自動的に公表 

□掲載予定(令和  年  月予定)で、出版社等の著作権ポリシーを

確認した結果、(掲載後・令和 年  月  日まで)公表することがで

きない。 

公表可能日 

（直後） 

□掲載予定(令和  年  月予定)で、出版社等の著作権ポリシーを

確認することができない。 

掲載予定日 

又は掲載日 

（直後） 

□特許・実用

新案出願 

□特許出願予定又は審査中（出願公開前） 

出願（予定）：令和  年  月 

出願公開日 

（直後） 

□実用新案出願予定又は審査中 

出願（予定）：令和  年  月 

登録日 

（直後） 

□その他 

（具体的な事由を記載） 

事由の消滅日 

 

 

□□【【要要約約のの公公表表をを希希望望（全文の公表ができない場合）】】 

提出した博士論文（全文）について、下記事由のため、インターネット公表はできませんので、

要約での公表を希望します。 

（具体的な事由を記載してください） 

 

 

（記入例） ・図書出版や学術ジャーナル等への掲載において、出版社等の著作権ポリシーを確認した結

果、全文での公表ができない。(出版社等の著作権ポリシーを明記した書類の添付が必要) 

・博士論文が立体形状による表現等を含むためインターネットでの公表ができない。 

・秘匿すべき情報を含む又は公表することで重大な支障をきたす恐れがあるため。 
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別紙様式第１９号 
 

博士論文（全文）公表の一時的な保留事由消滅に係る届出書 
 

                                                                       
令和  年  月  日 

 
  鹿屋体育大学長 様 
                                  （フリガナ）  
                                   氏名                         （署名） 
                                   学位の区分   課程博士 ・ 論文博士 
                                   所属（専攻まで記入）                        
                                   学籍番号（課程博士のみ）                     
                                   学位取得後の連絡先 
                                    住所：〒                               
                                    電話：                                
                                    E-mail：                               
 
私が提出した博士論文（全文）について、インターネット公表の保留事項については、以下のとおりとなりま

したので、届け出します。 
 
※※ 以以下下のの□□ににチチェェッックク及及びび必必要要箇箇所所にに記記入入ししててくくだだささいい。。  

 
□【図図書書出出版版、、学学術術ジジャャーーナナルル等等掲掲載載】】 

項 目 報告内容 出版社等の著作権ポリシーの確認結果 

 
□図書出版 
 

□出版しなかった （全文の公表となります） 

□出版済み 
□公表が可であることを確認 
□公表が不可であることを確認（※） 

□学術ジャーナ
ル等への掲載 

□投稿しなかった 
□掲載されなかった 

（全文の公表となります） 

□掲載済み 
□公表が可であることを確認 
□公表が不可であることを確認（※） 

（※）「公表が不可であることを確認」の場合、根拠となる書類を添付してください。 
 
□【特特許許・・実実用用新新案案出出願願】】 

報告内容 インターネット公表方法について 

□特許を出願しなかった 
□出願公開済み（令和  年  月） 

（全文の公表となります） 
□実用新案を出願しなかった 
□審査結果確定済み（令和  年  月） 

 
□【そそのの他他のの事事由由のの消消滅滅】】  

報告内容 インターネット公表方法について 

（具体的な事由を記載してください） 

（全文の公表となります） 

 
 
 

□□【【全全文文のの公公表表がが可可能能】】 
提出した博士論文（全文）について、公表することに問題はありません。 
上記留意事項の「やむを得ない事由」に該当しないことを確認しました。 

 

□□【【全全文文のの公公表表のの一一時時的的なな保保留留をを希希望望】】  ※※  保留期間中は要約を公表 

提出した博士論文（全文）について、下記事由のため、インターネット公表の一時的な保留を

希望し、保留期間中は要約を公表します。なお、下記事由の消滅等に伴う所定の届出書（別別紙紙様様

式式第第１１９９号号）については、自動的に公表となる場合を除き必ず提出いたします。 

 

項 目 事          由 

様式：別別紙紙様様

式式１１９９の 提

出 時 期 

 

□図書出版 

 

□出版済み。出版社の著作権ポリシーを確認した結果、 (令和  年  

月  日まで)公表することができない。 

提出不要・ 

自動的に公表 

□出版予定(令和  年  月予定)で、出版社の著作権ポリシーを確

認した結果、(出版後・令和  年  月  日まで)公表することがで

きない。 

公表可能日 

（直後） 

□出版予定(令和  年  月予定)で、出版社の著作権ポリシーを確

認することができない。 

出版予定日 

又は出版日 

（直後） 

□学術ジャー

ナル等への掲

載 

□掲載済み。出版社等の著作権ポリシーを確認した結果、(令和  年  

月  日まで)公表することができない。 

提出不要・ 

自動的に公表 

□掲載予定(令和  年  月予定)で、出版社等の著作権ポリシーを

確認した結果、(掲載後・令和 年  月  日まで)公表することがで

きない。 

公表可能日 

（直後） 

□掲載予定(令和  年  月予定)で、出版社等の著作権ポリシーを

確認することができない。 

掲載予定日 

又は掲載日 

（直後） 

□特許・実用

新案出願 

□特許出願予定又は審査中（出願公開前） 

出願（予定）：令和  年  月 

出願公開日 

（直後） 

□実用新案出願予定又は審査中 

出願（予定）：令和  年  月 

登録日 

（直後） 

□その他 

（具体的な事由を記載） 

事由の消滅日 

 

 

□□【【要要約約のの公公表表をを希希望望（全文の公表ができない場合）】】 

提出した博士論文（全文）について、下記事由のため、インターネット公表はできませんので、

要約での公表を希望します。 

（具体的な事由を記載してください） 

 

 

（記入例） ・図書出版や学術ジャーナル等への掲載において、出版社等の著作権ポリシーを確認した結

果、全文での公表ができない。(出版社等の著作権ポリシーを明記した書類の添付が必要) 

・博士論文が立体形状による表現等を含むためインターネットでの公表ができない。 

・秘匿すべき情報を含む又は公表することで重大な支障をきたす恐れがあるため。 
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次のような符号を用いる。 

ア ピリオド（．）およびコンマ（，） 

イ 中黒（・） 

相互に密接な関係にあって、一帯となる文字や語句などを結ぶ際には中黒（・）を

用いる。アルファベット文字を用いた用語には、中黒は使わない。 

ウ ハイフン（-） 

対語・対句の連結、合成語、ページの表記に用い、半角とする。 

エ ダッシュ（－） 

全角1文字分のダッシュ（－）は期間や区間を示すのに用いる。波ダッシュ（～）

は原則として用いない。全角2文字分のダッシュ（――）は注釈的な説明をするのに

用いる。 

オ 引用符は、和文の場合には「」を、英文の場合には“ ” を用いる。 

カ コロン（：） 

副題、説明、引用文などを導く場合に用いる。 

キ セミコロン（；） 

複数の文献が連続する場合に用いる。 

ク 省略符（…） 

引用文の一部あるいは前後を省略する場合は、和文の場合には3点リーダー（…）、

英文の場合には下付の3点リーダー（...）を用いる。 

(3）数字 

ア 数を表示する場合は、原則としてアラビア数字を用い半角とする。 

イ 文字や記号の隅につける添え字はその位置に明瞭に表記する。 

(4）単位 

計量単位は、原則として、国際単位系（SI単位系）とする。 

(5）略語 

論文中において高い頻度で使用される用語に対して、著者が便宜的に省略した語を用い

る場合は、初出時に略さず明記し、（以下「………」と略す）と添え書きしてから、以後

その略語を用いる。 

(6）引用 

論文中で文献を引用する場合には、基本的な文献を厳選し、正確に引用すること。引用

した文献はすべて文献表に掲載する。本文中の文献は原則として著者名と発行年で示すこ

と。ただし、この方式で表記することが著しく困難な場合はこの限りではない。 

ア 本文中で文献の一部を直接引用するときは、引用した語句または文章を、和文の場

合には「」、英文の場合には“ ”でくくること。 

イ 著者が2名の場合、和文の場合には中黒（・）、英文の場合には“and”を用いてつ

なぐこと。ただし、著者が3名以上の場合は、筆頭著者の姓の後に、和文の場合には

「ほか」、英文の場合には“et al.” を用いる。複数の文献が連続する場合はセミ

コロン（；）でつなぐこと。 

ウ 本文中で参照した文献を明記する場合には、次のような形で著者名と発行年を記入

する。同一著者の文献が複数ある場合には、括弧内の発行年をコンマ（，）でつなぐ

こと。同一著者の同一年に発行された複数の論文は発行年の後にa、 b、 c、 …をつ

  鹿鹿 屋屋 体体 育育 大大 学学 学学 位位 論論 文文 等等 のの 作作 成成 要要 領領  

 

平成元年２月１５日 

学 長 裁 定 

改正 平成１７年３月２２日 

                               平成２３年２月１７日 

                              平成２３年９月１５日 

                              平成２４年２月２３日 

平成３１年４月１９日 

 

１ 趣旨 

  この要領は、鹿屋体育大学学位細則（昭和６３年細則第５号）第３５条の規定に基づき、

 学位論文及び論文概要の作成要領について必要な事項を定める。 

 

２ 学位論文の作成要領 

(1) 原稿のフォーマット 

原稿は、ワードプロセッサーで作成する（A４ 判縦置き横書き）。本文は全角40字30行

（ダブルスペース、英文綴りおよび数値は半角）で、上下2.5㎝、左2.5㎝、右2㎝の余白

をとり、フォントの大きさは、英文は12ポイント（Times New Roman）、和文は10.5ポイ

ント（本文は明朝体、見出しはゴシック体）とする。本文は原則として現代かなづかいと

し、外国語をかな書きする場合は、カタカナ表記とする。 

(2) 論文の表紙及び背表紙は、図１のとおりとする。 

(3) 論文の執筆体裁は、原則として図２のとおりとし、１枚目に論文題目等を記し、２枚目

から論文の内容を記載するものとする。 

   なお、２枚目から頁番号を付すこと。 

 

３ 論文概要の作成要領 

 (1) 用紙は、Ａ４判（縦長横書き）とする。 

 (2) 印字体は、前記２（１）の学位論文の作成要領に準じ、論文概要を和文で１８００字か

ら２０００字程度又は英文８００語程度で執筆するものとする。 

  (3) 執筆体裁は、図３のとおりとし、文頭に「論文概要」と記載のうえ、論文題目及び氏名

  を記し、引き続き、論文の概要を記載するものとする。 

 

４ 論文作成上の注意 

  以下の(1)～(10)については、日本体育学会の許可を得て、体育学研究投稿規定を一部変 

更したものを本学の論文作成上の注意とするものです。 

 

(1）題目 

題目は、研究の内容を的確に表現しうるものであることとする。副題をつける場合には、 

コロン（：）で続ける。 

(2）符号 
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次のような符号を用いる。 

ア ピリオド（．）およびコンマ（，） 

イ 中黒（・） 

相互に密接な関係にあって、一帯となる文字や語句などを結ぶ際には中黒（・）を

用いる。アルファベット文字を用いた用語には、中黒は使わない。 

ウ ハイフン（-） 

対語・対句の連結、合成語、ページの表記に用い、半角とする。 

エ ダッシュ（－） 

全角1文字分のダッシュ（－）は期間や区間を示すのに用いる。波ダッシュ（～）

は原則として用いない。全角2文字分のダッシュ（――）は注釈的な説明をするのに

用いる。 

オ 引用符は、和文の場合には「」を、英文の場合には“ ” を用いる。 

カ コロン（：） 

副題、説明、引用文などを導く場合に用いる。 

キ セミコロン（；） 

複数の文献が連続する場合に用いる。 

ク 省略符（…） 

引用文の一部あるいは前後を省略する場合は、和文の場合には3点リーダー（…）、

英文の場合には下付の3点リーダー（...）を用いる。 

(3）数字 

ア 数を表示する場合は、原則としてアラビア数字を用い半角とする。 

イ 文字や記号の隅につける添え字はその位置に明瞭に表記する。 

(4）単位 

計量単位は、原則として、国際単位系（SI単位系）とする。 

(5）略語 

論文中において高い頻度で使用される用語に対して、著者が便宜的に省略した語を用い

る場合は、初出時に略さず明記し、（以下「………」と略す）と添え書きしてから、以後

その略語を用いる。 

(6）引用 

論文中で文献を引用する場合には、基本的な文献を厳選し、正確に引用すること。引用

した文献はすべて文献表に掲載する。本文中の文献は原則として著者名と発行年で示すこ

と。ただし、この方式で表記することが著しく困難な場合はこの限りではない。 

ア 本文中で文献の一部を直接引用するときは、引用した語句または文章を、和文の場

合には「」、英文の場合には“ ”でくくること。 

イ 著者が2名の場合、和文の場合には中黒（・）、英文の場合には“and”を用いてつ

なぐこと。ただし、著者が3名以上の場合は、筆頭著者の姓の後に、和文の場合には

「ほか」、英文の場合には“et al.” を用いる。複数の文献が連続する場合はセミ

コロン（；）でつなぐこと。 

ウ 本文中で参照した文献を明記する場合には、次のような形で著者名と発行年を記入

する。同一著者の文献が複数ある場合には、括弧内の発行年をコンマ（，）でつなぐ

こと。同一著者の同一年に発行された複数の論文は発行年の後にa、 b、 c、 …をつ

  鹿鹿 屋屋 体体 育育 大大 学学 学学 位位 論論 文文 等等 のの 作作 成成 要要 領領  

 

平成元年２月１５日 

学 長 裁 定 

改正 平成１７年３月２２日 

                               平成２３年２月１７日 

                              平成２３年９月１５日 

                              平成２４年２月２３日 

平成３１年４月１９日 

 

１ 趣旨 

  この要領は、鹿屋体育大学学位細則（昭和６３年細則第５号）第３５条の規定に基づき、

 学位論文及び論文概要の作成要領について必要な事項を定める。 

 

２ 学位論文の作成要領 

(1) 原稿のフォーマット 

原稿は、ワードプロセッサーで作成する（A４ 判縦置き横書き）。本文は全角40字30行

（ダブルスペース、英文綴りおよび数値は半角）で、上下2.5㎝、左2.5㎝、右2㎝の余白

をとり、フォントの大きさは、英文は12ポイント（Times New Roman）、和文は10.5ポイ

ント（本文は明朝体、見出しはゴシック体）とする。本文は原則として現代かなづかいと

し、外国語をかな書きする場合は、カタカナ表記とする。 

(2) 論文の表紙及び背表紙は、図１のとおりとする。 

(3) 論文の執筆体裁は、原則として図２のとおりとし、１枚目に論文題目等を記し、２枚目

から論文の内容を記載するものとする。 

   なお、２枚目から頁番号を付すこと。 

 

３ 論文概要の作成要領 

 (1) 用紙は、Ａ４判（縦長横書き）とする。 

 (2) 印字体は、前記２（１）の学位論文の作成要領に準じ、論文概要を和文で１８００字か

ら２０００字程度又は英文８００語程度で執筆するものとする。 

  (3) 執筆体裁は、図３のとおりとし、文頭に「論文概要」と記載のうえ、論文題目及び氏名

  を記し、引き続き、論文の概要を記載するものとする。 

 

４ 論文作成上の注意 

  以下の(1)～(10)については、日本体育学会の許可を得て、体育学研究投稿規定を一部変 

更したものを本学の論文作成上の注意とするものです。 

 

(1）題目 

題目は、研究の内容を的確に表現しうるものであることとする。副題をつける場合には、 

コロン（：）で続ける。 

(2）符号 
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(ア）著者名および発行年 

共著の場合、和文の場合には中黒（・）、英文の場合には“and”で続ける。

ただし、英文で3人以上の場合にはコンマ（，）でつなぎ、最後の著者の前だけ

に“and”を入れる。発行年は著者名のすぐ後の（ ）内に記入し、論文名と区

切る。著者名の前に番号は不要。同一著者、同発行年の複数の論文を引用した

場合は年号の後にa、b、c、…をつける。 

(イ）論文名 

論文名の最後はピリオド（．）を打つこと。英文では、題目の最初の文字だ 

けを大文字にする。 

(ウ）誌名 

和文誌の場合は略記せず、必ず誌名全体を記載すること。英文誌の場合は、 

その雑誌に指定された略記法、または広く慣用的に用いられている略記法に従

うこと。それ以外は省略しないこと。誌名の最後はコンマ（，）をつけること。 

(エ）巻号およびページ 

巻数の後にコロン（：）をつけ論文の開始ページと終了ページを省略しない 

でハイフン（-）で結び、最後にピリオド（．）を打つこと。同一巻が通しペー

ジとなっていない場合には、号数を（ ）で巻数の後に示すこと。 

イ 単行本の書き方 

書き方の原則は定期刊行物の項に従うこと。 

(ア）単行本全体の場合 

著者名（発行年）書名（版数、ただし初版は省略）．発行所：発行地，引用 

ページ（p.またはpp.）の形式とする。なお、引用箇所が限定できない場合には、 

ページは省略する。また、編集（監修）書の場合には、「編」、「監」、ある 

いは「編著」と表記する。英文では編集者が1人の場合は（Ed.）、複数の場合 

は（Eds.）をつける。 

(イ）単行本の一部の場合 

論文（章）著者、論文（章）の題名の後に編集（監修）者名と「編」、「監 

修」、「編者」などをつける。英文の場合には、“In:”をつけたあと編集 

（監修）者名と（Ed.）、または（Eds.）をつける。 

(ウ）翻訳書の場合 

原著者の姓をカタカナ表記し、その後ろにコロン（：）をつけて訳者の姓名 

を記入する。共訳の場合は中黒で、訳者が3人以上の場合は「：…ほか訳」と省 

略して筆頭訳者だけ記入する。英文の翻訳書の場合、原著の書誌データは執筆 

者が必要と判断した場合に最後に＜ ＞内に付記する。 

 

けて区別する。 

エ 翻訳書の著者を表記するときは、カタカナ表記とする。 

オ 翻訳書と原著の両方を引用したときには、翻訳書は上記エに従って記入する。原著

は英文表記とする。 

(7）注記 

注は本文あるいは図表で説明するのが適切ではなく、しかも補足的に説明することが明

らかに必要なときのみに用いる。その数は最小限にとどめること。注をつける場合は、本

文のその箇所に注1）、注2）のように通し番号をつけ、本文と論文末の文献表との間に一

括して番号順に記載する。注記の見出し語は「注」とする。 

  なお、章毎に注をつけてもよい。 

(8）特殊文字 

ア ゴシック 

ゴシックは見出し語のみに使用する。本文中の特定語句を強調するためのゴシック

体の使用はさけること。 

イ イタリック 

次の場合にはイタリック体を用いることができる。 

(ア) 数式中の数 

    (イ）数値や量 

(ウ）統計法に用いられる記号 

     (エ）動物・植物の学名 

       本文中の欧語を強調するためにイタリック体を使用することは、引用の場合 

などを除いて避けること。 

 (オ）アンダーライン 

文意を強調するためのアンダーラインは使用しないこと。 

(9）図表の作成 

図表は、本文の内容近くに適宜入れ込む形で作成すること。 

ただし、図表を組み込むことが困難な場合は、該当する本文の頁の次頁に図表の頁を入

れ込む形で作成してもよい。 

なお、章毎に一括して（各章末に）作成してもよい。 

図のタイトルはゴシックで下に、表のタイトルは上に記し、本文を通して図表それぞれ

に番号を付けること。なお、図表注は表の下に一つ一つ改行し、注符号は上つきダガーで

†、††、†††などの順に用い、アスタリスク（*、**、***）は統計学上の有意水準を

示すときにのみ用いる。 

(10)文献表の作成 

文献表の見出し語は「文献」とする。文献の記載は原則として著者名のアルファベット

順とし、書誌データには通常、著者名・発行年・題目（書名）・誌名・出版社・ページな

どの情報が含まれる。書式は下記の例にならうこと。 

なお、章毎に示し、論文の巻末には、すべての文献の文献一覧表を作成してもよい。 

ア 定期刊行物（いわゆる雑誌）の書き方 

定期刊行物の場合の書誌データの表記は、著者名（発行年）論文名．誌名，巻

(号）：ページ．の順とする。 
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(ア）著者名および発行年 

共著の場合、和文の場合には中黒（・）、英文の場合には“and”で続ける。

ただし、英文で3人以上の場合にはコンマ（，）でつなぎ、最後の著者の前だけ

に“and”を入れる。発行年は著者名のすぐ後の（ ）内に記入し、論文名と区

切る。著者名の前に番号は不要。同一著者、同発行年の複数の論文を引用した

場合は年号の後にa、b、c、…をつける。 

(イ）論文名 

論文名の最後はピリオド（．）を打つこと。英文では、題目の最初の文字だ 

けを大文字にする。 

(ウ）誌名 

和文誌の場合は略記せず、必ず誌名全体を記載すること。英文誌の場合は、 

その雑誌に指定された略記法、または広く慣用的に用いられている略記法に従

うこと。それ以外は省略しないこと。誌名の最後はコンマ（，）をつけること。 

(エ）巻号およびページ 

巻数の後にコロン（：）をつけ論文の開始ページと終了ページを省略しない 

でハイフン（-）で結び、最後にピリオド（．）を打つこと。同一巻が通しペー

ジとなっていない場合には、号数を（ ）で巻数の後に示すこと。 

イ 単行本の書き方 

書き方の原則は定期刊行物の項に従うこと。 

(ア）単行本全体の場合 

著者名（発行年）書名（版数、ただし初版は省略）．発行所：発行地，引用 

ページ（p.またはpp.）の形式とする。なお、引用箇所が限定できない場合には、 

ページは省略する。また、編集（監修）書の場合には、「編」、「監」、ある 

いは「編著」と表記する。英文では編集者が1人の場合は（Ed.）、複数の場合 

は（Eds.）をつける。 

(イ）単行本の一部の場合 

論文（章）著者、論文（章）の題名の後に編集（監修）者名と「編」、「監 

修」、「編者」などをつける。英文の場合には、“In:”をつけたあと編集 

（監修）者名と（Ed.）、または（Eds.）をつける。 

(ウ）翻訳書の場合 

原著者の姓をカタカナ表記し、その後ろにコロン（：）をつけて訳者の姓名 

を記入する。共訳の場合は中黒で、訳者が3人以上の場合は「：…ほか訳」と省 

略して筆頭訳者だけ記入する。英文の翻訳書の場合、原著の書誌データは執筆 

者が必要と判断した場合に最後に＜ ＞内に付記する。 

 

けて区別する。 

エ 翻訳書の著者を表記するときは、カタカナ表記とする。 

オ 翻訳書と原著の両方を引用したときには、翻訳書は上記エに従って記入する。原著

は英文表記とする。 

(7）注記 

注は本文あるいは図表で説明するのが適切ではなく、しかも補足的に説明することが明

らかに必要なときのみに用いる。その数は最小限にとどめること。注をつける場合は、本

文のその箇所に注1）、注2）のように通し番号をつけ、本文と論文末の文献表との間に一

括して番号順に記載する。注記の見出し語は「注」とする。 

  なお、章毎に注をつけてもよい。 

(8）特殊文字 

ア ゴシック 

ゴシックは見出し語のみに使用する。本文中の特定語句を強調するためのゴシック

体の使用はさけること。 

イ イタリック 

次の場合にはイタリック体を用いることができる。 

(ア) 数式中の数 

    (イ）数値や量 

(ウ）統計法に用いられる記号 

     (エ）動物・植物の学名 

       本文中の欧語を強調するためにイタリック体を使用することは、引用の場合 

などを除いて避けること。 

 (オ）アンダーライン 

文意を強調するためのアンダーラインは使用しないこと。 

(9）図表の作成 

図表は、本文の内容近くに適宜入れ込む形で作成すること。 

ただし、図表を組み込むことが困難な場合は、該当する本文の頁の次頁に図表の頁を入

れ込む形で作成してもよい。 

なお、章毎に一括して（各章末に）作成してもよい。 

図のタイトルはゴシックで下に、表のタイトルは上に記し、本文を通して図表それぞれ

に番号を付けること。なお、図表注は表の下に一つ一つ改行し、注符号は上つきダガーで

†、††、†††などの順に用い、アスタリスク（*、**、***）は統計学上の有意水準を

示すときにのみ用いる。 

(10)文献表の作成 

文献表の見出し語は「文献」とする。文献の記載は原則として著者名のアルファベット

順とし、書誌データには通常、著者名・発行年・題目（書名）・誌名・出版社・ページな

どの情報が含まれる。書式は下記の例にならうこと。 

なお、章毎に示し、論文の巻末には、すべての文献の文献一覧表を作成してもよい。 

ア 定期刊行物（いわゆる雑誌）の書き方 

定期刊行物の場合の書誌データの表記は、著者名（発行年）論文名．誌名，巻

(号）：ページ．の順とする。 
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       附 則 

    １ この申合せは、平成２０年４月１日から施行し、平成１９年度入学者から適用する。 
  ２ 鹿屋体育大学修士課程学位論文の提出条件に関する申合せ（平成１９年３月１日研究   

科教務委員会決定）は、廃止する。 
 
       附 則（平２３．２．２２） 

    １ この申合せは、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度入学者から適用する。 
  ２ 平成２２年度以前に本学大学院修士課程に入学した者の学位論文の提出に当たって    

は、次の各号のいずれかの条件を満たすものとする。 
  (1) 在学中において、公開で発表した研究内容に基づき作成された論文であること。な    

お、公開で発表した研究とは、学術雑誌（本学学術研究紀要も含む。）に掲載された

論文、学会大会（本学学術研究会等を含む。）での発表（口頭、ポスター等の形式は

問わない。）、その他公開発表と研究科教務委員会が認めたものをいう。 

    (2) 審査規定が明記された英文学術雑誌に掲載された原著論文１編の別刷りをもって、

学位論文に代えることができる。 
(3) 特定課題研究は、研究科委員会がその成果を個別に審査し、第１号に規定する条件

と同等以上の内容であると認めた研究であること。 
  (4) スーパー・スチューデント対象で入学した者の学位論文は、研究科委員会が個別に

審査し、研究内容が第１号又は第２号に規定する条件と同等以上であると認められた

研究であること。 

   （5）発表した論文は、本人が筆頭著者（発表者）であること。 

   （6）英文学術雑誌とは、論文全体を英語で執筆することが投稿規定で義務化され、国際    

的に高い評価を得ている（impact factor を有する）雑誌とする。 
 
     附 則（平２６．３．１０） 

   １ この申合せは、平成２６年４月１日から施行し、平成２６年４月１日以降の入学者から

適用する。 

  ２ 平成２５年１０月１日に在学している者の修士論文の提出に当たっては、次の各号の

いずれかの条件を満たすものとする。 
(1) 在学中において、公開で発表した研究内容に基づき作成された論文であること。な

お、公開で発表した研究とは、学術雑誌（本学学術研究紀要も含む。）に掲載された

論文、学会大会での発表（口頭、ポスター等の形式は問わない。）、その他公開発表

と研究科教務委員会が認めたものをいう。 

    (2) 審査規定が明記された英文学術雑誌に掲載された原著論文１編の別刷りをもって、

修士論文に代えることができる。 

(3) 特定課題研究は、研究科委員会がその成果を個別に審査し、上記第２項第１号に

規定する条件と同等以上の内容であると認めた研究であること。 

(4) スーパー・スチューデント対象で入学した者の修士論文は、研究科委員会が個別

に審査し、研究内容が上記第２項第１号又は第２号に規定する条件と同等以上である

と認められた研究であること。 

３  発表した論文は、本人が筆頭著者（発表者）であること。 

４  英文学術雑誌とは、論文全体を英語で執筆することが投稿規定で義務化され、国際的

鹿鹿屋屋体体育育大大学学修修士士論論文文のの提提出出条条件件にに関関すするる申申合合せせ  
 
                                平成２０年 ２月２１日 

                                                         研 究 科 委 員 会 決 定      
                                                    改正 平成２３年 ２月２２日 

平成２６年 ３月１０日 
                               令和 ２年 ３月２５日 

 
 （趣旨） 
第１ この申合せは、鹿屋体育大学学位規則第７条第１項に規定する修士の学位論文（以下

「修士論文」という。）の提出に関し必要な事項を定めるものである。 
 
 （修士論文の提出条件等） 
第２ 修士論文の提出に当たっては、次の各号のいずれかの条件を満たすものとする。 

(1) 在学中において、公開で発表した研究内容に基づき作成された論文であること。なお、    

公開で発表した研究とは、学術雑誌（本学学術研究紀要も含む。）に掲載された学術論文、

学会大会での発表（口頭、ポスター等の形式は問わない。）、その他公開発表と研究科教

務委員会が認めたものをいう。 

(2) 特定課題研究は、研究科委員会がその成果を個別に審査し、第１号に規定する条件と同

等以上の内容であると認めた研究であること。 
(3) スーパー・スチューデント対象で入学した者の修士論文は、研究科委員会が個別に審査

し、研究内容が第１号又は第２号に規定する条件と同等以上であると認められた研究であ

ること。 
２  発表した論文は、本人が筆頭著者（発表者）であること。 
 
   （早期修了者の修士論文の提出条件等） 
第３ 学則第５１条第１項ただし書きに定める早期修了を適用する者の修士論文の提出条件は、

日本学術会議に日本学術会議協力学術研究団体として承認された学会・研究会等又は日本ス

ポーツ体育健康科学学術連合に加盟学術団体として承認された学会・研究会等（以下「学術

研究団体」という。）が発行し、査読がある学術雑誌又は審査規定が明記された英文学術雑

誌に掲載された学術論文１編を基に作成した修士論文（日本語又は英語に限る。）であるこ

ととする。 
２ 第１項の規定にかかわらず、学術雑誌の発行団体（学会等）の掲載可（accepted）の証明

書がある場合に限り、印刷中の学術論文も審査対象とする。 
３ 大学紀要（本学紀要も含む。）又はそれに準ずる雑誌に掲載された論文については、第１

項においては審査対象としない。 
４ 大学院修士課程入学以降に投稿された論文を対象とする。 
５ 英文学術雑誌とは、論文全体を英語で執筆することが投稿規定で義務化され、国際的に高

い評価を得ている雑誌とする。 
 

  （雑則） 
第４ 修士論文の提出に関し、この申合せによりがたい場合には、研究科委員会がその都度定

める。 
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       附 則 

    １ この申合せは、平成２０年４月１日から施行し、平成１９年度入学者から適用する。 
  ２ 鹿屋体育大学修士課程学位論文の提出条件に関する申合せ（平成１９年３月１日研究   

科教務委員会決定）は、廃止する。 
 
       附 則（平２３．２．２２） 

    １ この申合せは、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度入学者から適用する。 
  ２ 平成２２年度以前に本学大学院修士課程に入学した者の学位論文の提出に当たって    

は、次の各号のいずれかの条件を満たすものとする。 
  (1) 在学中において、公開で発表した研究内容に基づき作成された論文であること。な    

お、公開で発表した研究とは、学術雑誌（本学学術研究紀要も含む。）に掲載された

論文、学会大会（本学学術研究会等を含む。）での発表（口頭、ポスター等の形式は

問わない。）、その他公開発表と研究科教務委員会が認めたものをいう。 

    (2) 審査規定が明記された英文学術雑誌に掲載された原著論文１編の別刷りをもって、

学位論文に代えることができる。 
(3) 特定課題研究は、研究科委員会がその成果を個別に審査し、第１号に規定する条件

と同等以上の内容であると認めた研究であること。 
  (4) スーパー・スチューデント対象で入学した者の学位論文は、研究科委員会が個別に

審査し、研究内容が第１号又は第２号に規定する条件と同等以上であると認められた

研究であること。 

   （5）発表した論文は、本人が筆頭著者（発表者）であること。 
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  ２ 平成２５年１０月１日に在学している者の修士論文の提出に当たっては、次の各号の

いずれかの条件を満たすものとする。 
(1) 在学中において、公開で発表した研究内容に基づき作成された論文であること。な

お、公開で発表した研究とは、学術雑誌（本学学術研究紀要も含む。）に掲載された

論文、学会大会での発表（口頭、ポスター等の形式は問わない。）、その他公開発表

と研究科教務委員会が認めたものをいう。 

    (2) 審査規定が明記された英文学術雑誌に掲載された原著論文１編の別刷りをもって、

修士論文に代えることができる。 

(3) 特定課題研究は、研究科委員会がその成果を個別に審査し、上記第２項第１号に
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(4) スーパー・スチューデント対象で入学した者の修士論文は、研究科委員会が個別
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３  発表した論文は、本人が筆頭著者（発表者）であること。 

４  英文学術雑誌とは、論文全体を英語で執筆することが投稿規定で義務化され、国際的
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(1) 在学中において、公開で発表した研究内容に基づき作成された論文であること。なお、    

公開で発表した研究とは、学術雑誌（本学学術研究紀要も含む。）に掲載された学術論文、

学会大会での発表（口頭、ポスター等の形式は問わない。）、その他公開発表と研究科教

務委員会が認めたものをいう。 

(2) 特定課題研究は、研究科委員会がその成果を個別に審査し、第１号に規定する条件と同

等以上の内容であると認めた研究であること。 
(3) スーパー・スチューデント対象で入学した者の修士論文は、研究科委員会が個別に審査

し、研究内容が第１号又は第２号に規定する条件と同等以上であると認められた研究であ

ること。 
２  発表した論文は、本人が筆頭著者（発表者）であること。 
 
   （早期修了者の修士論文の提出条件等） 
第３ 学則第５１条第１項ただし書きに定める早期修了を適用する者の修士論文の提出条件は、

日本学術会議に日本学術会議協力学術研究団体として承認された学会・研究会等又は日本ス

ポーツ体育健康科学学術連合に加盟学術団体として承認された学会・研究会等（以下「学術

研究団体」という。）が発行し、査読がある学術雑誌又は審査規定が明記された英文学術雑

誌に掲載された学術論文１編を基に作成した修士論文（日本語又は英語に限る。）であるこ

ととする。 
２ 第１項の規定にかかわらず、学術雑誌の発行団体（学会等）の掲載可（accepted）の証明

書がある場合に限り、印刷中の学術論文も審査対象とする。 
３ 大学紀要（本学紀要も含む。）又はそれに準ずる雑誌に掲載された論文については、第１

項においては審査対象としない。 
４ 大学院修士課程入学以降に投稿された論文を対象とする。 
５ 英文学術雑誌とは、論文全体を英語で執筆することが投稿規定で義務化され、国際的に高

い評価を得ている雑誌とする。 
 

  （雑則） 
第４ 修士論文の提出に関し、この申合せによりがたい場合には、研究科委員会がその都度定

める。 
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                              平成３０年２月１５日 
                                                         研 究 科 委 員 会 決 定 

                            

 （趣旨） 

第１ この基準は、スポーツ国際開発学共同専攻における修士論文及び特定課題レポート（以

下「修士論文等」という。）の審査基準に関し必要な事項を定める。 

 

 （修士論文の審査基準） 

第２ 修士論文の審査は、在学中において、公開で発表した研究内容に基づき作成された論文

について、以下の基準をもって行うものとする。 

 (1) 研究テーマの適切性 

ア 研究テーマ設定の背景・問題、現場への有用性や学術的・社会的意義が適切に示さ

れている。 

イ 研究目的や課題が適切で、明確である。 

ウ 研究内容がスポーツ国際開発学に寄与するものである。 

(2) 文献研究の適切性 

ア 研究テーマに関連する先行研究を適切に整理・概観している。 

イ 自らの研究に対して先行研究を適切に関連づけ、活用している。 

(3) 研究方法の妥当性 

ア 研究目的等を達成するために妥当な研究方法が選択されている。 

イ 選択した研究方法の妥当性やその方法を適切に示している。 

ウ 研究を遂行するに当たり、適切な倫理的配慮が示されている。 

(4) 論理の一貫性 

ア 研究論文全体を通して、論理展開に整合性、一貫性がある。 

イ 研究目的や課題に対して、資料・データ等から論理的に明確な結論が述べられてい

る。 

(5) 研究の独自性・独創性 

研究テーマ、目的・課題設定、研究方法、結論等に独自性や独創性が認められる。 

(6) 論文構成・体裁の適切性 

本専攻を構成する大学の学位論文作成要領等に従って、適切に修士論文が作成されてい

る。 

 

 （特定課題レポートの審査基準） 

第３ 特定課題レポートは、特定課題について、実践的技法を用いて主体的に課題解決や目標

達成に取り組み、その経緯と成果について妥当な考察がなされ、適切に記述されたレポート

を指し、審査は以下の基準をもって行うものとする。 

(1) 研究テーマの適切性 

ア 研究テーマ設定の背景・問題、現場への有用性や社会的意義が適切に示されている。 

イ 研究目的や課題が適切で、明確である。 

ウ 研究内容がスポーツ国際開発学に寄与するものである。 

に高い評価を得ている雑誌とする。 
 
附 則（令２．３．２５） 

この申合せは、令和２年４月１日から施行する。 
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                              平成３０年２月１５日 
                                                         研 究 科 委 員 会 決 定 

                            

 （趣旨） 

第１ この基準は、スポーツ国際開発学共同専攻における修士論文及び特定課題レポート（以

下「修士論文等」という。）の審査基準に関し必要な事項を定める。 

 

 （修士論文の審査基準） 

第２ 修士論文の審査は、在学中において、公開で発表した研究内容に基づき作成された論文

について、以下の基準をもって行うものとする。 

 (1) 研究テーマの適切性 

ア 研究テーマ設定の背景・問題、現場への有用性や学術的・社会的意義が適切に示さ

れている。 

イ 研究目的や課題が適切で、明確である。 

ウ 研究内容がスポーツ国際開発学に寄与するものである。 

(2) 文献研究の適切性 

ア 研究テーマに関連する先行研究を適切に整理・概観している。 

イ 自らの研究に対して先行研究を適切に関連づけ、活用している。 

(3) 研究方法の妥当性 

ア 研究目的等を達成するために妥当な研究方法が選択されている。 

イ 選択した研究方法の妥当性やその方法を適切に示している。 

ウ 研究を遂行するに当たり、適切な倫理的配慮が示されている。 

(4) 論理の一貫性 

ア 研究論文全体を通して、論理展開に整合性、一貫性がある。 

イ 研究目的や課題に対して、資料・データ等から論理的に明確な結論が述べられてい

る。 

(5) 研究の独自性・独創性 

研究テーマ、目的・課題設定、研究方法、結論等に独自性や独創性が認められる。 

(6) 論文構成・体裁の適切性 

本専攻を構成する大学の学位論文作成要領等に従って、適切に修士論文が作成されてい

る。 

 

 （特定課題レポートの審査基準） 

第３ 特定課題レポートは、特定課題について、実践的技法を用いて主体的に課題解決や目標

達成に取り組み、その経緯と成果について妥当な考察がなされ、適切に記述されたレポート

を指し、審査は以下の基準をもって行うものとする。 

(1) 研究テーマの適切性 

ア 研究テーマ設定の背景・問題、現場への有用性や社会的意義が適切に示されている。 

イ 研究目的や課題が適切で、明確である。 

ウ 研究内容がスポーツ国際開発学に寄与するものである。 

に高い評価を得ている雑誌とする。 
 
附 則（令２．３．２５） 

この申合せは、令和２年４月１日から施行する。 
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長長期期ににわわたたるる教教育育課課程程のの履履修修にに関関すするる規規程程  

平成１８年 ３ 月 ２ 日

 規 程 第 ３ 号

改正 平成２６年 ３ 月２０日 

    規 程 第 ４ 号 

平成２７年 ３ 月１１日    

規 程 第 ４ 号 

平成３１年４月１９日 

規 程 第 １ ５ 号 

令 和 ３ 年 ７ 月 １ 日 

規 程 第 ３ ４ 号 

令和３年８月１０日 

規 程 第 ３ ９ 号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、鹿屋体育大学学則（以下「学則」という。）第３０条の２及び第 

４９条の２の規定に基づき、鹿屋体育大学（以下「本学」という。）における長期にわ

たる教育課程の履修（以下「長期履修」という。）について必要な事項を定める。 

（対象となる学生） 

第２条 長期履修を願い出ることができる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 職業を有している者

(2) その他長期履修を必要とする事由があると認められる者

（長期履修の期間） 

第３条 長期履修の期間の最長年限は、学則第１５条第１項及び第３９条に規定する在学

年限の範囲内とする。 

（申請手続） 

第４条 長期履修を希望する者は、長期履修申請書（別紙様式１）を学長に申請するもの

とする。ただし、大学院については、別に定める期間内に申請するものとする。 

２ 前項の規定による申請があったときは、教務委員会又は研究科教務委員会の議を経て、

学長が許可する。 

（授業料） 

第５条 長期履修を認められた者（以下「長期履修学生」という。）の授業料は、別に 

 

 

(2)  文献研究の適切性 

ア 研究テーマに関連する先行研究を適切に整理・概観している。 

イ 自らの研究に対して先行研究を適切に関連づけ、活用している。 

(3) 研究方法の妥当性 

ア 研究目的等を達成するために妥当な研究方法が選択されている。 

イ 選択した研究方法の妥当性やその方法を適切に示している。 

ウ 研究を遂行するに当たり、適切な倫理的配慮が示されている。 

(4) 論理の一貫性 

ア レポート全体を通して、論理展開に整合性、一貫性がある。 

イ 研究目的や課題に対して、資料・データ等から論理的に明確な結論が述べられてい

る。 

(5) 研究の実践性 

研究テーマ、目的・課題設定、研究方法、結論等に現場における実践性が認められる。 

(6) レポート構成・体裁の適切性 

本専攻を構成する大学の学位論文作成要領等に準じて、適切にレポートが作成されてい

る。 

 

  （雑則） 

第４ 修士論文等の審査基準に関し、この基準によりがたい場合には、研究科委員会がその都

度定める。 

 

 

       附 則 

   この基準は、平成３０年２月１５日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 
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長長期期ににわわたたるる教教育育課課程程のの履履修修にに関関すするる規規程程  

平成１８年 ３ 月 ２ 日

 規 程 第 ３ 号

改正 平成２６年 ３ 月２０日 

    規 程 第 ４ 号 

平成２７年 ３ 月１１日    

規 程 第 ４ 号 

平成３１年４月１９日 

規 程 第 １ ５ 号 

令 和 ３ 年 ７ 月 １ 日 

規 程 第 ３ ４ 号 

令和３年８月１０日 

規 程 第 ３ ９ 号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、鹿屋体育大学学則（以下「学則」という。）第３０条の２及び第 

４９条の２の規定に基づき、鹿屋体育大学（以下「本学」という。）における長期にわ

たる教育課程の履修（以下「長期履修」という。）について必要な事項を定める。 

（対象となる学生） 

第２条 長期履修を願い出ることができる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 職業を有している者

(2) その他長期履修を必要とする事由があると認められる者

（長期履修の期間） 

第３条 長期履修の期間の最長年限は、学則第１５条第１項及び第３９条に規定する在学

年限の範囲内とする。 

（申請手続） 

第４条 長期履修を希望する者は、長期履修申請書（別紙様式１）を学長に申請するもの

とする。ただし、大学院については、別に定める期間内に申請するものとする。 

２ 前項の規定による申請があったときは、教務委員会又は研究科教務委員会の議を経て、

学長が許可する。 

（授業料） 

第５条 長期履修を認められた者（以下「長期履修学生」という。）の授業料は、別に 

 

 

(2)  文献研究の適切性 

ア 研究テーマに関連する先行研究を適切に整理・概観している。 

イ 自らの研究に対して先行研究を適切に関連づけ、活用している。 

(3) 研究方法の妥当性 

ア 研究目的等を達成するために妥当な研究方法が選択されている。 

イ 選択した研究方法の妥当性やその方法を適切に示している。 

ウ 研究を遂行するに当たり、適切な倫理的配慮が示されている。 

(4) 論理の一貫性 

ア レポート全体を通して、論理展開に整合性、一貫性がある。 

イ 研究目的や課題に対して、資料・データ等から論理的に明確な結論が述べられてい

る。 

(5) 研究の実践性 

研究テーマ、目的・課題設定、研究方法、結論等に現場における実践性が認められる。 

(6) レポート構成・体裁の適切性 

本専攻を構成する大学の学位論文作成要領等に準じて、適切にレポートが作成されてい

る。 

 

  （雑則） 

第４ 修士論文等の審査基準に関し、この基準によりがたい場合には、研究科委員会がその都

度定める。 

 

 

       附 則 

   この基準は、平成３０年２月１５日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 
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別紙様式１（第４条関係） 

長 期 履 修 申 請 書 

 ふ り が な  

氏    名  （署名） 

 （学籍番号） 

課  程 

鹿屋体育大学長  様 

    下記の理由により、長期履修を希望したいので申請します。 

令和  年  月  日 

[入学後の研究計画概要] 

[入学年度]  令和 年度 

[長期履修計画年数]     令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

[長期履修の必要性・長期履修計画]    

指導教員の意見 

指導教員氏名  （署名） 

※入学後 1 年を超えて長期履修を申請する場合は、別途理由書（様式任意）を添付すること。

定める。 

（履修期間の変更） 

第６条 長期履修学生で履修期間の短縮を希望する場合は、別に定める期間内に長期履修

期間短縮申請書（別紙様式２）を学長に申請するものとする。

２ 前項の規定による申請があったときは、教務委員会又は研究科教務委員会の議を経て、

学長が許可する。 

３ 履修期間の延長については原則として認めないが、長期履修期間中に休学が許可され

た場合に限り、許可された休学期間分のみを延長する。 

（雑則） 

第７条 この規程に定めるもののほか、長期履修に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規程は、平成１８年３月２日から施行する。 

附 則（平２６．３．２０規程第４号） 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平２７．３．１１規程第４号） 

この規程は、平成２７年３月１１日から施行する。 

附 則（平３１．４．１９規程第１５号） 

この規程は、令和元年５月１日から施行する。 

附 則（令３． ７． １規程第３４号） 

この規程は、令和３年７月１日から施行する。 

附 則（令３．８．１０規程第３９号） 

この規程は、令和３年 月 日から施行する。 
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別紙様式１（第４条関係） 

長 期 履 修 申 請 書 

 ふ り が な  

氏    名  （署名） 

 （学籍番号） 

課  程 

鹿屋体育大学長  様 

    下記の理由により、長期履修を希望したいので申請します。 

令和  年  月  日 

[入学後の研究計画概要] 

[入学年度]  令和 年度 

[長期履修計画年数]     令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

[長期履修の必要性・長期履修計画]    

指導教員の意見 

指導教員氏名  （署名） 

※入学後 1 年を超えて長期履修を申請する場合は、別途理由書（様式任意）を添付すること。

定める。 

（履修期間の変更） 

第６条 長期履修学生で履修期間の短縮を希望する場合は、別に定める期間内に長期履修

期間短縮申請書（別紙様式２）を学長に申請するものとする。

２ 前項の規定による申請があったときは、教務委員会又は研究科教務委員会の議を経て、

学長が許可する。 

３ 履修期間の延長については原則として認めないが、長期履修期間中に休学が許可され

た場合に限り、許可された休学期間分のみを延長する。 

（雑則） 

第７条 この規程に定めるもののほか、長期履修に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規程は、平成１８年３月２日から施行する。 

附 則（平２６．３．２０規程第４号） 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平２７．３．１１規程第４号） 

この規程は、平成２７年３月１１日から施行する。 

附 則（平３１．４．１９規程第１５号） 

この規程は、令和元年５月１日から施行する。 

附 則（令３． ７． １規程第３４号） 

この規程は、令和３年７月１日から施行する。 

附 則（令３．８．１０規程第３９号） 

この規程は、令和３年 月 日から施行する。 
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 学学生生のの成成績績等等へへのの異異議議申申立立ててにに関関すするる申申合合せせ  

 

平成２７年３月１９日  
教育研究評議会決定 

改正 平成２８年６月２３日 
令 和 ３ 年 ７ 月 １ 日 

 
(趣旨) 
第１ この申合せは、鹿屋体育大学体育学部の教育課程及び履修方法等に関する規程第 

 ２１条の２、平成２５年度以前の入学生の鹿屋体育大学体育学部教育課程及び履修方法

等に関する規程第２１条の２及び鹿屋体育大学大学院体育学研究科履修規程第１０条の

２及び第２１条の２に基づき、鹿屋体育大学（以下「本学」という。）における学生の成

績等への異議申立てに関し、必要な事項を定める。 
 

(定義) 
第２ この申合せにおいて「学生」とは、本学に在学している学部学生及び大学院学生（科

目等履修生、特別聴講学生その他本学において授業科目を履修し、成績評価を受ける者

を含む。）をいう。 
 

(対応組織) 
第３ 学生の異議申立てに対応する組織は、学部学生にあっては教務委員会、大学院学生

にあっては研究科教務委員会とする。 
２ 当該委員会の委員が当事者である場合は、その委員が所属する系から、問題解決の間、

代理委員を立てる。 
 

(異議申立て) 
第４ 異議申立てを行う学生は、成績公開後、直近の学期開始日（４月１日又は１０月１

日）から７日以内（前期末又は学年末に卒業あるいは修了する場合にあっては成績公開

日から７日以内）（以下「異議申立て期限日」という。）に、異議申立書・再異議申立書

（別記様式第１号）を、教務課を経由して教務委員会委員長又は研究科教務委員会委員

長（以下「委員長」という。）へ提出しなければならない。 
２ 委員長は、前項の異議申立て受け付け後、原則として異議申立て期限日から１０日以

内（以下「回答期限日」という。）に教務委員会又は研究科教務委員会（以下「教務委員

会等」という。）の議を経て、異議申立て・再異議申立てに対する回答書（別記様式第２

号）により回答を行うものとする。ただし、回答期限日までに回答できない場合は、委

員長は、回答できない理由等を、異議申立てを行った学生に回答期限日前に説明するも

のとする。 
３ 異議申立ての回答に不服のある学生は、異議申立ての回答を受け取った日から原則と

して７日以内（以下「再異議申立て期限日」という。）に、異議申立書・再異議申立書（別

記様式第１号）により、再異議申立てを行うことができる。 
４ 委員長は、前項の再異議申立て受け付け後、原則として再異議申立て期限日から１４

日以内（以下「再異議申立て回答期限日」という。）に教務委員会等の議を経て、異議申

別紙様式２（第６条関係） 

長 期 履 修 期 間 短 縮 申 請 書 

 ふ り が な  

氏    名 （署名） 

  （学籍番号） 

課  程

鹿屋体育大学長  様 

    下記の理由により、履修期間を短縮したいので申請します。 

令和  年  月  日 

[入学年度]   令和 年度 

[許可済みの長期履修期間]   令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日  

[長期履修計画年数]   令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 

[履修期間の短縮理由] 

指導教員の意見 

指導教員氏名  （署名） 
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 学学生生のの成成績績等等へへのの異異議議申申立立ててにに関関すするる申申合合せせ  

 

平成２７年３月１９日  
教育研究評議会決定 

改正 平成２８年６月２３日 
令 和 ３ 年 ７ 月 １ 日 

 
(趣旨) 
第１ この申合せは、鹿屋体育大学体育学部の教育課程及び履修方法等に関する規程第 

 ２１条の２、平成２５年度以前の入学生の鹿屋体育大学体育学部教育課程及び履修方法

等に関する規程第２１条の２及び鹿屋体育大学大学院体育学研究科履修規程第１０条の

２及び第２１条の２に基づき、鹿屋体育大学（以下「本学」という。）における学生の成

績等への異議申立てに関し、必要な事項を定める。 
 

(定義) 
第２ この申合せにおいて「学生」とは、本学に在学している学部学生及び大学院学生（科

目等履修生、特別聴講学生その他本学において授業科目を履修し、成績評価を受ける者

を含む。）をいう。 
 

(対応組織) 
第３ 学生の異議申立てに対応する組織は、学部学生にあっては教務委員会、大学院学生

にあっては研究科教務委員会とする。 
２ 当該委員会の委員が当事者である場合は、その委員が所属する系から、問題解決の間、

代理委員を立てる。 
 

(異議申立て) 
第４ 異議申立てを行う学生は、成績公開後、直近の学期開始日（４月１日又は１０月１

日）から７日以内（前期末又は学年末に卒業あるいは修了する場合にあっては成績公開

日から７日以内）（以下「異議申立て期限日」という。）に、異議申立書・再異議申立書

（別記様式第１号）を、教務課を経由して教務委員会委員長又は研究科教務委員会委員

長（以下「委員長」という。）へ提出しなければならない。 
２ 委員長は、前項の異議申立て受け付け後、原則として異議申立て期限日から１０日以

内（以下「回答期限日」という。）に教務委員会又は研究科教務委員会（以下「教務委員

会等」という。）の議を経て、異議申立て・再異議申立てに対する回答書（別記様式第２

号）により回答を行うものとする。ただし、回答期限日までに回答できない場合は、委

員長は、回答できない理由等を、異議申立てを行った学生に回答期限日前に説明するも

のとする。 
３ 異議申立ての回答に不服のある学生は、異議申立ての回答を受け取った日から原則と

して７日以内（以下「再異議申立て期限日」という。）に、異議申立書・再異議申立書（別

記様式第１号）により、再異議申立てを行うことができる。 
４ 委員長は、前項の再異議申立て受け付け後、原則として再異議申立て期限日から１４

日以内（以下「再異議申立て回答期限日」という。）に教務委員会等の議を経て、異議申

別紙様式２（第６条関係） 

長 期 履 修 期 間 短 縮 申 請 書 

 ふ り が な  

氏    名 （署名） 

  （学籍番号） 

課  程

鹿屋体育大学長  様 

    下記の理由により、履修期間を短縮したいので申請します。 

令和  年  月  日 

[入学年度]   令和 年度 

[許可済みの長期履修期間]   令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日  

[長期履修計画年数]   令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日 

[履修期間の短縮理由] 

指導教員の意見 

指導教員氏名  （署名） 
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別記様式第１号（第４第１項、第４第３項関係） 
年  月  日 

異議申立書・再異議申立書 

 
 教 務 委 員 会 委 員 長   

殿 
 研究科教務委員会委員長 

                                    課程 

学籍番号         

                      氏   名            （署名） 

                      連 絡 先   ―    ―      

 
 
１ 成績評価についての異議申立て 

 
   開 講 期：  前・後  期 
 
   科 目 名：                       
 
   担当教員名：                       
 
 
２ 申立ての内容 （できるだけ詳しく記入すること） 
 
 
 
 
 
 

 

ｽﾎﾟｰﾂ総合 ／ 武  道 
修 士  ／ 博士後期 

立て・再異議申立てに対する回答書（別記様式第２号）により回答を行うものとする。

ただし、再異議申立て回答期限日までに回答できない場合は、委員長は、回答できない

理由等を、再異議申立てを行った学生に再異議申立て回答期限日前に説明するものとす

る。 
 
（調査委員会） 
第５ 委員長は、第 4 第２項の異議申立て及び同第４項の再異議申立てを受け付けた場合、

調査委員会を設置することができる。 
２ 前項の調査委員会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

 (1) 教務委員会等副委員長 
 (2) 当該年度の教務委員会等委員 3 名（各系から 1 名） 

３   調査委員会は異議申立て及び再異議申立てに関し、調査を行いその結果を速やかに委

員長に報告するものとする。 
４ 委員長は、異議申立て及び再異議申立てを行った学生に対しては、適宜、途中経過を

説明するとともに、調査等終了後、速やかに、その結果を説明するものとする。 
 
（日数の計算） 

第６ 第４における日数の計算については、日曜日、 土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日を含むものとする。 

 
 

附 則 
 この申合せは、平成２７年４月１日から施行し、平成２７年度に実施された授業の成績

から適用する。 
 

附 則（平２８．６．２３） 
 この申合せは、平成２８年６月２３日から施行し、平成２８年度に実施された授業の成

績から適用する。 
 

附 則（令３．７．１） 
 この申合せは、令和３年７月１日から施行する。 
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別記様式第１号（第４第１項、第４第３項関係） 
年  月  日 

異議申立書・再異議申立書 

 
 教 務 委 員 会 委 員 長   

殿 
 研究科教務委員会委員長 

                                    課程 

学籍番号         

                      氏   名            （署名） 

                      連 絡 先   ―    ―      

 
 
１ 成績評価についての異議申立て 

 
   開 講 期：  前・後  期 
 
   科 目 名：                       
 
   担当教員名：                       
 
 
２ 申立ての内容 （できるだけ詳しく記入すること） 
 
 
 
 
 
 

 

ｽﾎﾟｰﾂ総合 ／ 武  道 
修 士  ／ 博士後期 

立て・再異議申立てに対する回答書（別記様式第２号）により回答を行うものとする。

ただし、再異議申立て回答期限日までに回答できない場合は、委員長は、回答できない

理由等を、再異議申立てを行った学生に再異議申立て回答期限日前に説明するものとす

る。 
 
（調査委員会） 
第５ 委員長は、第 4 第２項の異議申立て及び同第４項の再異議申立てを受け付けた場合、

調査委員会を設置することができる。 
２ 前項の調査委員会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

 (1) 教務委員会等副委員長 
 (2) 当該年度の教務委員会等委員 3 名（各系から 1 名） 

３   調査委員会は異議申立て及び再異議申立てに関し、調査を行いその結果を速やかに委

員長に報告するものとする。 
４ 委員長は、異議申立て及び再異議申立てを行った学生に対しては、適宜、途中経過を

説明するとともに、調査等終了後、速やかに、その結果を説明するものとする。 
 
（日数の計算） 

第６ 第４における日数の計算については、日曜日、 土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日を含むものとする。 

 
 

附 則 
 この申合せは、平成２７年４月１日から施行し、平成２７年度に実施された授業の成績

から適用する。 
 

附 則（平２８．６．２３） 
 この申合せは、平成２８年６月２３日から施行し、平成２８年度に実施された授業の成

績から適用する。 
 

附 則（令３．７．１） 
 この申合せは、令和３年７月１日から施行する。 
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別記様式第２号（第４第２項、第４第４項関係） 
 

年  月  日 
 

異議申立て・再異議申立てに対する回答書 
 
 
   （学生氏名）   様 
 

教務委員会委員長 ／ 
研究科教務委員会委員長 

                                  
 
 
 

令和  年  月  日付けで異議申立て／再異議申立てのありました        

              について以下のように回答します。 

 
【回答内容】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
当該科目担当教員氏名            （署名） 
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令令和和５５年年度度  学学年年暦暦  
  

ススポポーーツツ国国際際開開発発学学共共同同専専攻攻  
学
期 

月  日 事         項 

前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
期 

 ４月 ５日（水） 
入学式（鹿屋体育大学） 
共同専攻新入生オリエンテーション 

  ４月１３日（木） 授業開始（共同専攻開講科目） 

 ４月 ６日（木） 

～  
４月１３日（木） 

履修登録期間 

 ４月１４日（金） 

～  
  ４月２０日（木） 

履修登録変更期間 

 ４月２８日（金） 
研究題目届提出締切日【１年次】 
学位論文題目届提出締切日【２年次】 

 ８月 ４日（金） 

～  
  ９月３０日（土） 

夏期休業期間 

後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
期 

１０月 １日（日） 鹿屋体育大学開学記念日（休業日） 

１０月 ２日（月） 授業開始（共同専攻開講科目） 

９月２９日（金） 

～  
１０月 ６日（金） 

履修登録期間 

１０月 ７日（土） 

～  
１０月１３日（金） 

履修登録変更期間 

１０月 学位論文中間発表会（口頭発表） 

１１月３０日（木） 学位論文変更届提出締切日【２年次】 

１２月２６日（火） 

～  
 １月 ８日（月） 

冬期休業期間 

  １月 ９日（火） 授業再開 

 １月１５日（月） 
学位論文題目変更届提出締切日【２年次】 
学位論文提出締切日【２年次】 

 １月下旬 学位論文最終試験【２年次】 

 １月２７日（土） 学位論文発表会【２年次】 

 ２月 ３日（土） 学位論文発表会（予備日）【２年次】 

２～３月 学位論文構想発表会【１年次】 

 ３月２５日（月） 学位記授与式（鹿屋体育大学） 

 ３月１１日（月） 

～  
  ３月３１日（日） 

春期休業期間 

  前前期期：：４４月月１１日日～～９９月月３３００日日    後後期期：：１１００月月１１日日～～３３月月３３１１日日  

令令和和５５年年度度  学学年年暦暦  
  

ススポポーーツツ国国際際開開発発学学共共同同専専攻攻  
学
期 

月  日 事         項 

前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
期 

 ４月 ５日（水） 
入学式（鹿屋体育大学） 
共同専攻新入生オリエンテーション 

  ４月１３日（木） 授業開始（共同専攻開講科目） 

 ４月 ６日（木） 

～  
４月１３日（木） 

履修登録期間 

 ４月１４日（金） 

～  
  ４月２０日（木） 

履修登録変更期間 

 ４月２８日（金） 
研究題目届提出締切日【１年次】 
学位論文題目届提出締切日【２年次】 

 ８月 ４日（金） 

～  
  ９月３０日（土） 

夏期休業期間 

後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
期 

１０月 １日（日） 鹿屋体育大学開学記念日（休業日） 

１０月 ２日（月） 授業開始（共同専攻開講科目） 

９月２９日（金） 

～  
１０月 ６日（金） 

履修登録期間 

１０月 ７日（土） 

～  
１０月１３日（金） 

履修登録変更期間 

１０月 学位論文中間発表会（口頭発表） 

１１月３０日（木） 学位論文変更届提出締切日【２年次】 

１２月２６日（火） 

～  
 １月 ８日（月） 

冬期休業期間 

  １月 ９日（火） 授業再開 

 １月１５日（月） 
学位論文題目変更届提出締切日【２年次】 
学位論文提出締切日【２年次】 

 １月下旬 学位論文最終試験【２年次】 

 １月２７日（土） 学位論文発表会【２年次】 

 ２月 ３日（土） 学位論文発表会（予備日）【２年次】 

２～３月 学位論文構想発表会【１年次】 

 ３月２５日（月） 学位記授与式（鹿屋体育大学） 

 ３月１１日（月） 

～  
  ３月３１日（日） 

春期休業期間 

  前前期期：：４４月月１１日日～～９９月月３３００日日    後後期期：：１１００月月１１日日～～３３月月３３１１日日  
2023-2024 Academic Calendar 

 
 Date Remarks 

 

April 5  Entrance Ceremony 
Freshman Orientation 

April 13 Classes Begin 

April 6 to 13  Register for Classes 

April 14 to 20  Register Change for Classes 

April 28  Deadline for Submission of Research Title【first-year】 
 Deadline for Submission of Thesis Title【second-year】 

August 4 to September 30  Summer Vacation 

 

October 1  Anniversary of the founding (Holiday) 

October 2  Classes Begin 

September 29 to October 6  Register for Classes 

October 7 to October 13  Register Change for Classes 

October  Thesis Midterm Presentation 

November 30 Deadline for Change the type of Thesis【second-year】 

December 26 to January 8  Winter Vacation 

January 9  Classes Begin 

January 15 Deadline for  change the title of Thesis【second-year】 
 Deadline for Submission of Thesis【second-year】 

End of January  Final Thesis Examination【second-year】 

January 27  Thesis Presentation【second-year】 

February 3  Thesis Presentation (spare date)【second-year】 

February to March  Thesis Concept Presentation【first-year】 

March 25  Commencement Ceremony 

March 11 to 31  Spring Vacation 

 

1 ST SEMESTER
2  ND SEMESTER
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